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序章―なぜ華北問題なのか― 
 
一. 議論の前提：1920 年代のアジア国際政治史における日本と中国 
 
第二次世界大戦末期の 1945 年 1 月 29 日に、南京国民政府は、国防最高委員会国際問題
討論会において、「解决中日問題之基本原則」の草案を作った。その主旨は、「過去の清算と
して、甲午（日清戦争：筆者注）以前の状態を回復することを標準とする。我が国領土を真
に完全なものとし、接壌する地帯の安全、太平洋の平和を維持するためである」と定められ
ている1。さらに、「所謂七七或いは九一八以前の状態を回復する方案は、単独で抗日政策を
行うための一種の見せかけであり、日本側に決定的な失策がないことを前提としていた；今
や、世界大戦という新たな段階に入ったことで、各国の領土主権の回復が最重要視されてお
り、（中略）甲午以前の状態を回復することはもはや非現実的また不合理な目的ではない」
と理由付けている2。つまり、1945 年時点の中国は、日本に対して朝鮮半島の独立、台湾及
び澎湖諸島の返還、東四省の帰還という日清戦争前の状態への回復を要求するに至ったの
である。これは、中国側による平和、平等への主張であり、日本にとっては帝国主義時代に
獲得した海外植民地及び占領地を喪失することを意味している。こうした形で終末を迎え
ることとなった日中全面戦争の起点は、1937 年 7 月 7 日の夜に勃発した盧溝橋事件であっ
た。ところが、盧溝橋事件への道を辿るためには、1920 年代の日中双方のアジア国際政治
史における位置づけを見なければならない。 
日清戦争と日露戦争で日本は清朝とロシアを破り、その後に結ばれた日露協約（1906-
1916）と日英同盟（1902-1923）という二つ国際条約によって、明治維新以来の目標であっ
た国の独立と発展にとって安全な国際環境を得ることに成功した。中国に対しては、第一次
世界大戦の最中、日本は大隈重信内閣のもとで「対華二十一条要求」を袁世凱の指導下にあ
る北京政府に受け入れさせた3。さらに、第一次世界大戦後、日本は世界五大国の一員とし
てパリ講和会議に臨み、山東省でのドイツ利権を継承することを大国に認めさせた。日本が
このように大陸に伸展する政策を取ることに対し、イギリスの世論から反感を買ったもの
の、アジアでの大国としての地位は動揺しなかった。一方、パリ講和会議では米国大統領ウ
ッドロー・ウィルソン（Thomas Woodrow Wilson）が「十四か条の平和原則」を会議に提
案し、ワシントン会議で「四カ国条約」、「ワシントン海軍軍縮条約」、「九カ国条約」を締結
させたことにより、日本の大陸および海洋での政策は大幅に制限された。それにもかかわら
ず、帝国主義体制をとった日本は、その対象である中国に対して、満州での満鉄投資と中国
                                                     
1 「国際問題討論会的討論資料、発言記録等」『國防最高委員會』、中国第二国家歴史档案館蔵、請求番号：
43-773。 
2 同上。 
3 「対華二十一条要求」に関する研究は、奈良岡聰智の『対華二十一ヵ条要求とは何だったのか―第一次世
界大戦と日中対立の原点』（名古屋大学出版会、2015 年）が詳しい。 
2 
 
本土、特に上海での在華紡投資を通して、1920 年代には対外膨張を図った4。 
こうした日本の行動に対して、中国は異なる動きを示していた。1924 年 1 月 20 日から
30 日にかけて、中国国民党第一回全国代表大会が広州で開かれた。国民党の改組と共産党
の国民党内融合を前提とした会議において、中国国民党第一回全国代表大会宣言が採択さ
れた。中国の現状認識、国民党の理念および党の政綱から構成されたこの宣言は、孫文の要
請に応じてソ連人顧問ボロディン（Mikhail Markovich Borodin）が起草し、孫が査定したの
ちに大会に提案されたものであった5。中国の現状という項目では、辛亥革命後の中国が、
軍閥の横暴と列強による侵食によって、半植民地状態に陥っていることが指摘された6。国
民党の政綱は対外政策と国内政策に分けられ、前者においては、「一切の不平等条約、例え
ば、外人の租借権、領事裁判権、外人による関税管理権、及び外人が中国国境内にて中国の
主権を侵害する一切の政治的権力は、取り消すべきである。また双方ともに平等で、かつ相
互を尊重した条約を結ぶべきである」という新たな主張が打ち出された7。孫文は、「従来の
革命が良い結果を収めなかった原因は、革命が徹底できず、途中で軍閥と妥協し、調和した
ため」であり、今後の革命の主眼は「軍閥を打倒」し、中国を「帝国の侵略から解放」する
ところにあるべきだと自ら語った8。さらに、国民党は、革命の目標を軍閥打倒と反帝国主
義に留めるのではなく、いかにして新しい国を築くのかという、より大きな問題として設定
する使命があるとした。その上で、孫文が自ら起草した「国民政府建国大綱」が、中国国民
党第一回全国代表大会にて採択された9。孫文の意図は、改組後の国民党を基に国民政府を
成立させ、中華民国建国当初に制定した『臨時約法』からの逸脱である北京政府を否定し、
新たな近代的国民国家を建設しようとするものだった。 
このように、1920 年代の東アジアでは、日本と中国がそれぞれに異なる目標を掲げて前
進しようとしていた。すなわち、日本は日露協約と日英同盟が解消されたことで、アメリカ
が主導する極東国際秩序を尊重しながらも、世界大国として帝国主義の体制の下、満州と上
海での利権伸展政策を展開していた。一方の中国は、国民党を執政党とする国民政府のもと
で、半植民地状態を脱し、国際社会における平等かつ独立した道を追求していた。 
 
二. 問題関心：満州事変、盧溝橋事件、日中全面戦争の勃発、華北問題との相互関係 
  
                                                     
4 石井寛治『帝国主義日本の対外戦略』名古屋大学出版会、2012 年、172 頁。 
5 張憲文等『中华民国史』第 1 巻、南京大学出版社、2005 年、510 頁。 
6 「中国国民党第一次全国代表大会宣言」（1924 年 1 月 23 日）、広東省社会科学院歴史研究所・中国社会
科学院近代史研究所中華民国史研究室・中山大学歴史系孫中山研究室合編『孫中山全集』第９巻、中華書
局、1986 年、114-25 頁。 
7 同上。 
8 孫中山「对于中国国民党宣言旨趣之说明」（1924 年 1 月 23 日）、同上、125-26 頁。 
9 孫中山「国民政府建国大綱」（1924 年 1 月 23 日）、同上、126-29 頁。 
3 
 
本研究は、1937 年 7 月 7 日に勃発した盧溝橋事件を契機に、日中両国が全面戦争に突入
する過程を改めて辿り直す中で、開戦の一つの要因であると考えられる華北問題に焦点を
あてる。戦争に至るまでの華北の政局や日中交渉の実態を分析することで、なぜ両国の全面
戦争が不可避であったのかを明らかにする。 
議論を始める前に、二つの事象を区別して認識しなければならない。それは華北事変と華
北問題である。華北事変とは、1935 年に日本出先軍（関東軍、支那駐屯軍、特務機関、武
官を含む）が河北事件、張北事件、華北 5 省自治運動を口実に、または策動の手段にするこ
とによって、それぞれに梅津・何応欽「協定」、土肥原・秦徳純協定、冀察政権を成立させ、
河北省、察哈爾省、山西省、山東省、綏遠省を中国より分離させた展開を指す。中国側が
「1935 年華北危局」と称する事態である。それに対して華北問題とは、より広範な展開を
指す。華北問題の理解を容易にするために、近似した満蒙問題の定義を見てみる。当時関東
軍の高級参謀であった板垣征四郎は、満蒙問題を以下のように捉えていた。それは、「満蒙
問題ノ解決ト一ト口ニ申シマスカ人々ニ依リ其ノ概念ヲ異ニ致シマス 換言スレハ終局ノ
目的カ満蒙ヲ如何ナル状態ニ置クヘキカ」というものである10。このような考え方を援用す
ると、華北問題とは、華北の政局ないし支配を如何なる状態に置くべきか、という議論とし
て定義することができる。 
 日中全面戦争の勃発と、それに至る満州事変、盧溝橋事件、華北問題との関係は連鎖的で、
かつ因果関係をも含んでいた。以下、それを説明していきたい。 
まず、満州事変と華北問題との関係についてみていきたい。1931 年 9 月 18 日、関東軍の
柳条湖事件謀略によって、東 3 省が次々に関東軍に占領され、1932 年 3 月 1 日の「満州国」
の創設によって、満蒙問題は一段落することとなった。つまり、東 3 省が張学良の支配から
関東軍の傀儡政権である「満州国」の統治下に移管されたことで、日本にとっての満蒙問題
が一旦解決することとなった。その後、関東軍側と日本政府は、華北政権と見なした南京国
民政府行政院駐平政務整理委員会（以下、政整会と呼ぶ）と、同会を介して南京政府側に対
して、「満州国」の承認を迫った。しかし、1933 年 8 月 20 日の駐華公使有吉明との会談に
おいて、政整会委員長の黄郛11は「満州ハ今更支那ニ返還ヲ要求スルモ不可能事ナルヲ承知
シ居リ又之ヲ承認スルコトモ出来サルニ付当分此ノ尽トシ自然ノ解決ニ俟ツノ外ナシ」と
述べた12。すなわち、満州問題の最も大きな懸案である中国による「満州国」の承認に関し
                                                     
10 「満蒙問題ニ就テ」（1931 年 5 月）稲葉正夫、小林龍夫、島田俊彦、角田順編『太平洋戦争への道』（別
巻 資料編）、朝日新聞社、1963 年、101 頁。 
11 黄郛（1880-1936）は、浙江省出身で、陳其美と蔣介石と上海で義兄弟の契りを結んでいた。若い時に日
本の陸軍測量局地形科に留学し、その後、北京政府時期には組閣した経験をもち、北伐が始まると、蔣を
助け、南下し、上海特別市長を経て外交部長を務めていた。 
12 「有吉公使発内田外務大臣宛」（1933 年 8 月 21 日）『満洲事変（支那兵ノ満鉄柳条溝爆破ニ因ル日、支
軍衝突関係）/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム） 松本記録 第二巻』アジア
歴史史料センター、レファレンスコード（以下、アジ歴と略す）：B02030475800（以下、『満洲事変/華北
問題 第二巻』と略す）。 
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ては、日中双方が納得できる中間的な方法として、暫く自然の解決に任せるというものであ
った。また、1935 年河北事件後、蔣介石は対日方針を整える中で、「中国側は東北問題を暫
く不問にする」ように、と駐日大使蔣作賓に対して指示していた13。その意味では、南京政
府側は満州問題を日中間の懸案としては脇に置き、別の問題を糸口に日中関係を打開しよ
うとしていた。 
次に、華北問題の扱い方と盧溝橋事件の関係についてみてみたい。華北問題が浮上した背
景には、河北事件の発生とその解決方法がある。これを契機として、支那駐屯軍（以下、よ
り一般的な呼称である天津軍を用いる）が中国側に厳格な要求を提出し、後者は全要求を承
認することで日本軍のさらなる行動を避けようとした。軍事委員会駐平分会（以下、軍分会
と略す）の委員長何応欽が、要求を承諾した二日後に南京に帰還したことで、華北政局を統
制する中央の人員が不在となった。そのため、華北政局をどのように扱うのかに関しては、
華北の各省長の間で動きがあったのみならず、日本側も各省長への働きかけを行っていた。
この両者の動きが合流する形で、1935 年秋に日本軍の策動が引き起こしたのが華北 5 省の
「自治運動」であった。南京国民政府は、日本側の要求を受け入れて、冀察政務委員会（以
下、冀察政権と呼ぶ）を創設することによって、自治運動を鎮静化した。1936 年に日中両
国は国交調整を模索して交渉を重ねたものの、華北問題が未解決のまま 1937 年 7 月 7 日に
盧溝橋事件が勃発し、日中全面戦争に突入した。1931 年の対応と、1935 年と 1936 年の対
応とを比較して見ると、1933 年 5 月 31 日の塘沽停戦協定（以下、塘沽協定と略す）の締結
によって、満州事変に終止符が打たれたのに対して、1935 年 6 月 10 日の梅津・何応欽「協
定」と 1935 年 12 月 25 日の冀察政権成立は、華北問題の解決には結びつかなかったことが
わかる。 
さらに、盧溝橋事件後の日中交渉と全面戦争の勃発の関係についてみてみたい。盧溝橋事
件の発生直後に、華北の現地でも南京の中央外交部でも日中双方が解決のために交渉を行
っていた。それにもかかわらず、妥結に至らなかった背景には、日中双方が華北問題におい
て共通の解決方法を達成することができなかったことが関係している14。筆者は、盧溝橋事
件発生の時点で、仮に華北のいずれかの地点で小事件が起きていれば、日中双方はそれをめ
ぐり華北問題の処理ないし解決に迫られ、全面戦争には至らなかった可能性があると考え
る。言い換えれば、盧溝橋事件が日中全面戦争の勃発に影響したとするならば、それが極め
て重要な地方事件であったためではなく、それをめぐる交渉の内容と解決方法に問題の根
源があったためである。 
以上、満州事変と華北問題、華北問題の扱い方と盧溝橋事件、盧溝橋事件後の日中交渉と
全面戦争の勃発という三者の関係性を整理した。つまり、「満州国」の創設とその承認をめ
                                                     
13 沈雲龍編『黄膺白先生年譜（下冊）』聯経出版事業公司、1976 年、890-91 頁（以下、『黄膺白年譜』と略
す）。 
14 拙稿「盧溝橋事件と日中戦争の拡大―全面戦争に至った背景（2）」（『関西大学法学論集』第 68 巻第 3 号）
を参照されたい。 
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ぐる問題が、日中双方にとって間違いなく最大の懸案である一方、華北問題はその処理方法
の誤りによって全面戦争を導く大きな要因となったことを明らかにしていきたい。 
 本研究では、華北問題を日中戦争史の枠組みの中に位置づけて論じていく。華北問題と日
中全面戦争との因果関係を明らかにするためには、日中全面戦争に至るまでに華北地域を
めぐる日中双方の攻防がどういう実態であったのか、そして華北問題をめぐる日本と国民
政府の対策が何であったのかをまず問わなければならない。もちろん、この二つの課題は独
立して存在するわけではなく、日中関係の中で融合していたとも言える。以下、この二つの
課題に関する先行研究の到達点と、残された問題点を確認しておこう。 
 
三. 先行研究の到達点と問題点 
 
 華北問題をめぐる日中関係は、満州事変から盧溝橋事件勃発当初までの日中両国の関係
において、最も重要な役割を果たしていたと言っても過言ではない。このように考えると、
華北問題は、日中戦争史、日本の対中政策、国民政府の対日外交、華北と南京中央との地方・
中央関係という四つの側面に深く関わる重要なテーマであると言える。実際、華北問題をめ
ぐっては、今日までに様々な観点から膨大な研究が蓄積されてきた。 
 第一に、日中全面戦争の原因としての華北問題の研究に関して見ていきたい。 
日本での先行研究としては、日中関係史の視点から行われた、江口圭一15、古屋哲夫16、
安井三吉17の研究が挙げられる。これらの研究の焦点は、関東軍と天津軍の対華政策にあり、
特に華北地域が満州事変以降の関東軍の占領目標であり、同地方を対ソ開戦の際の後背地
にできるように、国民政府と華北の長官らに圧力をかけていた。中でも、江口と安井は「日
中十五年戦争」史論（中国では、十四年抗日戦争史）の立場をとる。つまり、満州事変から
盧溝橋事件までと盧溝橋事件から第二次世界大戦終戦までは、一連の戦争史であると捉え
ている。古屋は、出先軍が張作霖時代から対中政策の方式を「現地解決」としてきたものの、
盧溝橋事件の際にそれを適用できなくなったため、日中双方が全面戦争に転じたと論じた。
すなわち、「現地解決」方式の破綻が日中全面戦争突入の要因であるとした。日本史ないし
日本政治外交史の観点からは、臼井勝美18、酒井哲哉19と井上寿一20の研究が代表的である。
                                                     
15 江口圭一「盧溝橋事件への道―一五年戦争の視覚」井上清、衛藤瀋吉編『日中戦争と日中関係：盧溝橋
事件 50 周年日中学術討論会記録』原書房、1988 年；江口圭一『十五年戦争小史 新版』青木書店、1992
年。 
16 古屋哲夫「日中戦争にいたる対中国政策の展開とその構造」古屋哲夫編『日中戦争史研究』吉川弘文館、
1984 年、3-4 頁；古屋哲夫『日中戦争』岩波書店、1985 年。 
17 安井三吉『柳条湖事件から盧溝橋事件へ 一九三〇年代華北をめぐる日中の対抗』研文出版、2003 年。 
18 臼井勝美『日中外交史研究―昭和前期―』吉川弘文館、1998 年；臼井勝美『中国をめぐる近代日本の外
交』筑摩書房、1983 年。 
19 酒井哲哉『大正デモクラシー体制の崩壊 内政と外交』東京大学出版会、1992 年。 
20 井上寿一『危機のなかの協調外交―日中戦争に至る対外政策の形成と崩壊』山川出版社、1994 年。 
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これらの研究は、日本外務省の史料を用いることで、日中戦争は 1937 年から始まったとみ
るべきであり、かつ回避可能な戦争でもあったと主張した21。つまり、彼らは「日中十五年
戦争」史論を批判する立場に立つ22。日本の政軍関係史という立場からは、藤原彰23、井上
清24の研究が挙げられる。彼らによれば、日中戦争の原因は、日本の戦前の政治体制にあり、
政治に軍を統制する力と基盤がなかったため、軍人の暴走と「下克上」を引き起こしたこと
であるとした。こうした固定的な叙述に対して、近年森靖夫は、軍側の史料を使うことで新
たな議論を打ち出した25。それは、陸軍中央は、「軍政」優位の組織構造が動揺し軍内を統制
することが難しくなり、林銑十郎陸相と永田鉄山軍務局長の下で軍の統制の回復と出先軍
の行動の抑止を試みたが、成功しないまま日中戦争に入ったと論じた。森は著作において、
中国側の史料を用いて国民政府の対日認識に言及しているが、同政府の対日政策および対
華北政策に関しては、さらに深く分析する余地があると思われる。海軍側からみた日中全面
戦争研究としては、樋口秀美26の研究がある。樋口は、海軍の対中政策構想を中心とし、そ
れが日中関係に与えた影響、および日中戦争に発展していった過程を明らかにした。 
中国大陸と台湾では、共産党と国民党との間に政治的な立ち位置の違いがあるものの、抗
日戦争勃発の原因の捉え方に関しては一致している。つまり、日本の中国侵略に対する反侵
略戦争であり、中華民族の民族革命戦であると見なされている27。その上で、大陸では 1980
年代以降、抗日戦争史という領域が徐々に発展したことで、従来の 1928 年から 1937 年ま
でを建国の十年間とする台湾の捉え方から抜け出し、「（1931 年）九一八から（1945 年）七
七まで」の十四年抗日戦争史という区分が独立した学問領域となった28。その代表的な研究
は、『中日戦争史（1931-1945）』29、『中国抗日戦争史』30、『中華民族抗日戦争史（1931-1945）』
31、『中国現代史』32、『新編中国現代史』33などである。こうした著作は通史的な記述が多い
ものの、その中で盧溝橋事件に至る日中戦争史の重要性を喚起している。特に注目すべきは
                                                     
21 臼井は、日中戦争の起源が塘沽協定の締結年であった 1933 年であると捉えていた。 
22 ほかには、藤村道生、秦郁彦、大杉一雄、中国史研究者の菊池一隆も批判者である。藤村道生「二つの
占領と昭和史―軍部独裁体制とアメリカによる占領」（『世界』1981 年 8 月号）、秦郁彦『日中戦争史』（河
出書房新社、1961 年、復刻新版、2011 年）、大杉一雄『日中十五年戦争史―なぜ戦争は長期化したか』（中
央公論社、1996 年）、菊池一隆「日中 15 年戦争論再考」（『歴史評論』1997 年 9 月号）を参照されたい。 
23 藤原彰『天皇制と軍隊』青木書店、1978 年。 
24 井上清『日本の軍国主義 III  軍国主義の展開と没落』現代評論社、1975 年。 
25 森靖夫『日本陸軍と日中戦争への道―軍事統制システムをめぐる攻防』ミネルヴァ書房、2010 年。 
26 樋口秀美『日本海軍から見た日中関係史研究』芙蓉書房出版、2002 年。 
27 安井三吉『盧溝橋事件』研文出版、1993 年、6-7 頁。 
28 臧運祜『七七事変前的日本対華政策』社会科学文献出版社、2000 年、6 頁。 
29 胡徳坤『中日戦争史』武漢大学出版社、1988 年。 
30 軍事科学院軍事歴史研究部編『中国抗日戦争史』解放軍出版社、1991 年。 
31 中共中央党史研究室第一研究部編『中華民族抗日戦争史（1931-1945）』中共党史出版社、1995 年。 
32 王桧林編『中国現代史』（上冊）高等教育出版社、1988 年。 
33 郭諸印編『新編中国現代史』上海人民出版社、1996 年。 
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臧運祜34の研究で、臧は日本側の旧陸海軍の史料を用いて、日本の対中政策の展開を分析し
た。日本軍は満州事変の頃からすでに華北に対する侵略の意図をもち、その行動の必然的な
結果が対華侵略であり、盧溝橋事件以降の全面戦争はこうした対華政策の延長であると指
摘した35。臧の研究は、今日の中国大陸における最前線の研究であるといえる。 
第二に、華北をめぐる日本と国民政府の対策に関する先行研究を見ていきたい。 
日本では、華北をめぐる日中関係が、日中戦争史研究における問題意識と密接に関わって
いるため、その重要性が強調されてきた。その中で、「日中十五年戦争」史論を後継して 21
世紀に入って出されたものとして、内田尚孝36の研究が挙げられる。内田は、満州事変を一
旦収拾する役割を果たした塘沽協定に焦点を当て、それと華北事変との比較をおこなって
いる。つまり、盧溝橋事件直後に日中双方が梅津・何応欽「協定」を異なって解釈したこと、
および日本の出先軍が同協定を自らの行為の法的根拠とする姿勢を取ったことが、全面戦
争に至る過程で重要な意味をもつと論じた37。南京中央政府による華北政策を論じたのが、
光田剛38である。光田は、中国の全国政治と地方の軍・政治との関係という観点から、南京
中央が日本の影響力を考慮しながら華北における諸機構の成立・廃棄を検討することを通
して、全国統一を進める過程を論じた。ちなみに近年、坂野良吉は、塘沽協定、華北事変、
華北問題という三つの要素を結びつけることによって、同協定が華北問題の原点、または華
北事変が日中戦争の起源であると捉えていた39。 
中国大陸では、上記の臧の研究に先だち、1981 年に河南人民出版社が『華北事変資料選
編』40を出版している。これは、大陸における最初の華北研究の資料集であり、日本側の史
料や当時の新聞報道を使用している。また近年、賀江楓が、日本と国民政府の挟間にたつ華
北政局に関する論説を出している41。加えて、楊天石による、黄郛が塘沽協定の取り消しを
提起したことで関東軍に抵抗したことを評価した論説は画期的であった42。 
                                                     
34 臧運祜『七七事変前的日本対華政策』社会科学文献出版社、2000 年。 
35 臧運祜、前掲書、335 頁。 
36 内田尚孝『華北事変の研究―塘沽停戦協定と華北危機下の日中関係 一九三二－一九三五年』汲古書院、
2006 年。 
37 内田、前掲書、273 頁。 
38 光田剛『中国国民政府期の華北政治 1928-1937 年』御茶の水書房、2007 年。 
39 坂野良吉「塘沽停戦協定の多面的性格―分析的アプローチによる試論」『上智史学』第 51 号、2006 年；
坂野良吉「塘沽協定と黄郛―協定発効後を中心に理解的アプローチによる再吟味」『名古屋大学東洋史研究
報告』第 32 号、2008 年；坂野良吉、梅村卓「「華北事変」史をめぐる諸問題―日中全面戦争の淵源」『上
智史学』第 56 号、2011 年。 
40 李文栄、邵雲瑞編『華北事変資料選編』河南人民出版社、1981 年。 
41 賀江楓「1940－1942 年閻錫山与“対伯工作”的歴史考察」（『抗日戦争研究』2017 年第 4 期）と「無以為
継：黄郛与 1935 年華北危局」（『近代史研究』2018 年第 3 期）を参照されたい。 
42 楊天石「黄郛与塘沽協定善後交渉」『歴史研究』1993 年第 3 期。 
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台湾では、1960 年代から 80 年代にかけては、梁敬錞43、謝国興44がこの問題の検討を行
った。梁の『日本侵略華北史述』は、戦後の台湾において華北をめぐる日中関係を扱った最
初の研究であり、謝の『黄郛与華北危局』は、黄郛と関東軍との善後交渉を中心に論じてい
る。90 年代以降には、劉維開45、許育銘46、周美華47の研究を取り上げることができる。劉
維開は民国史の視点から、日本という強力な国に直面した際に、南京国民政府が行った対応
を論じた。許育銘は、全面戦争勃発以降に、日本に協力的な政権となった汪精衛に焦点を当
てて、1937 年前における汪精衛の対日政策を検討した。周美華は、国民政府が日本に対す
る政策を如何に形成していたかを実証した。21 世紀になると、アメリカのスタンフォード
大学が所蔵する「蔣介石日記」が公開されたことにより、研究が一層進んだ。その中では、
黄自進48の研究が代表的である。黄自進は蔣介石と彼の日本での経験、日本認識、対日政策
の制定という視点から、満州事変から第二次世界大戦終結までの日中関係を論じた。その中
で、黄は華北地域を緩衝地帯とみなし、政整会を緩衝政権とし、黄郛政権が蔣介石にとって
抗日を行うための時間を稼いだとして評価した49。また、国史館所蔵の「蔣中正総統档案」
を基にして、華北の将領と南京中央との関係を論じたのが李君山50である。 
これらの研究に加えて、中国大陸、日本、台湾、欧米の研究者の間での共同研究もある。
その中で最も注意すべき研究は、日中戦争をめぐる日中双方の歴史認識の対立を解決する
ために招集された国際会議で、その会議の報告書は日本外務省の公式ホームページにおい
て公開されている51。また、会議の論文集が慶応義塾大学出版会から刊行された52。2017 年
が盧溝橋事件勃発 80 年目にあったため、『〈日中戦争〉とは何だったのか 複眼的視点』53
                                                     
43 梁敬錞『日本侵略華北史述』伝記文学出版社、1984 年。 
44 謝国興『黄郛与華北危局』台湾師範大学歴史研究所、1984 年。 
45 劉維開『國難期間應變圖存問題之研究－從九一八到七七』国史舘、1995 年。 
46 許育銘『汪兆銘与国民政府 1931 至 1936 年対日問題下的政治変動』国史館、1999 年。 
47 周美華『中国抗日政策的形成 従九一八到七七』国史館、2000 年。 
48 黄自進『蔣介石與日本―一部近代中日關係史的縮影』中央研究院近代史研究所、2012 年。 
49 黄自進、前掲書、第四章参照。 
50 李君山『全面抗戦前的中日関係（1931-1936）』文津出版、2010 年。 
51 外務省サイト https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/rekishi_kk.html（2018 年 9 月 2 日閲覧）。また、
報告書が 2014 年に勉誠出版により刊行された。それは、北岡伸一、歩平編『「日中歴史共同研究」報告書 
第 1 巻古代・中近世史篇』と『「日中歴史共同研究」報告書 第 2 巻近現代史篇』である。 
52 論文集に関しては、姫田光義、山田辰雄編『日中戦争の国際共同研究 1 中国の地域政権と日本の統治』
（2006 年）、波多野澄雄、戸部良一編『日中戦争の国際共同研究 2 日中戦争の軍事的展開』（2006 年）、エ
ズラ・ヴォーゲル、平野健一郎編『日中戦争の国際共同研究 3 日中戦争期中国の社会と文化』（2010 年）、
西村成雄、石島紀之、田嶋信雄編『日中戦争の国際共同研究 4 国際関係のなかの日中戦争』（2011 年）、久
保亨、波多野澄雄、西村成雄編『日中戦争の国際共同研究 ５ 戦時期中国の経済発展と社会変容』（2014 年）、
波多野澄雄、久保亨、中村元哉編『日中戦争の国際共同研究 6 日中終戦と戦後アジアへの展望』（2017 年）
である。 
53 黄自進、劉建輝、戸部良一編『〈日中戦争〉とは何だったのか 複眼的視点』ミネルヴァ書房、2017 年。 
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という日中台の研究者による論文集も出版された。 
上記のように、日中台それぞれの国において、あるいは国際共同研究において、日中全面
戦争に至った原因と華北の政局に対する日中の対策に関する先行研究を見てきた。こうし
た蓄積の中で、「華北事変」に関する専門的な研究は多数蓄積されてきたものの、その中で
華北問題そのものに関して包括的に論じてきたのは内田の研究のみである。このように、華
北問題に関する分析を十分に行うことを難しくしているのが、史料面での制約である。特に、
日本側の旧陸海軍の史料は敗戦の際に大量に焼却されてしまった。本研究は、以上の先行研
究を踏まえた上で、華北問題と日中全面戦争との関係を実証的に分析していくことを課題
とする。 
 
四. 本研究の視角と構成 
 
 本研究は上記の問題意識に取り組むにあたって、以下の五つの視角から議論を展開する。 
 第一に、華北問題は、いつ、なぜ、どのように形成されたのかについてである。1928 年、
蔣介石が南京国民政府の革命軍を率いて北伐を実施するにあたり、日本はその勢いが東北
まで拡大することを阻止しようとした。そして、田中内閣のもと山東出兵を行ったため、済
南において北伐軍と日本軍が衝突した。この済南事件により、蔣介石は日本が華北に対して
侵略の意図を持つものであると考えるようになった。蔣介石が親日から抗日へと転換する
契機となり、華北問題の火種がまかれることとなった。済南事件の頃から「満州国」の創設
の過程において、華北がどのように位置づけられ、華北問題がどれほどの重要性を持ったの
かについては、従来十分な分析がなされてこなかった。そこで、済南事件と「満州国」創設
という大きな二つの出来事を分水嶺としながら、華北政局の位置づけがどのように変化し、
そこにどのような影響が働いていたのかを分析することは重要である。 
 第二に、華北において黄郛が主導した善後交渉についてである。従来、1933 年の塘沽協
定締結の頃から 1934 年末にかけての日中関係史をめぐる研究は、主に黄郛が善後交渉にお
いて果たした役割に集中して行われてきた。大陸では塘沽協定は喪権辱国であると捉えら
れ、黄郛と国民政府による対日妥協的な態度が批判されてきた54。しかし、近年、黄が塘沽
協定の取消を提起した点をめぐり肯定的に評価する傾向も見られるようになった55。特に台
湾では、同協定が国家主権に損害を与えた面もあるものの、平津と華北を保全することによ
り抗日戦のための準備期間が得られたことが高く評価されている56。日本の研究では、黄郛
が関東軍と国民政府との間で板挟みの状態にあったことが描かれてきた57。しかし、この時
期は、善後交渉の進展と並行して華北問題が顕在化する過程でもあったことを見逃すこと
                                                     
54 余子道『長城風雲録―従楡関事変到七七抗戦』上海書店、1993 年、175 頁。 
55 楊天石、前掲論文、86 頁。 
56 謝国興、劉維開、黄自進の前掲書を参照されたい。 
57 内田、前掲書。 
10 
 
はできない。その意味で、「華北外交」を主導していた黄郛や、その外交の展開に関する研
究は、これまで十分に行われてきたとは言えない。 
 黄郛は日本への留学経験があり、北京国民政府時代には重要な政治職を務めており、日本
側の軍と政治家の双方の友人との親交があり、蔣介石とも義兄弟の親密な個人的関係をも
っていた。すなわち、南京政府高層部からの信用があるのみならず、黄郛は政治的能力と日
本理解においても優れていた。それでも、彼個人の能力のみで関東軍の要求を退けることが
できたとは考え難い。特に、平津地方において反蔣介石・反張学良の政治謀略工作を行って
いた関東軍にとって、黄郛と彼による華北政局の収拾が完全に歓迎されていたとは考え難
い。むしろ、南京側が黄郛に与えた「裁量権」、すなわち政治的自由空間と、黄郛自らが関
東軍と出先武官に対して行った口約という 2 点を用いることで、彼は華北政局を主宰する
ことが可能になった。しかし、この 2 点は硬貨の裏表でもあった。言い換えれば、政治的自
由空間が善後交渉の展開に伴い、南京側によって徐々に縮小されるにつれ、関東軍に対して
行ってきた口約を実現するための政治的自由空間はなくなっていった。華北政局の平静状
態は、こうしたきわめて脆弱な 2 点を均衡させることで維持されていた。こうしてみると、
協定の締結により平静に戻った華北地域が、1935 年に再び危機に陥るまでの間の華北問題
の展開過程を、どのように理解すべきであるかが重要な意味を持つことになる。 
 第三に、「華北事変」の年は、現地と中央、外交と軍事という 2 組の線を交錯させながら
分析する視点が必要である。1935 年の日中関係をめぐる従来の研究は、日中の大使館昇格
問題、河北事件と張北事件、「華北自治運動」によってほぼ規定されており、「1935 年華北
危局」そのものであると言える。本研究もその捉え方をとるものの、同時にこの年は華北問
題をめぐり日中双方において地方と中央、軍事と外交の相互関係が大きく転換した時期で
もあると思われる。 
日本側では、河北事件を解決させた梅津・何応欽「協定」が、日本の出先軍による対中要
求として中央の訓令よりも厳しいものであったものの、逸脱とまでは言えないことは明ら
かである。その背後では、支那公（大）使館付武官磯谷廉介が事を進めていた。また、「華
北自治運動」に関しては、その前半部分は出先軍による華北将領に対する策動と威嚇であっ
たものの、後半部分は東京中央の政策指導と外務省の対中交渉に導かれていた。もっとも、
東京中央と外務省が新たな対中要求を行ったわけではなく、むしろ出先軍の対中軍事行動
を抑止するため、出先軍の対中要求を引き継いだ形で、正常あるいは合法的なルートで南京
側に提出したという点には注意が必要であろう。中国側では何応欽が成都の蔣介石と南京
の汪精衛に請訓しながら、河北事件の処理の責に当たっていた。何応欽は、わずか 10 日間
で天津軍の要求を全て承認し、速やかに処理を行ったものの、中央軍が永久に河北から撤退
することになるなど、中国にとって厳しい内容を受け入れた。それが中国側にとってあまり
に大きな損害であったため、盧溝橋事件の際の 7 月 22 日の日記において、蔣介石は梅津・
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何応欽「協定」をめぐる何応欽の対応を痛罵した58。「華北自治運動」をめぐっては、蔣介石
が自ら「広田三原則」の承認と引き換えに、東京中央と外務省による関東軍と天津軍の政治
謀略の抑制を求めようとしたが、日本側に拒絶された。そのため、蔣介石は、宋哲元を長と
する冀察政務委員会を設置するという大きな譲歩に踏み切ることで、自治運動を鎮静化し
た。 
 河北事件と「華北自治運動」が展開する中で、新たな人事配置と機構調整とが大きな問題
であった。具体的には、6 月 13 日に何応欽が南下してから「華北自治運動」の発動までの
間、南京中央の派遣した長官が長期不在であった。それに加え、地方事件に対処する人事配
置と機構調整が速やかに行われていなかったことで、出先軍が華北将領に対して策動を行
う余地を与えてしまった。 
 第四に、華北問題が進展する過程を分析する必要がある。1936 年から盧溝橋事件までの
日中関係は、国交調整が試みられながらも決裂し、その後の進路が検討される時期であった。
このように華北問題が悪化する中で、日本政府により国際秩序が模索されたことを明らか
にしていきたい。 
 華北問題を含む日中間の一切の業務を外交ルートで解決するという対日要望は、河北事
件の直後から南京側が明確にしていた。一方、日本側は満州問題と華北問題に関して国民政
府を話し合いの相手としなかったため、両国の外交対話は進まなかった。しかし、こうした
政策は 1936 年春に変化の兆しを見せていた。それにもかかわらず、出先軍が異議を唱えた
ことによって、日本政府と南京側が直接交渉を行うことは困難であった。その後、成都事件
と北海事件が生じたことが、日中国交調整のきっかけとなった。その国交交渉は、日中の国
家関係を緊張から緩和へ移行し、ソ連に対して共同防衛を取る絶好の転機となるはずであ
った。しかし、日本側が華北問題をめぐり蔣介石らが示した譲歩を確認することなく一歩先
んじて妥結条件を厳格化したため、交渉は決裂に終わった。 
 最後の望みとみなされた外交交渉が決裂したことで、日中双方はそれぞれが異なる道を
辿ることとなった。日中は、各々が異なる第 3 国への働きかけを行ったのである。日本は、
既存のワシントン条約と九カ国条約を抜け出すことで、中国を強引に自らの配下に置こう
として、イギリスをはじめとする列国の理解を模索していた。一方の国民政府は、対日妥協
外交が失敗したことを受け、広く国際社会への呼びかけを復活させようとしていた。それは
既存の秩序を尊重しながら、第 3 国と共に日本の更なる侵略に対して防衛を試みたもので
ある。 
 第五に、盧溝橋事件への日中の対応を軸に、南京外交部で行われた日中交渉を分析する中
から、事件が平和的に解決されることなく全面戦争に至った近因を明らかにする必要があ
る。 
「盧溝橋事件」をめぐる歴史観は、日本と中国の研究者の間で異なっている。日本側の研
                                                     
58 「蔣介石日記」（1937 年 7 月 22 日）。 
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究者の多くは同事件が「偶発」的なもので、第一発を放ったのは中国軍であると主張してい
るに対して、中国側は同事件が日本軍の謀略によるものであると捉えている。そして、中国
側は事件の発生とそれが全面戦争へと展開した背景には、日本の侵略政策と「華北分離工作」
が影響していると捉えている59。近年、台湾の研究者蕭李居は、事件処理の際の日中両国の
個々の判断と、それに伴う行動こそが事態を悪化させ、結局、戦争への導火線になったと論
じた60。このように、盧溝橋事件と全面戦争突入との関係については、これまでに数多くの
研究がなされてきたが、盧溝橋事件、日中全面戦争の勃発に華北問題を加えた三者の間の因
果関係については、ほとんど看過されてきたように思われる。事件の解決には、華北現地で
の中国軍と天津軍との交渉を見る必要がある一方、蔣介石の対日譲歩の限界や、日中の中央
レベルでの政策形成と交渉内容にも同時に焦点を当てることが、全面戦争勃発の要因を究
明する上で重要であると考えられる。 
 
五. 史料 
 
 本研究で利用する史料は、主に以下の 3 種類からなる。 
まず、各国の政府文書である。日本に関しては、日本防衛省防衛研究所、日本外務省外交
史料館、日本国立国会図書館憲政資料室所蔵の軍政文書、中国に関しては中国第二国家歴史
档案館所蔵の民国史料と台湾中央研究院近代史研究所档案館の「外交部档案」を用いる。加
えて、英米に関しては、未公刊の米国外交文書の中から“Political Relations and Conflict 
between Republican China and Imperial Japan,1930-1939”を、同じく英国外交文書の中から
“Foreign Office Files for China, 1930-1948 ”を電子版で利用するほか、公刊公文書として米
国国務省の Foreign Relations of the United States Diplomatic Papers および英国外務省の
Documents on British Foreign Policy の関連する地域・時期の巻を利用する。 
その中で、特に日本防衛省防衛研究所の所蔵文書である「島田史料」は、関東軍、天津軍
の長官や駐華武官が発信した軍中央への電報が多数含まれ、その一部は『現代史資料』の中
でも公刊されている。電報の中で、出先軍側の中国分析と華北対策が具現されるなど、貴重
な史料である。また、英米の外交文書は、第 3 国の視点から日中関係を見る上で極めて重要
であり、特に国交調整が決裂した後、岐路に立っていた日中両国の動きを研究するためには
極めて重要である。 
二つ目は主要人物の個人文書で、スタンフォード大学フーバー研究所所蔵の“Chiang 
(Kai-shek) Diaries 1917-1972（邦訳：蔣介石日記）”、“Huang (Fu) Papers 1916-1937（邦
訳：黄郛文書）”と台湾国史館所蔵の「蔣中正総統文物」を中心として用いる61。 
                                                     
59 江口、前掲書（1988 年）、57 頁；安井、前掲書（1993 年）、309 頁。 
60 蕭李居「盧溝橋事変与戦争的勃発」呂芳上編『中国抗日戦争史新編 和戦択擇篇』国史館、2015 年、472
頁。 
61 このうち、「蔣介石日記」と「黄郛文書」に関しては、前者は慶應義塾大学の段瑞聡教授が作成された
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「蔣介石日記」の史料価値については、蔣介石が自身にとって都合の悪いことは記さない
だろうという推測や、遺族による部分的な削除問題などが指摘されてきた62。しかし、長年
にわたり「蔣介石日記」に基づいて研究を積み重ねてきた大東文化大学の鹿錫俊は、日中戦
争期の日記には、「最も重要なこと、自分にとって都合の悪いことが多く記録されており、
遺族による削除も個人の病気や家族間の矛盾など、いわゆるプライバシーにかかわるもの
に限られ、黒塗りという方式をとっているので、削除された分量が極めて少ないことも確認
できる」と指摘している63。そのため、日中戦争史研究に関しては「蔣介石日記」は重要な
学術的な価値をもつと考えられる。また「黄郛文書」は、黄郛と、蔣介石、汪精衛、何応欽、
蔣介石秘書の楊永泰、黄郛の支持者である殷同と間での電報の往来、および塘沽協定に至る
経緯の記録などの史料を含んでいる。それらの中には、黄郛の年譜（『黄膺白先生年譜』）の
なかに収録されていない内容も多く、1933 から 1934 年にかけての善後交渉を考察する上
では有意義な史料である。 
三つ目が公的な研究機関に刊行された史料集で、日本、中国大陸、および台湾で出版され
たものを用いる。例えば、1964 年に中華民国外交問題研究会が編集した『中日外交史料叢
編』は、南京国民政府の日本政策を研究するためには、今日においてでも利用価値が高いも
のである。 
以上で示したように、本研究では、同一の案件をめぐり日中台で所蔵される複数の一次史
料を突き合わせ、さらに欧米の外交文書で補足する形で事実関係を浮き彫りにする手法を
用いる。さらに、中心的に関与したアクターの個人的な記録を加えることによって、意思決
定の段階での判断根拠なども補足することができる。このように複数の政府の史料を用い、
さらに公文書と私文書という異なる性格の情報を組み合わせることで、華北問題をめぐり
日中交渉が妥協に至らなかった原因を、より客観的かつ包括的に解明することを目指して
いく。 
 
 
 
 
  
                                                     
筆写版を、後者は浙江大学蔣介石研究センターの鐘健博士が作成された筆写版を、それぞれ許可を得て使
用させていただく。 
62 家近亮子『蔣介石の外交戦略と日中戦争』岩波書店、2012 年、19 頁。 
63 鹿錫俊『蔣介石の「国際的解決」戦略：1937-1941「蔣介石日記」から見る日中戦争の深層』東方書店、
2016 年、3 頁。 
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第一章 満州事変と華北問題の形成（1931-33） 
 
 満州事変の前後から「塘沽停戦協定」の締結にかけての日中関係に関する研究が日中戦争
史研究の中に最も蓄積が多い時期である64。それらは、石原莞爾と板垣征四郎を中心とする
関東軍による、柳条湖事件までの謀略過程を明らかにしてきた。関東軍は満州・張学良政権
と中国・南京国民政府が統一的な国家ではないという認識を持ち、地方政権との間に「現地
解決方式」を成立させることで事変を終えようとした。また日本政治史の視点からは、軍が
日本国内で生じた経済危機を転嫁するため、ないしは政党による政治の独占を打破したい
と考えていたため、事変を作り上げた、と考察されてきた。近年は、満州事変の展開に伴っ
て、関東軍が華北に侵入する過程をめぐる議論も見られるようになった65。 
 しかし先行研究は 1931 年から 1933 年を「満州事変期」と捉え、その展開過程に過度に
注目したため、満州事変と華北問題との間で構造的な変化が生じていたことや、華北問題そ
のものの状態が十分に見えてこなかった。 
 以上の経緯を踏まえて、本章では南京国民政府の成立期に当たる田中義一内閣の動向に
触れながら、満州事変をへて関内作戦が展開されるまでの時期を扱う。その中で、（1）北伐
期から満州事変まで、日本側は華北地域の位置づけに対していかなる認識をもっていたの
か、（2）事変の展開に伴い、特に「満州国」の樹立によって満蒙問題と華北地域との関係が
どのように変化していったのか、そして（3）華北地域でいかに華北問題が形成され、日中
関係に影響を及ぼし得る政治課題へと発展していったのか、について明らかにする。 
  
一. 日本側から見た東北・華北地域の位置づけと蔣介石の対日思惑の転換 
                                                     
64 島田俊彦「満州事変の展開（1931～1932）」日本国際政治学太平洋戦争原因研究部編『太平洋戦争への
道（第二巻）』朝日新聞社、1962 年、1-188 頁；梁敬『九一八事変史述』世界書局、1964 年；緒方貞子『満
州事変と政策の決定過程』原書房、1966 年；臼井勝美『満州事変―戦争と外交と』中公新書、1974 年；易
顕石、張徳良、陳崇橋、李鴻鈞『九・一八事変史』遼寧人民出版社、1982 年；俞辛焞『満州事変期の中日
外交史研究』東方書店、1986 年、123-66 頁；西村成雄「日本政府の中華民国認識と張学良政権―民族主義
的凝集性の再評価」、古屋哲夫「「満洲国」の創出」山本有造編『「満洲国」の研究』緑蔭書房、1993 年、1-
37、39-82 頁；蔣永敬『抗戦史論』東大図書公司、1995 年；臼井、前掲書（1998 年）、45-62 頁；鹿錫俊
『中国国民政府の対日政策 1931-1933』東京大学出版会、2001 年；黄自進『蔣介石與日本―一部近代中
日関係史的縮影』中央研究院近代史研究所、2012 年、125-53 頁；古屋、前掲論文（1984 年）；劉維開『国
難期間応変図存問題之研究』国史館、1995 年；安井、前掲書（2003 年）；黄自進「九一八事変始末：従「文
装武備」到「武力掠奪」」『中國抗日戰爭史新編 和戰抉擇篇』、29-117 頁。 
65 臧运祜、前掲書、1-81 頁；内田、前掲書、30-72 頁；臧运祜は、日本の対中政策という視点から、事変
前より関東軍が満州・蒙古および華北一帯を国民政府から分離する意向を持っていたことを指摘し、天津
特務機関の秘密工作によって反張学良勢力を策動し、天津事変で華北謀略を踏み出したと主張した。内田
は、関東軍が長城を超える作戦を実行した点に着目し、熱河作戦を「満洲国内部の問題」とすることで正
当化し、灤東作戦とは中国側の「挑戦・挑発」に応じたものであるという論理に転換したことが、華北侵略
の開始となると指摘した。 
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1. 総力戦体制と国際社会への対応 
満州事変勃発の背景には、日本国内における総力戦体制の樹立と米ソからの脅威認識、お
よび日本の政軍が進めた対中政策と緊密に関わっていると指摘できる。そこで、本節では、
まず日本国内の総力戦体制の樹立と米ソに対する認識を見ていく。 
総力戦の内容と特質は、武力戦の性格の変化、経済・工業動員の占める比重の増大、思想・
精神的な動員の必要性の三つの面に要約できると纐纈厚は指摘している66。日本陸軍が総力
戦体制を敷くことになる経緯は、第一世界大戦にまで遡ることができる。総力戦となった第
一次世界大戦を研究するため、陸軍省はヨーロッパ参戦諸国に軍部官僚を派遣し、1915 年
には臨時軍事調査委員会を設置した67。これらの委員は総力戦体制樹立の実質的推進者とな
り、特に、そのうちの一人はのちに陸軍内で皇道派と対決し、対中政策において影響力を持
つようになった統制派の代表的人物の永田鉄山であった68。 
1934 年 10 月に陸軍省新聞班が発行した「国防の本義と其強化の提唱」という冊子が、総
力戦体制研究の集大成であると考えられる。その中で、総力戦体制の樹立には、人的要素、
自然的要素および混合要素が必要であると述べられていた69。自然的要素は、領土と資源の
両面から成り立っており、領土の視点からはソ満国境に沿って強大な軍備をもつソ連や、太
平洋を隔てて世界最大国である米国の海軍が、日本の最も大きな脅威であると明示し、資源
の獲得にはそれらの国に対応するための調査、蓄積、培養、開発が必須であると示していた
70。言い換えれば、国防の強化には、陸上のソ連と海上の米国に対する防衛として、資源の
不足問題を解決することが先決であった。こうした国防資源確保の観念から、満蒙のみなら
ず、華北と華中の資源もが必要であると主張された71。 
このように、日本の国防上、アメリカとソ連は共に仮想敵の一位と二位を構成していた72。
石原は持論として、日本はアメリカとの最終戦争が来る前に、ソ連との戦争を戦わなければ
ならないと考えていた。満州事変前に、ソ連は第一次五カ年計画を進展していた。1928 年
にソ連が五カ年計画を開始した時、参謀本部はそれが成功裏に終わるのかどうか疑念を抱
いていた。しかし、満州事変前になると、その成功が予見されただけではなく、ソ連の国防
力が飛躍的に強化されることが必然的であると認めるに至った73。 
また、国際社会への対応に関しては、ワシントン会議とロンドン海軍軍縮会議が重要な影
                                                     
66 纐纈厚『総力戦体制研究』社会評論社、2010 年、22 頁。 
67 同上、33 頁。 
68 同上、37 頁。 
69 「国防の本義と其強化の提唱」『日記乙輯昭和９年』、アジ歴：C01002049000。 
70 同上。 
71 川田稔『昭和陸軍の軌跡―永田鉄山の構想とその分岐』中公新書、2013 年、97 頁。 
72 黒野耐『帝国国防方針の研究―陸海軍国防思想の展開と特徴』総和社、2000 年。 
73 「参謀本部に於ける対「ソ」情勢判断の推移」『満洲事変及支那事変 重要時期に於ける対ソ（対支）情
勢判断 ２/２』中央-戦争指導その他-11、アジ歴：C14060829200。 
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響を及ぼしていった。なぜなら、ワシントン会議期間中に、アメリカは、日本が第一次世界
大戦に獲得したドイツの在山東権益（膠州湾、膠州鉄道等）を、中国に対する弁償の形で返
還するよう合意させた74。さらに、中国の主権の復活、領土保全の尊重を主旨とした「九カ
国公約」の締結によって、「門戸開放」というアメリカの対中政策は、アジア・太平洋にお
ける新秩序の原則となり、日本の対中政策もそれに拘束されることとなった75。1930 年の
ロンドン海軍軍縮会議において、日本は対米七割の海軍力を保持することが必要であると
主張していたが、結果的に、対米六割九分七厘五毛、そして対英六割七分九厘という妥協案
に落ち着くこととなった76。こうした状況の中で、日英同盟が廃棄され、イギリスはアメリ
カのパートナーとなった。これらの展開は、アジア・太平洋におけるアメリカの崛起と日本
の孤立化を物語っていた77。 
 
2. 北伐時の東北と華北の位置づけと蔣介石の対日感情の転換 
 次に、日本の対中政策、特に、満蒙問題の中に含まれていた華北の位置づけが、どのよう
に変化したのかについてみていきたい。この満蒙問題が、長城の関内、即ち華北地域と著し
く関わり始めたのは、国民革命軍の北伐以降であった。 
南京国民政府は 1927 年 4 月 18 日に南京で樹立し、その後、北方の軍閥を討伐するため、
第二次北伐を挙行した。この時の日本は、若槻礼次郎内閣と田中義一内閣に当たり、若槻内
閣で対中政策を指揮したのが外務大臣幣原喜重郎で、田中内閣では外務大臣を兼ねた田中
自身であった。以下では、政治レベルと軍レベルに分けて、日本における東北および華北地
域の位置づけに関する主張の違いを見ていきたい。表 I-1 は、幣原と田中の主張を対置した
ものである。 
幣原外相が北伐軍に対して抱いた認識には、その進展に伴って変化が生じていた。つまり、
北伐軍が華南地域に留まっていた間はそれを傍観し、次に華中地域に進んでくるとそれと
協力するといった対応が取られた78。経済利益を最も重視した幣原は、「共産主義カ全国ニ
行キ互ルモノトハ信セサレ」ずと語り、「蔣介石の政権が潰れたら、どういう結果になるか
といえば、国内は混乱に陥る」と考えた79。そして、その結果として居留民と日本の財産に
危害が及ぶことは免れ得ないと懸念していた。東北地域に関しては、洮昂（とうこう）鉄道
                                                     
74 池井優『増補日本外交史概説』慶応通信、1982 年、150-51 頁。 
75 Akira Iriye, Across the Pacific: An Inner History and American-East Asian Relation, rev. ed. Waterloo: 
Imprint Publications, 1992, pp.143-44; 黄自進、前掲書（2012）、128-29 頁。 
76 黒野耐、前掲書、277 頁；大畑篤四郎『日本外交史』成文堂、1986 年、133 頁。 
77 黄自進、前掲書（2012）、129 頁。 
78 黄自進「地域認識と国際秩序」貴志俊彦、谷垣真理子、深町英夫編『模索する近代日中関係―対話と競
存の時代』東京大学出版会、2009 年、208-17 頁。 
79 「中国に対する強硬手段採択の効果等意見交換について」（1927 年 4 月 2 日）外務省編『日本外交文書』
（昭和期Ｉ第 1 部第 1 巻）外務省、1989 年、544 頁；幣原喜重郎『外交五十年』読売新聞社、1951 年、
110-11 頁。 
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を承認したことから、幣原が満蒙での権益を拡大する意図を持っていたことがわかる80。そ
れにもかかわらず、幣原の対中認識においては、安定した中国が最大の前提となっていた。
その前提に立つならば、蔣介石が目指している中国の全国統一は日本の居留民と利権に損
害を及ぼさないと判断されたため、幣原はそれを承認していた。また、そうした認識に基づ
いて取られた日本の対中政策は、蔣介石にとっても大きな助力になったといえる。 
しかし、田中内閣では、従来の「協調＝不干渉」政策から自主的外交への転換が求められ、
それは当時の満鉄理事松岡洋右だけではなく、関東軍司令官白川義則、前天津軍司令官鈴木
一馬らも望んでいることであった。彼らの期待は、田中義一にかかっていた81。田中は、幣
原の対中政策を「内政不干渉に籍口して袖手傍観を事とするは明に帝国の東亜に於ける地
位の放棄である」と、批判していた82。また、華中に進展していた蔣介石ら革命軍に対して
も、「之を導火として発生する想像しうべき種々の事態に対しては、大いに考慮する所なけ
ればならぬ」と、幣原とは異なる立場を唱えた。そして、日本が取り得る対策として「世界
列国との協和を破らざる限り、支那に対しては特別の措置に出づべき地位にある」と、田中
は判断していた83。 
 
表Ｉ-1．幣原、田中の立場の比較（1926-27） 
対象地域 幣原喜重郎の立場 
（完全不干渉） 
田中義一の立場 
（地域により干渉あり） 
華南 傍観 ＜言及なし＞ 
華中 協力・列強との表面的協調 静観・列強との協調 
華北 蔣介石の統制力を信じ、日本出兵
せず 
相当に対策 
東北 日本の権益拡大 日本の勢力範囲 
出典：幣原『外交五十年』、『政友』（第 312 号、第 315 号）に基づき、筆者作成。 
 
この時期の日本国内には、中国に対し、政治レベルとは異なる軍レベルの主張も存在して
いた。表 I-２は、軍の主張をまとめたものである。時系列に沿って、まず、第二部長松井石
根が 1926 年 8 月 2 日に陸軍省に提出した、「支那時局対策ニ関スル意見」を見てみたい。
松井の対中認識の前提としては、ソ連の援助をうけた馮玉祥ら国民軍と北伐軍が増大しつ
                                                     
80 服部龍二『幣原喜重郎と二十世紀の日本 外交と民主主義』有斐閣、2006 年、112 頁。 
81 坂野潤治『近代日本の外交と政治』研文出版、1985 年、171 頁。 
82 田中義一「時務の最も急なるもの 国難を済ふは我党の使命なり」（1927 年 4 月 16 日）『政友』第 315
号、337-40 頁。本稿では文献資料刊行会編、柏書房刊行の復刻版を用いる。『政友』第 29 巻（1981 年）が
第 311-21 号を所収。 
83 田中義一「昭和新政の主趣に協ふべく 内外庶政を革新すべし」（1927 年 1 月 16 日）『政友』第 312
号、90-93 頁。 
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つあり、「支那全国ノ赤化的革命」が「必スヤ満蒙ニ波及スヘク」という懸念があり、日本
としてそれを座視することはできない、と考えていた84。そうした中国の状況への対策とし
ては、まず、日本単独ないし英米諸国との提携のもと、中国の各軍に平和的に時局を収拾す
べく警告を発する85。次に、張作霖に警告を与えるとともに、彼と吳佩孚、閻錫山らとの妥
協を促進し、それに基づいて北方の事態を収拾できれば、張も東三省内の内政に専念せざる
を得なくなる、と考えた86。さらに、日本と英米諸国は、張と呉の連盟に基づく新政府を成
立させ、それを承認した上で、関税会議を再開するなどの対応を行う、というものであった
87。つまり、反ソ・反共という大前提に立つことで、松井は、南方の革命軍を敵視し、東北
には張作霖を置き、華北には張呉の連盟による親日政府を樹立することによって、中国の情
勢を速やかに収束させようと意図していた。 
 
表 I-２．軍レベルの対中主張（1926-27） 
 
対 象 地
域 
中央 現地（北京） 
（本庄繁が代表） 陸軍省 
（次官畑英太郎の 
主張） 
参謀本部 
（第二部長松井石根の 
主張） 
華南 ＜言及なし＞ ＜言及なし＞ 商務上重要 
華中 傍観 ＜言及なし＞ 
華北 張呉連盟否定→賛成 親日政府の樹立 東北と不可分 
（国防用の資源開発） 
東北 経済的領土化 勢力範囲 領有可能 
出典：「支那内乱関係一件」、「密大日記」の文書88に基づき、筆者作成。 
 
 松井が示した意見への返答として、畑英太郎次官は、張呉を利用して南方革命軍と対抗す
る策の利点は認めながらも、日本はこれまでに張呉との接触がないため、その策に関しては
                                                     
84 松井石根「支那時局対策ニ関スル意見」（1926 年 8 月 2 日）『支那内乱関係一件：国民軍ノ北伐関係：帝
国ノ態度及政策関係』アジ歴：B02031895100。 
85 同上。 
86 同上。 
87 同上。 
88 松井石根「支那時局対策ニ関スル意見」（1926 年 8 月 2 日）（『支那内乱関係一件：国民軍ノ北伐関係：
帝国ノ態度及政策関係』アジ歴：B02031895100）、軍事課「時局ニ対スル帝国態度ニ関スル件」（1926 年
9 月 17 日）（『密大日記：昭和二年・六冊ノ内第六冊』アジ歴：C01003771000）、軍事課「支那現時局対策
に関スル件」（1927 年 1 月 17 日）（『密大日記：昭和二年・六冊ノ内第六冊』アジ歴：C01003769700）、本
庄繁「対支作戦ハ如何ナル動機ニテ勃発スルヤノ研究」送付ノ件（1927 年 11 月 20 日）（『密大日記：昭和
二年・六冊ノ内第六冊』アジ歴：C01003772100）。 
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直接間接に考慮しないと拒否した89。しかし、北伐軍の華北進展に伴って、畑の意向は変化
した。つまり北方の各実力者を融合し、南方の立場に同情し、その合理的な主張を支持しつ
つも、中国内部にソ連の影響が浸透することは防ぐべきであるとの主張が加わった。そして、
最後には日本による南北の和解斡旋を支持する姿勢へと変わっていた90。つまり、畑は、中
国を長江で隔てて南と北を分割して治め得ると考えていた。ちなみに、1924 年に「対支政
策綱領」が決定された時に軍務局長であった畑は、その時点で既に東三省を「経済的領土化」
するという捉え方をしていた91。 
 その畑に対して、当時、中国に駐在していた公使館武官の本庄繁は、「対支作戦ハ如何ナ
ル動機ニテ勃発スルヤノ研究」と題する見解を具申した。そもそもこの研究は、1926 年に
参謀本部第一部長の荒木貞夫が北京に出張した際、本庄ら現地官憲に軍事に関する課題と
して委託し、土肥原賢二大佐も作業に加わる形で完成したものであった92。本庄らが中国の
情勢を実際に現地で観察したものであるという点で、この研究は特筆すべきものであった。 
 この研究は冒頭で、厖大な戦費、広範な動員数、悲惨な死傷者数という第一次世界大戦の
特徴に照らしながら、将来の戦争はさらに複雑かつ深刻になり、全世界に影響を及ぼすこと
になるという大前提を示している。その上で、産業立国主義の日本にとって、中国大陸の資
源は「帝国生存上唯一ノ要件ニシテ此関係ヲ確実ニ保有スルコトカ同時ニ帝国々防上絶対
ノ要求ナリ」と位置付けられた93。そのため、東北と華北は、日本の存立に重大な意味をも
つ不可分の存在であり、中でも「満蒙一帯ハ亦有事ニ際シ何時ニテモ我実力ニヨリ領有シ得
ル地方ニ属ス」と見なされ、「満蒙及北支那一帯ノ物資ハ帝国々防上ノ見地ヨリスル唯一ノ
糧ニシテ該地方ヲ開発シ其経済的価値ヲ昂上シテ平戦両時ヲ通シ我需要ヲ充スニ足ルノ程
度ニ至ラシメ」るべきと提言された94。また、長江およびそれ以南の地方は、「純経済的即チ
商務的関係ニ於テハ帝国ニ対シ重要ナル関係ニ在ルコト」と認識された95。 
つまり、本庄をはじめとする現地官憲らは、将来戦争が勃発する可能性を前提に、東北と
華北がともに日本の国防にとり不可欠な地域であると考えていたのである。しかし、不可欠
な地域とはしながらも、東北と華北の位置づけには違いがあった。すなわち、東北は有事の
際に領有する可能性がある一方、華北は資源の開発のみが重要視されたという点である。さ
らに、中国南方は、あくまでも貿易という観点からのみ重要であると見なされた。このよう
な国防資源確保を基盤とした主張は、1930 年代前半期に、永田鉄山が提唱した国防総動員
                                                     
89 軍事課「時局ニ対スル帝国態度ニ関スル件」（1926 年 9 月 17 日）『密大日記：昭和二年・六冊ノ内第六
冊』アジ歴：C01003771000。 
90 軍事課「支那現時局対策に関スル件」（1927 年 1 月 17 日）、同上、アジ歴：C01003769700。 
91 畑英太郎「対支政策」外務省編『日本外交文書』（大正 13 年第 2 冊）外務省、1981 年、773-78 頁。 
92 本庄繁「対支作戦ハ如何ナル動機ニテ勃発スルヤノ研究」送付ノ件（1927 年 11 月 20 日）『密大日記：
昭和二年・六冊ノ内第六冊』、アジ歴：C01003772100。 
93 同上。 
94 同上。 
95 同上。 
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体制と相似する所があるといえる96。 
 このように、中国側で北伐が進展しつつある時に、日本側に中国をめぐる多様な主張が存
在していたことが明らかとなる。その中で、北伐軍の次の目標となる華北進展に関しても異
なる意見があった。特に、軍レベルでは、華北情勢をめぐり三つの意見が存在しており、そ
れらが前提とする条件もまた異なっていた。しかしながら、東北地域に関しては、勢力範囲
にせよ、領有の可能性にせよ、日本が直接統治をする可能性のある地域であるという点で、
現地と参謀本部の間で意見が一致していたことがわかる。 
こうした日中関係が、一つの転換点を迎えることになったのが第二次山東出兵である。革
命軍が北上するための通過点である済南に到達するのに先立ち、田中は、居留民を保護する
という名目で第二次山東出兵を行った。日本の第六師団が 4 月 26 日に青島を経て済南に到
着したのに対し、北伐軍は、5 月 1 日、済南に入った97。蔣介石は 2 日に済南に入城し、日
本の軍隊の厳重な配置を見て、「我らは忍辱するのみだ」と決意した98。しかし、3 日に対峙
する両軍の間で相互射撃事件が勃発した。事件収拾のための交渉に当たる中国側の代表と
して、日本と関係の深い外交部長黄郛、熊式輝、王正廷、羅家倫、何成濬らが次々と投入さ
れ、交渉を早期に成立させ、事態を収拾することで、北伐の大業に影響が及ばぬように試み
たが、それは成功しなかった。なぜなら、日本側は中国側が出した交渉責任者を相手とせず、
福田彦助らが軍事行動により 9 日に済南に入城し、11 日まで済南城内の一般市民に対し無
差別で攻撃を続けた99。事態を収拾するため、福田の要請100に応じた蔣介石は、7 日に応戦
した軍の責任者であった賀耀組を罷免し、10 日には黄郛に対して「真誠を表すため、日本
軍に自ら陳謝をしても構わない」との電報を送ったのである101。こうした日中情勢の推移を
考慮した蔣介石は、「暫く不抵抗主義をとることに決す」と日記に書き、「土地が俎上の鯉で、
人民が任意に惨殺され、亡国の痛みが極で」ある、「今後、毎日朝六時に起床し、国恥を記
念する」という、自らの決意を残している102。ここで「不抵抗主義」が取られたのは、蔣介
                                                     
96 永田鉄山らによる国防総動員体制については、川田稔の前掲書を参照されたい。 
97 張玉法「蔣介石対日本両次出兵山東之反応（1927-1928）」黄自進主編『蔣中正與近代中日関係（上）』稲
郷出版社、2006 年、78 頁。 
98 「蔣介石日記」（1928 年 5 月 2 日）呂芳上編『蔣中正先生年譜長編（第 2 冊）』国史館、2014 年、228
頁。 
99 佐藤元英『近代日本の外交と軍事』吉川弘文館、2000 年、67-68 頁。 
100 福田の要請内容は、以下の通りである。「一、済南にあらゆる商埠街道には、中国官兵の通過は不可。
二、膠済線と津浦線には、中国が兵を運ぶことは不可。三、中国の軍隊は二十支里以外に撤退する。」『蔣中
正先生年譜長編（第 2 冊）』、231 頁。 
101 『黄膺白年譜』、342、346 頁。また、結局のところに、蔣介石は 10 日に日本軍に対して陳謝を表明し、
事件に当たった責任者の処罰も行った。Jay Taylor, The Generalissimo-Chiang Kai-shek and the Struggle 
for Modern China, Cambridge, MA: Harvard University Press, 2011, p. 82. 
102「蔣介石日記」（1928 年 5 月 10 日）黄自進、潘光哲編『蔣中正総統五記 困勉記（上）』国史館、2011
年、153 頁。 
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石個人の意思によるものではなく、蔣介石の要望により北上していた国民政府主席の譚延
闓、呉稚輝委員、張静江委員らとの討議の結果であった103。その理由は、「江を渡って北伐
を開始して以来、元来の目標は奉張（張作霖：筆者注）であり、倭寇は回避してきた」ため
であった。しかし、この済南事件で、日本側による出兵の決断、軍事交渉での強硬な態度、
済南城内における残酷な攻撃、平津の回収阻止という政策を通して、日本側に華北侵略の野
心があることを蔣介石らは確信することとなった。 
この後、張学良が易幟を行ったことで、国民政府は名目上は全国統一を成し遂げることと
なった。それと並行する 1928 年 10 月 10 日に、満州事変の首謀者の一人である石原が関東
軍作戦参謀に就任した。表 I-1 および I-2 からわかるように、日本は政軍とも北伐が東北ま
で及ぶことには絶対反対であり、特に軍は華北での北伐に対しても否定的な意見を持って
いた。 
 
3. 満州事変前の東北と華北の位置づけ 
満州事変までに、関東軍の中で華北地域に対する認識がどのように変化していたのかに
ついて、以下、関東軍参謀の石原、片倉衷、花谷正、土肥原賢二、および軍中央の主張に基
づき分析していきたい。 
石原にとって満蒙政策とは「同地方ヲ領有スルコトニヨリテ始メテ完成達成セラル」とい
うものであった104。その政策の根源となったのが、日米最終戦論と国内安定論である105。日
米最終戦に備えるためには「満蒙ノ政権ヲ我手ニ収ム」ことと、「適時支那本部ノ要部ヲモ
我領有下ニ置」くことが必要であった106。また、国内安定を図るためには、「国内ノ改造」、
「勢力圏ヲ所要ノ範囲ニ拡大スル」こと、日本国内の人口問題の解決と東北資源の獲得が必
要であった107。これこそが、満蒙の価値であった。そうした満蒙政策の下で、華北はどのよ
うに位置付けられていたのだろうか。上記の「適時」について、満州事変勃発の直前に、石
原は以下のように説明していた。それは、戦争が持久戦となった場合に「外交其他ノ関係上
遂ニ支那本部ヲ領有スルニ決セハ之ニ対スル処置ハ更ニ雄大適切ナルヲ要ス」ことである。
そして、ソ連が北から侵入した場合には「完全ニ北満地方ヲ其勢力下ニ置クニ於テハ露国ノ
東進ハ極メテ困難トナリ満蒙ノ力ノミヲ以テ之ヲ拒止スルコト困難ナラス」ことである108。 
                                                     
103 「譚延闓日記」（1928 年 5 月 8 日）；また、「蔣介石日記」の原文は、以下の通りである。「上午，与儒
堂談話，後組安，稚輝，静江諸公皆来也。報告済南情形之経過，討論至下午四時，決取不抵抗主義，宣告中
外，而各軍渡河北伐完成革命為惟一方針，故対日本凡可忍辱，必須至最後亡国之時乃求最後歴史之光栄，
余決心以退至運河沿岸魯西与徐北与之抵抗決戦也」、『蔣中正先生年譜長編（第 2 冊）』、237 頁。 
104 「国運転回ノ根本国策タル満蒙問題解決案」（1929 年 7 月 5 日）角田順編『石原莞爾資料 国防論策』
原書房、1978 年（増補版）、40-41 頁。 
105 同上。 
106 同上。 
107 「満蒙問題私見」（1931 年 5 月 22 日）『石原莞爾資料 国防論策』、76 頁。 
108 「現在及将来ニ於ケル日本ノ国防」（1930 年 4 月）、「満蒙問題私見」、65、77 頁。 
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次に、1930 年 4 月 17 日に行われた片倉と土肥原の会合について見てみたい。この会合
では、満蒙問題に対して「日本国トシテ如何スヘキカ」という問いに、「生存上、満蒙ノ必
要」という答が明示され、これは「極東平和ノ保障 大陸基礎」のためである、と説明され
た109。また、満蒙問題が一旦、解決されることにより、学良は窮地に陥ることとなる110。土
肥原は、それにより南北抗争を促進させ、中国が分立する機会を作ることを日本政府の策と
して実施すると語った111。さらに、5 月に行われた「情勢判断ノ研究」の記録を見ると、そ
の中で満蒙に関して、領土化、保護国、委任統治、国際の共同管理、経済圏自由の獲得（二
十一カ条のような）という案が提起されていた。領土化と保護国が日本の目標だとすれば、
それらを軍部の謀略・謀叛という手段で実行することになる112。また、満蒙問題の解決にお
いては、先ずソ連に打撃を与える必要があり、その後はじめて中国問題の解決が可能だとい
う発想もあった113。また、花谷は自らの天津視察の後、満蒙問題の打開の一環として、鹿鍾
麟や石友三などを謀略工作で支持すべきだと見ていた114。若しくは、平津にある張学良政権
および奉天軍を一括して駆逐し、新しい北方政府を樹立させようと考えていた115。 
一方、軍中央にも満州問題に関する政策がなかったわけではない。早くも 1931 年の春ま
でに陸軍省の部会議において、張学良政権の排除、特に張がとった排日方針の緩和のため、
関東軍を含む日本軍が軍事行動を起こす必要性があると認められた116。しかし、その施策の
実施時期は、参謀本部と外務省関係局課が協力した上で、1932 年春になると予定されてい
た117。また、参謀本部が、ほぼ同時期に行った情勢判断においては、満蒙問題解決のため、
国民政府主権下の親日政府樹立案、独立国家建設案、満蒙占領案という三段階の案が立案さ
れていた118。 
日本側のこうした状況の中、中国側は 1930 年の中原大戦の最中にあった。南京国民政府
は張学良に対し、全国陸海空軍副総司令官の職および華北五省に対する支配権を与えるこ
とを条件とし、蔣介石の同盟者になるよう求めた119。張学良はそれに応じ、9 月 18 日に全
                                                     
109 「土肥原大佐談メモ」（1930 年 4 月 17 日）『片倉衷関係文書』、国立国会図書館憲政資料室所蔵、請求
番号：867。 
110 同上。 
111 同上。 
112 「情勢判断ノ研究」（1930 年 5 月）『片倉衷関係文書』。 
113 同上。 
114 「花谷少佐天津視察談」（1931 年 3 月）『片倉衷関係文書』。 
115 同上。 
116 「満州問題解決方策の大綱」小林龍夫、島田俊彦編『現代史資料 7 満洲事変』みすず書房、1964 年、
164 頁。この文書を作った具体的時間は、記録されていないものの、その内容から 1930 年の冬から 1931
年の春までと判断できる（以下、『現代史資料 7』と略す）。 
117 同上。 
118 「昭和六年四月策定ノ参謀本部情勢判断」『現代史資料 7』、161 頁；島田俊彦『関東軍―在満陸軍の独
走』2005 年、講談社、146 頁。 
119 光田、前掲書、43-44 頁。 
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国に通電し、自らが蔣介石を支持すると表明した。中原大戦後に蔣介石は、張に対して華北
五省の政治、経済、軍事問題の処理を委ねた。即ち、この時点で、張学良は、遼寧省、吉林
省、黒竜江省、熱河省といった東四省以外に、北平と青島両特別市、河北省、チャハル省、
山東省、山西省、綏遠省の華北五省という、より広い範囲を掌握することとなった。しかし、
南京は山西軍を宥和するために、太原に太原綏靖公署を設置し、大連の日本租界に潜んでい
た閻錫山に対し、その主任に就任することを求めた120。このように、張学良は華北の全領域
に威力を及ぼしていたわけではないものの、河北省、察哈爾省に関しては確実に統治できて
いた。 
張学良が中原大戦の時に 8 万人の精鋭部隊を入関させ、大戦後も自らの仕事の中心を奉
天から北平に移転したことは、関東軍が満蒙計画を実現する可能性を増した121。一方、張学
良の易幟挙行、入関といった行動に対して、板垣は、満蒙という特殊地域が逐次中央化しつ
つあり、従来、日本との関係が濃厚であった地域が却って中国本土との関係を緊密にするこ
とで、政治外交的に東四省と南京中央政府との関係が密接になっていると判断した122。そし
て、満蒙と中央との関係を断つためにも、その直接占領をなるべく早く断行すべきであると
主張した123。1931 年春、関東軍司令部は東北問題の処理に当たり、完全な領土化、保護国
化、二十一カ条のような要求、商租権ならびに鉄道問題の追求、という四つの案を作ってい
た124。その中で、実施の手段に関しては、従来のように一党一派を操縦するのではなく、簡
明かつ直接的に効果を収めるべきだと表明した125。このように、板垣の意見と関東軍司令部
の案を対比して見れば、満蒙を領有化する対策が関東軍内に広く共有されていたことがわ
かる。 
1927 年の北伐と 1931 年の満州事変直前の日本の政軍双方の華北政策を比較すると、日
本の政策が基本的には軍の立場として継続的に発展していることがわかる（表 I-２参照）。
即ち、東北に関しては、勢力範囲もしくは領有の可能性をめぐる議論から直接占領へ、華北
に関しては、東北の政情と将来的な戦争に対応して、親日政府の樹立もしくは直接の領有の
可能性へと政策が変化していったのである。 
 
二. 満蒙問題の徹底的解決と「新」日中関係の現出 
 
関東軍は、9 月 18 日の夜に瀋陽の柳条湖で東北軍に対する攻撃を開始し、一週間以内に
                                                     
120 太原綏靖公署の設置によって、山西と綏遠省は閻錫山のもとに支配している。山西省政協文史資料研究
委員会編『閻錫山統治山西史実』山西人民出版社、1981 年、173 頁。 
121 黄、前掲書（2012 年）、149 頁。 
122 板垣征四郎「満蒙問題ニ就テ」（1931 年 5 月 29 日）『太平洋戦争への道』（別巻 資料編）、104 頁。 
123 同上、105 頁。 
124『中野史料』防衛省防衛研究所蔵、請求番号：中央-戦争指導重要国策文書-574。 
125 同上。 
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遼寧省と吉林省を全て陥落させ、黒竜江省のチチハルも 11 月 19 日に占領した。そして、
12 月 24 日に瀋陽から錦州へと移転した東北の臨時政府を攻撃した126。これで、関東軍が東
三省をほぼ完全に占領したこととなる。以下では、日本の政軍の双方に焦点を当て、満州事
変の徹底的解決および「満州国」の創設という二点から、日本と華北政局との関わりを見て
いきたい。 
 
1. 張学良政権の徹底的解決と華北との関わり 
第一節より、現地軍である関東軍にせよ、中央軍部である陸軍省と参謀本部にせよ、満蒙
問題を解決するための政策を共有していたことは明らかである。現地と中央との差は、むし
ろ発動の時期および満州の政治状況を三段階のいずれに置くかという点をめぐり存在して
いた。前者は、柳条湖での鉄道爆破によって自然に消滅したが、後者は、現地と中央との間
で争点となった。事変の翌日に、軍中央は事態を拡大させない姿勢を取りながらも、「政府
ノ軟空気ニ牽連」させることなく、瀋陽の旧態を復帰することは絶対不可能であるという主
張を政府に認めさせようとしていた127。19 日に現地において、参謀本部第一部長建川美次
は、関東軍参謀の板垣、石原、花谷正、片倉衷に、その第一段階を実施すべきだと説明した
が、板垣らから直ちに第三段階をとるべきだと反駁された128。しかし、建川は翌日の本庄繁
関東軍司令官および幕僚らとの会談の中で、「現東北政権ヲ潰シ宣統帝ヲ盟主トシ日本ノ支
持ヲ受クル政権ヲ樹立スルヲ得策トスベシ」という立場を堅持した129。関東軍の参謀らは、
建川との会談から、彼がそれ以上の強硬策を中央に認めさせようとしないことを読み取っ
た130。それは、関東軍の首謀者たちが自ら主張していた直接領有案から独立国家創出案へと
後退しなければならないことを意味した。建川の意見は、22 日の関東軍の幕僚会議におい
て採択され、「満蒙問題解決策案」が作られた。その中では、新しい国家の領域範囲は、東
北四省と蒙古であると定められた131。 
新しい国家を創出するためには、旧政権もしくは旧政府と見なされる張学良政権に徹底
的な打撃を与えなくてはならなかった。その意味で、満蒙問題の徹底解決は関東軍にとって
最大の急務であった132。そして、その手段としては、軍事的攻略と政治的謀略の二つが考え
られた。前者は、主に錦州にある張学良の臨時政府に対し軍事的打撃を与えることである。
                                                     
126 「海陸空軍副司令張学良北平呈国府電」（9 月 24 日）『中日外交史料叢編』（第 1 巻）中国国民党中央委
員会党史会、1965 年、7-10 頁；郭廷以『中華民国史事日誌（第３冊）』中央研究院近代史研究所、1984 年、
108 頁。 
127 「満洲ニ於ケル時局善後策（案）」（1931 年 9 月 19 日）『満洲事変作戦指導関係綴 別冊其の２ 昭和６
年 9 月 15 日～６年 12 月 10 日』、アジ歴：C12120032700。 
128 「昭和六年四月策定ノ参謀本部情勢判断」『現代史資料 7』、161 頁。 
129 「満州事変機密政略日誌」（1931 年 9 月 20 日）『現代史資料 7』、187 頁（以下、「片倉衷日誌」と称す）。 
130 緒方、前掲書、226 頁。 
131 「片倉衷日誌」（9 月 22 日）。 
132 同上（10 月 20 日）。 
25 
 
その理由は、「満蒙には錦州政府其他旧政府の一人も存在を許さざること、其軍隊は飽迄徹
底的に糾弾するの方策を執り」、「其存在は満蒙治安の紊乱たるのみならず新政権樹立運動
を防ぐるを以て絶対に容認し難き所」であった133。後者は、主に張学良のもう一つの拠点で
ある北平綏靖公署に対する政治的謀略工作である。それを実施するために、関東軍は天津軍
を指導するか、韓復榘らを利用するか、あるいは各種謀略を行うことで、京津地方を攪乱さ
せるという任務を土肥原賢二に下した134。すなわち、張学良がもつ錦州臨時政府および平津
拠点を徹底的に撃滅することが、関東軍が華北に進出するための第一段階であった。換言す
れば、熱河攻略は関東軍の関内進出の契機とはなったものの、その原因ではなかった135。な
ぜなら、後述するように関東軍はこの時、熱河情勢の推移を暫く傍観すると決めていたから
である136。 
また、関東軍は錦州攻撃を実施する目的として、11 月 15 日に陸軍省に送った電報におい
て、満州地域内における匪賊討伐およびその根拠地掃蕩を用いることを上申しており、これ
に対して陸軍中央は同意を示した137。また、参謀次長真崎は、錦州にて日中戦闘が生じた場
合に、天津軍に対し中国軍の関内退却を阻止しないように指示した138。一方、政治的謀略に
関して関東軍参謀らは、平津地方の現状の政治状況において張学良政権が倒れるならば、そ
の後にこの地域に一つの緩衝地帯を作り出し、そこに打ち立てる南京国民政府とは別個の
政権を、中央政府に取って代わる存在にすべく打ち合わせをした139。これは、満州事変後に
関東軍側によって構想された、華北に対する最初の具体的政策であると言える。 
しかし、平津に対する政治的謀略は、軍中央の対中政策の中にも存在していた。そこでは、
「張学良、南京政府又ハ現在ノ尽ノ広東政権トノ間ニ満蒙交渉ニ入ルコトハ厳ニ之ヲ避ク
ルヲ要ス」と決め、「支那本部ニ対スル策案」としては「満蒙ニ生スル新実態ヲ黙認又ハ是
認セシメ」る、となっていた140。本政策を達成するため、「（1）北支那ニ於ケル張学良ノ勢
力ヲ一掃スルコト之カ為反蔣勢力又ハ北洋軍閥ヲ利用ス（2）広東政府ヲ支持シ南京政府ノ
瓦解ヲ策ス」という手段が、取り上げられた141。こうした施策には二つの目的があった。一
つは、中国全土に渡って政治的混乱を引き起こすことにより、満蒙事変の重大性を軽減させ
ること、そして二つ目は、「満蒙政権ノ樹立ト前後」して、「北支及中支ニ我カ好意的支持ヲ
有スル政権（反蔣勢力、北洋軍閥、広東政府等）ヲ樹立シ得ハ有利ナリ」という見通しであ
                                                     
133 同上（10 月 8 日）。 
134 同上（10 月 10 日）。 
135 内田、前掲書の第一章を参照されたい。 
136 「片倉衷日誌」（10 月 20 日）。 
137 同上（12 月 13 日）。 
138 同上（12 月 20 日）。 
139 同上（11 月 4 日）。 
140 「満洲事変解決ニ関スル方針」（1931 年 9 月 30 日）アジ歴：C12120034100。 
141 同上。 
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る142。こうした目的から、軍中央の対中政策は次の三点まとめることができる。第一に、中
国側（地方政権か中央政権かを問わず）との間では、満州事変をめぐる交渉を行わないだけ
でなく、東三省の新たな状態に関しても容喙しないことである。第二に、華北の張学良政権
を駆逐し、華中の南京国民政府を瓦解させることである。第三に、華北地域から張学良政権
を追い出した後に、「満州国」を創立し、日本が支持する新たな親日政権を作ることである。
このように見る限りでは、華北対策をめぐり関東軍と軍中央の主張はほぼ一致していたこ
とがわかる。 
 同時に、関東軍の新国家の樹立工作も着々と進んでいた。その中には、土肥原の天津謀略
による溥儀脱出工作143と新国家の統治方案があった。後者の方案は、華北問題の形成過程と
関わっている。事変一か月後の 10 月 21 日付けの「満蒙共和国統治大綱案」において、建
国された満州の「国防軍（対露対支）は帝国に委任」されるべき、と初めて明確に打ち出さ
れた144。言い換えれば、北は対ロシア、南は対南京国民政府の防衛を日本が行うというもの
である。関東軍幕僚のこうした意見は、満蒙を日本の保護国状態に置き、その対外関係にお
いて「外部に対する満蒙の防衛は帝国として之に任じ該地方を以て帝国の対露、対支国防の
第一線とす」ることを「時局処理要綱案」の形でまとめられており、板垣が上京の際に、そ
れを中央部に具申することとしていた145。陸軍中央部は関東軍の案をほぼ全面的に盛り込
んだ形で、「支那問題処理方針要綱」としてまとめられ、さらに 3 月 12 日の閣議で「満蒙
問題処理方針要綱」として決裁された146。1932 年 3 月 1 日に正式に創設された「満州国」
は、リットン調査団の質問に対し、自らの国境が「万里の長城である」と表明した147。内田
外相も、リットン調査団が「満州国」の境界について日本に尋ねた時に、「南ハ長城ヲ以テ
同国ノ境トス」と返答するよう、沢田連盟事務局長に打電した148。その後、参謀本部は、「満
洲国ノ国防」と「満蒙ニ於ケル帝国ノ国防」は切り離せないほど緊密であるため、事実上同
義とみなすよう定めている149。こうして、現地軍、軍中央部および中央政府は、「満州国」
国防が日本本土と朝鮮半島の国防であると認定することで、「満州国」創設の意義を一層深
めた。すなわち、日本の対ソ・中の国防前線が「満州国」の国境線と一体化されたといえる。
                                                     
142 同上、「満洲事変解決方策」（1931 年 10 月 6 日）アジ歴：C12120034400。 
143 これは、第一次天津事件である。詳細は、「片倉衷日誌」（11 月 9 日）、258 頁。 
144 「片倉衷日誌」（10 月 21 日）。 
145 同上（12 月 23 日）。 
146 同上（1932 年 1 月 6 日）；外務省編『日本外交年表並主要文書』原書房、1966 年、204-05 頁（以下、
『主要文書』と略す）。 
147 「陸軍当局者談第二号」（1933 年 1 月 11 日）『各種情報資料・陸軍省新聞発表』国立公文書館蔵、請求
番号：情 00012100。 
148 「内田外務大臣発在パリ沢田連盟事務局長宛」（1933 年 1 月 2 日）外務省編『日本外交文書―満州事変』
（第 3 巻）外務省、1981 年、646 頁。 
149 「満洲国ノ国防ニ関スル件」（1932 年 4 月 7 日）『満洲事変作戦指導関係綴 別冊其の１ 昭和６年９月
19 日～８年８月２日』アジ歴：C12120031500。 
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これは、日本側にとって、新しい日中関係が構築されたことを意味すると考えられる。 
 
2.「満州国」創設の政治的意味 
ここで、改めて日本国内に目を移し、主に与党の立憲政友会と野党となった民政党の主張
を取り上げてみたい。 
事変前に、政友会は、幣原の対中政策を猛烈に批判し、「何等の抱負も経綸も気概もなく、
只露支両国の革命的外交に翻弄され、到る所総退却の一歩を辿って居るのみである」と見な
していた150。政務調査会長の山本条太郎は、政友会の十大施政を提唱しながら、国民経済の
不景気の原因が若槻内閣の退嬰主義であると批判し、それを打開するため、産業五カ年計画
を実施する重要性を強調した151。12 月に、政友会が政権を取ると、総理大臣であり政友会
総裁でもあった犬養毅は、満蒙権益の擁護を強調していたものの、5・15 事件で殺害される
に先立って、「満州国」への意見を具体的には述べていなかった152。 
しかし、総務の森恪、前満鉄副総裁・現政友会代議士の松岡洋右は、常に強硬な主張を出
していた。例えば、事変の直後に森恪は、「満蒙殊に東三省に関しては国防上並に国民的生
存の関係上重大なる利害関係を有」し、日本が「接壤の臨邦として特に責務を感ぜざるを得
ず」と主張した上で、既に 1928 年に田中内閣の下で定められていた「支那本部と切離して
満蒙を特殊地方となし、この特殊地方に於ける帝国の権益は飽くまで擁護するの決意を固
めた」という決定を持ち出した153。松岡は、幣原の対中傍観政策を否定した上で、自らも幣
原と同じく平和論者であるが、それは我々の生活が満足でき、我々の権利が十分尊重された
上での平和であると提言し、満蒙問題を徹底的に解決するには政府が「満州国」を承認すべ
きであると強く求めた154。また、「満州国」承認の意味について、森は、「満州国」の単独承
認をもって、従来の追従外交から自主独立外交に転換したことを世界に宣言できる。すなわ
ち、国際協調主義者、あるいは現状維持を主眼として唱える国際平和論者に対して、外交的
な宣戦布告という重大な意味をもつものと森は捉えていた155。 
上記のような事情で、政友会は、1931 年 5 月の「第 59 回帝国議会報告書」において、既
に「倫敦条約は締盟国間に於ける均等なる互譲に依りて成立せるものにあらず、独り我国の
屈譲に依りて始めて成立せしものなることは、今や争ふべからざる事実となった。従って極
                                                     
150 「第 59 回帝国議会報告書」（1931 年 5 月）『政友』（第 34 巻 368 号）、56 頁。 
151 山本条太郎「産業五カ年計画に就て」（1931 年 8 月）『政友』（第 34 巻 371 号）、38-40 頁。 
152 犬養毅「「外は満洲事変の解決 内は経済界の収拾」」（1932 年 2 月 1 日）『政友』（第 35 巻 377 号）、4
頁。酒井哲哉の研究によれば、犬養は、「満州国」建国に反対していたと指摘していた。酒井、前掲書、20
頁。 
153 「時局に対する態度宣明の政友会緊急代議士会 政友会の対支政策を明にせる東方会議の決議発表」
（1931 年 11 月 1 日）『政友』（第 34 巻 374 号）、44 頁。 
154 松岡洋右「外交国難と我党の方針」（1932 年 3 月）『政友』（第 35 巻 378 号）、44 頁；松岡洋右「「旋風
裏の外交を憂ひて」」（1932 年 7 月）『政友』（第 35 巻 382 号）、14 頁。 
155 森恪「満洲国単独承認の意義」（1932 年 9 月）『政友』（第 35 巻 385 号）、11 頁。 
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東に於ける我が勢力は、比較的より多く減殺せられ、極東に於ける不安は一層激成せしめら
れた」と、ロンドン条約に対して強い反対論を明らかにしていた156。そして、「満州国」の
樹立は、まさに米国が提唱した民族自決主義の成果であり、日本がそれを率先して承認する
ことは、国際的に意義があると述べた。同時に、日満抱擁の形でもって満蒙資源の開発に当
たることは、東洋平和を図る上で唯一最善の政策である、とその意義を確言した157。また、
斎藤内閣が 9 月に「満州国」を承認した後に、政友会は承認の真の意義は、日本が東亜の盟
主であることを示すことである、という見解に立ち、満州問題を中心とするアジア全域の全
ての問題に対して、如何にこれを見、対処するかをめぐり国民に協力を訴えた。同時に、日
本が追随外交を自主的外交に建て直した次第を世界に宣言することを、改めて強調した158。 
一方、民政党は、事変前には政友会との政争が激しかったが、事変の処理に関しては両党
の政策上の距離は接近した159。具体的には、若槻は事件の解決に当たっては両国間の直接交
渉に依るのみであると主張し、中国政府が国際連盟の関与に依って事件を解決しようとす
る態度を批判した160。衆議院議員の永井柳太郎は、日本の満州に於ける存在が、日本自身の
国防上並びに経済上の絶対的な要件であるのみでなく、東亜全局の平和保持において不可
分の重大な意義を有すると主張していた161。また、「満州国」の承認に対し、若槻も積極的
な姿勢を取っていた。例えば、若槻は、「日満両国は唇歯輔車の関係にあるのでありますが
故に、（中略）両国共存共栄の実を挙ぐると共に、日支満三国提携して東洋の平和を確保」
すべき、というように「満州国」創設を評価した162。 
上記で見てきたように、軍にとって満州問題の徹底的解決とは、張学良政権を壊滅させる
ことに等しいことがわかる。その中には、東北地域に「満州国」を作り上げ、平津方面に親
日的な新政権を樹立するという二つの側面が含まれていた。前者の建立によって、「満州国」
と日本の国防が一体となり、日本と中国との国境線が満州と朝鮮半島との境界線ではなく、
長城線まで前進したことになる。これは、日中関係上で最も大きな変化であると考えられる。
その意味で、日中両国は、「新」国家関係を迎えることとなった。そして、華北地域は、日
本と中国との最前線となった。その華北の政治状況に関して、関東軍と軍中央部ともに、張
学良政権の排除は勿論、蔣介石政権の勢力をも置かせてはならないと考えていた。その代わ
りに、華北地域には緩衝地帯を設置する、もしくは親日政権を樹立するという対策を取ろう
としていた。一方、政治的な側面から見れば、満州事変そのもの、並びに「満州国」の創設
                                                     
156 「第 59 回帝国議会報告書」（1931 年 5 月）『政友』（第 34 巻 368 号）、62 頁。 
157 「第 62 回帝国議会報告書」（1932 年 7 月、臨時増刊）『政友』（第 35 巻 383 号）、22-23 頁。 
158 「第 63 帝国議会報告書」（1932 年 10 月）『政友』（第 35 巻 386 号）、34-35 頁。 
159 酒井、前掲書、17 頁。 
160 若槻礼次郎「満州事変と公正なる我国の態度」（1931 月 10 日）『民政』第 5 巻第 12 号、 
161 永井柳太郎「満州事変に関する外交批判」（1931 月 10 日）『民政』第 5 巻第 12 号、6 頁。 
162 若槻礼次郎（立憲民政党総裁 男爵）「非常時に処する我党政策の眼目」（1932 月 10 日）『民政』第 6 巻
第 10 号、3 頁。 
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は、日本が欧米追随政策という旧来の外交から独立するという重大な国際政治上の意味を
持った。これは、既に第一節でみたように、1920 年代以来の一連の国際会議において日本
が権益を拡張することができなかったことへの、外交的な反抗の一つであったといえる。こ
うした意味を帯びて「満州国」が成立するならば、日本の対中外交も「日本・満州国対南京
国民政府」という構図に変わっていく。そして、軍と政治の両面から、事変への処理および
「満州国」の建設を通して、新たな日中関係が構築されていくことになった。 
 
三. 熱河の争闘戦と華北問題の形成 
 
1. 日中双方の熱河対策―「政治的解決」の優先対指揮系統の混乱  
「満州国」は成立したものの、完成したものではなかった。なぜなら、関東軍がその政策
の射程に入れていた熱河省は、名目上は「満州国」の「国土」の範囲ではあるものの、関東
軍が実質的に支配可能な範囲ではなかった。本節では、日中双方の熱河をめぐる角逐を追っ
ていきたい。 
まず、日本側にとって、熱河省は政治的に「旧東北四省の一つで他の三省とは不可分の関
係にある」こと、また満州国独立宣言の際にも「熱河は満洲国の一部」という位置づけをさ
れていた163。加えて、地理的には「支那本部並察哈爾ヲ経テ外蒙古ニ対スル連携部」にあっ
た164。つまり、熱河の行政範囲は、西北に察哈爾省、北に遼寧省、南に河北省と接していた。
しかし、こうした特徴をもつ熱河省は、「地域険峻なるのみならず交通不便」という現実を
抱えていた165。このように地形が険峻で鉄道網を欠いた状況が、日本軍が機動的作戦を展開
することを制約していた。 
そのため、関東軍の幕僚会議では、表面上は居留民保護、権益擁護など自衛権の発動に基
づく兵匪討伐権の行使であっても、中国から内政干渉とみなされる行動を取ることは不可
能であるため、熱河省に出兵する口実は殆んど得られないと判断された。つまり、熱河省で
は「単に微温的政治工作を為し得るに過ぎざるなり」という点で合意していた166。そのため、
関東軍は「満蒙問題善後処理要綱」において、「熱河省は政治的解決に依り自ら求めて合流
し来る如く先づ湯玉麟を支持す」ることを決めた167。つまり、熱河を「満州国」の中に含め
ていくための対策としては、軍事作戦より政治的な工作が重要であったと考えられる。同時
に、関東軍は、対熱河政策の順序として「先ツ各種ノ政治的諸準備ヲ整ヘ次ニ対熱河作戦行
動ヲ開始スルニ当タリテハ一挙快速ニ之ヲ平定スルヲ切要トスル」とした。そして、こうし
た熱河省に対する計略が張学良政権の打倒と、盾の両面を成すという意見を中央に送った
                                                     
163 「陸軍当局者談第二号」（1933 年 1 月 11 日）。 
164 参謀本部『熱河省兵要地誌』（1932 年 3 月製）、3 頁、国会国立図書館蔵、請求記号：GE376-19。 
165 「片倉衷日誌」（1932 年 1 月 14 日）。 
166 同上（1932 年 1 月 14 日）。 
167 同上（1932 年 1 月 27 日）。 
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168。8 月 30 日に、関東軍副参謀長岡村寧次は、政治工作および謀略は反張学良運動の対策
であるが、万が一の場合に備え、軍事的手段を取ることも可能であるという、より強硬な政
策を前線の師団に伝達した169。それに続き 10 月には、満州出張中の参謀本部第二部長永田
鉄山が、関東軍の上記の政策を認めた170。即ち、熱河省を把握するとは、熱河に対する実質
的統治と平津における張学良勢力への反対運動の実施という二面性を帯びていた。また、軍
事的には、熱河は日本の内蒙工作171と緊密な関係にあり、対ソ防衛上で価値を持っていた。 
次に中国側からみると、熱河省は、遼寧省、吉林省、黒竜江省とは異なり、張学良が必ず
しも直接支配できる地域でなく、さらに、省長の湯玉麟は張作霖の政敵でもあった172。東三
省が陥落した後の熱河省は、張学良政権にとってより重要な役割を担っていた。なぜなら、
張学良が平津地方から遼西方面にいる抗日義勇軍に対し、兵士、兵器、弾薬、食糧などを補
充するために、熱河省は必須な経由地となっていた173。つまり、張学良にとって熱河省を掌
握することは、東三省の失地を回復する上で重要であり、それだけに彼の政治生命に大きく
関わっていたことが窺える。 
しかし、湯玉麟は張学良と関東軍側の双方に対して、曖昧な態度を示していた。湯は、張
学良と南京中央に対して表面上は忠誠を誓いながらも、必ずしも服従していたわけではな
かった。特に、張学良が熱河省の唯一の財源であるアヘンの栽培・販売に、重い税金を課し
ていたことからも174、湯と張学良との関係が友好的ではなかったことは想像できる。また日
本側に対して、湯は、関東軍主催の東北行政委員会に参加し、錦州攻撃の際には日本軍に対
して好意を抱いたとの意向を伝えた。また、「満州国」建国に当たって溥儀に臣礼を表す代
表を派遣したことに加え、建国宣言書に署名もしていた175。南京中央、特に蔣介石は、湯に
対して全く信任を置かなかっただけではなく、湯の「満州国」への対応をめぐり、湯を処分
するように張学良に命令した176。 
上記のように、湯玉麟、関東軍、南京中央とその下にあった張学良の三者は、相互不信・
不即不離な関係にあった。それだけに、熱河省は日中双方にとって軍事的にも政治的にも極
めて重要な意味をもっていたことが明らかである。こうした中、南京中央は 1932 年 5 月 5
                                                     
168 「関東軍司令官発参謀総長宛」（1932 年 7 年 21 日）『現代史資料 7』、490 頁。 
169 第八師団『第八師団熱河経略経過概況（昭和 7.4.28-8.3.28）』。 
170 同上。 
171 日本側の内蒙工作について、森久男『日本陸軍と内蒙工作―関東軍はなぜ独走したか』（講談社、2009
年）を参照されたい。 
172 「湯玉麟の経歴」『各種情報資料・陸軍省新聞発表』。 
173 「熱河事件の経緯に就て」（1932 年 7 月 23 日）同上。また、関内から東北のゲリラ部隊へのもう一つ
補給ルートは、河北省の山海関である。黄自進『蔣介石と日本―友と敵のはざまで』武田ランダムハウス
ジャパン、2011 年、145 頁。 
174 『陸軍省パンフレット（25 冊）』昭和８年、アジ歴：C15120465800。 
175 黄自進、前掲書（2011）、145 頁；「片倉衷日誌」（1931 年 12 月 13 日）；『陸軍省パンフレット（25 冊）』。 
176 黄自進、前掲書（2011）、145 頁。 
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日に、日本側と「上海停戦協定」を結ぶことによって、第一次上海事変を終結させた。それ
に伴い、熱河省における対日防衛の増強の必要性が明白になってきた。その十日前の 4 月
23 日に、日本側は第八師団を遼西に到着させ、5 月 28 日には熱河省と「満州国」との連絡
のための策動を始めようとしていた177。これにより、日中双方の間で、湯と熱河省を巡る角
逐が本格的に開始することとなった。 
蔣介石は、6 月 15 日に汪精衛、李石曽、羅文幹、顧維鈞と会議を行い、「湯玉麟を排し、
熱河を直接支配するように張学良に命令する」という考えを表明し、汪らに意見を求めた178。
この対策は、一方で東三省の各義勇軍と合流することを可能にし、他方で山海関に駐屯して
いた関東軍を威圧し、彼らの平津侵略を封じ込めることを目的としていた179。蔣介石は、国
を救い、倭寇に抵抗するにはこの策以外にはないと強調した180。蔣は、この政策について湯
に予め相談しないよう張学良に命じた。それは、湯が先んじて日本軍を熱河に招くことを憂
慮していたためである181。湯を熱河省から排除する手段とは、東北軍の三個旅団を夜間に熱
河の付近まで運び、湯を察哈爾に転出させるというものであった182。熱河省に派兵すること
を張学良に促すため、蔣介石は、張群を北平に送り込んだ。7 月 10 日、張学良は、湯に中
央の政策を説明したと返電した上で、熱河に兵を運ぶことへの決心を示した183。蔣は、張学
良が熱河派兵を湯に通知したことに不満を持った。なぜなら、計画を湯に通知することは倭
寇に事前通告することと同じであると考えていたからであった184。 
続いて、7 月 17 日に朝陽寺事件が発生し、日本軍は直ちに朝陽寺を占領したが、この事
件を口実に勢力を拡大させることは自制した185。なぜなら、東北の北方での義勇軍掃討戦、
そしてソ連の北満進出への防衛のため、大部分の軍を使用しており、東北の南部には軍事的
な余力が残っていなかったためである186。 
湯は、日本軍との交渉に臨み、日本軍が熱河侵略の計画は持っておらず、同事件もあくま
                                                     
177 第八師団『第八師団熱河経略経過概況（昭和 7.4.28－8.3.28）』、アジ歴：C14030123900。 
178『蔣中正總統文物—民國二十一年六月』請求番号：002-060100-00050-015。 
179 同上。 
180 同上。 
181 「蔣介石致蔣伯誠宛電」（1932 年 7 月 7 日）『蔣中正總統文物—長城戰役』国史館蔵、請求番号：002-
020200-00016-004。 
182 同上（1932 年 7 月 7 日）。 
183 「蔣介石致張学良電」（1932 年 7 月 10 日）『蔣中正總統文物—統一時期』請求番号：002-010200-00069-
022。 
184 「蔣介石日記」（7 月 20 日）。 
185 朝陽寺事件は、関東軍の連絡員石本権四郎が北票線により同地方より錦州に向かう途中に、同列車が朝
陽寺南嶺の間に誰かに拉致されたという出来事である。第八師団『第八師団熱河経略経過概況（昭和 7.4.28-
8.3.28）』。 
186 「熱河方面形勢ニ関スル件」（1932 年 7 年 21 日）『満洲事変/善後措置関係/国際連盟ニ於ケル折衝関係
/日支事件ニ関スル交渉経過（連盟及対米関係） 第十巻上（１）』アジ歴：B02030417300。 
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で誤解に基づくものである、と張学良に報告した187。その報告の中で、張学良および中央政
府に対して兵器の援助を求めていた188。この報告に対して、蔣介石は、湯が軍の増援に触れ
ずに援助のみを求めることが、明らかに張学良の兵が熱河に入ることを拒絶する姿勢であ
ると認識していた189。湯の報告にもかかわらず、関東軍が熱河を侵攻するという情報が流布
していた190。そのため蔣介石は、熱河防衛のために張学良の駐兵を一層強めた。しかし、8
月 1 日に、張が政務と軍政の整理の名目で中央に財政援助を請願したため、汪精衛が自ら
の職をかけて張を強く糾弾し、下野を求めるという政治的対立が発生した191。南京中央は、
汪の辞職を承認する一方、北平綏靖公署の解消、軍事委員会北平分会の新設、張の同分会の
代理委員長への任命によって、事態を沈めようとした。 
8 月 31 日に湯は、関東軍側による利益誘導と武力による威圧に直面しており、中央が日
本と正式に断交または宣戦をしてない状態であるため、自らが熱河の保境安民を精一杯に
努めることしかできないと蔣に伝え、蔣介石の諒解を得ようとした192。同電報で湯は、平津
とその防壁である熱河を守るためには、熱河軍隊に給与と兵器を補充する必要があり、その
ため中央から 2～300 万元が支出されることを懇請した193。その後、熱河省内の義勇軍に対
する援助および配置などに関して、湯が蔣介石に直接報告する機会が増した194。張学良は、
このように湯と中央が軍分会を超えて直接連絡を取る行為に対して、不満を抱いていた195。 
一方、関東軍側は、湯を支持する政策を取り続けた。例えば 6 月 26 日に、熱河省内のア
ヘンを東北にて購入するため、「満州国」財政部税務司企画科長天野竹藏を熱河省の代表と
の交渉のため派遣した196。しかし、朝陽寺事件を巡る湯の対応は、関東軍の湯に対する認識
を変えることとなった。つまり、湯は首鼠両端的な態度を取り、関東軍と南京中央の間で自
己保存のみを考えていた197。こうした地盤主義者である湯を抱え込むため、「満州国」軍政
部顧問の住谷悌は、「湯ヲシテ従来ノ勢力ト収入トヲ認メ名、実共ニ満洲国ニ従順ナラシム」
                                                     
187 「張学良致蔣介石電」（7 月 20 日）『蔣中正總統文物—侵擾熱河（一）』請求番号：002-090200-00007-
002。 
188 同上。 
189 「蔣介石日記」（7 月 20 日）。また、日本側の情報によれば、湯が張学良系統の王以哲第 7 旅、孫徳荃
第 19 旅の熱河省移駐を拒絶していたのは確かであった。湯玉麟東北軍の熱河進入を拒否」（8 月 14 日）「湯
玉麟の対満抗日態度の一考察」（8 月 16 日）『各種情報資料・陸軍省新聞発表』。 
190 呂芳上編『蔣中正先生年譜長編（第三冊）』国史館、2014 年、702 頁。 
191 李君山、前掲書（2010 年）、122-24 頁。 
192 「湯玉麟致蔣介石電」（1932 年 8 月 31 日）『蔣中正總統文物—侵擾熱河（三）』請求番号：002-090200-
00009-008。 
193 同上。 
194 「賀耀組致蔣介石電」（1932 年 10 月 12 日）『蔣中正總統文物—一般資料（七）』請求番号：002-080200-
00059-060。 
195 李君山、前掲書（2010 年）、128 頁。 
196 第八師団『第八師団熱河経略経過概況（昭和 7.4.28-8.3.28）』。 
197 「熱河、朝陽寺事件」（7 月 29 日）『各種情報資料・陸軍省新聞発表』。 
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という意見を表明した198。住谷悌の意見書と関東軍司令部が熱河作戦を開始する前に起案
した「熱河省統治要領」199とを比較すると、前者において熱河省長と警備司令官として記載
されていた湯の名前が、後者では消えていることがわかる。そこで、関東庁警察局と関東軍
参謀部は、湯が自己の地盤を保持するため、張学良の圧力のもとその対日態度を一変し、熱
河省の義勇軍を援助し、自らの直系部隊を熱東一帯に配置するという積極的な戦備状態を
取ったものと認識した200。これらの情報は、湯が南京寄りとなっていたことを示していた。 
朝陽寺事件を契機とする湯の対日態度の変化に伴い、関東軍の熱河作戦計画も着々と進
んだ。関東軍の対熱河作戦の用兵に関しては、真崎が満州出張の際に、早くも本庄が「二個
師団ヲ要ス」と表明していた201。朝陽寺事件の後に、小磯は軍中央に対し、熱河の用兵に本
格的に二個師団の要請を出した。これに対して陸軍中央は、一旦は自制すべきという意見を
持っていたが、基本的に反対してはいなかった202。外務省も、平津地方にまで戦局が拡大す
ることを憂慮していたが、熱河攻略自体には異論を唱えなかった203。続く 12 月 19 日に、
参謀本部第一部長古荘幹郎が錦州を訪れ、熱河作戦の準備と計画について前線部隊と議論
した204。 
日本側が熱河攻略を加速的に進めていたことに対し、中国側の陣営は、湯、張学良、蔣介
石という三者に分かれており、熱河の防衛への着手が遅れた。10 月 1 日と 8 日に、山海関
で発生した日中両軍の衝突を契機に、張学良はようやく三個旅団を熱河に送ることを蔣介
石に報告したが、実際には張は熱河に派兵していなかった205。12 月 25 日、蔣介石は軍政部
長何応欽、軍事委員会弁公庁主任朱培徳に対し、熱河を守るため軍隊の動員を準備し、戦事
が華北に蔓延した場合に備え、中央軍の五個師団を動員するよう命令した206。これに先立ち、
国民党第 4 期中央執行委員会第 3 次全体会議（4 期 3 中全会）が 12 月 15 日から 22 日まで
開催され、「集中国力・挽救危亡」が議決された207。こうした緊迫した情勢の中、1933 年 1
月 1 日に、山海関守備隊長落合甚九郎が、口実を作って中国側の守備隊であった何柱国の
                                                     
198 「熱河省対策卑見」（1932 年 10 月 6 日）『住谷悌史資料』アジ歴：C14030586000。 
199 「熱河省統治要領」（1933 年 2 月 4 日）『昭和８年「満密大日記 24 冊の内其 7」』アジ歴：C01002849800。 
200 『旬報』（第 20 号）アジ歴：B02031466100；「満州事変第 470 情報」（12 月 30 日）『満洲事変情報綴 
第 424～471 号』アジ歴：C14030017400。 
201 伊藤隆、佐々木隆、季武嘉也、照沼康孝編『真崎甚三郎日記（昭和七・八・九年一月～昭和十年二月）』
（1932 年 6 月 26 日）、山川出版社、1981 年、58 頁。 
202 内田、前掲書、42 頁。 
203 平津地方に配慮を配った原因は、「平津地方ニ於ケル我軍事行動ハ満州ニ於ケルカ如ク我方トシテ主張
スヘキ公明ナル理由ニ乏シク張学良ノ不信行為ニ基ク自衛措置ト主張スルモ連盟及列国ハ之ヲ以テ日本ノ
対支侵略トナシ避難攻撃」するというものである。「内田外務大臣より在天津桑島総領事、北平中山書記官
宛」（1933 年 1 月 4 日）652-54 頁。 
204 第八師団『第八師団熱河経略経過概況（昭和 7.4.28－8.3.28）』。 
205「蔣介石日記」（12 月 13 日、18 日）。 
206 『蔣中正先生年譜長編（第 3 冊）』、800 頁。 
207 鹿錫俊、前掲書（2001 年）、143 頁。 
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第 9 旅団に攻撃を加え、3 日には山海関を占領した208。 
蔣介石は、山海関事件後の 3 日に「速やかに熱河に兵隊を進駐させよう」、4 日に「今後、
倭寇が必ず平津をとる。我々は速やかに決心を定め、対応せよ」と張学良に命じた209。張学
良は、日本が大軍を派遣してくることを察知し、事態が重大化する恐れがあると認識したた
め、蔣が全局を統帥し、北上して指導することを要請した210。また、宋哲元系統の将領らも、
給養、弾薬、軍事計画などで方案がないため、蔣介石の北上を求めた。しかし、蔣介石はこ
うした前線将領の要請を拒否した。その理由は蔣介石が、日本の対熱河作戦は日本国内から
5 個師団の兵力を投入しない限り占領に至らない、と判断していたためである、と指摘され
る211。その一方で、蔣介石は北方将領の統帥権を尊重していた。第一節で説明したように、
南京は華北の軍事と政治をすべて張学良に任せていた。また、蔣介石は、自らが北上する代
わりに任命した楊傑に、工事、経費運用などの面に関して、張学良に助言を行ってもよいが、
「僅かでも干渉してはならない」と命じた212。さらに、蔣介石は、自らの北上時期として、
「現在の戦局を支持するか、負戦後の残局を収拾するか、華北の新局面を統率するか」のい
ずれかである、と考えていた213。 
 
2. 熱河作戦・灤東作戦・関内作戦と華北政局の緊迫化 
熱河作戦、灤東作戦と関内作戦は、それぞれ 2 月 17 日、3 月 27 日、5 月 3 日に実施され
た。本節では、上記三つの作戦が実施された目的、それらの相互関係および華北政局との関
係を見ていく。 
関東軍司令部は、完成した熱河計略計画案を 2 月 7 日に参謀遠藤三郎経由で第 8 師団に
伝達した214。9 日に司令部は、「熱河計略計画」を決定し、各幕僚にそれを内示した。作戦
の目的は、「熱河省ヲシテ名実共に満洲国の領域タラシメ」る、と定めていたほか、「満洲国
攪乱ノ策源タル北支学良勢力ノ覆滅的気運ヲ醸成促進」することとされていた215。また、作
戦方針としては、熱河「省南部河北省々境ニ近ク兵ヲ進メ北支ト熱河省トヲ確実ニ分断スル
威力壁ヲ構成シ以テ北支学良勢力ヲ威圧スル」と決めていた。同時に、「別命アル場合ノ外
河北省ニ於テ作戦行動ヲ実施スルコトナシ」と、作戦範囲を限定していた216。また、日本中
                                                     
208 口実とは落合が自らの命令で守備隊前の鉄道に手榴弾を投げたということを中国軍の行為であるとい
うものである。島田俊彦「華北工作と国交調整」日本国際政治学会太平洋戦争原因研究部『太平洋戦争へ
の道（第 3 巻）』、朝日新聞社、1962 年、5 頁。 
209 「蔣介石致張学良電」（1 月 3 日、4 日）請求番号：002-020200-00016-027、002-090200-00010-303。 
210 「張学良致蔣介石電」（1 月 16 日）請求番号：002-090200-00009-063。 
211 黄自進、前掲書（2011 年）、147 頁。 
212 「蔣介石致楊傑電」（2 月 11 日）請求番号：002-010200-00077-026。 
213 「蔣介石日記」（2 月 26 日）。 
214 「第 8 師団陣中日誌」アジ歴：C14030137400。 
215 関東軍司令部『熱河計略計画』（2 月 9 日）アジ歴：C14030164500。 
216 同上。 
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央には、すでに 9 日に熱河の攻略が決められていた217。 
しかし、関東軍司令部の決定に関して、先行研究では重要な点が見逃されていた。それは
日本が用いていた地域概念である。前節で見たように、「満州国」の国境線は長城線とされ
ていたため、河北省のうち長城線以北の地域は、すでに「満州国」の範囲に含まれていたと
説明できる。その意味で、熱河作戦の計画とは、熱河省と河北省の省境をめぐるものではな
く、最初から長城線をめぐる争闘であったと考えられる。そのため、関東軍司令部は混成第
14 旅団と第８師団に対して、それぞれ「界嶺口、冷口、喜峰口等長城ノ重要関門ヲ確保」
し、「古北口ヲ占領シ茲ニ北支ト熱河省トヲ遮断スル威力壁ヲ完成ス（中略）羅文峪、馬蘭
関ノ各関門ヲ確保」すべしという、第二期の作戦計画を与えた218。このように、関東軍の熱
河作戦の射程が河北省との省境線ではなく、長城線であったことに注意しなければならな
い。 
2 月 17 日に、関東軍司令部は、第一期作戦を 23 日に、第二期作戦を 27 日に開始するよ
う命令を下した219。中国側には、熱河省軍隊の歩兵４個旅団、騎兵３個旅団、東北軍から約
５個師団が配置されていたが、熱河省都の承徳および長城の重要な関門は、作戦開始 10 日
後の 3 月 4 日に陥落した220。その敗因は、湯が敵前逃亡したこと、そして張学良の東北軍
に戦闘力がなかったことだと指摘される221。そのため、武藤信義関東軍司令官は戦況を楽観
視していたが、武藤が前線から新京（長春）に帰還すると同時に、中国側は国土の奪回を始
めようとしていた222。 
熱河の陥落により、張学良は国民の罵声と批判を浴びることとなった。蔣介石は承徳陥落
後の 8 日に河北省の石家荘に、翌 9 日に保定に着いた。石家荘で蔣介石は何応欽らと商議
し、「張学良の辞職を許可すること、北平軍分会を取消し、全ての部隊を国民政府軍事委員
会委員長の直属とする」ことが決定された223。翌日の保定での会見で、張学良はこうした決
定を押付けられた。張学良は 11 日に下野の通電を発し、暫くしてヨーロッパへと外遊した。
張学良が去った後の華北の軍隊は、中央に帰することになったが、その掌握は何応欽が代行
した224。何応欽と軍分会は、全ての東北軍（于学忠が指揮する第 1 軍団、万福麟が指揮する
第 4 軍団を含む）、西北軍系統の宋哲元が指揮する第 3 軍団、晋綏軍系統の商震部隊（第 2
軍団）と傅作義部隊（第 7 軍団）、東北軍の王以哲部隊と中央軍の 3 個師団を合併した第 8
軍団を率いて、長城にて関東軍との対戦に臨んだ225。こうして、日中両軍は 3 月 7 日から
                                                     
217 原田熊雄『西園寺と政局』（第 3 巻）岩波書店、1951 年、17 頁。 
218 同上。 
219 第八師団『第八師団熱河経略経過概況（昭和 7.4.28-8.3.28）』。 
220 「第八師団熱河作戦経過ノ概要（第 1 号）』。 
221 黄自進、前掲書（2011 年）、147 頁。 
222 「華北工作と国交調整」、14 頁。 
223 「蔣介石日記」（3 月 8 日）。 
224 呂芳上編『蔣中正先生年譜長編（第 4 冊）』国史館、2014 年、50 頁。 
225 余子道『長城風雲録』上海書店、1993 年、82-84 頁。 
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18 日まで、長城の争奪を巡って戦うこととなった226。3 月 18 日に、武藤は「北支国境方面
反抗勢力ノ情勢未タ油断ヲ許サルモノアリ」と見て、「軍ハ速ニ部隊ヲ整頓シテ情勢ノ変化
ニ応スルノ態勢ヲ整ヘントス」との命令を下した227。これによって、長城線に対峙する姿勢
を保ちながらも、戦闘を中止することにより、熱河作戦に終止符が打たれた。 
 灤東作戦は熱河作戦終了の 9 日後に開始された。開戦理由は日中両軍の膠着状態を打開
するためであると内田に指摘される228ものの、第 8 師団の戦闘詳報を見るならば、必ずし
もそうではないことがわかる。まず、関東軍による灤東作戦開始の理由を見てみよう。関作
命第 491 号には、武藤は、「長城付近ニ於ケル北支反抗勢力ノ情況」を出兵の理由とし、「軍
ハ成ルヘク速ニ冷口付近ノ敵ヲ撃滅セントス（中略）速ニ冷口方面ニ前進シ該方面ノ敵ヲ撃
滅シテ長城ノ線ヲ確保スヘシ」と命じた。そのため、「右作戦行動ハ別命ナキ限リ角山寺、
石門砦西北方長城東南角ヲ通スル線以南ノ地区ニ実施セサルモノトス」との制約も行って
いた。すなわち、作戦の目標はあくまで冷口の奪取であり、作戦の範囲も灤河の辺りに限ら
れていた。 
しかし、前線の第 8 師団は、中国軍に対する情況偵察の報告において、冷口方面の「敵陣
地殊ニ冷口北側高地付近ノ陣地ハ地形険峻ナルニ加ヘ相当堅固ニ設備セラレアルヲ以テ之
カ攻略ノ為ニハ相当有力ナル部隊殊ニ師団砲兵ノ主力ヲ指向スルヲ必要トス」と、作戦遂行
が困難であるとの判断を行っている。そのため「冷口関門ノ攻略ハ必スシモ必要トセス」と
司令部に上申した229。それにもかかわらず、司令部は冷口の攻略を敢行した。つまり、冷口
攻略はこの土地が「灤河陣地ノ北方鎖錀ニシテ且凸角ヲ形成シアリ遵化薊県玉田方面ノ兵
力及商震軍主力並沈克師等ハ所要ニ応シ此方面ニ転用セラルヘク其抵抗モ亦真面目ナルモ
ノアルヘシ」という判断に基づいて行われたものであった230。言い換えれば、冷口は遵化な
どの地方との交通の便が良く、加えてそこを守備していた中国軍は関東軍に対し、威圧的な
態勢を取っていた。さらに、冷口の占領により、関東軍はすでに手に入れている錦州、山海
関と冷口を結び付けることで、関内外の通路を開くことができ、それを背景に北平と天津を
威圧することができると考えた。こうした冷口の戦略的地位こそが、灤東作戦が実施された
重要な要因であった。こうなると、関東軍が長城を越えて作戦を実施するのは、もはや時間
の問題であった。 
 灤東作戦の展開によって、関東軍作戦課（第一課）は、4 月 6 日に、長城線内の建昌営付
近の中国軍が灤河右岸に退却しているという情況を偵察から得ていた。それにもかかわら
                                                     
226 長城抗戦の詳しい経緯について、島田、前掲論文（「華北工作と国交調整」）、14-15 頁；余子道、前掲書、
87-139 頁。 
227 「関作命第四八八号」（3 月 18 日）『第８師団熱河作戦戦闘詳報第 10 号 昭和 8.2.20～3.28』アジ歴：
C14030126800。 
228 内田、前掲書、59 頁。 
229 「暗号電報」（3 月 25 日）同上。 
230 「長城付近北支反抗勢力ノ情況」、同上。 
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ず、「機ヲ失セス攻撃シ敵ニ徹底的打撃ヲ与ヘラルルモノ」と前線に命令した231。さらに武
藤は、中国軍の撤退を承知しながらも、「軍ハ敵ヲシテ灤東地区ニ停止シ得サラシムル目的
ヲ以テ宣伝其他各種工作ト相従テ敵ヲ急追シ之ニ鉄槌的打撃ヲ加ヘントス」と、新たな作戦
命令を下した232。こうなると、灤東作戦の目的は冷口・石門砦の奪取から、さらに広い範囲
における中国軍の追撃へと変容したことになる。要するに、灤東作戦は単なる作戦に留まら
ず、熱河作戦が目指すべき目的として回帰したのである。 
 しかし、関東軍が灤東地区を占領したという報告に対して、天皇は、4 月 18 日に真崎に
「御下問」で憂慮を示した。真崎は、「更に進出するとも一旦は長城線に復帰することとな
り」という天皇に解釈の余地を残す説明をする一方で、関東軍に急遽撤退するよう命令を下
した233。そのため関東軍司令部は、19 日に「長城ノ線ニ帰還セシメ」と命じると同時に、
第 8 師団に「従来ノ任務ヲ続行スルノ外北支反抗勢力ニ対シ脅威的態度ヲ保持スへシ」と
も伝えた234。ここで「従来ノ任務」とは、熱河省を名実ともに統治し、「満州国」の治安維
持を行うことであった。また、19 日に作戦課は、「一挙北京進入ハ差当リ戦略以外ノ理由ニ
依リ絶対に戒メラレタシ」と命じたものの、「北支那施策ハ目下順調ニ進展中」とも通告し
た235。中央が黙認したことにより、前線部隊は中国軍隊と華北に対する威勢を保持するため、
21 日に古北口より一層南のほうにある南天門に攻撃を開始した。司令部も 26 日に古北口
方面で抵抗していた中国軍に対し、徹底的な打撃を加えるよう命令した236。 
 参謀長小磯国昭は、中央部との「打合セノ為」、4 月 17 日に東京に入った。この時点にお
いて、陸軍中央内部でどのような議論が行われていたのかの詳細は不明だが、内田外相が 15
日、18 日に参謀本部の酒井隆に対して行った確認事項から推測してみたい。酒井は、「日本
軍ハ撫寧、永平ヲ占領セリ昌黎及灤州対岸迄進出スルコトナキヲ保シ難シ」と語った237。18
日に河北からの撤退命令という拘束がかかったため、その河北省内にある灤東地方で作戦
を実施するのは難しくなった。そこで酒井は「外部ニ対シテハ右進撃ハ支那側挑戦ノ策源地
ヲ掃蕩スル為ノ已ムヲ得サル進撃ナリト宣伝シ居レリ」と、作戦を正当化するための方策を
説明した。 
一方、現地では、第一課が灤東作戦を再び開始するための命令案を起案していた。その作
戦開始の理由とされたのが、「我軍の灤河撤退後敵は再び灤東地区に侵入し挑戦的態度を持
                                                     
231 「関参一電九一五」（4 月 6 日）『第８師団熱河作戦戦闘詳報第 2 号（完）昭和 8.3.28～5.2』アジ歴：
C14030130900。 
232 「関作命第四九五号」（4 月 11 日）、同上。 
233 本庄繁『本庄日記』原書房、1967 年、159 頁。 
234 「関作命第四九八号」（4 月 19 日）『第８師団熱河作戦戦闘詳報第 2 号（完）昭和 8.3.28～5.2』。 
235 「関参一電一二四」（4 月 19 日）、同上。 
236 「関作命第四九九号」（4 月 26 日）、同上。 
237 「四月十八日朝参謀本部酒井大佐ニ確カメタル灤東方面ノ情勢要領」『満洲事変（支那兵ノ満鉄柳条溝
爆破ニ因ル日、支軍衝突関係）/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム） 松本記録 
第一巻』アジ歴：B02030474900（以下、『満洲事変/華北問題 第一巻』と略す）。 
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続し」ていることであった238。この理由に関しては第二課に属する情報課からは反対されて
いたが、5 月 3 日に小磯帰任の際に正式に関内作戦の形で発せられた239。このように、関東
軍は中国軍の灤東地区進入を挑戦的行為とみなしたものの、灤東地区は地理的には長城線
の南に位置する河北省の省内にあり、「満州国」の範囲ではないことは明らかである。一方、
上記の理由づけからわかることは、関東軍が灤東地区を自らの、もしくは「満州国」の所有
物として位置付けていることである。そのように解釈するならば、中国側の同地方進入が
「満州国」に対する挑戦的行為であるという口実を用いることも可能となる。しかし、灤東
地区を「満州国」に組み入れることは、日本が「満州国」の国境線は長城線であると自ら国
連に宣言した内容と矛盾する。その意味でも、灤東進入の真の理由はその戦略的な地位の重
要性であり、灤東地区の支配により北平と天津に対していつでも威圧的な態勢が取れるよ
うにするためであった。 
 
3. 平津・上海の政治工作と国民政府の対応 
 長城と灤東の戦況は、当然のこととして華北地域、特に平津方面の政治状況に影響を及ぼ
した。しかも、前節でも見たように、華北の政治状況を刷新することは、満蒙問題を徹底的
に解決する一環として、関東軍と軍中央部の揺るぎない政策であった。こうした背景を踏ま
え、本節では華北政治状況をめぐる日中双方の対策を追ってみたい。 
平津方面の策動工作としては、三つの系統が存在していた。第一は関東軍による特務の活
動で、土肥原の指導のもと 2 回の天津事件が引き起こされていた。しかし、謀略成果が不十
分であったことと、経費が不足したことにより頓挫し、第二次天津事件後の 1931 年 11 月
29 日には、陸軍大臣が土肥原に奉天帰還を命令した。第二は天津軍によるものである。天
津軍は、この種の攪乱工作によって、平津で日中間に衝突発生の可能性があるという理由で、
関東軍に増兵を求めており、張学良政権の打倒に積極的に関与しようとしていた240。天津軍
は、この時点から初めて満州事変およびその後の日中関係に関与するようになった。軍中央
部は天津軍への増兵を拒否したが、参謀本部支那課支那班長の根本博を天津に派遣した。根
本は、学良下ろしの目的で中国人同士の間に軋轢を生む謀略を考えるべきであり、日中の正
面衝突を導くような作戦は取らないよう通告した241。また、真崎が満州出張に際して天津軍
参謀長菊池門也と会見した。その席で菊池が兵力と謀略で反張反蔣を行うことを上申した
のに対し、真崎が学良に置き代わる者は誰かと尋ねたところ、華北は寧ろ混乱状態であるこ
とが望ましいので、誰であっても構わないと菊池が答えた242。第三は、北平に置かれた陸軍
のもう一つの系統である日本公使館付武官補佐官である。当時、永津佐比重がその職に就い
                                                     
238 『現代史資料 7』、537 頁。 
239 同上、537、541 頁。 
240 「片倉衷日誌」（1931 年 11 月 11 日）。 
241 同上（1931 年 12 月 11 日）。 
242 「真崎日記」（1932 年 7 月 7 日）、82-84 頁。 
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ており、彼は天津軍の謀略とは別に、新たに張作相、張宗昌を擁立することで京津政権が安
定することを期待し、張学良の下野を迫るという意見を早くも 1932 年 1 月 17 日に関東軍
に送っていた243。これらの記録を突き合わせると、平津における日本側の三つの系統は、ど
れも平津に新しい局面を作り出すという共通の目的をもっていた。この情勢下、関東軍が熱
河作戦を開始したことに伴い、2 月 13 日に板垣を長とする天津特務機関が設置された。 
永津は、灤東作戦が展開していた 4 月 4 日に、中国内部の紛糾が徐々に増大していると
報告し、丁強（李際春）軍を操縦し、灤東を占領する好機であると関東軍に連絡した。一方、
天津特務機関は、4 月 12 日と 18 日に、謀略の発動と北平でのクーデターに策応するため、
関東軍に対し最前線より撤退する気配を示すことなく、古北口方面の中央軍に対する爆撃
を行使するように要請した244。関東軍作戦課は、政治的な謀略工作を従来の政策としていた
ため、直ちにそれに応じ、前節で見たように中国軍が撤退していたにもかかわらず、追撃の
命令を下した。19 日に帰還の命令があったが、第 8 師団は古北口と新開嶺への攻撃を依然
中断していなかった。小磯は板垣に北支那方面施策の発展状況を尋ね、両地方を占領するま
で特務機関からの協力を求めようしていた245。 
一方、督戦のため 9 日に保定に着いた蔣介石は、25 日に南帰するまで合せて 16 日間、保
定に滞在した。12 日に太原綏靖公署主任閻錫山と行った会見で、「まず、陣地の規定、部隊
の分類、強固な工事を整え、次に敵の情況を観察してから対応を決めよう。もし、この態度
でも敵がさらなる攻撃を加えるならば、尽力で抵抗するしかない」と明言した246。14 日、
駐日公使蔣作賓と張季鸞（『大公報』主筆）が蔣介石と面会した。両者とも日本が攻撃を一
段落させるものと判断していたのに対して、蔣は「倭寇は国民党勢力と政府を消滅しない限
り、手を引かない」と考えていた。17 日、蔣介石は「党と国を保つため暫く退却する。こ
れが収拾の最後の計である」と日記に記していた。さらに 3 月 20 日の日記には、「一面交
渉の方針が倭寇に効用を失った。今、抵抗の一面しかない。座して死を待つより、抵抗して
滅ぼすほうが中華民族光栄の歴史に最後の一頁が残る」と記した247。こうした言葉からは、
蔣介石の対日政策をめぐる迷いが読み取れる。 
しかし、蔣は「今後、東北の失地を政治的手段で解決することを国連に委ね、武力かつ反
攻によっては回復しない。もし、（日本が）関内に再び進行するなら、死力でもって抵抗す
る」と決めていた248。つまり、陥落した東北の四省の回復は、日本と力で戦う形ではなく、
国際連盟に依頼し、政治的手段で解決することに期待していた。それでも、長城以内への日
本侵略に対しては抵抗するというのが、蔣介石の最低限の抵抗であった。加えて、汪精衛が
                                                     
243 「片倉衷日誌」（1932 年 1 月 17 日）。 
244 「関東軍参謀部第二課機密作戦日誌」（4 月 11 日、18 日）。 
245 同上（4 月 23 日）。 
246 「蔣介石日記」（3 月 12 日）。 
247 同上（3 月 20 日）。 
248 同上（3 月 14 日）。 
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欧州から帰国し、3 月 17 日に上海に着き、30 日に行政院長に復職したことによって、国民
政府は蔣介石・汪精衛合作体制に復帰することになった。それによって、行政院代理院長宋
子文と外交部長羅文幹などの対日強硬派が統制されることとなった。張学良を批判してい
た時と比べて汪精衛が対日柔軟策をとるようになった契機は、彼の欧州外遊の体験であり、
その体験を通して中国の力不足を認識したためであった249。 
 また、華北の時局に関して、蔣介石が張学良の下野を迫った時に、衛戍司令、公安局長ら
治安機関首脳陣は暫く交代しないことを約束していた。軍事責任者には何応欽を、北平市長
には黄郛を任命した。何と黄が二人とも日本留学経験者であり、何が穏健で黄が蔣介石に信
頼された人物であるという情報は、張学良下野の後すぐ日本側に流れてきていた250。また、
蔣介石は、11、19、20 日に、閻錫山、宋哲元、韓復榘と面会し、24 日には北平で軍事会議
を開いた251。11 日に蔣介石が華北政局について閻の意見を尋ねたところ、閻は山西と察哈
爾省を治めるのが精一杯で、北平にまで出る余力はないと答えた252。蔣介石は于学忠、宋哲
元、龐炳勲らの華北将領とも会談を行ったが、将領らは必ずしも蔣に対して良い感情を持っ
ておらず、馮玉祥、呉佩孚の出馬は不可能であり、段祺瑞は健康がすぐれないため暫く北平
には戻らないという情況だった253。一方、黄郛は自ら北平市長を務めることを拒否したうえ
で、「学軍ノ十七万雑軍ノ十二、三万合計約三十万ノ軍隊ト蔣ノ手兵三個師団ヲ此尽河北一
省ニ収容スルコト到底不可能ニテ之カ整理ト其軍費ノ支出トハ当面ノ最大難問題ナルカ何
応欽一人ニテハ不安ナル」という窮状を吐露した254。つまり、張学良の下野後、東北軍、西
北軍、晋綏軍が中央に服従していたように見えるものの、何応欽はそれらを統制するだけの
力を持っておらず、安定して見える情勢の裏で、実は不穏な状況が展開していたと述べた。 
 こうした不穏な状況は、天津特務機関にとっては好都合であった。岡村は、上海武官に転
任した根本より、南京が対日緩和のため河北省に段祺瑞を起用すると考究している、という
情報を得た。しかし、平津地方には蔣介石政権の延長でなく別個の政権を樹立すべきであり、
また天津の謀略は相当進展しているため、突如変更することは不可能であるという意見を
中央部と出先の係員に送った255。板垣は、張作相、孫殿英、宋哲元、方振部らに対する謀略
を促しながらも、小磯に対して「当方面反蔣運動ハ河北ニ醖釀スル反国民党熱ト非中央系諸
勢力ノ対中央反感トニ依リ目下河北ニ於テ厳然タル勢力構成シアルハ疑ヲ容レス」と、積極
的に華北の反蔣介石運動の進展を説得した256。 
                                                     
249 鹿錫俊、前掲書（2001 年）、187-90 頁。 
250 「在北平中山書記官発内田外務大臣宛」（3 月 11 日、13 日）『日本外交文書―満州事変』（第 3 巻）、705、
706 頁。 
251 『中華民国史事日誌（第３冊）』、240-44 頁。 
252 「在済南西田総領事発内田外務大臣宛」（3 月 18 日）同上、715 頁。 
253 「在済南西田総領事発内田外務大臣宛」（3 月 24 日）同上、719 頁。 
254 「在上海堀内書記官発内田外務大臣宛」（4 月 4 日）同上、726-27 頁。 
255 「関東軍参謀部第二課機密作戦日誌」（4 月 26 日）。 
256 同上（4 月 30 日）。 
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一方、根本と岩松義雄は早くも 3 月 15 日、上海で軍分会委員張群と軍政部政務次長陳儀
に働きをかけ始めた。陳は 17 日夕方に根本と岩松との秘密会見に応じ、二人は熱河の事態
が拡大することは両国にとって良いことではないため、両国の世論と政府の政策を転換す
ることが解決策であるが、そのためには両軍が戦闘を停止することが先決条件である、と陳
に申し入れた257。同時に、両国の立場を顧慮するならば、停戦は書式または公開の談判によ
るのではなく、互いの黙契でよい。もし中国が政治的理由で即時に停戦できない場合でも、
日本軍の諒解を得た後に陽動作戦を取ることは可能であり、それに対して日本軍が決して
長城線を超え関内に一歩を踏み出さないと約束できる、と説得した258。陳儀は、根本と岩松
の申し入れを日本政府の訓令に基づいたものであると判断し、その信憑性を高く評価した。
しかし、こうした上海での停戦打診はあくまでも根本らの個人的な行為であると推測でき
る。なぜなら、4 月 30 日に真崎次長は、中国側が誠意を実証できない限り、日本側は停戦
問題に応じないと訓令している259。根本と岩松が、どういう目的を抱いて南京中央を説得し
ようとしたのかは、史料の制約のため十分に判明できないが、二人の発言と関東軍や天津特
務機関の思惑とを比べるならば、両者に大きな隔たりがあることがわかる。さらに、根本は
一年前にも天津軍との接触をもっていたこと、および関東軍がちょうどこの時期に強硬に
古北口を攻撃していたことと結び付けて考えれば、根本と岩松の説得作戦は、中国側の抵抗
心を中央内部から切り崩そうとしたものである可能性がある。 
その後、根本と岩松は、満州と華北を訪れた際に、関東軍および平津の当局に対して蔣介
石の対日態度を伝え、両当局の蔣介石に対する見解を南京に持ち帰った。関東軍当局が灤東
作戦を実施した理由は、地形上の利点もあったものの、主として蔣介石が熱河省に大軍を送
り込み、また停戦に関しても南京側の具体的な行動がなければ信用できないとの立場を取
ったことにある260。天津軍当局は、中央軍の北上以来、北平の排日気運が張学良時代よりさ
らに悪化し、また蔣介石の言動がこれまでと正反対であると批判した261。そして、現状のも
とで関東軍が攻勢を止めるかどうかは、中国側が停戦に誠意を有するか否かにかかってい
ると告げた262。張が華北政局に関する日本軍の意向を尋ねたところ、根本は、中国側が緩和
の空気を作り、同時に華北で責任を負える人物が停戦の斡旋に当たることができれば、日本
軍は平津を占領しないだろうと答えている263。 
ここに来て、日本側は華北地域には国民政府内ではない人物が適宜だという意見を明確
                                                     
257 「陳儀致蔣介石電」（3 月 18 日）『蔣中正總統文物―侵擾熱河（四）』請求番号：002-090200-00010-178。 
258 同上。 
259 「関東軍参謀部第二課機密作戦日誌」（4 月 30 日）。 
260 「張群致蔣介石電」（4 月 20 日）『蔣中正總統文物―一般資料（七）』請求番号：002-080200-00077-131。 
261 「関東軍参謀部第二課機密作戦日誌」（4 月 20 日）。 
262 「張群致蔣介石電」（4 月 20 日）『蔣中正總統文物―一般資料（七）』請求番号：002-080200-00077-131。 
263 同上。 
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に伝えた。この時、蔣介石の側でも黄郛に華北の政治を任せるという意見が生じていた264。
しかし、蔣介石は張群への返電において、具体的な弁法は汪精衛と相談すると伝えると同時
に、停戦に関して日本側に誠意が不足していながら、その相手にもっぱら操縦されることを
憂慮していた265。しかし、蔣介石は国際連盟の無策および列国の座視にも失望しており、汪
との合作で局面を打開するには、日本に対して妥協的な政策を取らざる得ない状態に追い
やられていた。こうした中、関東軍は南京との交渉より平津に南京と関係を持たない政権を
樹立することを重視し、南京側の屈服を促すという政治的意図を持って関内進出を開始し
た。    
 
4. 華北の新政局への迎合                                                                       
「満州国」の承認後、日本政府は、熱河攻略と国連理事会での「満州国」をめぐる対策と
いう、二つの大問題に直面していた266。その中で、日本政府、特に外務省と駐華外交官らは、
関東軍が華北の新局面を作ろうとしていた策動に対し、どのような思惑をもっていたのか。
この点については先行研究で十分に論じられてきたとは言えないので、本節はこの点から
見ていきたい。 
満州事変後に日本政府の対中外交を主宰したのは、幣原外相に代わった内田康哉であっ
た。事変の際に、本庄が満蒙を日本により統治する政策を表明したに対して、満鉄総裁を務
めていた内田は全面的な支持を示しており、関東軍も自らの政策が政府により阻止されな
いように、内田の支持と活用を決めていた267。こうした経緯から、内田外相が率いる外務省
の華北対策は、関東軍の立場に迎合するか、もしくは静観するという姿勢をとっていた。例
えば、熱河作戦に伴い、外務省は「対支那本部策ハ対満洲策ト切離シ主トシ」、「支那本部ニ
於ケル地方政権ノ分立状態ハ最近益々顕著トナル傾向アル処我方ニ於テハ右政局ノ推移ヲ
注視」する、という訓令を駐華外交官に発した268。つまり、満州問題に関して国民政府は相
手にしない、そして中国各地の反蔣運動に注意せよ、というものであった。 
同時に、事務レベルでは、アジア第 1 課は、2 月に満州国建国の正当性を訴えるため、連
盟での対策案を起草していた。そこでは、「（イ）十二月十日理事会ニ於ケル匪賊討伐権（ロ）
日満議定書（ハ）自衛権」を挙げていた269。こうした政策の下で、蔣の側近の張季鸞と黄郛
が、それぞれ 1 月 24 日と 2 月 11 日に大阪朝日新聞の野口、日本公使館一等書記官の須磨
弥吉郎に対し、戦争の回避または日中関係の打開について話したが、内田はそれらを受け入
                                                     
264 「蔣介石日記」（4 月 13 日）。 
265 「蔣介石致張群電」（4 月 21 日）『蔣中正總統文物―侵擾熱河（四）』請求番号：002-090200-00010-300。 
266 井上、前掲書、12-59 頁。 
267 「片倉衷日誌」（1931 年 10 月 5 日、8 日）。 
268 「内田外務大臣発天津、青島、上海、福州、厦門、広東、北平宛」（1933 年 2 月 23 日）『帝国ノ対支外
交政策関係一件 松本記録 第一巻』、アジ歴：B02030165100。 
269 『満洲事変法律問題ニ関スル亜一意見集（一）（連盟規約関係）』アジ歴：B02130095300。 
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れなかった270。また、関東軍の関内進出に関し、駐日英国代理大使がその理由を尋ねた所、
内田は「支那軍ノ度重ナル挑発的攻撃ノ為」、日本側が「已ムヲ得ス其ノ策源地ヲ攻撃シタ
ルモ事態平定セルハ直ニ長城線ニ引返スコトニナル居」る、と弁明するように訓令した271。
この理由の中では、明らかに 3 日前に酒井隆に確認した事項が用いられていたのである。 
北平の中山書記官は、何応欽が華北の軍事責任者に就くこととなったが、何は政治的手腕
に乏しいので、複雑な北方政局を処理し得る人物でないし、各方面からも軽視されているこ
と、そして蔣介石が徐々に抗日の看板を共産党討伐へと転換しているので、長城付近の戦闘
がこれ以上進展することはないだろうという情報を本省に送った272。天津の桑島も、于学忠
が河北省の保境安民のために、上海事変の例に倣って速やかに日本と協定を結ぶべき、とい
う意向を南京中央に対して示したことを報告した273。内田は、これら現地からの情報を処理
し、第三国に駐在する外交官に発した。その中で内田は、蔣介石が何応欽を華北に留めてい
る政策について、「蔣介石乃至南京側ノ勢力カ華北ニ確立セラレタモノト見做スハ尚早ナル」
と見ていた274。 
一方、閻錫山、馮玉祥、呉佩孚、孫伝芳、旧東北軍各将領といった反蔣勢力は、相互の連
絡を欠き、または財力も不足しており、新しい局面を作り出すには「至ラサル模様ナル」と
判断した275。それにもかかわらず、「華北政局ハ多分ノ危機ヲ包蔵シツツモ小康ヲ持スルモ
ノ」と認めていた276。こうした情勢判断の下で、有田八郎次官は、停戦の交渉に関して「我
方トシテ協定ヲ締結シ得ヘキ確実ナル相手ヲ見出スコト困難ナルヘキコト」と述べた277。ま
た、後日華北での新政権となる国民政府駐北平政務整理委員会を相手とした善後交渉にお
いて、岡村は「満州ニ於ケル日本ノ施設即チ事変以来既ニ数億ノ投資ヲ為シ更ニ万余ノ死傷
者ヲ出シタルコト」を指摘した上で、「其ノ為ニハ連盟脱退迄シタル事実ニシテ日本国ハ如
何ナル犠牲ヲ振フモ満州国ヲ維持スル決心ナリ」と表明した278。即ち、「満州国」の創出と
華北新局面の創出をめぐり、日本は金銭や人命を対価として支払っただけではなく、それら
を擁護するために連盟脱退という国際的な代償まで引き受けたのだ、ということを強調し
                                                     
270 「在天津桑島総領事発内田外務大臣宛」（1 月 26 日）「在上海有吉公使発内田外務大臣宛」（2 月 11 日）
『日本外交文書―満州事変』（第 3 巻）、666-67 頁、680-82 頁；鹿錫俊、前掲書（2001 年）、154-62 頁； 
271 「内田外務大臣発在英松平大使宛」（4 月 21 日）『満洲事変/華北問題 松本記録 第一巻』。 
272 「中山書記官発内田外務大臣宛」（4 月 19 日）『支那地方政況関係雑纂/北支政況 第五巻』アジ歴：
B02031825400。 
273 「在天津桑島総領事発内田外務大臣宛」（4 月 23 日）『日本外交文書―満州事変』（第 3 巻）、830 頁。 
274 「内田外務大臣発在英、米、露各大使」（1933 年 4 月）『支那地方政況関係雑纂/北支政況 第五巻』。 
275 同上。 
276 同上。 
277 「内田外務大臣発在仏、米、支、満、在北平書記官宛」（4 月 29 日）『満洲事変/華北問題 第一巻』。 
278 「停戦協定善後処理ニ関スル北平会議々事録」『満洲事変（支那兵ノ満鉄柳条溝爆破ニ因ル日、支軍衝
突関係）/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム） 松本記録 第三巻』アジ歴：
B02030476900（以下、『満洲事変/華北問題 第三巻』と略す）。 
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たのである。 
上述のように、「満州国」完成の一環を成すべく、熱河省を名実共に掌握するために、関
東軍は政治的工作と攻略作戦の二本の路線を実施した。政治的工作は、湯玉麟の誘導と平津
地方に対する攪乱活動である。特に、張学良政権を倒すための平津謀略は、関東軍の特務機
関のみが行ったのではなく、天津軍と公使館武官も共謀していた。攻略作戦は、熱河作戦、
灤東作戦、関内作戦の三段階に分けることができるが、いずれも熱河の確保に留まるのでは
なく、張学良政権への徹底的打撃という目的を帯びていたと言える。その中の灤東作戦にお
いて、長城線越えと灤東地方の占領が実現できたことによって、のちに関内作戦を展開する
口実を得ることとなった。関内作戦（河北作戦）は、軍事作戦と特務の謀略工作の共同行動
でありながら、後者がより目立っていた。外務省は、熱河作戦を護衛しながら、華北の新政
局に迎合する姿勢をとりつつも、一応は静観していた。 
一方、中国側の熱河対策は、中央政府が張学良の華北権限を尊重したことで、熱河に直接
的な関与を控える中、張学良は湯を十分に統制できていなかった。関東軍の熱河侵略が明確
になりつつも、南京、華北と熱河の三者はいずれもそれに対する作戦の計画と配置を完成で
きていなかった。蔣介石・汪精衛合作政権の復帰によって、妥協的な対日政策に転換する中、
華北政局に新しい人物を置くことが模索されていた。日本側が一連の作戦を実施したこと
で、日中関係の前線は長城以内に前進することとなり、華北の政治をめぐる問題が、自然に
両国の前に立ちはだかることとなった。 
 
小括 
 
 本章では、南京国民政府の成立から満州事変の勃発までを華北問題の前史とし、事変の展
開が華北地域とその政治へ及ぼした影響を見てきた。その中で、済南事件が華北問題の起点
でありながらも、日本側の対華北認識は華北を独立するものとして扱わず、あくまでも満蒙
問題の中に包摂していたことがわかる。また、事変の展開と東北 4 省の占領により、満蒙問
題が一旦解決されたが、それは、軍事的には日本の国防線が長城線まで進んだこと、政治的
には日本政府が欧米への従属的外交から独立的外交へと転換したことを意味していた。一
方の南京側では、蔣介石が満州問題の解決は武力ではなく政治的手段で行うべきであると
考えていた。加えて、汪精衛の帰国で蔣・汪合作政権が復活したことによって、対日政策は
妥協的なものへと転じつつあった。こうした譲歩により、当面の間長城線以南と灤河の周辺
で両軍の間で戦闘が拡大することはなかった。 
しかし、この時期の日中関係には新たに「満州国」という重荷が付加される結果となった。
日本側にとっては、境界地帯となった華北地方とその政局が最も大きな関心事となる。また
中国側にとっては、関東軍の前進をいかに阻止し、華北地方をいかに保全するかが最も緊急
な課題となる。そして、こうした状況下で課題解決を図ろうとしていた人物が黄郛であった。
次章では関東軍側と南京側の間にたつ黄が、関東軍による華北政局への影響力の増大と、南
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京側による華北主権の確保という双方の目的に挟まれる中で、どのような華北の収拾案を
展開しようとしたのか、その実施の過程を明らかにする。 
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第二章 黄郛と華北問題の展開（1933-34） 
 
本章では、塘沽協定の締結過程から 1935 年 1 月に南下するまでの間の黄郛の活動を追っ
ていきたい。黄郛の人物像と彼による善後交渉については、多くの先行研究がある279。とこ
ろが、長城線以南の地域を制圧していた関東軍側が、黄郛と政整会に対して抱いていた認識
と関東軍の対華北政策との間のずれや、善後交渉の進展に伴って懸案の解決に絡めた華北
政局が、どのように変化したのかについては十分に明らかにされていない。 
 そのため、本章では、（1）黄郛がどのような情勢の下に北上し、華北の政局を主宰できた
のか、（2）善後交渉の進展に伴って、黄郛の対日政策がどう変化し、関東軍側から黄に加え
られた圧迫により華北政局にどのような亀裂が生じたのか、（3）南京中央、関東軍側と華北
現地長官の三者の影響をうけた華北政局が、力の均衡から動揺へと変化していったのか、と
いう経緯について考察していく。 
 
一. 黄郛と政務整理委員会成立の背景 
 
1. 蔣黄汪間の合意 
                                                     
279 黄郛と善後交渉に関する研究は膨大な蓄積がある。なかでも、謝国興、楊天石と劉維開らは民国史研究
の視点から黄郛を中心とする塘沽協定の締結過程と善後交渉の経緯を明らかにしている（謝国興、前掲書；
楊天石、前掲論文；余子道前掲書；劉維開、前掲書；周美華『中国抗日政策的形成』国史館、2000 年；内
田尚孝「塘沽停戦協定善後交渉と日中関係」（上）『中国研究月報』2000 年 10 月；陳群元「日本外務省与
1933 年中的華北危局——以応対黄郛北上為中心」『近代史研究』2006 年第 3 期；鹿錫俊、前掲書（2001
年）；光田、前掲書；李君山、前掲書（2010 年））。大陸では同協定と黄郛の役割を否定的に捉えてきたが、
近年において楊天石の研究で黄が塘沽協定の取消を提起した点に関しては肯定的に評価している。また、
日中戦争史において、同時期は日中「15 年戦争」の中に「継続」か「断絶」かという論争がある（「15 年
戦争」を主張する議論は、江口、前掲論文（1988 年）；江口、前掲書（1991 年）；安井、前掲書（2003 年）
がある。批判する研究は、臼井、前掲書（1983 年）、8 頁；藤村、前掲論文（1982 年）、55 頁；秦郁彦（『昭
和史を縦走する―柳条溝事件から教科書問題まで』グラフ社、1984 年、151 頁）などがある）。注意すべき
は、両議論が本章で扱う時期を、日中関係史の中のある程度の「小康」状態と見なす点を共有している（安
井、前掲書、127 頁；秦郁彦『盧溝橋事件の研究』東京大学出版会、1996 年、2 頁）。他方で、善後交渉の
展開において黄郛の心情と彼の日本認識が指摘されている（坂野良吉「塘沽停戦協定の多面的性格―分析
的アプローチによる試論」『上智史学』第 51 号、2006 年；坂野良吉「塘沽協定と黄郛―協定発効後を中心
に理解的アプローチによる再吟味」『名古屋大学東洋史研究報告』第 32 号、2008 年；坂野良吉、梅村卓「「華
北事変」史をめぐる諸問題―日中全面戦争の淵源」『上智史学』第 56 号、2011 年）。また、日本の旧陸海
軍側の史料を用いて、臧运祜は関東軍が善後交渉を通して、塘沽協定より広範な利権と「満州国」の承認
を中国側に押し付け、日本政府の対華北政策もその過程で基本的に確立したと論じた（臧运祜、前掲書）。
また、臼井勝美は同協定を締結された年が日中戦争の勃発の原点と主張している（臼井、前掲書（1998 年））。
近年において、黄自進は黄郛の対関東軍交渉が日本と南京中央の間に緩衝地帯を設けたことで中央の抗戦
準備のための時間が稼げたと捉えている（黄自進、前掲書（2012 年）；黄自進「全面戦争前夜における日中
関係」『〈日中戦争〉とは何だったのか: 複眼的視点』）。 
47 
 
第一次上海事変の後に、国民政府の対日政策は、直接交渉を避けながらも、「不抵抗政策」
から「一面抵抗、一面交渉」に転じた280。これは、汪精衛が政権に復帰したことによって取
らせた政策だが、蔣介石の「絶交せず、宣戦せず、講和せず、訂約せず」という政策とも一
致しているため、国民政府の基本的な対日政策となった281。 
黄郛は国民政府の北伐の時に外交部長を務め、済南事件の処理に当たったが、その際の対
日姿勢が軟弱であると批判されたため辞職し、莫干山で静養していた。1932 年８月頃に、
蔣介石が黄郛に北上を要請したが、汪精衛と張学良との間で闘争があったこと、および華北
の政情が不安定であったことを理由に、黄郛がそれを謝絶した経緯がある282。「日本通」或
いは「知日派」と見なされた黄郛は、北上する前から上海駐在武官の根本博や駐華公使の有
吉明との間に私的なチャンネルを持っており、それを用いて関東軍と日本外務省の停戦に
関する意見を打診し、また、自らの北平就任についても意向を伺っていた283。 
しかし、黄郛と蔣介石との間の合意の内容、および塘沽停戦締結に至る黃と日本軍側との
やり取りの詳細に関しては不明な点が多く残っている。そこで、本節においては、まずこれ
ら点について考察していく。 
蔣介石は、東四省が陥落したことで、軍事委員会駐北平分会委員長張学良にその辞任を迫
り、張が指揮した東北軍と西北軍を中央軍の管轄に加えた上で、何応欽を代理会長に据えた
284。こうした変更を行ったにもかかわらず、華北の人事や政局を中央が直接統制できていた
とは言えない。特に、蔣介石は、国民政府の実力が日本に劣っているという認識に立ち、華
北に関しては武力行使より外交手段で解決しようとした。そのため、日本との間に不戦不和
という緩衝地帯を作りたいと強く思っていた285。 
早くも４月初めには、蔣介石は、「北平に組織を作るべきだ」、「北方部隊と政情は極めて
複雑だ」と認識していた286。11 日に、蔣介石は、「全てを相談したいため、貴兄が直ちに南
昌に来られるように」、14 日に「貴兄が北の任務を務めたくないならば、私人の名義であっ
ても北方を助けに赴ける」、というように、黄に再三懇請した287。さらに、22 日に、「北方
政治は、割拠によって崩壊され敵に利用されるよりも、中央が人を派遣し、緩和させ、革命
の進行を援護するほうがよい」と、蔣介石は吐露していた288。蔣介石は、黄郛が日中間の状
況を瞬時に把握できるように、駐日公使蔣作賓との間で交わした電報も黄郛に転送してい
                                                     
280 劉維開、前掲書、18、46 頁。 
281 同上、48 頁。 
282 陳群元、前掲論文、78 頁。 
283 同上；黄自進、前掲書（2012）、223-24 頁。 
284 黄自進、前掲書（2012 年）、214-15 頁。 
285 同上、217 頁。 
286 「蔣介石日記」『困勉記（上冊）』、379 頁。 
287 「蔣介石致黄郛電」（４月 11 日）（４月 14 日）『黄膺白年譜』、541-42 頁。 
288 『困勉記（上冊）』、380 頁。 
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た289。戦場では、冷口、建昌営、遷安、北戴河、廬竜、昌黎が関東軍に占領されていた。行
政院長汪精衛および軍事委員会北平分会委員張群も、黄郛に対して南京に赴くことを要請
していた。黄郛は 21 日に、汪、蔣の要請に応じ、華北危局に対応するため南京に入り、の
ち南昌に移動した290。 
黄郛は 27 日に南昌につき、軍事委員会秘書長楊永泰、熊式輝、蔣作賓、唐有壬などと会
談し、また 28 日に行った蔣介石との会談について、「一、お互いの意見についての認識、
二、党政軍の歩調、三、日本の姿勢をめぐる許容度に関する意見において完全に一致してい
る」と記していた291。第三点の詳細に関して、黄は日記に残していないものの、蔣の日記に
は以下の記述がある。すなわち、「甲、倭に一時的緩兵の計を図り、一時的に緩和をしてく
れることを望む。もし、真の和或いは講和をしてくれれば、根本的な解決ができるが、そう
はしてくれないだろう。華北政治問題に関して、人民公意に順従して、和戦問題と組織・人
事問題を解決すればよい、政府が干渉してはならない」、「政府は最後の勝利のため、極力で
準備するのみ、責を遂げるため、抵抗しなければならない」という立場であった292。 
 
2. 「塘沽停戦協定」締結の背景 
 戦場においては、３月 27 日に発令された関作命第 491 号により、関東軍は、平津からの
攻撃を念頭におきつつ灤東作戦を開始した293。それに対して、天皇は、熱河作戦においては
「満州国」の「国内問題」であったために発令したものの、灤東作戦では長城以南は中国の
領土であるという認識を持っていたため、軍の作戦に憂慮を示し、4 月 18 日に参謀本部次
長真崎甚三郎に「御下問」を行った294。それに対し、真崎は、「更に進出するとも一旦は長
城線に復帰することとなり」と対応した295。このように、熱河侵略の際の正当化に用いた「満
洲国の国内問題」という根拠は、華北には適用できるものではなかった。そこで用いられる
ようになった新たな表現が、中国側の「挑戦・挑発」であり、この二つのスローガンを用い
るならば、日本が華北に軍を進めても問題ないという認識は、天皇を含めて広く共有される
こととなった296。 
他方、中国側は、日本軍の長城以北への引き上げを大きく宣伝したが、蔣介石は、「今回
                                                     
289 謝国興、前掲書、197 頁。 
290 『黄膺白年譜』、541 頁。 
291 「黄郛日記」（4 月 28 日）『黄郛日記』、台湾中央研究院近代史研究所蔵。本稿においては、『黄郛日記』
の第 12、13、14、15 冊を利用する。第 12 冊は、1933 年 3 月 15 日から同年 8 月 18 日まで、第 13 冊は、
1933 年 8 月 19 日から 34 年 1 月 31 日まで、第 14 冊は、1934 年 2 月 1 日から、同年 9 月 4 日まで、第 15
冊は、1934 年 9 月 5 日から 35 年 5 月 21 日までである（以下、所蔵地を略す）。 
292 「蔣介石日記」（4 月 25 日）。 
293 内田、前掲書、59-60 頁。 
294 同上、59-61 頁。 
295『本庄日記』、159 頁。 
296 内田、前掲書、61、67 頁。 
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は敵兵の自主撤退であり」、「一切の標語や口号を直ちに取消す」ように、と軍の行動を戒め
る内容の電報を前線の何応欽に送った297。そして、5 月 3 日の「関内作戦」では、関東軍は
上記の筋書き通り攻撃を実施し、8 日に中国軍による「挑戦」があったとの声明を発した298。 
これによって、古北口、南天門、喜峰口などは激しい攻撃を受け、平津は再び陥落の危険
に陥り、11 日に張群は、黄郛の北上を促した299。しかし、黄郛としては、日本側に自らが
北平に入ることを好意的に諒解してもらうまでは、軽率に行動を起こすわけにはいかなか
った。 
 そこで国民政府は、5 月 3 日に中央政治会議の決議によって、行政院駐平政務整理委員会
を創設し、黄郛を委員長に任命するという決定を公表した。同じ日に、黄は有吉に対して、
日本側が国民党の組織に対して不満をもつことに十分な理解を示した上で、自分も国民党
員ではなく、国民党には組織改良が必要であり、また、自分が日中両国間の橋渡しの役割を
果たそうという決心と抱負を持つことを表明した300。有吉が長城線内の中国軍の挑戦的行
動に警告を行ったことに対し、黄は、蔣介石の停戦命令に中央軍は服従するが雑軍は服従し
ないと説明し、自分が赴任した後大体 3 カ月以内にこの案件を処理すると約束した301。ま
た、11 日、黄は有吉に対して、自分が北上を延期したことを説明し、蔣汪の諒解も得てい
ることを改めて強調し、「日本側各方面ニ於テ自分今回ノ決心ト誠ト誠意ニ同情シ好意有ル
態度ニ出ラルル様斡旋方切望スル」と申し出た302。 
有吉は、黄の就任を統制力の強化や、北方事態の安定化に繋がると見なし、日中関係の改
善の端緒となり、国民政府の対日態度が転換するものであると認めていた303。こうした認識
の下、有吉は、黄等日本に理解を有する人物を支持すべきであり、日本のためにも中国全土
に動乱が生じることを避け、対英米関係においては、華北での飛行を減らし、軍部の陰謀を
戒める旨、内田康哉外相に進言した304。また、黄郛は自身の北上に先立ち、張群を北平に送
り、各種の準備を行わせた。加えて、軍事分会参議であり黄の秘書でもある李択一と、腹心
である許卓然を張の援助ために派遣した。張群は、8 日、天津総領事桑島主計に、黄郛が北
支の時局打開策に確信と抱負を有することを力説し、11 日、北平書記官中山詳一に黄郛が
「充分活躍」を期待できると伝えた305。 
 しかし、関東軍側は、必ずしも国民政府の停戦意向に応じたわけではなかった。主な理由
として次の 3 点が考えられる。 
                                                     
297 王正華編『蔣介石総統档案―事略稿本』（第 20 冊）、国史館、2005 年、67 頁。 
298 『黄膺白年譜』、546 頁。 
299 同上、546-47 頁。  
300 「有吉公使発内田大臣宛」（5 月 4 日）『満州事変/華北問題 第一巻』。 
301 同上。 
302 「有吉公使発内田大臣宛」（5 月 11 日）、『満州事変/華北問題 第一巻』。 
303 「有吉公使発内田大臣宛」（5 月 13 日）外務省編『日本外交文書―満州事変』（第 3 巻）、847-48 頁。 
304 同上。 
305 「桑島総領事発内田大臣宛」（5 月 8 日）「中山書記官発内田大臣宛」（5 月 11 日）、同上。 
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第一に、関東軍は東北軍が敗退した後の華北の政治及び人事に関して、明確な見通しを持
っていなかったことである。黄郛は 6 日に根本に対し、自分が全責任を負い出馬すること
によって、日中関係の打開を努めていくことを伝え、それに対する日本軍部の考えを尋ねた
が、後者は、「全ク白紙ノ状態ナリ」と答えている306。一方、参謀本部は、同じ日に「北支
方面応急処理方案」を発令し、その中で「停戦ノ成分協定締結」が要領の第四項として定め
られた。関東軍は強い圧力をかけ続け、長城線沿線の中国軍に徹底的な打撃を繰り返し与え
ることを基調とし、中国側の停戦策動に対しては、内外各方面が一致して厳然とした態度を
示すと共に、華北・中・南の現政権に対しては、分断の傾向を助長する施策を取り、さらに、
現在の華北施策を継続するように命令した307。 
この方案に、中国を分断させる意向が十分含まれていたことは言うまでもないが、目下の
華北施策は、反蔣介石政策若しくは反蔣運動を行うことにより、傀儡政権の樹立を目指した
工作であった。しかし、この工作は半月後に挫折した。その原因は、華北を統制する中心人
物がおらず、反蔣各派の合流が困難であり、反蔣派が必ずしも親日満ではなく、各派に自ら
事を決行する勇気がないためである、と天津特務機関は報告した308。 
 第二に、国民政府が誠意を示す証拠として提示した撤退線に関して、関東軍が満足できな
かったことである。参謀本部は、停戦線に関する処理方案として、中国軍が「大体ニ於テ宣
化、順義、三河、玉田、灤県、楽亭ノ線以南以西ニ後退」するという案を示した309。一方、
何応欽の案は、灤東からは両軍とも撤兵するが、中央軍は現位置に留まり、日本軍が古北口
に後退するというものであった310。黄郛は根本との秘密会見で、何応欽の案が関東軍に受け
入れられなかったことを知り、「日本軍は必ず密雲まで進展してくる。（中略）大胆に決心す
ることで速やかに密雲より発砲できない二十里程の地まで撤退する」ほうが、内外にも有利
であるという意見を持っていた311。14 日に、黄郛は、何応欽が中国軍を「順義、玉田、唐
山ノ線ニ後退」させると決めたことを根本に伝え、また、日本軍がそれを追撃しないよう東
京及び関東軍に斡旋することを根本に対して希望したが、後者はそれを謝絶した312。これが
黄郛が北上する前に陸軍側と行った最後の相談であった。 
一方、永津は 14 日に、何応欽は関東軍が国際的反応を恐れ、北平は勿論密雲をも攻撃し
ないだろう、もし関東軍が攻撃して来るならば、一戦を交え、攪乱に陥る前に順義に後退し、
関東軍を密雲の南端にて停止させることが可能であると見なしている、と伝えた313。15 日
                                                     
306 「上海武官発軍参謀長宛」（5 月 7 日）『現代史資料 7』、544 頁。 
307 「北支方面応急処理方案」『現代史資料 7』、543-44 頁。 
308 「天津特務機関発関東軍参謀長宛」（5 月 21 日）、同上、553 頁。 
309 「北支方面応急処理方案」『現代史資料 7』、543-44 頁。 
310 「北平補佐官発関東軍参謀長宛」（5 月 9 日）、同上、546 頁。 
311 『年譜』、547-48 頁；「上海武官発関東軍参謀長宛」（5 月 12 日）『現代史資料 7』、547-48 頁。 
312 「上海武官発関東軍参謀長宛」（5 月 14 日）『現代史資料 7』、548 頁。 
313 「北平補佐官発関東軍参謀長宛」（5 月 14 日）、同上。 
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に、参謀熊斌と永津の間では、中国軍が密雲より撤退するかどうかを巡って論戦があった314。
同日、中国軍は石匣鎮を失い、厳しい状況に置かれた。熊との更なる面会に際して、永津は
中国軍が順義、宝坻、芦台の線まで退却することを要求し、何応欽らはそれを承諾した315。
さらに、許卓然は黄郛の腹案として、中央軍が「長城ヲ距ル五十支里ノ地点ヲ言ヘハ密雲迄
退ク」という考えを中山に伝えた316。 
 このように日中双方が秘密裏にある程度の「黙契」に達したのち、黄郛は 15 日に出発し、
17 日午後に北平に到着したが、停戦に関する交渉をすぐに開始することはできなかった。
前線は次々に陥落し317、戦線はいよいよ北平の郊外まで迫っていた。 
黄郛より早く北上した李択一は、自らの旧知である海軍武官藤原喜代間を訪問し、取次方
を懇請し、後者は李を永津、中山に紹介した318。20 日に行われた黄郛と藤原との会見にお
いて、黄は、中国側が提示した撤退線に 20 日までに撤退すれば、日本軍が追撃しないとい
う了解の下に北上した旨説明した。中国軍が既に 19 日には撤退を完了したにも関わらず、
日本軍がまだ攻撃を続けているため、自分は非常に困難な立場に陥っているという苦情を
訴えた319。これに対して、藤原は、中国軍が「撤退線ニ頓着セズ、相当距離後退シ完全ニ抵
抗ヲ止メバ必ズ解決ノ道開カルベシ」と答えた320。また、21 日に予定されていた黄郛と永
津との会見は、中国青年が日本歩哨を刺して傷を負わせたという突発事件が生じたため実
現しなかった321。黄郛は、日本軍のさらなる前進を押し留めること、及び華北民衆の人心を
鎮静化することを最急の課題とし、日本通でもある殷同を青島から招き、長春の関東軍への
斡旋を要請した322。   
 当時、永津は撤退した中国軍が到底屈服的な停戦は申し出さないと見ており、「歩哨事件
ヲ切掛ケトシテ関東軍ニ懐柔攻撃」の認可を要望し、北支那駐屯軍に二個中隊の増援を要請
し、「内外相呼応シテ平津奪取ノ気配」を示していた323。そうした極めて厳しい状況におい
て、黄郛は、汪精衛から、21 日に「便宜行事」が行われる旨の電報を受けたが、そこには
具体的な内容は含まれていなかった。22 日に、事務地である居仁堂が攻撃される気配があ
り、天津方面からは「日本軍が五百名の兵士を北平に送る」、通州と順義両前線からは「緊
                                                     
314 「北平補佐官発関東軍参謀長宛」（5 月 15 日）、同上、550 頁。 
315 「北平補佐官発関東軍参謀長宛」（5 月 16 日）、同上。 
316 「中山書記官発内田外務大臣宛」（5 月 16 日）『満州事変/華北問題 第一巻』。 
317 5 月 17 日から 22 日までの戦況は、『黄膺白年譜』の 552-59 頁を参照されたい。 
318 「旅順要港部司令部発海軍省軍令部軍務局宛」（6 月 3 日）『島田史料 11 北支停戦協定関係綴 １/3 分
冊』防衛省防衛研究所蔵、請求番号：戦争指導・重要国策文書 431（以下、『島田史料 11』と略す）。 
319 「藤原補佐官発次官、次長宛」（5 月 21 日）『島田史料 12 北支停戦協定関係綴 2/3 分冊』（以下、『島
田史料 12』と略す）防衛省防衛研究所蔵、請求番号：戦争指導・重要国策文書 432。 
320 「藤原補佐官発次官、次長宛」（5 月 21 日）、同上。 
321 『黄膺白年譜』、555 頁。 
322 同上、555 頁、557 頁。 
323 「藤原喜代間公使館附武官補佐官発軍令部軍務局三艦隊宛」『島田史料 11』。 
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急状態」である、といった情報が次々に届いたため、黄郛は北平を離れ長辛店に移駐するこ
とを考えていた324。 
出先軍側は、黄郛らのこうした「茫然拱手ノ外ナキ窮境ニ瀕セリ」状況を見て、「斯クテ
機全ク熟シタル」と判断し、22 日夜に、中国側の停戦意向に応じるようになった325。同日
の夜 11 時頃に、黄は、汪精衛から「固嘱補救」という電報を受け、「すぐに季寛と協議し、
万険を冒し、最後の奮闘を成すこと」を決めた326。汪精衛が発した電報は、「偽国の承認と
四省の割譲に署名する以外であれば、他の条件を受け入れる」という内容であった327。そし
て、李択一が中山、永津に電話をかけ、藤原の私宅にて会談することを懇請し、黄は、李に
同行して藤原宅に赴き、その場で２、３時間協議した後に、４項目の停戦覚書が合意された。
その覚書には、停戦線は、「中国軍ハ延慶、昌平、高麗営、順義、通州、香河、宝坻、林亭
口、寧河、廬台ノ線以西及以南ニ撤退シ爾後一切ノ挑戦行為ヲ為ササルコト」となっており、
これが、「塘沽停戦協定」328の定案になったといえる。 
 
3. 「第三勢力」の受け入れと政治協定の追加 
 張学良の下野から黄郛の北上までの華北の空白状態において、特務機関が独立政権を樹
立しようとした計画があった。こうした計画は前節でみたように、結果的には挫折し、第三
勢力の樹立へと後退した。 
「第三勢力」とは、中国中央政府と日本側・「満州国」の間に立ち、南京の影響力が及ば
ない親日政権というものである。これは、関東軍と支那駐屯軍の合意のもと、「形式ノ如何
ヲ問ワス北方ニ南京勢力ノ及フヲ絶対ニ不可ナリトシ平津地方ニ第三勢力ヲ樹立スヘシ」
と主張したものであった329。これに対して、陸外中央の意見としては、5 月 17 日に、「黄郛
タルト又ハ其ノ他ノ要人タルトヲ問ワス責任ヲ以テ北支ノ事態ヲ収拾シ得ヘシト認メラル
ルモノカ誠意ヲ」もつことが重要で、「北支方面ノ形勢ニ関シテハ満洲国々境確保ヲ主眼ト
スヘキコト」に変更はないという支持を下した330。  
 しかし、有吉とは異なり、華北の軍政官は、黄の北上を「何等成果ヲ期シ難キ」と見てい
た331。黄郛の真意を確かめるため、中山は、22 日の深夜の協議において黄に四つの質問を
した。第一に、華北の局面を打開する唯一の方法は、停戦に関して関東軍が抱いている国民
党と中央軍に対する疑念を一掃することであり、それに対する黄の決心がいかがなもので
                                                     
324 「黄郛日記」（5 月 22 日）。 
325 「旅順要港部司令部発海軍省軍令部軍務局宛」（6 月 3 日）『島田史料 11』。 
326 「黄郛日記」（5 月 22 日）。季寛は、内政部長黄紹竑である。 
327 『黄膺白年譜』、555 頁、559 頁。 
328 塘沽協定の全項目は、『主要文書』の 274 頁目を参照されたい。 
329 「桑島総領事発内田大臣宛」（5 月 16 日）『満州事変/華北問題 第一巻』。 
330 「内田大臣発桑島総領事宛」（5 月 17 日）、同上。 
331 「桑島総領事発内田大臣宛」（5 月 16 日）、同上。 
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あり、国民党と中央軍の排日思想に関してはどう処理するかという質問であった。黄郛は、
自分の信念としては「日支親善ニ依リ欧米人ニ漁夫ノ利ヲ占ムル機会ヲ与ヘサルコトニ努
メ」る旨を述べたうえで、いかに「関東軍ノ諒解ヲ得ル方法ニ付教」えを請うた。第二に、
華北の排日問題の処理をめぐって、中山は、排日団体、党部の解散、排日教科書の廃止等を
列挙し、政府の訓令を待ち改めて相談すると述べた。第三に、中央軍の駐防地と雑軍との関
係について、黄は、交渉が成立した後、直ちに華北の 30 数万の軍隊の整理に着手し、その
中で多少の中央軍を引留める旨答えた。中山は、中央軍の駐屯は日本側から反感を招く恐れ
があると指摘した。それに対して、黄は、雑軍の方が反感を招くので、その撤退を提起した
が、中山は、却って雑軍を庇護し、中央軍の撤退を要求した。結局、黄は現存の軍隊から所
要の部隊を自分の衛兵等の名義のもと改編するとしながらも、後日必ず日本側と意見を交
換すると約束した。第四に華北の軍権と警察権である。黄は、何応欽は協定が締結された後
に南京に帰るため、自らがこの二権を手に収めた上、中央軍の大部分を江西省に送ると説明
した。中山は、黄との会談を内田外相に報告する中で「本電内容黄ノ立場モアリ絶対発表御
見合セ」という説明を付した332。  
 一方、殷同は、24 日夜に岡村と「満州国」顧問多田駿との会見を行い、その場で関東軍
の華北に対する要望を尋ね、黄郛は国民党員でないので、今回樹立しようとする「北支政権」
も国民党を基礎とするものでない、華北各派を網羅するが、日本軍を敵視しない政権を成立
することについて、蔣汪の諒解済であると打ち明けた333。 
こうして、翌日、関東軍参謀長小磯国昭は、国民党とは関係を持たない黄郛を中心とする
親日満政権の樹立を承認し、その政権を支援すべきである、加えて、劉桂堂、李守信、丁強
等国民党に反対する武力団体も「北支新政権」に合流させる施策を取るべきである、という
意思を真崎に送った334。それに応じて、関東軍も天津、山海関の特務機関人員に対して、分
離政策の中止を発令した335。 
以上のように、殷同は関東軍に、黄郛が親日の決心を持つことと蔣汪から相当な権限が与
えられている事情を力説した。加えて、黄郛自らも、初会談において英米を排除し、日中親
善の施政とし、軍権を用いて中央軍の外地移駐を実行し、警察権を用いて排日問題の解決を
行う、といった内容の発言と約束を行った。これこそが、華北の日本政軍双方が黄を第三勢
力とみなし、受け入れた理由であると考えられる。また、この段階から日本側は既に黄郛ら
を北支政権と称していた。 
 ここでもう一つの事実を説明しなければならない。それは、日本側が、軍事的停戦協定を
締結するとともに政治的協定も結ぶという計画を企んでいたことである。早くも「北支方面
                                                     
332 「中山書記官発内田外務大臣宛」（5 月 24 日）『島田史料 12』。 
333 「関東軍参謀長発次長、次官、北平、天津（軍及特務機関）」（5 月 25 日）『現代史資料 7』、558 頁。 
334 「関東軍参謀長発次長、次官、北平、天津（軍及特務機関）」（5 月 25 日）、同上、558 頁。 
335 「関東軍参謀長発天津軍参謀長宛」（5 月 26 日）「関東軍参謀長発山海関岡田大尉宛」（5 月 26 日）、同
上、558-59 頁。 
54 
 
応急処理方案」においては、中国側に対する要望項目に、中国側の事実上の排日取締とその
励行に確実な保証を求める内容が盛り込まれていた。 
出先軍は、5 月 21 日前後、停戦の機が熟してきたと判断すると同時に、第一次停戦協定
の成立に並行して第二次の交渉を行い、「北支戦事ニ関連スル緊急ナル善後問題ヲ包含スル
別段協定（次長電六七七号第二項ニ示スモノ）ヲ締結スルコト必要」であるという意見を参
謀本部に上申した336。このことから、政治協定を同時に結ぶという主張は、内田外相の発想
であるという陳群元の見解とは異なり337、当初から関東軍の計画であったと考えられる。そ
の別段協定では、「相当広範囲ニ亘ルヘキモ」、関東軍としては「少クモ（一）抗日侮日ノ徹
底的取締（二）満洲攪乱策動ノ厳禁（三）緩衝地帯（支那軍ノ不進出地帯）ニ於ケル治安維
持交通ノ規定等」を要求しようとしていた338。 
外務省側は、中山と黄の会談内容を報告し、内田外相がそれに返答した。その中で、停戦
協定成立の上で機を逸せず、黄郛側との間に華北地方の平静回復に関する「一般的話合ヲ開
始」するよう指示した。また、政整会を相手とした上で、排日運動及び反満義勇軍の活動に
対する弾圧、満州国国境での交通障害の除去、停戦区域の治安維持について議論するよう命
じていた339。同時に、内田は、前記の内容があくまで「当方一応ノ思忖ニ過ギス」と述べ、
陸軍省と連絡を取ることが必要であり、現地でも武官との連絡を取るよう命じた340。 
 これに対して、海軍軍令部は慎重な姿勢を取っていた。その理由は、政治協定を条件とし
て出すことは可能であるが、排抗日問題をこの機に出し過ぎてしまえば、却って日本にとっ
て不利になるとした。加えて、「政治的問題ヲ挿入スルトキハ交渉ニ数カ月ヲ要」するので、
再び平津で混乱が生じる恐れがあり、むしろ早速に北平等の安定を図るべきであるとした
341。 
内田外相が、海軍と陸軍の意見の相違の中で、どのような対応を取ったのかについては記
録が見いだせない。しかし、29 日に中山宛に送られた「大至急」電報では、政治協定を見
合わせるよう訓令されている342。その代わりに、四個の項目からなる大綱を政整会に「約束
セシメ」るよう指示した343。その提出時期に関しては、塘沽協定の際に一気に取り纏めるか、
                                                     
336 「関東軍参謀長発次長、次官宛」（5 月 22 日）、同上、555 頁。ここに、小磯が言った次長電六七七号電
報は、管見の限り見つけられていないが、666 号を発した日が 5 月 21 日であるから、677 号は、21 日から
22 日の間に送ったものと推測できる。666 号は『島田文書 12』にも収録されている。 
337 陳群元、前掲論文、86-88 頁。 
338 「関東軍参謀長発次長、次官宛」（5 月 22 日）『現代史資料 7』、555 頁。 
339 「内田大臣発中山書記官宛」（5 月 24 日）『満州事変/華北問題 第一巻』。 
340 同上。 
341 『島田史料 16 塘沽停戦協定の経緯 越界路問題 天羽声明問題 3/3 分冊』（以下、『島田史料 16』
と略す）防衛省防衛研究所蔵、請求番号：戦争指導・重要国策文書 436。 
342 「内田大臣発中山書記官宛 暗第 81 号」（5 月 29 日）、同上。 
343 「内田大臣発中山書記官宛 暗第 82 号」（5 月 29 日）、同上。大綱は、5 月 24 日の指示と比較すれば、
「停戦区域内に治安維持のため、日本側の同意する施設をなす」という内容を追加し、これは、北平会議
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あるいはその直後に北平で黄郛との間で取り纏めるかの間の選択であり、その決定の形式
に関しては、条約又は協約等の形が取られると枢密院での可決に時間がかかりすぎるため、
了解事項としての記録に止め、日中双方の責任者が署名・調印する形で行うように明示した
344。 
政治協定に関して、軍側の別段協定と外交側の一般的話合は一致しており、その内容は国
民党を含む中国側の一切の排日思想と活動の鎮圧、停戦区域内外の交通回復という二つに
まとめることができる。 
 5 月 31 日に軍事協定が正式に調印され、6 月 17 日に政整会が北平旧外交大楼に成立し
た。協定調印後の細目にわたる懇談会では、岡村が排日の徹底的な取締について中国軍の代
表であった熊斌に念を押した345。こうした経緯からみれば、この時点において既に善後交渉
の基盤が作られており、黄郛と政整会に対して制約を課する仕組みが組み込まれていた。 
 以上述べたことを通して、以下の 3 点を確認することができる。第一に、塘沽協定を締結
した経緯である。関東軍が平津に迫る情勢の下、協定は明らかに城下の盟であり、こうした
性質を帯びたことで、日本側が政治協定を同時に結ぼうとする意図を持ち、その要求を押し
付ける余地を残した。第二に、黄と日本の出先側との不安的な関係である。黄が関東軍側と
平津の外交官に容易に受け入れられたわけではないことは、明らかである。それでも黄があ
る程度受け入れられた根本的な理由は、彼が親日的であったことではなく、自由裁量若しく
は政治力を持ち、自ら親日的な政策をとる決心と誠意を持っていると日本側に説得できた
ことであると指摘できる。このような約束をしない限り、黄が華北で政治活動を行うことは
受け入れられなかったといえる一方、日本側の信用を買うために約束した事項は、のちに黄
が行動できる政治空間を狭める要因の一つとなったのである。第三に、日本側の事情である。
関東軍が華北の空白状態を埋める傀儡政権の樹立に失敗したため、日本の政軍双方は、黄を
第三政権と見なして受け入れた。黄に政治協定まで結ばせようとした関東軍と内田は、中央
での意見不一致によりそれは中断したものの、内田が指示したように停戦協定成立直後に
それを提出することで、善後交渉の基盤を構築していたことがわかる。 
 
二. 善後交渉の開始と変質 
 
1. 協定に対する国民政府側と関東軍側の反応 
 黄郛、何応欽、黄紹竑は、三人の連名で締結した停戦覚書を蔣介石、汪精衛に報告した。
それに加えて、黄郛は、蔣への電報において、「時機が緊迫したので、事前に協議しなかっ
たことは極めて恐惶であるが、停戦のみの範囲で交渉したことは幸い」であったと説明した
                                                     
の細目に含まれていた。 
344 「内田大臣発中山書記官宛 暗第 81 号」（5 月 29 日）、同上。 
345 「藤原喜代間公使館附武官補佐官発軍令部軍務局三艦隊宛」『島田史料 11』。 
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346。 
こうした事後報告に対して、汪はそれに「共同責任」を負うことを表明したが、蔣は「停
戦を文字にするのは適切でないと思う」、「ひいては東北三省及熱河の文字もその中に入れ
てくる」と憂慮した347。24 日に、汪は国防会議の結果として、「相手と停戦を協議する時に
文章として残さないことを原則とし、万が一の場合にであっても、それは政治には触れず軍
事協定のみにする。その中の条件についても中央の批准を経なければならない」と黄に告げ
た348。25 日、蔣は、「倭寇は休戦の誠意を持っていない」、「文字の形での協定は避けるべき」、
「偽国の承認、東四省の割譲と境界問題には絶対に触れてはいけない」との意見を送った349。
同じ日に、汪は、蔣の電報とほぼ同じ内容の国防会議の議決を打電した350。したがって、政
治問題には触れない、「満州国」・東四省割譲は承認しない、中央の批准を必要とするという
点は、政府内の共通認識であったといえる。 
次々と念押しの電報が送られてくることに対し、黄は「今後の談判は停戦条件の範囲に従
い」、「取りあえず、弟が私にこの種の重任を無理強いしたのであるから、同等の信用も与え
てほしい」、「国際援助などは空言であると断じたい」、「弟が私を北平に留め時局を続けるよ
う協助するようであれば、共に困難に直面する約束を守ってほしい」と、蔣介石への不満を
含めながら北平の緊急事情を説明した351。 
また、協定の形式に関しては、駐英公使郭泰祺も、政治問題に絶対に触れてはいけないと
主張し、協定の内容が片面義務であると見ていた352。また、駐仏公使顧維鈞も、協定には相
応しくない政治的含意があることを指摘し、政府のこうした政策からは日本の華北侵入を
防遏するより、江西省の共産党を討伐することを重視しているという印象を受ける、と述べ
た353。監察院監察委員の王子壮も、協定の内容がまるで日本軍の勢力範囲を黙認するような
ものであると判断した354。つまり、政府内では協定内容に対して賛成より批判する立場が濃
厚であった。 
関東軍側は本協定をどのように認識していたのだろうか。「満州国」軍政部顧問佐々木到
一は、1933 年 6 月中下旬に華北と華中を「視察」し、その報告において、政整会の本質を
蔣介石の承認を受けた黄の傘下の異分子、妥協的委員会、無用の長物であると認識しており、
日本側はその提議してくる一切の交渉を黙殺すべきと主張していた355。また、参謀本部附・
                                                     
346 『黄膺白年譜』、560-61 頁。 
347 同上、561-62 頁。 
348 同上、562 頁。 
349 同上、563 頁。 
350 同上、563-64 頁。 
351 同上、564-65 頁。 
352 同上、570-71 頁。 
353 顧維鈞『顧維鈞回憶録』（第 2 冊）中華書局、1985 年、239、241 頁。 
354 王子壮『王子壮日記（第一冊）』（5 月 31 日）、中央研究院近代史研究所、2001 年、375 頁。 
355 佐々木到一「華北政務委員会ニ対スル観察」（1933 年 7 月 8 日）『満密大日記（昭和８年）24 冊の内其
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前奉天特務機関長板垣征四郎は、「黄郛と何応欽の政権が成功しても、河北省一省の問題で
ある」と見て、「新政権が北支の時局を担当してゆくことは困難であり、今日の新政権は極
めて不徹底なもの」と考えていた356。 
 
2. 日本側からみる政整会と善後交渉の開始 
 政整会の管轄地域は、河北、山東、山西、察哈爾、綏遠五省、北平、青島両特別市であり、
黄が委員長となったほか、上記五省の省長と二市の市長が委員となり、他に、現地の知識人
なども委員として含まれていた357。黄郛の夫人沈亦雲の回顧録によれば、こうした人員の配
置は、華北の地方権利を弱めるためではなく、各自に政整会の下で防護の責任を果たさせよ
うとするためのものだった358。政整会の最初の仕事は、戦区接収と災民救済であった。 
 戦区接収における最大の障碍は、李際春、石友三などの傀儡軍が非武装地帯に存在してい
たことである。加えて、関東軍が北津上空に飛来することも、国民の生活に不安をもたらし
ていたので、黄郛は、22 日に殷同と軍分会の雷寿栄を永津に同行させる形で長春に派遣し、
飛行の停止、戦区の速やかな接収、李際春ら非合法な部隊の処理、北寧鉄路の接収、察哈爾
方面問題の解決を巡って交渉させた。北寧鉄路は、北平から奉天までの鉄道であるが、満州
事変により榆関から奉天までが陥落し、長城戦により、唐山から山海関までと、塘沽から唐
山までのそれぞれが、関東軍と傀儡軍に制圧されていた。ここで黄郛が要求する接収とは、
関内段の塘沽から山海関までの範囲を指していた359。察哈爾方面問題とは、5 月 26 日に馮
玉祥が張家口に民衆抗日同盟軍総司令に就任する旨を通電し、それによって、関東軍との関
係が緊張化したことを指す360。この長春会議には、小磯、岡村、喜多、永津などが出席した。
二日間にわたった会議において、関東軍は李軍を相変わらず庇護した以外は、無意味な飛行
を停止すること、また鉄路の接収については北寧路局と奉山路局の間で交渉すべきと答え
たので、双方の間には大きな論争はなかった361。 
 関東軍側が、長春会議において黄郛らに難題を持ちかけなかった理由については、軍の史
料からは十分に説明するだけの情報が得られないため、外務省側の史料で補いながら考え
てみたい。 
外務省の史料の中に、6 月 2 日に内田より有吉に宛てた、華北時局を指導するため北上す
べしという命令がある。有吉は、黄郛が既に排日弾圧、内部の強化について口約していたの
                                                     
17』、C01002896800。 
356 「板垣少将歓迎懇親会」（1933 年 7 月 13 日）『大亜細亜協会年報（1933 年）』、国立国会図書館所蔵、
請求番号：14.5-345。 
357 李雲漢編『抗戦前華北政局史料』中正書局、1982 年、42 頁。 
358 同上、42 頁。 
359 李君山、前掲書（2010 年）、202-03 頁。 
360 『中華民国史事日誌（第 3 冊）』、268 頁。 
361 『黄膺白年譜』、581 頁；楊天石、前掲論文、76 頁。 
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で、「早急ニ北上セハ政治協定等ノ世評ノ為却テ支那内部ノ混乱ヲ来ス虞アル」と指摘し、
そのため北上しないと上申した362。ここで最も重要な点は、有吉が、『大公報』主筆の張季
鸞や軍政部政務次長陳儀から、華北行政が広範な権限を黄に与えているため、華北の駐在部
隊に関しては黄郛と何応欽がそれを処理し、南京はそれに干渉しないという情報を掴んで
いたことである363。さらに、桑島は、日中外交交渉の開始が報道される恐れがあり、対日強
硬派の外交部長が更迭された情報もある上、華北における一切の交渉を依然として軍部が
主導していることを取り上げて、有吉の北上に賛成しないと表明した364。 
現地の中山は、協定が既に日支間の直接交渉を受けた結果であると見ており、有吉の北上
が却ってこうした結果に不利な影響を及ぼす可能性があると主張していた365。中山は、むし
ろ当面の問題は、李際春軍と北平山海関鉄道交通問題等であると指摘した366。さらに中山は、
もし宋子文がアメリカとの借款交渉に成功し、加えて、張学良が帰国する可能性や西南方面
で停戦反対運動が広がることを考慮するならば、黄郛ら親日派が危険に陥る恐れがあると
判断した367。そして、長城付近の関東軍の兵力をもって、勢力が弱い黄郛と何応欽との合作
政権への反対勢力に対抗することで、華北の安定を図り、同親日政権を援助すべきであると
建言した368。 
在外外交官らは、こうした華北の状況から直ちに黄郛に政治協定を押し付けることに関
しては自制し、国民政府の対日緩和政策に期待をかけるようになった。特に、中山は、塘沽
協定が初の日中直接交渉であることを重視し、その協定により華北が安定的な状態になり、
その安定状態を維持できる黄郛ら親日政権を支持することで、戦区問題などの解決におい
て有利な立場が得られると考えていたと言える。 
 こうした認識のもとで、関東軍、戦区接収委員会は、7 月 2 日から６日にわたって、大連
で傀儡軍の処理、戦区の接収、北寧鉄路と奉山路との連絡問題を巡って会議を開いた。その
結果、傀儡軍に関しては、その三分の二を解散し、三分の一を再編成した後に河北省保安隊
という名で灤東に継続して駐屯させることに合意し、北寧路通車に関しては、関東軍が、中
日「満」三方からなる委員会を作り、共同で管理するという案を提起したことに対し、中国
側は「満州国」の承認に繋がる動きには注意を払っていたので、同案を拒否した369。また、
委員と李際春側は、唐山で 14 日から 19 日までに関東軍の斡旋のもとで合議し、51.5 万円
                                                     
362 「有吉大使発内田外務大臣宛」（6 月 3 日）『満洲事変/華北問題 第二巻』。 
363 「有吉大使発内田外務大臣宛」（5 月 27 日）『満洲事変/華北問題 第一巻』；「有吉大使発内田外務大臣
宛」（6 月 3 日）『満洲事変/華北問題 第二巻』。 
364 「桑島総領事発内田外務大臣宛」（6 月 7 日）『満洲事変/華北問題 第二巻』。 
365 「中山書記官発内田外務大臣宛」（6 月 28 日）、同上。 
366 同上。 
367 同上。 
368 同上。 
369 『黄膺白年譜』、585-86 頁、590-91 頁。 
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の改編金と合法的ポストを与えることを前提として、傀儡軍の改編に合意した370。 
中国側は、この三つの善後会議において成功したように見えるが、これらは関内外の通車
を約束するという犠牲の上に獲得したものであった。なぜなら、大連会議において、奉天と
北平との「国際直通列車」の運転の「実施期日其ノ他細目ニ就テハ別途協議ス」という口約
が残されたため、これが後に関東軍側が関内外通車、通郵、通航を要求する際の口実に使わ
れることになった371。 
 この時期は李君山が「密月時代」と称するように、陥落した 22 県も、7 月 23 日までに 15
県の接収が進んでおり、8 月 3 日までに遵化以外での作業は一段落を遂げていた372。そし
て、黄郛は、華北状況の報告と今後の対策について蔣介石と相談するため、3 日に南下した。 
 
3. 善後交渉の変質  
 黄郛が南下する 1 日前に、中山は、「長城各口警備、関内外郵政、山海関等処海関等問題」
について話し合うため黄を訪問した373。柴山は、黄の第一回南下を自らの権限拡張を要求す
るためと見ていた374。 
黄郛が 6 日に、汪精衛が 11 日に牯岭につき、蔣汪黄の三人は、再び対日方針について協
議した。その内容については、具体的な記録が残されていないため正確には把握できないが、
中山が提出した 3 件について相談したものと推測できる。黄は、「自分が述べた対外策が受
け入れられた」と記したが、蔣は「対倭外交方針を定め、妥協することには変わらない」と
しか記していなかった375。そして、蔣と汪の内諾を得た上で、黄郛は上海で「山海関税関、
東北郵政、長城沿線各関口の検査、北寧路連運等の問題について各主管部門との意見交換を
経て、その上で北平に帰って処理する」ことを計画していた376。しかし、宋子文が帰国し、
蔣との会談が実現したことによって、黄は、9 月 6 日から開催予定の廬山会議においては、
8 月になされた合意から多少の違いが出てくる恐れがあることを憂慮していた377。また、黄
郛は北平公安部長と北寧路局長の二つポストに関して、現職の東北軍系統の鲍毓麟と銭宗
澤に替えて、それぞれ日本留学経験をもつ余晋龢と関東軍と交渉している殷同を当てる提
案をしたが、政府内にて反対された。そこで、蔣介石から当該人事への支持が得られるまで、
黄郛は帰任を延期した。 
                                                     
370 臧、前掲書、108 頁。 
371 「大連会議議事録送付ノ件通牒」（7 月 10 日）『陸満密大日記 昭和８年』アジ歴：C01002894500。 
372 『黄膺白年譜』、597 頁。 
373 「黄郛日記」（8 月 1 日）。 
374 「最近ニ於ケル華北情勢」『熱師常報第 19 号』、防衛研究所所蔵、請求番号：満洲事変-79-1。 
375 「黄郛日記」（8 月 12 日）；高素蘭編『蔣介石総統档案―事略稿本』（第 22 冊）国史館、2005 年、472
頁。 
376 「黄郛致蔣介石電」（9 月 6 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15. Hoover Institution Library and 
Archives.  
377 「黄郛致蔣介石電」（9 月 6 日）、同上。 
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 ９月 7 日に、蔣介石は、廬山会議において「対外方針を既定の弁法に従うと決めた」と黄
に伝えた378。その規定の弁法とは、東四省の割譲、満州国の承認は絶対承諾できないという
以外は、黄ら華北当局に相当の自由裁量を付与するという内容であった379。この会議では、
国民政府は「先安内・後攘外」の立場を取り、「中共の掃討が最重要課題」であるとし、「自
救・自存」と「国力の増強」という「救国大計」を確定した380。 
一方、華北では、外交部と鉄道部が、関内外の通車を許可しないという主張を堅持したた
め、関東軍は唐山から山海関までの中国側の接収を阻止する措置を取り、双方は対峙してい
た。そして、大連会議の続きという名の下で、関東軍側、奉山局と北寧局の代表者は、8 月
8 日、9 日に奉天で列車運転引続、奉山北寧両鉄路接続駅の処理、清算、関東軍の軍需品輸
送、連絡及「国際」直通列車という五つの項目を巡って交渉した381。関東軍側は、巧みに中
国側を「満州国」承認に引き寄せようと企図していた382。奉天会議では、殷が 10 月中に奉
天または天津にて関内外通車に関する会議を開催することを約束した383。 
軍事関係も悪化していた。9 月 16 日に、宋哲元は、非武装地区に入った吉鴻昌、方振部
らの部隊を討伐しようとしたが、承徳特務機関長松室孝良により、宋軍が昌平と延慶一線の
延長線内に踏み込んだことが協定違反であり、日「満」軍が断然たる措置を取ると警告され
たことを蔣介石に報告した384。何応欽は、関東軍が長城線に進出することで政治問題になる
ことを恐れており、協議のため岡村の来平を要請すべく関東軍と交渉したものの、展開がな
かった385。岡村は黄郛が北平に帰任するなら、自分も自発的に赴くと答えたため、何は、蔣
介石に黄の早速の帰任を促すよう懇請した386。さらに、政整会委員の蕭振瀛から、日本が内
蒙古の独立を企図し、百霊廟にて会議を開き、扇動しているとの報告があった387。こうした
情勢の中で、蔣介石は、平津の人事に関して黄の意に沿うことを決め、黄の帰任を促した388。 
 10 月 4 日、黄郛は北平に帰任した。20 日に、黄は交通部長朱家驊に対し、東北郵政が遅
かれ早かれ協議されるので、部としての最高原則が早く定まることを願っているという連
絡を入れた389。27 日に、殷同は北寧路局長に就任し、直ちに通車交渉に従事した。朱には、
                                                     
378 「蔣介石致黄郛電」（9 月 7 日）、同上。 
379 楊天石、前掲論文、74 頁。 
380 鹿錫俊、前掲書、222-25 頁。 
381 「北寧線引続ニ関スル奉天、北寧両局ノ申合セ事項」『満洲事変/華北問題 第二巻』。また、この申合せ
事項を奉天会議と呼ぶ。 
382 「田中総領事代理発内田外相宛」（8 月 7 日）、同上。 
383 「北寧線引続ニ関スル奉天、北寧両局ノ申合セ事項」、同上。 
384 「蔣介石致黄郛電」（9 月 16 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15. 
385 「蔣介石致黄郛電」（9 月 24 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15.  
386 同上。 
387 「蔣介石致黄郛電」（9 月 19 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15.   
388  同上、「蔣介石致黄郛電」（9 月 24 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15. 
389 『黄膺白年譜』、633 頁。 
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11 月 3 日に郵政をめぐり暫くは現状を維持するという国防会議の結果を伝え、もし日本側
が変更を申し出ても、それをうまく断るよう返電した390。 
 黄郛が南で蔣、汪ら南京中央と様々な善後交渉を準備していた時期に、関東軍側は、黄ら
華北当局との間で政治協定を結ぼうとしていた。 
関東軍側は陸軍中央に対し、8 月 30 日付で、停戦協定に伴う善後処理に関し、北支政権
と「満州国」との間で通商、交通、通信等の諸問題を解決すべきという主張を上申し、同時
に、第三課の試案である「停戦ニ関スル協定ニ伴フ善後処理要領」を原田課長が帰朝の際に
提出させた391。その方針は、三つの内容を含んでいた392。まず、当協定を通して、北支政権
に実質的に親日満の必要性を認識させ、追って日「満」支親善という段階に進めることであ
る。次に、協定の実施は、当初は関東軍との間で行われたが、今後は「満州国」と華北政権
との直接交渉に移行することである。三つ目は、当協定及び他の取決めを達成するに当たっ
て、あらゆる機会を利用し、北支政権に名実共に「満州国」を承認させることである。要領
には、国境、山海関方面の問題、水陸両路の通商貿易の復活、相互の郵政、電信電話連絡の
復活、満州と華北間に航空路の開設、華北地域内の反満抗日運動と満州国への攪乱の企図の
一切禁止という七項目の内容が含まれた393。特に、国境の項は、「長城線ハ満州側ニ含ムモ
ノトス」、「長城南側及西側ニ接続スル部落ニハ各境界ニ於ケル諸般ノ事務ヲ処理スル為必
要ナル満州国ノ機関ヲ設置ス」となっていた394。 
関東軍側の案に対して、陸軍中央は全面的な支持を与えたほか、交通、通信、航空などの
設定に関して、「満州国」と華北政権との間で直接交渉を行わせることを希望するが、やむ
を得ない場合は「満州国」の地方官庁又は会社等と中国側の地方的又は業務的機関等との間
に合意を成立させるのも一案であり、交渉の時期に関しては、中国の政局及び華北政権の立
場を考慮する必要があるとの指示を出した395。外務省の返電は、それへの支持を示し、もし
「満州国」の承認が困難になる場合は、その「認容」を要求すべしと命令した396。政整会と
軍分会による同案の交渉開始に先立ち、関東軍側が成案を作成していたという過程は、臧运
祜の研究397において明らかにされているので詳細はそれに譲り、以下では、関東軍側がこう
                                                     
390 同上、636 頁。 
391 「満州国ト北支政権トノ交渉ニ関スル件」（8 月 30 日）『満洲事変/華北問題 第二巻』。 
392 「「停戦ニ関スル協定」ニ伴フ善後処理要領」、同上。 
393  山海関方面の問題とは、当地方住民を指導して「満州国」に編入運動を起こること、水陸両路の貿易
の復活は、灤河を国際河川とすること、郵政は連絡業務と連絡地域を更に拡張することを指す。同上。 
394  同上。 
395 「北支停戦協定ニ伴フ善後処理交渉ニ関シ陸軍次官ヨリ関東軍参謀長宛電報案」、同上。 
396 「内田大臣発菱刈大使宛」（9 月 30 日）『満洲事変（支那兵ノ満鉄柳条溝爆破ニ因ル日、支軍衝突関係）
/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム） 松本記録 第三巻』、アジ歴：B02030476600
（以下、『満洲事変/華北問題 第三巻』と略す）。広田外相は 9 月 14 日に就任したので、本電報には内田
大臣となっているが、当時の誤植と思われる。 
397 臧運祜、前掲書、110-13 頁。 
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した強硬な要求を華北側に突き付けた理由について見てみたい。 
 9 月 25 日に、岡村は「満州国」の国務院に、塘沽会議と大連会議の際に、政治協定の締
結だけでなく一般的な政治問題にも触れることができず、特に、大連会議では善後処理に関
して、単に戦区の接収、雑軍の整理等の原則のみを規定したのみで、細部が未解決のまま放
置されたと説明した398。即ち、関税、郵政、航空路、長城戦の警備等は、具体的な取り決め
が出来ていないため、日「満」中間に意見の相違が生じる可能性が高いので、「華北政権ノ
動揺、関東軍ト北支政権トの精神的融和ノ不完全」となる、と述べた399。これが、政治協定
を提案した理由であると指摘できる。また、岡村は、関東軍が今後、満州国と華北政権との
間で「橋渡し」の役割を果たすことになると言明した400。 
 こうして、関東軍、陸軍中央、外務省は、華北政権に対して、今後の善後交渉を通じて満
州国の承認若しくは認容を求め、政整会が緊密な親日「満」政権になるべきだという意思を
押し付けた。11 月 6 日から 9 日まで行われた北平会議の詳細は先行研究に譲るが、以下で
は、その過程において喜多が明示した意見と黄の思惑とのずれを見ていきたい。 
交渉にあたって、黄郛らは従来の方針を堅持することを決めていた401。7 日朝の予備会談
において、黃郛は、長城線の警備権が「当分ノ間」は日本軍にあるという文字を挿入し、そ
れを交渉の原則として関東軍に同意させようとしたが、岡村は応じなかった402。塘沽協定と
北平会議の議論を比較すれば、関東軍が「概ネ長城ノ線ニ帰還ス」の「概ネ」という文字を、
「長城線ヲ含マサル」へと質的に異なるものへと書き変えていたことがわかる403。喜多は、
「長城線の警備権が日満側にあることが本案の精神」であり、「概ねの意味が長城線の左右
近旁であり、必ず長城線までに至るわけではない」と主張した404。通商と通航に関して、黄
郛は、前者は自分と何応欽の権限外であり、取り決めを行うことは難しいが、後者は自分と
何が華北にいる限りは、第三国との間で航空を交渉することはないと保証した405。また、黄
郛は今回の協議はあくまでも相談であり、強圧的なものではなく、中央の諒解の下で行うこ
とを要望したが、喜多は、塘沽協定に先だって関東軍が既に平津を掌握済みであるという情
勢にあり、今回はその延長線上の会談であるため、中国が完全に対等な態度で一々言い争う
ことは大きな間違いであると言明した406。 
                                                     
398 「菱刈大使発広田大臣宛」（9 月 25 日）『満洲事変/華北問題 第三巻』。 
399 「北平会商成立ニ到ル経緯」、同上。 
400 「菱刈大使発広田大臣宛」（9 月 25 日）、同上。 
401 『黄膺白年譜』、638 頁。 
402 「北平会商成立ニ到ル経緯」、「停戦協定善後処理ニ関スル北平会議々事録」『満洲事変/華北問題 第三
巻』。  
403 『主要文書』、274、77 頁。島田は、「活用」と指摘していた（「華北工作と国交調整（1933 年～1937 年）」、
53 頁）。 
404 『黄膺白年譜』、645 頁。 
405 「停戦協定善後処理ニ関スル北平会議々事録」『満洲事変/華北問題 第三巻』。 
406 「停戦協定善後処理ニ関スル北平会議々事録」、同上；『黄膺白年譜』、653 頁。 
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会議の結果、「北平申合事項」407が成立し、黄郛らは関東軍側の要求を完全に受け入れる
こととなった408。中国側から見れば、黄郛が申し出た意見は一蹴され、殷同が提出した「北
平会談追加事項」を「希望事項」として扱う要望も拒否された409。この会議は、「満州国」
承認に一歩を踏み出したものであり、華北政権の長城線以南の警備権は失われた410。その意
味で、同会議は塘沽協定とは異なる新たな「協定」であると見なすべきであろう。 
中でも、8 日午前に、黄郛は一個人の立場で岡村を訪問し、条件の緩和を説得しようとし
ていたが、「彼（岡村）は我が国に同情する立場しか表明できない、根本的な政策を放棄で
きない」という失望的な対応であった411。黄郛は、「屈しなければ直ちに反撃されるが、屈
服すれば辱国喪権」、「関東軍は横暴と失信」であり、「関東軍（特に根本）は度が過ぎてい
る」と認識していた412。蔣介石への報告には、「（一）会談では換文また署名をせず、記録の
み、（二）塘沽協定の未了事の一部であり、偽国を承認する意はなし」、「とりあえず、我方
が偽国の存在を取り消す実力を持たない限り、口頭のみで偽国の進行を阻止することはで
きない」というやむなき心境が吐露され、各界に諒解を求める要請も含まれていた413。大連
会議と北平申合事項は、黄に相当大きな衝撃を与えた。政府内でも汪蔣に反対する気運が濃
厚となり、黄郛は「頗ニ悲観的」になった414。 
善後交渉をめぐる以上の経緯は、日中双方の立場から次の 2 点に纏めることができる。
まず、日本側としては、関東軍側の塘沽協定及び政整会に対する認識から判断すれば、華北
の政局に必ずしも満足していると言えない。また、関東軍側が政整会に「満州国」の承認を
求めることを諦めていなかったことは、第一次大連会議の時に、関内外の通車を契機にその
承認を迫ろうとした点からもわかる。次に中国側としては、塘沽協定の締結を契機に、南京
中央は黄郛に権限を与え過ぎてはならないと気付き、その権限を縮小し始めようとしてい
た。黄は、8 月の蔣汪との会合において権限拡大の説得には成功したものの、帰任直後に北
平申合事項が承認されたことで、再び困難な立場に置かれ、自由に行動できる政治空間が制
約されたことが窺える。 
 
三. 「三通問題」と華北問題の顕在化 
 
1. 華北政局の亀裂と「通車」の実行 
                                                     
407 内容の詳細は、『主要文書』の 277-78 頁を参照されたい。 
408 「停戦協定善後処理ニ関スル北平会議々事録」『満洲事変/華北問題 第三巻』。 
409 『主要文書』、277 頁。 
410 臧運祜、前掲書、117-18 頁；安井、前掲書、137 頁。 
411 「黄郛日記」（11 月 8 日）。 
412 「黄郛日記」（11 月 9、18、21 日）。 
413 「黄郛致蔣介石電」（11 月 11 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15. 
414 「日高総領事発広田大臣宛」（11 月 7 日）『満洲事変/華北問題 第三巻』。 
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 申合事項が成立した以上、通車、通郵、通航という三通問題を巡る交渉が開始されるべき
だが、中国側では 11 月 20 日に福州事変415が勃発し、それに伴って反政府運動も高揚して
いた。そのため、汪精衛は、一時交渉を差控えることを決定した416。また、12 月 16 日に立
法院長孫科が、通車交渉の実施を殷同の越権行為として処罰すると主張したため、善後交渉
の継続は一層難しくなった。さらに、国民政府による福州事変の処理の影響は華北の政局に
も及んだ。例えば、華北の将領ら、特に韓復榘は中央政府内の不穏な様子に不安を感じ、「連
省自保」で華北を安定させることを主張し、黄郛を華北の盟主として擁立したいと黄郛を揺
さぶった417。黄郛の側近であった湯児和、何澄、許卓然も、北方の結束、河北省での半独立
政権の確立、日本との合作・提携を黃に上申した418。しかし、黄郛は第三回政整会会議にお
いて、現状維持に努力する旨を説明することで、将領と文官らの不安を解消しようとした419。 
 福州事変は 1 月 13 日に収拾した。それにより、蔣、汪、黄一派の地位が安定的になった
と見た関東軍側と中山は、黄郛が南下する模様を察知して、交渉の再開を迫ってきた。 
2 月 9 日、関東軍は根本に、黄郛を督促する他、北支政権の権限の拡大・強化及び国民党
部を華北から駆逐することに関して、蔣介石の保障を求めるよう訓令を送った420。そのため、
根本は 2 月 13 日の黄郛訪問421に加え、3 月 11 日、満鉄理事十河信二と共に黄を訪れ、それ
ぞれの口から申合事項の早期実践を促した422。3 月 29 日、中山は「停戦協定当時口約セラ
レタルモノノ内実現セサルモノ鮮カラス河北ノ現状ニ対シ日本側ニ於テ不満ヲ抱クモノ漸
ク多ク」と黄に注意を喚起した423。  
 黄郛は、申合事項を含む幾つかの件を巡って、蔣と汪に相談するため南下するつもりであ
ったが、斎藤実首相が「東京内政の移転と満州国を帝政に変える」説明のため使者を北平に
使わせたので、その招待に応じた424。加えて、孫殿英問題及び玉田保安隊問題等の処理のた
め、北平を離れることを延期した425。ようやく 4 月 3 日に、黄は平漢線を使って南下し、5
日に漢口に着き、記者会見に応じることで、国民の諒解を求めようとした426。続いて、6 日
                                                     
415 『中華民国史事日誌（第 3 冊）』、317-18 頁。 
416 「有吉公使発広田大臣宛（第 727 号ノ１－２）」（12 月 6 日）『満洲事変/華北問題 第三巻』。 
417 『黄膺白年譜』、673-74 頁。 
418 「有吉公使発広田大臣宛（第 728 号）」（12 月 6 日）『満洲事変/華北問題 第三巻』。 
419 『黄膺白年譜』、674 頁；「有吉公使発広田大臣宛（第 728 号）」（12 月 6 日）、同上。 
420 「菱刈大使発広田大臣宛」（1934 年 2 月 15 日）『満洲事変（支那兵ノ満鉄柳条溝爆破ニ因ル日、支軍衝
突関係）/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム） 松本記録 第四巻』、アジ歴：
B02030477500（以下、『満洲事変/華北問題 第四巻』と略す）。 
421 2 月 13 日の根本と黄の会談について、李君山、前掲書の 219 頁を参照されたい。 
422 「黄郛致蔣介石電」（3 月 11 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15. 
423 「中山書記官発広田外務大臣宛」（3 月 29 日）、『満洲事変/華北問題 第四巻』。 
424 「黄郛致蔣介石電」（2 月 12 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 13-15. 
425 「菱刈大使発広田大臣宛」（2 月 15 日）『満洲事変/華北問題 第四巻』。 
426 『黄膺白年譜』、721 頁。 
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に南昌に着き、蔣介石に会った。 
黄郛は 9 月 19 日に帰任したが、彼が留守の約半年の間に、華北政局には亀裂が生じてい
た。 
 黄郛は外交に悪影響を及ぼさないために、汪精衛も南昌に相談するよう、蔣介石に求めた
427。汪精衛が 11 日の午後に南昌に着くや否や、黄郛は華北の内外情勢とそれへの対応方法
について相談しに赴いた428。その日と翌 12 日の夜、黄、蔣、汪の三人は、国際情勢全般、
対日方針、および林陸相の辞任後の日本国内の形勢の推移を巡って討論を行った429。この時
点での蔣介石の日ソ関係観は、もし日本国内の文武の主張が一致しないならば、一年後にソ
連が必ず攻勢を取り、空軍が日本を攻めて、第二次日露戦争が勃発するというものだった430。
言い換えれば、蔣介石は日ソ開戦に期待をかけていた431ことになるが、両国間で中国が如何
にして中立を保ち得るかが課題であった。なお、通車、通郵など具体的な問題に関しては、
三人の議論の詳しい記録は残されていないが、17 日上海にて行われた黄と有吉の会見から、
その内容を窺うことができる。黄郛は、通車問題では原則的な諒解が得られたが、その具体
的方法に関しては北に帰ってから双方で協議するため、約定が具現化されるまでは秘密を
厳守すべきであると語った432。つまり、通車問題に関しては、汪と蔣がある程度まで同意し
たが、通郵問題はまた議題にできないという段階であった。 
 加えて、黄郛と有吉の間で二件の合意に達した。一つは、両国が自国の（交渉の：筆者注）
最低限の草案を準備し、全責任を負える人を選定してから協議を行うことにより、膠着状態
が打開できるだろうということであった。もう一つは、草案があれば、お互いに相手の意向
を了解し、国民の懐疑心を一掃することができるため、現在のような瑣末な問題をどのよう
に解決するかを考える上で助けることになる、ということであった433。 
 一方、華北では、柴山が 4 月 9 日に、中国側が通車通郵などの問題で進展を示していな
い状況を批判した上で、13 日に北寧路の各駅において日本軍を増員し、通車通郵を強行す
                                                     
427「蔣介石致汪精衛電」（1934 年 4 月 6 日）『蔣中正總統文物―統一時期』国史館（以下、所蔵地を略す）、
典藏號：002-010200-00111-030。 
428 「黄郛日記」（4 月 11 日）。 
429 「黄郛日記」（4 月 11、12 日）。 
430 周美華編『蔣中正總統档案—事略稿本』（第 25 冊）国史館、2006 年、453 頁。 
431 蔣介石の日ソ開戦の期待に反して、五カ月後の 9 月 10 日に黄郛は、南京での日本側の陸、海、外三方
面の人員との会談を通して、日本側がこの一年以内にソ連と開戦する意欲がないという情報を把握し、蔣
介石に報告した。「黄郛発蔣中正宛」（9 月 10 日）『蔣中正總統文物―一般資料（36）』、002-080200-00178-
059。また、蔣介石の日ソ開戦に対する期待について、黄自進、前掲書（2012 年）、195-220 頁；鹿錫俊「夹
缝中的抉択：蔣介石処理対日対蘇関係的曲折歴程（1931-1935）」黄自進・潘光哲編『近代中日関係史新論』
政大出版社、2017 年、207-54 頁を参照されたい。 
432 「黄郛致汪精衛電」（4 月 17 日、）Huang Fu Papers, Box 3, folder 2-6. 
433  同上。 
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ると言い放った434。また、参謀本部支那班長影佐禎昭は、天津に赴き、通車通郵等の問題を
必ず実行すべしという軍中央部の意思を伝達した。さらに、これらは枝葉の問題に過ぎず、
根本的な問題は黄郛が帰任して提出すべしと言明した435。さらに、24 日に、儀我は、黄が
塘沽協定の接収の権利を行使する一方、その約定等の義務を実行しておらず、それに関して
日本側が種々の方策を準備していると語った436。黄郛は、影佐と儀我の発言から、両者が自
らに不満を示していると自覚していた437。加えて、4 月 17 日に外務省情報部長である天羽
英二が、中国における欧米勢力を排除するという声明を行った。華北の情勢は、いよいよ厳
しいものになっていた。 
 この時点で国民政府と黄郛は、陸軍省から関東軍、支那駐屯軍、武官らに下される 5 月
19 日付の命令の内容についてまだ知らなかった。それは、既往の約束の履行が最も重要で
あり、その実施に当たって、黄郛の立場が困難になる、あるいは失脚させられることになっ
ても、申合事項の実現を要求するように、という内容であった438。 
こうした情勢の下、17 日に汪精衛は、通車問題を速やかに進行すべきであると黄郛に打
電した。しかし、開灤炭砿のストライキ439に際して、日本軍が居留民を保護するという名目
で艦隊を北戴河に派遣したため、日本側が戦区地域に侵入することとなった。黄郛は日本側
が北戴河に艦隊を派遣したことを停戦協定の拡大解釈と見なした440。これが、黄郛が 21 日
の殷同への電報において、塘沽協定の取消を提起する直接の原因でもあったと言えるだろ
う441。 
 通車の交渉に関して、汪精衛は、国際連盟諮問委員会がイギリスの提出した満州通郵の事
案を巡り 5 月 14 日に議論するため、通車問題もその会議後まで延期しようとした。しかし
黄は、通車交渉の際に通郵問題も同時に解決するよう要求される恐れがあり、却って中国に
不利になるのではないかと憂慮した442。黄郛は、正式の交渉を開始する前に、通車の方法に
関する双方の意見を交換するよう、殷同に命じるべきだと考えていた443。そして、黃郛は「今
                                                     
434 『黄膺白年譜』、722-23 頁。 
435 「黄郛致蔣介石電」（4 月 28 日）Huang Fu Papers, Box 3, folder 13-15. 
436 同上。 
437 同上。 
438 「北支懸案解決ニ関スル件」『陸満密綴 第 19 号（昭和９年）』、アジ歴：C01003026300。 
439 1934 年 1 月初めに、灤炭鉱の労働者は、待遇の改善を経営方に要求するため、ストライキを行ってお
り、経営方が労働者らの条件を受け入れたことでストライキが沈静した。しかし、経営方からの賠償金が
労働者の代表者によって独占されたため、3 月 19 日に労働者は公安局に請願し、炭鉱区の保安隊と衝突し、
事態が拡大した。中国側の情報によると、今回のストライキには日本側の策動があると言われた。『黄膺白
年譜』、719-20 頁。 
440 同上、730 頁。 
441 同上。 
442 「汪精衛致黄郛電」（５月 3 日）、「黄郛発汪精衛宛」（5 月 4 日）同上、733 頁。 
443 「黄郛致汪精衛電」（5 月 4 日）同上、733 頁。 
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回の交渉に乗じて、戦区の瑣末な問題（例えば貨物自動車、大同公司、馬蘭峪の偽軍問題等）
をその交換として解決することは良いが、無理に解決しようとしてはならない。それは本題
の障害となるからだ」と殷に指示を出した444。 
 殷同が 14、15 日に、山海関で「満州国」鉄道総局長の宇佐美寛爾、関東軍司令部附の後
宮淳、柴山との間で協議を行った結果、9 点からなる協定案が達成できた445。奉天会議の時
に下地が敷かれていたので、協定案では重大な意見の衝突はなかったが、一点だけ追加があ
った。それは、通車の運営が中国側と「満州国」側によるものではなく、「東亜通運公司」
という空名の組織を作って行う、つまり第三者の経理によるものとしたことである。黄郛が
この項目を追加した理由は、第一案（奉天会議：筆者注）に以下のような不備があるためだ
った446。すなわち、「一、行車職員が関外に出向いた場合に、万が一その地方で法律問題が
発生したなら、満州の法律に従って処理される。中国の国営鉄路の職員が満州国の法に服従
することになる恐れがある」、「二、関外の行車に関して、先方に代価を支払わないで利用さ
せるわけにはいかないので、その清算は北寧と奉山との間で直接行うべき」である447。 
 5 月 30 日、汪は、中政会が通車案を蔣と汪の全責任で処理することを議決し、その実行
に関しては政整会、北寧路局及び各関係部門が行うという決定を行ったことを黄に打電し、
黄の帰任も促した448。通車の方法について、黄は上海銀行経理の下、旅行社によって実行し
ようと考え、日本側と協議するため、6 月 9 日に殷同を柴山に同行させ、大連に派遣した449。 
 通車案は、28 日に北寧路局が公布し、７月１日に施行されたが、その公布をめぐり、汪、
黄二人の間に意見の相違があった。李君山の研究によると、黄が中政会に提出し可決させる
という正当な手続きを求めたことに対して、蔣と汪はそれは困難なため二人で責任を負う
形で実行させると主張した450。しかし、Huang Fu Papers に基づいて確認したところ、実際
の展開はそうではなかった。実は黄は中央の授権を求めていなかった。なぜなら、黄は、政
整会が通車を停戦協定の善後交渉の一環であると主張してきたことを踏まえ、その発表も
まず軍分会によって行われるべきだと考えていた451。南京中央がこうした経緯を了解せず、
あくまでも中政会において原則と授権を決議しようとしたことに黄は不満を抱いたのであ
った452。このように、中央における意思決定には制約があるため、黄は先方が関東軍を代表
                                                     
444 「黄郛致殷同電」（5 月 7 日）Huang Fu Papers, Box 4, folder 10-12. 
445 「若杉書記官発広田外務大臣宛」（5 月 17 日）、『満洲事変/華北問題 第四巻』：B02030477500。中国
側の記録によると、同協定案は五項の原則となっていたが、内容に根本的な違いはない。 
446 「黄郛致汪精衛電」（5 月 17 日）Huang Fu Papers, Box 3, folder 2-6. 
447 同上。 
448 「中央政治会議第 410 次会議決議」『蔣中正總統文物―國交調整（一）』、請求番号：002-080103-00001-
003。 
449 「堀内書記官発広田外務大臣宛」（５月 16 日）『満洲事変/華北問題 第四巻』；『黄膺白年譜』、744 頁。 
450 李君山、前掲書（2010 年）、221-22 頁。 
451 「黄郛致殷同電」（6 月 21 日）Huang Fu Papers, Box 4, folders 10-12. 
452 同上。 
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する駐平武官、我が方が政整会を代表する北寧路局という配置こそが対等であり、もしも行
政院と関東軍、政整会と武官を対置して事を進めようとすると、円滑には進まないと考えて
いた453。 
 結局、通車は実現したものの、内外にまだ多くの困難が残ったため、黄郛は自らの辞任を
蔣に申し出た454。黄が言及した国内の困難とは、国民と中央の間の諒解の欠如であり、また
国外の困難とは、日本側の圧迫と通郵問題であったと考えられる。 
 
2. 協定取消に対する日中の対応  
 ６月５日に、黄郛を標的とする爆殺未遂事件が生じた455。6 日に、黄は有吉に対して、中
国は既に通車、通関、通郵など申合事項の中の主要な問題を解決し、関東軍に対する義務を
果たしているので、日本軍もその撤兵を履行するよう要望した456。しかし、黄は「直接ニ停
戦協定自体ノ廃棄又ハ新政治協定ノ希望」を表明したわけではなかった457。9 日に、黄は、
撤兵と通車問題を関東軍側と協議するため殷同を大連に派遣した。 
その第二次大連会議において、13 日、殷同は、申合事項が公表されていない中で戦区内
に天津軍と関東軍の双方が駐留するため、中国の民衆は関東軍の関内駐兵を協定違反と見
なし、協定を結んだ黄の立場が極めて困難になっていると訴えた。その上で、「戦区内ヲ正
常化スル為是等ノ問題ヲ日支間ノ正式外交交渉ニ移シ」たいという、黄の意向を伝えた458。
岡村は、戦区諸問題を外交に移すためには、大使館及び中央の意見が必要であると応酬した
459。菱刈は、殷の申し入れが解決を遷延し責任を転嫁するためのものであり、政治協定の交
渉開始をもって軍事協定の解消を企図するものだと理解した。そのため、満州問題の解決に
関する日中直接交渉の開始に先立って、黄の要求に軽率に応諾してはならないと判断した
460。黄の主張を言い換えるなら、申合事項の中で既に解決した事項を通して中国側の誠意は
充分に表明されており、未解決の項目については日中間の正式な外交に委ねたいというも
のであった。しかし、菱刈は、軍事協定の解消は政治協定締結後に初めて行われるべきであ
ると理解していた。史料を照合すれば、政治協定の締結という言葉に触れた最も早い記録は、
菱刈の上記の電報であった。 
                                                     
453 同上。 
454 『黄膺白年譜』、747 頁。黄郛が初めて辞意を蔣介石に表明したのは、1934 年 4 月 13 日であった。「黄
郛日記」（4 月 13 日）。 
455 この事件は黃郛が協定の取消を提議したことがきっかけとなったと楊天石は指摘した。楊天石、前掲論
文、83 頁。 
456 『最近支那関係諸問題摘要(第 67 議会用)上巻(政況、財政、排日、武器、租界、航空)』（以下、『摘要(第
67 議会用)上巻』と略す）、アジ歴：B13081248700。 
457 『摘要(第 67 議会用)上巻』。 
458 「菱刈大使発広田外務大臣宛（第 804 号）」（6 月 13 日）『満洲事変/華北問題 第四巻』。 
459 同上；秦孝儀編『総統蔣公大事長編初稿』巻３、中国国民党党史委員会、1978 年、72-73 頁。 
460 「菱刈大使発広田外務大臣宛（第 805 号）」（6 月 13 日）『満洲事変/華北問題 第四巻』。 
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それに対して、黄は、現在の中央の政情から見れば、代替案を容易に作成することができ
ないと認識しており、「一先ず、申合事項の廃止を目指して、越界した兵隊の撤兵に尽くす。
我が国の行政主権が尊重させることを目標とし、それにより、戦区内の一切の紛糾を一掃で
きる」と殷に返電した461。黄はさらなる交渉をしようとしていたので、殷に対して「柴山の
斡旋を懇請」し、「我が方の誠意を諒解し、相当の安慰をくれるならば、今後我々に引き続
き努力を行う余地が生じる。これは東亜の百年安危の大計であり、両民族の栄枯に関わる」
と伝えるよう指示した462。そして、天津に戻った殷同は、岡村に対して行った申出を 29 日
に田中代理領事に対しても積極的に打診した。しかし、岡村は、自ら交渉を回避したのみな
らず、柴山に「通郵草案を一つ、航空連絡草案を三種類」携行させ、それを殷に提出するこ
とで、この問題を一挙に解決するよう促した463。しかし、関東軍側の通郵と通航の同時解決
という主張に対し、蔣介石はそれを拒絶すべきであると指示し、黄は関東軍の行動が「人の
死生を顧みない」と憤慨した464。 
一方、陸軍省軍事課は、上記の情報に接した後に、6 月 29 日付の対案を作った。その内
容は、「停戦協定ハ尚相当長期ニ亘リ之カ存続ヲ必要トシ此ノ間局部的状態ノ好転等ヲ以テ
妄ニ停戦協定ヲ改廃スヘキモノニ非ス」というものであった465。停戦協定取消の時期は、中
国側が「満州国」を攻撃しないことを約束し、日中間に明確な協定が成立した後と考えられ
ていた466。それに代わる政治協定については、両政府間で締結するものの、その内容につい
ては更に検討する必要があり、もしそれが塘沽と同様の内容であれば日本に最も好都合で
あるが、中国側がそれに応じるかどうかは疑問である、といった見解が含まれていた467。大
城戸三治が、この案を 7 月 4 日に外務省第一課に持ちかけ、意見を求めたところ、外務省
は 7 日に「全然同意見」との返答を行った468。 
こうした硬直状態の中、黄郛はまず通車交渉に力を入れ、それを実現させた後に、再び協
定の取消を提起しようとした。７月 7 日、黄は汪精衛に、自らの塘沽協定締結に至る苦衷を
訴え、既に通車が実現したのであるから、同協定の取消を交渉すべきであると主張した469。
しかし、この種の交渉は冒険を伴う工作であるため、もし先方が応じない場合は自分の後任
を選ぶか、政整会を撤廃するか、中央が早めに準備をするように汪に献策した470。続いて、
                                                     
461 「黄郛致殷同電」（6 月 17 日）Huang Fu Papers, Box 4, folders 10-12. 
462 「黄郛致殷同電」（7 月 2 日）Huang Fu Papers, Box 4, folders 10-12. 
463 『総統蔣公大事長編初稿』巻３、72-73 頁。関東軍側が提出した四つの案の時間は史料の制約で確認で
きないが、黄郛と殷同の往来電報から見れば、７月 3 日から 9 日までに判断できる。 
464「黄郛致殷同電」（7 月 9 日）Huang Fu Papers, Box 4, folders 10-12. 
465 『摘要(第 67 議会用)上巻』。 
466 同上。 
467 同上。 
468 同上。 
469 「黄郛致汪精衛電」（1934 年 7 月 7 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 2-6. 
470 同上。 
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17 日に黄は、関東軍側との会見のため殷同を派遣すると岡村に電話を掛けた。黄は汪と蔣
に対し、会見が回避されない限りは徹底的に談判を行うべきだが、その結果は予測できない。
しかし、それに尽力することが公私共に説明責任を果たすことになる、という自らの考えを
伝えた471。 
岡村は 23 日から 26 日の四日間に、大連において殷との会見が可能であると黄に返事を
した472。そこで黄は、協定の取消、及び自ら起草した「通郵会商歩驟」473、および通航の 3
点を協議するために、殷を大連に派遣した。 
その議題の中でも協定の取消に関しては、第一の展開として交渉が順調に進むようであ
れば、無条件で塘沽協定の撤廃を求め、その代わりに、双方の当局が各自の立場から一つの
宣言を発表すること。もし交渉が順調でなければ、第二の展開として、この一年来に戦区に
起こった紛糾を一掃すべきであり、塘沽協定を双方が誠実に順守し、拡大や歪曲解釈をしな
いことを最低限の要求とすること、と命じた474。黄は、「任務が成功すれば、命令に従って
帰任し、今後の数カ月は安定を維持することができ、その時までには共産党の討伐も完成し、
中央の政局も堅固となる」、「もし失敗すれば、郛が引き続き周旋することは不可能となるた
め、自らを弾劾して欲しい」と表明した475。 
しかし、協定の取消を巡っては、黄と汪の間に意見の相違があった。汪精衛は、無条件で
の取消をめぐり、それが可能ならばよいが、所謂代替宣言が却って軍事的性質を政治的性質
に変える恐れがあるため、国民の間に再び懸念と臆説が生じると考えた。そこで、まず第二
点から着手するほうが、より適切であると主張した476。汪はこうした見解を蔣に送り、意見
を求めた。蔣は、宣言の内容なども深く研究する必要があるため、汪の意見を支持した477。
こうした意見の不一致の中で、唐有壬が佐藤海軍武官と行った会談では、佐藤は、唐の話か
ら協定の廃棄より寧ろ履行が望ましいという印象を受けた478。 
7 月 17 日、外務省は、北平新書記官の若杉要に対し、陸軍省の意見に同意したことを伝
えた上で、「北支協定ハ同協定ノ趣旨ヲ保含スル政治協定成立スルカ乃至ハ少クトモ右実現
ニ関シ充分ノ成算アルコトヲ必要トスル」と訓令した479。また、上海において、有吉は唐有
壬に対して、新たな政治協定の締結に際しては必然的に「満州国」の存在を前提とするとい
                                                     
471 「黄郛致汪精衛、蔣介石電」（7 月 17 日）、同上。 
472 「黄郛致汪精衛電」（1934 年 7 月 18 日）、同上。 
473 『黄膺白年譜』、772 頁。 
474 同上。 
475 同上。 
476 「汪精衛致蔣介石電」（7 月 17 日）『蔣中正總統文物―一般資料（29）』、請求番号：002-080200-00171-
068。 
477 「汪精衛致蔣介石電」（7 月 19 日）『蔣中正總統文物―—呈表彙集（9）』、請求番号：002-080200-00436-
172。 
478 『摘要(第 67 議会用)上巻』。 
479 同上。 
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う規定を設ける必要が生じるが、それは中国側にとっては不可能であろうと打診し、唐は同
感であることを示した480。 
こうした経緯を背景にして、第三次大連会議が開かれた。岡村らは、戦区正常化のため、
停戦協定に代わるべき新たな政治協定を締結することを正式に提示した。政治協定の交渉
は政府間で行われるもので、軍部は関与すべきでないものの、一方的な声明などを用いて停
戦協定を破棄することは不可能であることについて念を押した481。また、上海での外交接触
の場においても、有野学書記官は戦区の排日抗日運動の停止と中日「満」の保持が、協定取
消の条件であると声明した482。 
こうして、停戦協定の取り扱いに関しては、黄がその取消を目指したものの、日本側はそ
れに代替するものとして政治協定の締結を要求してきた。そうした政治協定を結ぶことは
中国の国内情勢からは不可能であるだけでなく、その是非を巡り黄と汪蔣との間に意見の
不一致もあった。したがって、停戦協定の取消が極めて困難であったことが窺える。 
また、通郵と通航に関しては、蔣介石は通郵の原則はそれなりに適切と見なしたものの、
連航に関しては実行しない方がよいという考えであった。仮に通航の実施がやむを得ない
場合でも、航空会社は必ず中国側で管轄し、空港も榆関、古北口、多倫の三カ所に限定し、
内地に向けての航路延長をほのめかす語句が紛れ込んでいてはならないと黄に伝えた483。
第三次大連会議において、双方は 8 項目について合意に達し、その中で通郵に関しては、双
方がまず北戴河で原則を協議することと決められた484。このようして、通郵をめぐる準備工
作ができあがったと言える。その後の展開は、黄の帰任後の行動次第であった。 
黄は帰任する前に、廬山で一か月ほど滞在した。廬山会合の開催に伴って、華北政局に悪
影響を及ぼす出来事が生じた。それは、影佐が黄郛を華北から排除しようとする動きであっ
た。こうした動きに対して黄は悲憤し、そのような所作は内外とも諒解しないであろうと感
嘆した。それでも協定に齎した平和を尊重し、岡村、梅津美治郎、根本に対して、影佐の意
見が軍部の多数意見を代表するものかどうかを伺うことを殷に命令し、もしそれが多数意
見であれば、「私は影佐の意に従って、北行しない」と表明した485。殷の問いに対し、鈴木
がそれを否定したため、この件は一旦鎮火した486。 
黄は、9 月 6 日に上海に戻り、翌日には日本側が、既に交渉の人員が配置できたので、中
国側も速やかに委員を決定するようにという関東軍の意見を朱家驊に伝えてきた487。朱は、
                                                     
480 同上。 
481 同上。 
482『黄膺白年譜』、755 頁。 
483 「蔣介石発黄郛宛」（７月 20 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端 （2）』、請求番号：002-090200-00015-
223。 
484 「黄郛致蔣介石電」（７月 25 日）、同上、002-090200-00015-306。 
485 「黄郛致殷同電」（9 月 3 日）Huang Fu Papers, Box 4, folders 10-12. 
486 「黄郛致殷同電」（9 月 4 日）、同上。鈴木とは、公使館武官鈴木美通である。 
487 「黄郛致朱家驊電」（9 月 7 日）、『黄膺白年譜』、771 頁。 
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８日に郵送総局の高宗武、郵務長余翔麟、天津副郵務長曹鑑庭の 3 人を委員に選び、高を主
席としながらも殷同の同席を要請した488。 
 
3. 華北政局の動揺と「通郵」交渉 
 「通郵」交渉の過程については、先行研究において既に詳細が明らかになっている489ので、
この節では、主に通郵交渉に伴って生じた駐華日本官憲の対中政策の変化と、それに並行し
て黄が行動できる政治空間が縮小する過程について見ていく。 
 陸軍中央の黄に対する強硬政策については前節で説明したが、駐華日本軍人の対中政策
も著しい変化を見せていた。そのことは、「満州国」軍政部最高顧問となった板垣征四郎が
1934 年 8 月 27 日に作成した「満洲国ノ対支施策統制ニ関スル意見」の内容からわかる。
その中で板垣は、国民政府は有害政権であり、その存在を否定し、打倒するためには、秘密
施策に着手することが急務であり、一先ず、河北省の領有又は絶対指導権を獲得することが
目標であるとした490。この意見書は、参謀本部、陸軍省、支那駐屯軍参謀長、各地武官、お
よび土肥原賢二に配布された。こうした中央と現地の軍内部との意見の通達が、1935 年の
自治運動を策動する源泉となったと言える。 
また、黄と交渉関係を持った影佐と柴山は、既に黄の権限が制約されている現状を理解し
ていた。それは、黃郛が帰任する前の会談からも明らかである。影佐は、南京が華北に軍権
を付与しておらず、行政権も有名無実であり、財政権も協定後に剥奪し、外交権も回収しよ
うとしていると黄に対して指摘した。黄も、自らは既に権限を失っているため、北上しても
意味がないと吐露していた491。柴山は、黄の外交権限に若干の拡張を認めるものの、最近の
南京中央の情勢から見れば、蔣、汪 2 名の諒解のみでは実行の可能性がないと判断してい
た492。 
このように華北の政局に動揺が生じていた時期に、通郵交渉が開始された。交渉の当事者
は関東軍の嘱托（藤原保明ら）と交通部であったが、殷同と李択一のほか、儀我と柴山もオ
ブザーバーとして参加した。北戴河での協議では、藤原が「満州国」切手の発行、「満州国」
及び新京の地名の使用、そして郵政庁の設立という三つを承認するよう要求し、一般協定は
関東軍と中国側との間で行うものの、事務的な取決めは「満州国郵政庁」との間で行うよう
に迫った493。 
                                                     
488 「朱家驊致黄郛電」（9 月 8 日）、同上、772 頁。 
489 李君山、前掲書、235-59 頁。李は、交渉を 9 月 28 日～10 月 4 日、10 月 18 日～同 26 日、11 月 10 日
～12 月 14 日の三段階に分けていた。 
490 板垣征四郎、「満洲国ノ対支施策統制ニ関スル意見」、『陸満密大日記』、防衛省防衛研究室蔵、S9-11-40。 
491 「黄郛致蔣中正電」（9 月 10 日）『蔣中正總統文物―一般資料（36）』、請求番号：002-080200-00178-
059。 
492 「最近ニ於ケル華北情勢」『熱師常報第 19 号』、アジ歴：C14030096500。 
493 「北支停戦協定善後関係諸問題」『摘要(第 67 議会用)上巻』。 
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通郵をめぐる第一回の正式な交渉は 28 日に殷同宅で開かれた。関東軍側は、郵便物の中
「満」直接交換と電信電話の同時解決を要求した494。これに対して、高宗武らは、電信電話
は自らの権限外であると主張し、それ以外の要求についても全て拒否した495。このように交
渉は最初から対立したため、双方とも、南京、長春に請訓を求めた。汪精衛は、「満」側の
切手を拒否し、郵便物は第三者を介して交換するという意見を持ったが、黄郛は、国連の決
定に基づき機関と機関との関係さえ守られれば、他は譲歩してもよいという見解を抱えて
おり、両者の意思はかなり食い違っていた496。この食い違いが、その後の汪朱対黄の意見対
立の構図となった。一方、10 月 1 日のオブザーバー会議で、儀我と柴山が殷と李に通郵を
承認するよう要求し、翌日、殷は最初の訓令には郵政庁の承認は含まれていないものの、黄
郛が責任を持ってそれを認めるように委員に命じると返答した。その上で、「満州」の文字
だけは絶対に削除するよう懇請し、それ以外は大きな問題ではないと判断していることを
漏らした497。双方にそれぞれ回訓が届いたので、4 日に交渉が再開したが、切手問題を巡る
双方の意見の懸隔が甚だしいため、会議は中断された。5 日に柴山は、「連航と通郵交渉の
中の切手を交換する」と黄郛に言い出した498。つまり、日本側は連航の提出を中止するが、
その代わりに中国側が「満州国」の切手を受け入れるという交換条件である。これに対して、
窮した黄は日記に「次々と強制してくる。手段も百以上だ。憂慮の極めだ」と記している499。 
高らは 10 月 18 日に朱ら交通部による「通郵談判大綱」を携行し、北平に戻ると直ちに
交渉に臨んだ。ここで注意しなければならないことは、黄郛自身は 21 日に至るまでこの大
綱を明示されていない点である500。関東軍側が 21 日のオブザーバー会議において、殷らに
最終案を提示したため、双方は完全に対立構造となっていたと窺える。23 日に柴山と儀我
は、再び黄郛に「通電通信の明示」を要求し、黄は「次々と要求される状況が何時まで続く
のか」と、自らの無力な心情を記した501。関東軍側が 26 日に最後案を正式に提出したため、
これでまた交渉が決裂する危機に瀕した。これを見た殷は、まだ協議の余地があると考え、
中央に請訓し、回訓が来るまで会議を中断するよう斡旋した502。 
一方、蔣介石は、西北視察のため 10 月 4 月に武漢から北上し、健康診断のため 24 日に
北平に入った。北平公使館附海軍武官補佐官沖野亦男の情報収集によると、蔣介石の北上は、
主に三つの目的をもっていたとされる503。第一に、華北の掌握及びその安定化のためである。
                                                     
494 同上。 
495 同上。 
496 李君山、前掲書、238-39 頁。 
497 『摘要(第 67 議会用)上巻』。 
498 「黄郛日記」（10 月 5 日）。 
499 同上。 
500 李君山、前掲書、242 頁。 
501 「黄郛日記」（10 月 23 日）。 
502 『北平情報 燕月報』（10 月分）、防衛省防衛研究所蔵、請求番号：公文備考-S9-54-4695。 
503 同上。 
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その掌握とは、蔣介石が、韓復榘、商震、于学忠、宋哲元、河南省主席劉峙等華北要人と会
見を行ったことを指す。安定化に関しては、日本側の対華北政策の真意を探ることと、それ
への対策としては日本側が喜ばない人物を逐次更迭し南下させ、その後任に蔣直系の勢力
を北漸させようとするものと見られていた504。第二に、日本の対中態度についての認識であ
る。蔣は、日本側陸外海の代表者と会見した際に、国民党の排日工作を漸次に改め、根本的
な諒解を促進するために、日本側の指導者との会談を求めると表明した505。第三に、西南に
対する態度緩和のためである。沖野は、蔣が中央軍の武力による制圧により西南派を刺激し
ないように、暫く身を北に置き、西南派との関係を緩和しようとしていたと見た506。これは、
全国の統一を鞏固にするための方策でもあったと考えられる。 
蔣介石は北平滞在中、30 日に高と余を招き、通郵交渉における第三者の介在に関しては、
あまり拘らないようにと述べ、黄郛の意見を支持した507。11 月 2 日、黄郛と殷同、楊永泰
は、2 時間にわたり通郵をめぐり意見を交換したが、難局を打開する良い方法はないと感じ
た508。6 日に、黄郛は唐有壬への電報において、自分が日本に権利を譲るという点は否定し
た上で、「万が一気まずい思いの中で会談が決裂した場合に、第一に、今後の影響はどうな
るのか、第二に、今後は永遠に通郵を回避できるのか。もし種々の悪影響が発生した後に、
それでも通郵を回避できないとなると、国家にはるかに大きな苦痛を与える」ことになると
指摘した509。 
一方、南京では、唐有壬、朱家驊が須磨弥吉郎総領事との間で通郵交渉をめぐり意見交換
を行い、こうした接触をもとにして、7 日に汪精衛と朱家驊が最後の譲歩案を作り、8 日に
国防会議を通過させた。汪は、通郵問題は高余両君が先方と談判すること、中央は黄郛に対
し、最後の段階で初めて交渉の中に入り、指導に当たるよう命令する、という政策を蔣介石
に対して打電した510。この政策から、南京側が、黄郛が関東軍側に更なる譲歩を行うことを
恐れており、そのため黄が動ける自由な空間を制限し、通郵交渉から排除しようとしたこと
が明らかになる。第三者機関の設置に関しては、汪はこれが我が方の設置であるため、先方
の同意は不要で了解のみを得ればよく、通郵の一切の事務を妨害することはないと主張し
た511。汪の理解は、関東軍が「三通」問題を南京と「満州国」との間で直接交渉させようと
計画していた動きとは正反対のものであるといえる。この相違が、既に膠着状態に入った北
平の情勢を一層困難にすることとなった。黄郛は、双方の案を比べて、「距離がはるかに遠
                                                     
504 同上。 
505 同上。 
506 同上。 
507 蔣介石が 3 日に南下した。『黄膺白年譜』、794 頁。 
508 「黄郛日記」（11 月 2 日）。 
509 「黄郛致唐有壬電」（11 月 6 日）『蔣中正總統文物―一般資料（49）』、請求番号：002-080200-00191-
007。 
510 「汪精衛致蔣介石電」（11 月 8 日）、同上。 
511 同上。 
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い」ことを知り、第三者の設置よりも郵務代弁所を設置したほうが、両者が「接近しやすい」
という主張を蔣介石に伝えた512。 
11 月 10 日に再開された会議では、藤原が日本の最終案に対して「一字一句の修正」も許
されず、「イエスかノ―か」で応えるよう脅迫した513。14 日に藤原らは、７項目からなる通
郵申合事項を提出し、それが決定的な最後案であると言明した514。17 日に高と余が黄郛の
ところに殺到したため、黄郛は彼らに大局を顧慮すべきであると勧めたが諒解してもらえ
ず、その後、柴山と儀我も黄を訪問し、19 日までに解決できなければ、交渉決裂とみなす
と脅かした515。 
こうした情勢のもと、黄郛は、交渉が危険状態に陥っている実情とその問題点についてす
ぐに蔣介石に陳情した。最も大きな問題点として、黄は「主管部が委員に与えた訓示は、夏
に牯岭で汪先生共に合意に達した手順や原則と異なる。それは国連原則を抽出的に適用し
たため」であると訴えた。「切手と消印に関してようやく譲歩を得たのに、南京が突然、交
換は第三者の中間機関によると提案した」ことで、「先方は私が故意に会談を逆行させるこ
とを認めた」として非難した、と苦情を吐露した516。また、「中央からは、いつ、何故に牯
岭で達した手順と原則を変更したのかを知らされておらず、突然、国防会議及び政治会議に
おいて提出された変更についても、事前には通知されていない」と、自分を政策決定から排
除したことをめぐり、汪ら中央に対する不満を明言した517。さらに、「高と余は困難に遭う
たびに、私のところに助言を求めてくるが、私の建言を一回も受け入れることはない」と説
明した518。黄は最後に、自身が板挟みの状態にあることを説明した後、難局を打開するため
には、国際連盟の決議に沿って交渉すべきであると強く建言した519。 
しかし、19 日の朝、再開した交渉は間もなく決裂した。これを知った黄郛は直ちに柴山
と儀我を招き、局面を挽回しようとすると同時に、蔣と汪に電報を送った520。唐有壬に対し、
交渉が決裂した原因は「一、国連原則を利用しなかった、二、各方面が関与しすぎており、
その中での見解も違い、情勢の緩急の認識も異なる、三、事務担当者が自身の権限のみを考
慮し、その着眼点が問題本体のみに限られ、通郵以外の連帯関係と兼ね合わない、四、外交
                                                     
512 「黄郛致蔣介石電」（11 月 10 日）、『蔣中正總統文物―特交檔案（呈表彙集 16）』、請求番号：002-080200-
00443-062。 
513 『黄膺白年譜』、801 頁。 
514 同上、802-03 頁。 
515 「黄郛日記」（11 月 17 日）。 
516「黄郛致蔣介石電」（11 月 18 日）、『蔣中正總統文物―一般資料（51）』、請求番号：002-080200-00193-
027。 
517 同上。 
518 同上。 
519 同上。 
520 黄郛は柴山と儀我の態度が「極めて悪い」と記した。「黄郛日記」（11 月 19 日）。 
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技術が極めて拙く、個々の対策が前後で一致していない」という 4 点を取り上げた521。各方
面からの情報を照会した黄郛は、通郵の行き詰まりが「全般的な対局に悪影響を及ぼし、そ
こから勝ち取れるものが小さいのに対し、失うものは大きい」と、中央に注意を促した522。 
黄郛の要請もあって、唐有壬は 21 日に北平に入り、双方は 23 日に徹夜の協議を経たの
ち、24 日午前 6 時半に、中国側が関東軍の案を完全に受け入れる結果となった523。交渉は
妥結したが、その困難に満ちた過程は、停戦協定の全てについて解決し得るまでには、尚前
途遼遠であるという印象を日本側に与えた524。 
一方、11 月に入ると、黄郛が関東軍側に更なる譲歩を示していたこと、及び常に大局に
ついての提起をしていた理由が、彼が接していた情報に影響されていたためであることが
明らかになる。11 月 6 日、黄は「（一）少壮派の首領は、参謀本部が磯谷、陸軍省が永田、
満州方面が板垣であり、（二）その幹部は酒井、楠本、影佐、和知、花谷、儀我等であり、
（三）北支協会の内容がどのようなものであるか」を知らされた525。19 日に、柴山と儀我
が相互に、上海と関東（大連）の武官会議に参加することを伝えていた。黄郛は、これらが
空言の脅迫か若しくは警告の性質かを判断できないと蔣介石に報告したが、「今後、大局が
推移するのは必ずこの三、五日以内である」と認識した526。 
黄がその動きに関して情報を得た武官会議とは、11 月 12 日に青島、16 日に上海、1935
年 1 月 3 日に大連で開催されたものである527。この会議の発端は、先述の板垣の意見書ま
で辿ることが指摘できる。 
通郵交渉が妥結した後の 12 月 27 日に、柴山は自分が内地へと転任となったことを伝え、
沖野は柴山の転任後、日中関係に変化の兆候がある、と黄に告げた528。黄郛は、新年に向け
て南京に戻るよう計画していたが、北平新旧武官の入れ替えに対応する必要があったため、
それを延期した529。黄郛は１月 18 日に南下するまでに、河北事件で梅津・何応欽「協定」
の成立を押し動かす役割を果たした北平の新任武官高橋坦との間では 3 回しか打ち合わせ
を行っていなかった530。黄郛は南下によって、その後の北平及び南京での善後交渉に直接に
                                                     
521 「黄郛致唐有壬電」（11 月 19 日）、『蔣中正總統文物―一般資料（51）』、請求番号：002-080200-00193-
039。 
522 同上。 
523 『摘要(第 67 議会用)上巻』。 
524 『北平情報 燕月報』（10 月分）。 
525 第三点に関し、詳しい記述が日記に記していない。「黃郛日記」（11 月 6 日）。 
526 「黄郛致蔣介石電」（11 月 19 日）、「黄郛致唐有壬電」（11 月 19 日）、請求番号：002-080200-00193-
033、002-080200-00193-039。 
527 会議の分析については、内田、前掲論文（11 月号）、32 頁；その影響は、安井、前掲書（2003 年）、160-
61 頁を参照されたい。 
528 「黄郛日記」（12 月 27 日）。 
529 「黄郛致汪精衛電」（1935 年 1 月 5 日）Huang Fu Papers, Box 3, folders 2-6. 
530 「黄郛日記」（1935 年 1 月 8、15 日）。 
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関わることはなくなった。 
こうして、通車の実現に伴い、華北政局には亀裂が生じた。こうした状況を前に、黄郛は
南京側と関東軍側に対して塘沽協定の取り消しを図っていた。その目的は、華北政局を安定
化させることと、次段階の交渉の基礎を作ることにあった。しかし、通郵交渉における関東
軍側と南京側の派遣人員との交渉からは、黄郛が排除されることとなった。 
 
小括 
  
本章は、黄郛と関東軍側との交渉を通して、華北政局がどのように安定化し、その後、安
定から動揺へと変化したのかという過程を追うことで、以下の 3 点を明らかにした。第一
に、日本側が善後交渉の実施のみに注意を奪われ、黄郛の権限縮小に十分な諒解を示してい
なかったことが指摘できる。その中で、出先軍側では、板垣が河北省を日本側が直接領有す
るという主張を出し、柴山と影佐が、黄が既に権限を失っているとの認識のもと、黄を排除
していく旨の発言を行った。第二に、南京側と関東軍側の間に挟まれ、極めて困難な状態に
陥った黄は、通車の実行に力を入れ、その実現を促進した。なぜなら、黄は通車を解決した
後に、塘沽協定の取消を通して、次の交渉の基盤を作ろうとしていたためである。第三に、
協定の取消に失敗した上に、南京中央により通郵交渉から排除された黄は、華北の情勢を維
持できなくなり、顕在化する華北問題に対応する術を失っていった。 
華北の政局において黄郛が政治力を失い、華北での善後交渉が停頓する一方で、南京中央
においては国家単位の外交が動き始めようとしていた。こうして華北政局は危機の局面に
直面するようになる。 
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第三章 危機の頂点に立つ華北政局（1935 年） 
  
関東軍の要求と南京側の抑制との間で、交渉を継続することの限界がますます顕著にな
っていた中、黄郛が南下した。1935 年の華北問題に関する先行研究は、河北事件、張北事
件、「自治運動」の発生と梅津・何応欽「協定」、土肥原・秦徳純協定、と冀察政務整理委員
会という出来事の形成過程に集中して行われてきた531。しかし、前章までで見た通り、その
背景では出先軍が徐々に華北に深く関与しつつあった。彼らは華北政局と南京中央政府に
対してどのような認識を持ち、それに基づきどのような政策制定を行ったのか。そして地方
協定が華北政局と日中関係に及ぼした影響は何であったのか。今なお、このような多くの疑
問点が残っている。 
これらを踏まえて、本章では（1）黄郛が下野した後に南京中央がいかに華北問題に対応
したのか、（2）地方事件に対して、華北での直接の責任者である何応欽がそれをいかに処理
し、その結果がどのように日本側の華北分離工作と繋がっていったのか、（3）華北政局の破
綻をめぐり、日中双方はどのような修復を試みたのか、について検討する。 
 
一. 国家単位での外交の復活 
 
1. 国家単位での外交復活への動き 
 1934 年 12 年 7 日、即ち黄郛がまだ華北の政治を主宰していた時、日本中央の陸海外 3 省
関係課長の間で、「対支政策ニ関スル件」が決定された。その趣旨として、日中関係におい
ては国民政府を帝国を中心とする日満支三国の提携共助の形で帝国の方針に追随させ、日
本側の商権を中国内で伸張することであると規定した532。また、北支政権に対する方策にお
いて、同政権に対し南京政権の政令が及ばないようにすることを希望するが、急速にそうし
た状況を招来するためには日本が巨大な実力行使をする必要があるので、それは自制すべ
きであり、むしろ前記の目的を達成するために南京政権が弱体化した実態を濃厚に示すこ
とである、とした533。ここで、一つ注意を引くのは、国民党の活動を封じ込め、日本側の政
策遂行に有利な人物を華北政権の官職に置き換えることが、すでにこの段階において方針
に盛り込まれていた点である534。 
                                                     
531 邵雲瑞、李文荣「関于“何梅協定”的幾個問題」『近代史研究』1982 年第 3 期、114-24 頁；熊宗仁「“何
梅協定”之辨析」『抗日戦争研究』1992 年第 3 期、205-216 頁；謝国興「所謂“何梅協定”——兼論“安内攘
外”」『抗日戦争研究』1993 年第 3 期、57-74 頁；内田孝尚「「梅津何応欽協定」再考―日中関係史の視点か
ら」『アジア研究』2004 年第 50 号第 3 期、21-41 頁；劉維開、前掲書；臧運祜、前掲書； 内田、前掲書；
李君山、前掲書；黄自進、前掲書（2012 年）。 
532 「対支政策ニ関スル件」島田俊彦、稲葉正夫編『現代史資料 8 日中戦争 1』みすず書房、1964 年、22
頁（以下、『現代史資料 8』と略す）。 
533 同上、23 頁。 
534 同上。 
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 一方、黄郛と関東軍との善後交渉が次第に限界に達していたころに、蔣介石は、日本中央
に対して対中政策の変更を打診していた。それは、蔣介石が徐道麟の名を借りて『外交評論』
誌に投稿した「敵乎？友乎？―中日関係的検討」の中に示されていた535。蔣は、満州事変の
際に、国際連盟と英米による干渉と対日制裁に頼り過ぎたことで日本との交渉の好機を逃
したと論じ、現在の日中間の緊張関係において、もし日本側に 6 分の責任があるとするな
らば、中国側にも 4 分の責任があると指摘し、将来の日中関係に関しては日本側が領土侵
略政策を放棄し、東北 4 省を中国に返還すれば、ほかには拘りはないと主張した536。先行研
究によると、この論文の目的は日本側がどのように受け止めたのかを引き出し、そこから日
本の対中政策を打診することにあった537。同時に、蔣介石のこうした行動は、満州事変以来
冷却化している日中両国の外交関係を打開しようとしたものであるとも評価できる。 
 1935 年になると、汪精衛は 1 月 21、22 日に須磨と会見し、日本側が要望した排日の根
絶、違法の朝鮮人の取り締まり、日本と経済的合作に関しては積極的に応じた一方で、満州
問題の解決と日本の領土侵略に関しては憂慮を表明した538。同じ 22 日に、広田外相は議会
演説で満州問題には触れず、善後交渉での中国側の努力を肯定していた539。汪精衛は 29 日
有吉大使と、蔣介石は同日に鈴木美通武官、30 日に有吉と会見し、いずれも広田外相の演
説を好評した540。 
 それにもかかわらず、蔣介石は、広田外相演説と南京での日本側の官憲との接触の結果を
そのまま受け入れようとはしなかった。彼は「一、日本外務省を相手とすべきで、複数の相
手との接触は不可；二、日本と交渉する際は、対英米との国際関係への配慮を忘れないよう
気をつけなければならない；三、アジア主義にはめられてはならない。日本にも国際社会に
も親善の態度で対応する；四、妥協可能な限度を保持すべき」という対日外交方針を、2 月
8 日の日記において定めていた541。この蔣介石の日記の内容は、以下のようにまとめ直すこ
とができる。第一に、1933 年塘沽停戦協定の頃から 1934 年末までに華北の現地で行われ
てきた日中間の交渉のあり方を、中央政府のみを窓口とし外務省を主な相手とする交渉へ
と転向するものであり、第二に、塘沽以来日本を国民政府の外交の重心とした路線を堅持し
ながら、英米など第三者への働きかけも検討することであり、第三に、アジア主義とは、「対
支政策ニ関スル件」が表明したように、中国側を帝国方針に追随させることであるため、中
                                                     
535 秦孝儀編『総統蔣公思想言論総集』中央文物供応社、1984 年、135 頁。 
536 同上。 
537 劉維開「『敵乎？友乎？―中日関係的検討』新探」」『抗日戦争史研究』2012 年第 1 期、141-51 頁；家
近、前掲書、64-73 頁。 
538 「在南京総領事須磨発広田外務大臣宛」（1 月 23 日）外務省編『日本外交文書昭和 II 第一部第四巻上』
（昭和十年対中国関係）外務省、2006 年、7-8 頁（以下、『外文 II.1.4（上）』と略す）。 
539 「昭和十五年二月 外務省調査部/５ 第 60 回議会から第 69 回議会まで」『外務大臣（其ノ他）ノ演説及
声明集 第一巻』アジ歴：B02030024000。 
540 臼井、前掲書（1998 年）、133-34 頁。 
541 「蔣介石日記」（2 月 8 日）。 
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国側はそれに対して注意する必要があり、第四に、日本に対して妥協的な政策はとるものの、
それには一定の限度を堅持することである。これらの中で最も重要な転換は、第一点の華北
が行使してきた外交権を中央政府により回収するものであると考えられる。 
 一方、蔣介石は、広田外相の演説を評価しながらも、「はっきりしない」と評した点もあ
った。そこで、2 月 8 日に汪精衛に対し、ハーグ国際法廷判事の王寵恵が帰任する際に、日
本に立ち寄り日本側の意向を尋ねるよう指示した542。出発前に王は、汪精衛、黄郛と 3 人で
会合を持ち、南京で決めた四項原則が受け入れ可能な限度であることを再確認した。訪問は
日本の真意を究明することが目的であるため、東京で会見する人物は外務省側を主とし、軍
部は副次的とすることに決議したと蔣介石に報告した543。20 日に行われた王と広田外相の
第 1 回会見では、王が「中日の外交が正軌に復帰すべき」と外相に表明した544。王は 26 日
の広田外相との 2 回目の会見において、この四項原則を提示した。それは、日中関係は平和
的方法で処理すべき、両国は対等の交流をすべき、両国は友情を以て相交すべき、という３
点を含んでいた545。四項原則に対し広田外相は、「主義上何等異存アル次第ニ非ス」と答え
た546。そこで王は、両国が自発的に親善関係を増進する措置として、両国の公使館を昇格す
ることについて広田の意見を尋ねたところ、広田は、大使交換を実行する希望を示したうえ
で、「列国ヲモ誘フコト適当」という考えを示した547。この会見の最後に広田は、汪精衛に
渡日の意向があると新聞報道されていたが、それに応じて「自分モ支那ニ赴ク」とも述べた
548。さらに、広田外相は、3 月 1 日の衆議院決算委員会において、「特ニドノ政権ト云フヤ
ウナコトハ眼中ニ置カナイデ、従来各国共認メテ居ル南京政府ヲ日本ノ交渉相手トシテ、支
那ト全般的ニ両国ノ関係ヲ好クスルコトニ致シテ参リタイ」という意見を述べた549。こうし
た日中関係改善の頂点となったのが、5 月 7 日に実行された日中両国の大使館昇格であっ
た。 
  
2. 華北での懸案交渉の停頓  
 一方、華北そのものをめぐる日中「満」の交渉では、塘沽停戦協定の「申合事項」に含ま
れた関内外の連航、および滄石鉄道の敷設、中国の関税問題、排日・排日貨問題などが取り
上げられた。その中で、関内外の連航が交渉の中心となっていた。 
                                                     
542 『総統蔣公大事長編初稿』巻 3、169-71、173 頁。 
543 「黄郛致蔣介石電」『蔣中正總統文物―一般資料（十）』、請求番号：002-080200-00208-018。 
544 余偉雄『王寵恵与近代中国』文史哲出版社、1987 年、85 頁。 
545 「広田外務大臣王寵恵常設国際司法裁判所判事会談」（2 月 26 日）『外文 II.1.4（上）』、25-27 頁。 
546 同上、26 頁。 
547 同上、27 頁。 
548 同上。 
549 「「広田外務大臣ノ第六十七回帝国議会ニ於ケル答弁抄録」『外務大臣（其ノ他）ノ演説及声明集 第二
巻』アジ歴：B02030028100。 
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 蔣介石は、善後交渉が展開されていた最中に、連航を拒否すべきと黄郛に命じてきた550。
蔣介石は、もし日本側に要求された時には、「航空会社は、我が国単独の経営とし、その路
線も楡関、古北口、多倫の三点のみであり、内地まで延ばすのは不可」という指示を出した
551。しかし、連航は「申合事項」の交渉の一環となったので、政整会と関東軍との間で交渉
されても当然なことであった。そのため、関東軍交通監督部の島田隆一空兵中佐は、柴山兼
四郎武官の同伴で 1934 年 12 月 29 と 30 日に殷同と会見し、華北航空問題に関して意見を
交換した552。殷同は、日本の立場に原則的には同意するが、国内の事情から世間の反感を招
かないような方法でもって実行に入り、「適当ノ時期ニ合辨会社ヲ組織スル」と開陳した553。
ここで、殷同が合弁会社という提議をしたことは、蔣介石や交通部の意見からは逸脱したも
のであったことが窺える。ただし、本件に関する中国側の記録が見当たらないため、その提
議の真偽は判定できない。 
関東軍側は、満州と日本による無条件乗り入れを要求するものの、不成功の場合は合弁会
社（華北航空会社）案に移すことを企図していた554。その会社成立案の要旨においては、承
徳―北平、大連―青島、大連―山海関―天津―北平、天津―済南―青島、北平―保定―正定
―太原、北平―張家口―烏得―庫倫という六つのルートを計画していた555。陸軍省は、前記
の案に対して、「実現容易ナル過渡的方法」で「北支那ニ対スル我方航空勢力ノ進出並ヒニ
将来事業ノ拡張ヲ認メシムルコトヲ目途」とすることを中国側に認めさせることに賛同し
た556。この訓令の末尾に「外務省ト連絡済ミ」という付記があるため、外務省も賛成の意を
示していたことがわかる557。こうして、関東軍側が「満支合辨会社ヲ主張」したことに対し
て、南京側は、「満支各別会社ノ国境ニ於ケル連絡ナラハ兎モ角夫以上ハ所謂日支申合ノ域
ヲ超ユルモノナリ」と反対した558。つまり、関東軍側は、関内外の航空連絡を「満州国」と
中国側との間において成立させようとしていたが、中国側は、通車の際と同様に「満州国」
側と関内が各々設立した商業的な中間機関を通して連絡しようとしていた。 
 華北での関内外航空連絡とは別に、南京では日中両国間の航空連絡問題が同時に交渉さ
れていた。日中航空連絡は、そもそも 1928 年から検討が始まり、1931 年に大綱に関しては
妥結を見たものの、満州事変が生じたため国民政府が交渉の中止を発令したという経緯が
                                                     
550 「蔣介石致黄郛電」（1934 年 7 月）Box3, folders 13-15.  
551 「蔣介石致黄郛電」（1934 年 7 月 20 日）Box3, folders 13-15. 
552 「在満州国南大使発広田外務大臣宛」（1935 年 2 月 8 日）『外文 II.1.4（上）』、456 頁。 
553 同上。 
554 同上。 
555 同上、457 頁。 
556 「次官発関東軍参謀長宛」（2 月 26 日）『昭和 10 年 「満受大日記 11 冊の内其３ 陸満密終了目録 自
3.14～3.16」』アジ歴：C01003047200。 
557 同上。 
558 「須磨総領事発広田外務大臣宛」（3 月 27 日）『外文 II.1.4（上）』、465 頁。 
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ある559。日本のみならず、英米仏なども中国との航空連絡を要請していたが、国民政府は、
外国機が中国領空に飛来することが領空権の侵犯となることを憂慮していた。加えて中国
は国際航空条約に加入しておらず、外国機による国際航空連絡を許可しないという原則を
堅持していた560。須磨は、南京政府が日本を諸外国より優先しないことは、広田外相が議会
において示した長年の懸案の漸次解決という方針に反するものであり、対日関係の改善に
誠意を示さない姿勢であると非難した561。 
このように交渉が進展していなかったため、関東軍は 4 月 17 日をもって、華北方面との
航空連絡を独自に開始させた。これに先立ち何応欽は、「関東軍が数機の飛行機で（一）承
徳発北平着で山海関と錦州を経て承徳に帰る路線、および（二）多倫発張家口行の往復路線
という二つの路線を開始しようとしている」という情報に早くも接した。17 日に関東軍が
軍用飛行機で華北に乗り入れたのは、まさに上記の 2 路線であった。さらに、関東軍は自ら
の行為が列国に非難されることを想定し、反論の根拠としてこの飛行が「停戦協定第二項ノ
精神ニ基キ飛行機ヲ以テ関係機関及部隊間ヲ密ニ連絡シ事故ヲ未然ニ防止」するためであ
ると外務省側に連絡を入れた562。これに対して中国側は、日中両国の関係は漸次好転に向か
う機運にあるが、関東軍のこうした強行が両国の関係を逆転させることになると抗議する
ことしかできなかった563。その結果、日本側は華北での自由飛行を手に入れることとなった。 
  
二. 河北事件・張北事件と華北問題の重大化 
 
1. 梅津・何応欽「協定」への道程  
 5 月 2 日の夜から 3 日の朝にかけて、天津日本租界で親日の新聞社社長であった胡恩溥、
白逾桓が暗殺された。7 日午前に公使館付武官補佐官高橋坦が河北省政府参議陳東昇に対し、
同日午後に山海関特務機関長儀我誠也が河北省政府主席の于学忠に対し、警告を行った。と
ころが、15 日に孫永勤が率いる義勇軍が地方政府の支援をうけるため、関内の遵化、遷安
地域に移動した。高橋坦は、20 日に軍分会弁公庁主任鮑文樾に対し、日本軍は必要な兵力
を自発的に進入させる旨通告した。出先側は、孫軍の動きと天津租界での暗殺事件を連動さ
せ、政整会と軍分会に要求を突きつけた564。交渉は、29 日に第 1 回、6 月 4 日に第 2 回、9
日に第 3 回、10 日に第 4 回の会談の形で行われ、その結果として中国側が日本のすべての
要求を受諾した。これが、いわゆる梅津・何応欽「協定」である。本節では、短期間にどの
                                                     
559 「日支（福岡上海間）航空連絡協定ニ関スル件」（10 月 19 日）『条約ノ調印、批准、実施其他ノ先例雑
件 第六巻』アジ歴：B04013455400。 
560 「須磨総領事発広田外務大臣宛」（1 月 19 日）『外文 II.1.4（上）』、186-87 頁。 
561 「須磨総領事発広田外務大臣宛」（1 月 23 日）同上、188 頁。 
562 「須磨総領事発広田外務大臣宛」（3 月 27 日）同上、466 頁。 
563 「若杉大使館参事官発広田外務大臣宛」（5 月 1 日）同上、470 頁。 
564 内田、前掲書、179-80 頁。 
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ように話し合いが成立したのかという過程を検討する。 
 まず、その過程において、軍の中央部も出先も広田外相の対中認識とは異なる見解を持っ
ていた。広田外相は、南京国政府が中国を代表する唯一の合法政権であり、同政府が善後交
渉の進展を通して日本政府の政策を了解しつつあると理解していた。それに対して、軍部は
そうした対応はあくまでも蔣介石・汪精衛体制下の欺瞞であり、真の親日政策ではないと考
えていた565。そのため、1935 年初頭に蔣介石と汪精衛が積極的に日本側に接近してきたこ
とは、「米ノ銀政策ノタメ支那ハ極度ノ困難ヲ来シ帝国ニ救助ヲ求メ親日的傾向ヲ来セシガ
其ノ真意未ダ充分ナラス」と見なしていた566。 
また、現地に滞在していた奉天特務機関長土肥原賢二は、政情視察のため中国内陸を旅行
し、3 月 24 日に長春に戻った。彼の報告と他の情報を総合する形で、「関東軍対支政策」が
策定された567。その中では、南京政府の対日接近に対して、「静観主義ヲ執リ」、「排日ノ禁
止ガ幾何程度ニ具現シツツアリヤ等ヲ監視スルヲ要ス」と決められていた568。華北に対して
は、関東軍の方針は「実質的経済力ノ進出ニ依リ日満ト不可分ノ関係ヲ逐次増強スル」こと
であり、その実施方法としては塘沽協定やその他の申合事項により既得権を主張し、華北政
権を絶対服従へと導きながら、民衆を相手とする経済的関係が密接不可分になるよう、産業
の開発および取引を急速に促進することであるとされた569。ここで、南京政府の親日行動に
対し静観主義を取るという姿勢は、決して 1934 年に板垣をはじめとする対中強硬派が行っ
た主張を裏返すものではない。なぜなら、華北方面と西南方面に同時に支援工作を行うこと
によって、中央政府を窮地に追い込もうという目的を含んでいたからである570。 
 次に、軍中央と出先軍による事件の処理を見てみたい。現地天津軍参謀長の酒井隆は、公
使館付武官補佐官高橋と山海関特務機関長儀我が協議した内容を、25 日に参謀次長杉山元
に送った571。その中に、「少クモ中央憲兵第三団類似機関ノ撤退同団長蔣孝先、団附丁正及
河北省主席于学忠ノ罷免」、「国民党部、藍衣社、軍委分会、政治訓練処等一切排日団体ノ工
作」の禁止、という対中要求と、南京と上海に駐在する陸軍側の責任者への協力要請が含ま
れていた572。続く 28 日に、酒井と儀我は天津会議を開き、河北省政府の保定移転（7 月 1
                                                     
565 土肥原賢二刊行会『日中友好の捨石 秘録土肥原賢二』芙蓉書房、1972 年、260 頁。また、当時陸軍省
の中枢地位であった永田鉄山は、広田の行動を「外務省は認識不足」であると評した。森靖夫、前掲書（2011
年）、246 頁。 
566 『島田史料 27 昭和十年 華北問題、新生事件経緯 其一』防衛省防衛研究所所蔵、請求番号：戦争指
導・重要国策文書 447（以下、『島田史料 27』と略す）。 
567 「関東軍対支政策」（3 月 30 日）『島田史料 27』。 
568 同上。 
569 同上。 
570 同上。 
571 同電報に関する分析は、内田、前掲書、181-82 頁。 
572 「天津軍参謀長発参謀次長宛」（5 月 25 日）『島田史料 21 昭和 10 年 華北に於ける日支軍交渉（二）
（北支事件）陸軍.外務電 一分冊』防衛省防衛研究所所蔵、請求番号：戦争指導・重要国策文書 441（以
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日に実行すべき）、天津市長の交代（王克敏、殷同、湯爾和、程克など）、中央憲兵団・藍衣
社・党部と他の反日分子の徹底的駆逐、何応欽北平軍事分会の撤去、于学忠の河北省主席罷
免といった内容を中国側に要求することに合意していた573。しかも、于学忠の後任は、商震
または万福麟のような人物とし、「日本ノロボットタラシム」ことが検討されていた574。さ
らに、中国側が要求を速やかに実行しない場合には、北平と天津の両地を停戦区域内に含め
ることも決められていた575。 
このように、29 日の第 1 回交渉において、酒井と高橋は、何応欽と政整会秘書長兪家驥
に、「蔣介石ノ対日二重政策ノ放棄」を指摘したうえで、28 日会議にて決められた事項の中
から軍分会の撤去を除くその他を要求として突きつけた576。また、排日機関もしくは団体の
背後機関と見なされた「第二師、第二十五師等有害無益ノ中央軍ノ一律撤退ヲ希望シアリ」
とも伝えた577。兪は早速に黄郛に報告すると答えが、何は関係者の罷免は自らの権限内なの
で、可能な措置がとれるが、その他については調査を経て回答すると述べた578。しかし、酒
井と高橋は「今日ハ此等ノ相談ニ来リタルニアラス我カ軍ノ決意ヲ通告スルモノナル」と威
圧をかけた579。何応欽は、事態の重大さは河北省政府の保定移転で済むような状態ではない
ことを伝えたうえ、中央軍の撤退を含む日本側の全ての要求を直ちに蔣介石に報告し、対応
政策を求めた580。 
 要求そのものが峻厳であっただけでなく、その要求の中で中国側にとって最も受諾し難
しかったのが于学忠の罷免と中央軍の撤退であることを、日本側が知らないわけではなか
った581。前者は、張学良を代表とする旧東北軍勢力の華北撤去を意味し、これを契機に旧東
北系とほかの勢力が統合し、反蔣運動となる可能性をもっていた。後者は、華北方面におけ
る中央の勢力と威令が減少することを意味し、蔣介石政権による国民政府の保持がさらに
困難になる可能性があった。その意味で、関東軍と天津軍は、この事件をもって地方勢力が
中央政権に対して反乱を起こすこと、および華北から中央政権の勢力を排除することを企
んでいたと窺える。ここで、もう一つ注意すべきことは、高橋は事件の解決と中央軍の撤退
                                                     
下、『島田史料 21』と略す）。 
573 「北平沖野補佐官発海軍次官・軍令部次長宛」（5 月 29 日）『島田史料 25 昭和 10 年 華北に於ける日
支軍交渉（一）（北支事件）海軍外務電 一分冊』防衛省防衛研究所所蔵、請求番号：戦争指導・重要国策
文書 445（以下、『島田史料 25』と略す）。 
574 同上。 
575 同上。 
576 「北平補佐官発参謀次長宛」（5 月 30 日）『島田史料 21』。 
577 同上。 
578 同上。 
579 同上。 
580 「何応欽致蔣介石電」（5 月 29 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（三）』、請求番号：002-090200-00016-
345。中央軍の撤退を最初から中央に報告していなかったと捉えたのは、事実に反している。 
581 「我北支工作ニ対スル支那側態度ノ予察」『島田史料 25』。 
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との優先順位について、事件解決により要求の実行を促し、中央軍の南下などの項目は将来
に譲る条件とするぐらいでよいと考えていた582。 
 
2. 促進役としての磯谷廉介と華北時局の重大化 
25 日の電報内容と 29 日の対中通告および要求は、酒井の意見によるものであり、事前に
陸軍中央と充分に打ち合わせされてはいなかった583。それにもかかわらず、軍中央は出先の
要求に同意した584。同時に、軍中央は、「国際情勢ニ鑑ミ北支事件ハ速ニ収拾」すべきで、
かつ「兵力ハ行使セザル方針」という二つの原則を定めていた585。前者に関しては、「海軍
軍備ノ状態ハ十一年末迄絶対ニ英米ト事ヲ構フルコト不可能ナリ」という判断を前提とし
ており、予定される軍縮会議において中国問題をめぐり英米が抗議する恐れがあるので、出
先軍に対し河北事件を迅速に収拾するように指示したのである586。また、軍中央は、期限付
きで要求事項と希望事項を分けたほか、それらの交渉機会を利用し中国全土に渡る排日行
為の禁絶を交渉する際に、外務省にとって有利な情勢を整えるよう 6 月 5 日に出先に訓令
した587。 
 訓令を発する前日に、酒井と高橋は、日本側の態度について徹底させ、解決を促進するた
め、何応欽を往訪した。そして、この第 2 回交渉において、何は犯人の逮捕、孫軍援助の調
査、蔣孝先（憲兵第 3 団長）と丁昌（同団付）と曾拡情（政治訓練処長）3 人の罷免、第 25
師の学生訓練班の解散などは既に実施したが、于学忠及び天津市長張廷諤の罷免、天津市党
部の解散及び省党部の対外活動の停止などは指示を待っている状態であると答えた588。同
じ日に、行政院は、天津市を直轄市とし、張廷諤を罷免、後任に王克敏を任命し、天津警備
司令には商震を任命すると決めた589。しかし、酒井と高橋は、何応欽の努力は認めるものの、
この状況では「対日根本方針ノ更改」と「北支ニ於ケル抗日諸機関、諸部隊ノ撤退等」がま
た未解決であると受け止めていた590。 
 この時、上海大使館付武官の磯谷廉介中将は、上海から天津に移動し、高橋らと中央の訓
                                                     
582 「北平沖野補佐官発海軍次官・軍令部次長宛」（6 月 1 日）『島田史料 25』。 
583 「北平沖野補佐官発海軍次官・軍令部次長宛」（6 月 2 日）『島田史料 27』。 
584 同上。 
585 「北支交渉問題処理要綱経緯」『島田史料 27』。 
586 同上。 
587 「北支交渉問題処理要綱」（6 月 5 日）『島田史料 27』。要求事項は、憲兵第 3 団、軍事委員分会政治訓
練処、事件関係者国民党部及び排日団体の平津撤退並びにそれらの団体責任者の罷免、于学忠河北省主席
の罷免である。希望事項は、平津地区駐屯の第 51 軍並びに中央直系軍の保定以南の移駐、平津地方におい
て国民党部及び藍衣社そのほか秘密団体の反満抗日的一切の策動の禁絶、今後策動の事実が認められると
きは日本が随時、適切な処置をとることを承認させることである。 
588 「北平補佐官発参謀次長宛 315 号」（6 月 5 日）『島田史料 21』。 
589 同上。 
590 同上。 
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令を中心としながら、関東軍の軍隊出動について協議した。磯谷はその場で、今回の事件を
「吾等二十年来ノ宿望達成ノ好機」として捉える発言をした591。磯谷は、まず、「関東軍ハ
二旅団一騎兵旅団二飛行中隊ニ対シ古北口及錦州ニ集中ヲ命令セリ（ロ）北支駐屯軍交代兵
ハ約二倍ノ勢力アリ 帰還部隊ノ出発時機モ延期サルベシ」と、軍の準備状況について述べ
た592。つまり、関東軍は長城線の付近まで出動し、いつでも軍事行動を取れるように配置さ
れており、同時に天津軍は交代部隊の到着時間と帰還部隊の出発時間を重ねることで、平津
の兵力を 2 倍に引き上げるという措置を取ることで、中国側に重い圧力をかけることを目
的とした。また、中央の訓令をその「要求ト希望トニハ何等区別ヲ附セズ一括要求シ事項ノ
性質ニ依リ実行期限ニ長短ヲ附ス、恐ラク戦ハズシテ目的ヲ達シ得ベキ」と磯谷は主張して
いた。これが軍中央の命令に反することはいうまでもないが、高橋と酒井は第 1 回会見の
際に提出した要求の中にあった中央軍の撤退を、改めて中国側に突き付けようとしていた。
そして、最も重要な転換は、磯谷が「三省一致対支方針ノ如キハ意ニ介セズ」、「河北省ヲ停
戦区域内ノ一自治省トナス位ノ事ハ可能ナリ」という判断を下したことであった593。言い換
えれば、三省一致の対中方針とは明らかに「対支政策ニ関スル件」を指しており、そこで決
められていた南京中央政権と華北政権に対する自制的もしくは静観的な立場を放棄すると
いう意味である。そして、「対支政策ニ関スル件」の拘束を逸脱することにより、今回の事
件を契機として河北省の一省を中央政府から離脱させることに繋がったと考えられる。 
 また、上記の主張は磯谷のみのものではなく、南京武官の雨宮巽も同じ考えを抱いていた。
5 日、外交次長唐有壬との会見で、雨宮は、難局の打開に関しては蔣介石が自らその局面に
当たり、華北問題の解決に当たっても排日活動がない地域の拡張や、完全に責任が取れる者
の出馬などが必要であると述べた594。唐は、「河北省主席ノ後任ハ将来該省ヲ実質的自治省
トナシ省主席ヲシテ省内ノ全責任ヲ負ハシムル方針ノ下ニ人選中ニシテ既ニ張群、陳儀、商
震等ヲ候補者トシテ選定セシ」と答えた595。そのため、雨宮は、今回の交渉から得た「少ク
モ河北省ヲ停戦地域ノ如キ文字ノ自治省ト為スコトヲ得ヘシ」という判断を中央に送った
596。また、済南の駐在武官花谷正も、今回の事件が南京政府の対日政策を変える好機と捉え、
中央に決意を要請していた597。 
 このように、磯谷の主張は日本の対中政策の大きな転換点となり、現地軍の華北工作を大
きく促進する役割を果たしていたことがわかる。現地の陸軍側の責任者は、相当に厳しい対
応を取っていた。また、河北省の一省を自治省とするという主張は、秋に実施されることに
                                                     
591 「北平沖野補佐官発次官・次長等宛 機密第 76 番電」（6 月 9 日）『島田史料 27』。 
592 同上。 
593 同上。 
594 「南京雨宮巽発参謀次長宛 318」（6 月 6 日）『島田史料 21』。 
595 同上。 
596 同上。 
597 「済南花谷正発参謀次長宛 324」（6 月 7 日）『島田史料 21』。 
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なる華北自治運動の先触れであったといえる。このように、華北の情況は複雑化していた。 
 一方、国民政府は、6 日に于を川陝甘辺区剿匪総司令に任命し、その後任として同省民政
庁長の張厚琬を代理主席に、また王克敏を天津市長に任命し、その着任まで商震が市長を代
行するという命令を発した。続く 7 日に、国民党の河北省党部が北平から保定に移転し始
めた。中国側がこうした迅速な措置を取った最も大きな理由は、酒井と高橋の強硬な態度が
あったのみでなく、磯谷ら現地軍人の要請に応じて陸軍省も参謀本部も軍隊の調達に同意
したためであった598。そして、天津軍は、中国側が取った対応を見て、容易に「第三希望事
項モ応諾スヘキ」であろうと判断し、「併セテ一気ニ解決スヘク要求シ且其際全支那ニ亘ル
排日ハ事極メテ」緊要であると決断した599。 
 そのため、9 日の第 3 回交渉において、酒井は時限付の中央軍撤退を改めて要求として何
応欽に突き付けた。日本側が予測したように、中央軍の撤退は中国側にとって承諾できない
条件であった。特に、蔣介石は、8 日に「倭が中央軍の南移の要求を停止していない。（中
略）もしも我が軍隊を南に移駐しても、先方の欲望を満足することができない。それに侵略
してくる。そうすると、我が政府が内外に威信を失うこととなり、日本がその機で我が政府
を倒す」と日記に記していた600。蔣介石は、日記に記した見解を含めながら、中央軍の撤退
は不可であると何応欽に送った601。しかし、汪精衛は、須磨から強圧が加わったこともあり、
国民党の緊急会議において全要求を承認するという決議を強行した602。何応欽は、10 日午
後 6 時に酒井を往訪し、全要求の受諾を通知した。 
 一方、日本中央は、10 日午後 3 時に、要求事項と希望事項を区別しないという出先側の
主張を受けて、「圧迫シツツモ一方先方ノ実情ヲモ聴取シ之ヲ斟酌シテ時限要求事項等ニモ
手心ヲ加フル腹ナルガ如シ」という指示を出した603。河北事件をめぐる出先軍の強硬な主張
から見て、たとえ何応欽が 3 時間後に全要求を応諾しなかったとしても、出先側は中央部
が指示する要求緩和を行うことはなかったものと考えられる。また、成立した「協定」と中
央の指示を比較すれば、「協定」は指示より格段と峻厳なものであると言える。同「協定」
から 3 点を取り上げ、その違いを説明したい。第一に、中央が第 51 軍と中央軍に保定以南
                                                     
598 「参謀本部川本少佐ヨリノ電話」、「北支問題ニ関シ陸軍省軍事課長ヨリ連絡」（6 月 10 日）『島田史料
24 昭和 10 年 華北に於ける日支軍交渉（二）（北支事件）陸軍電 四分冊』防衛省防衛研究所所蔵、請
求番号：戦争指導・重要国策文書 444（以下、『島田史料 24』と略す）。 
599 「天津軍参謀長発参謀次長宛」（6 月 12 日）『島田史料 22 昭和 10 年 華北に於ける日支軍交渉（二）
（北支事件）陸軍.外務電 二分冊』防衛省防衛研究所所蔵、請求番号：戦争指導・重要国策文書 442（以
下、『島田史料 22』と略す）。 
600 「蔣介石日記」（6 月 8 日）。 
601 「代理軍事委員会北平分会委員長何応欽自北平呈蔣委員長為拠報日本軍官梅津、酒井、磯谷在津会議内
容及対華北準備計画電」（6 月 8 日）秦孝儀編『中華民国重要史料初編―対日抗戦時期 諸編（一）』中国国
民党中央委員会党史会、1981 年、677-78 頁（以下、『諸編（一）』と略す）。 
602 劉維開、前掲書、288 頁。 
603 「北支交渉状況（川本少佐電話ニヨル）」（6 月 10 日）『島田史料 24』。 
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への撤退を指示していたのに対し、出先側は河北省外への撤退を要求していた。第二に、党
部の撤退に関して、中央が事件に関係した党部に平津より撤去するよう主張したのに対し
て、出先は全ての党部の撤去を要求していた。第三に最も重要な違いは、軍分会の撤廃をめ
ぐるものである。参謀本部はそもそもそういう要求を指示しておらず、排日機関の再現は許
さないと主張していたものの、「内政ニ関シ中央系統機関ノ出現ハ何等拒否セントスルモノ
ニ非ズ」という表現に留まっていた604。したがって、強硬な内容での同「協定」の成立は、
中央部の指示に違反し、中国の内政に大きく干渉するものであったと言える。 
 さらに、ここでもう一つ重要なのは、日本側がなぜ中央軍の撤退を強硬に主張していたの
かである。南京国民政府の勢力を華北より排除するという目的を抱いていたことは前に述
べたが、さらに現実的な理由が三つあった。熱河作戦の時に関東軍と対峙した原動力は中央
軍であり、排日行為の背後にあったのも中央軍であり、政治訓練処などの排日機関を統制し
ていたのも中央軍であった605。このように、中央軍は日本の進出を妨害する存在であり、何
としてもそれを排除したかったのである。 
 日中の交渉は、上述のように中国側が全件を受諾したことで終わったはずであるが、実は
「北支交渉問題処理要綱」の希望要項の第 3 項であった、外務省から南京政府に対して行
った中国全土に渡る排日の禁絶をめぐる交渉がまだ残っていた。それを図るため、高橋は、
日本軍部の立場で、11 日夜に再び何応欽を往訪し、新たな 3 項を「覚書」の形で突き付け
た606。何応欽はそれへの回答を回避し、13 日朝 2 時 10 分に列車で南京に戻った。要求内容
を「覚書」にすべきかどうかに関しては、天津軍側が強硬な態度を取る一方で、磯谷はその
大綱のみを「覚書」とすべき607とし、意見の不一致があったものの、何応欽は 7 月 6 日に
「普通信」の形で日本側の要求を再び承認するという返事をした。 
 
3. 張北事件と「土肥原・秦徳純協定」 
河北事件の第 2 回交渉の翌日、6 月 5 日午後 4 時頃に、貨物自動車で多倫から張家口に向
かっていた日本の特務機関員 4 人が、張北の南門で旅券を携帯していないことで第 29 軍の
第 132 師団の哨兵によって拘束されるという事件が起こった608。7 日に、張家口特務機関長
松井源之助と張家口領事代理橋本正康が中国側に要求を出し、11 日に、松井が秦徳純に対
して時限付で「陳謝、責任者の処罰及将来の保証」を提示したうえ、「五日以内ニ回答無キ
                                                     
604 「藤原喜代間部員参謀本部ニテ聴取セル事項其ノ二」（6 月 14 日）『現代史資料 8』、94 頁。 
605 「天津軍参謀長発参謀次長宛」（6 月 11 日）『島田史料 22』。 
606 １、日本側ト約束シタル事項ハ約束シタル期限内ニ完全ニ実行シ再ヒ進入シ又ハ中日関係ヲ不良ナラシ
ムル恐レアル人又ハ機関ヲ新ニ進入セシメル；２、省、市等ノ職員任命ニ当タリテハ中日関係ヲ不良ナラ
シメザル人物ヲ選定セラレタシトノ日本側ノ希望ヲ容レタル事；３、約束シタル事項ノ実施ニ関シテハ日
本側ニ於テ監視並ニ糾察ノ手段ヲ採ル事。『外交部―河北事件（三）』、請求番号：020-010102-0216。 
607 「六月二十日 於参謀本部支那班聴取事項（楠木中佐、今井少佐談総合）」（6 月 24 日）『島田史料 24』。 
608 「察哈爾省張北問題」『現代史資料 8』、73 頁。 
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時ハ我軍ニ於テ自由行動ヲ執ル」と通告した609。しかし、陸軍中央は、この事件は地方の問
題であり、特務機関が直接宋哲元と交渉中の模様であるとしか報告を受けなかった610。 
12 日になると、関東軍司令官兼駐「満州国」大使南次郎は、宋哲元軍が察哈爾省に存在
することが、同方面における日本側の各種工作の実施の支障になると指摘したうえで、張北
事件での同軍の不法行為を理由に、「最小期限内ニ同軍ノ黄河以南ニ撤退要求方」を決定し、
北平に出張中の土肥原賢二に連絡し、天津軍および北平武官との協議において処理するよ
う指示したことを中央に報告した611。加えて、出先軍側は、張北事件を河北事件の交渉に包
含しようという考えを持っていた612。しかし、13 日に参謀本部は、「本問題ハ余リ今回ノ北
支交渉ニ便乗シテヤル様ナ態度ヲトラズ。ヤルナラバ公正ナ態度ニ出ラレタシ」という訓令
を関東軍に発した613。続く 14 日に、参謀本部は軍中央も宋哲元軍が察哈尔省より撤退する
ことを希望するが、黄河以南に撤退を要求する如きことには同意できないという意見を示
し、「黄河以北平漢線沿線等ノ比較的収入豊ナル地ニ移駐セシムル様指導スルヲ得策トス」
と主張していた614。このように、現地と中央の意見が異なっていたため、中国側に提示すべ
き定案の確定は困難を伴った。 
 こうした状況の中で参謀本部支那班の今井武夫少佐は、目下は陸軍中央と関東軍との間
で意見の交換を行いつつあり、いまだ決定に至らないが、大体において中央の意見である穏
健な方法で交渉に進むべきであり、中国側の態度から見ても今回の事件は比較的容易に解
決できると推察する、という意見を 17 と 19 日に 2 回にわたって海軍側との打ち合わせで
示していた615。しかし現地では、関東軍参謀部が 17 日の夜に、酒井、松井などを交渉案の
協議ため、長春に呼んでいた616。7 日、11 日と 17 日の 3 案を比較すると、17 日のものが
                                                     
609 「察哈爾省張北問題」、73 頁；「若杉大使館参事官発広田外務大臣宛」（6 月 13 日）『外文 II.1.4（上）』、
352-53 頁；7 日に提示した要求は「（一）内蒙古内部については中央および察哈尔省の関与を認めない、
（二）滂河の駐屯軍を撤退させる、（三）察哈尔省は日本人軍事顧問を招聘する、（四）日本軍の車輌は多
倫・張家口間を自由に往来する、（五）永安堡附近を熱河に編入する」であった。内田尚孝「察哈爾をめぐ
る日中関係―「土肥原秦徳純協定」の成立過程」『コミュニカーレ』2（2013 年）、102 頁。 
610 「北支問題ニ関スル聴取事項（六月十一日午前 於参謀本部支那班 大野部員）」『島田史料 24』。 
611 「満州国南大使発広田外務大臣宛」（6 月 12 日）『外文 II.1.4（上）』、350-51 頁。 
612 「六月十四日 0820 参謀本部今井少佐電話要旨」（6/14）『島田史料 24』。 
613 「察哈爾省張北問題」、73 頁。 
614 「藤原喜代間部員参謀本部ニテ聴取セル事項其ノ二」。 
615 「六月十七日 0 八二０参謀本部今井少佐ト電話ニテ情報交換」『島田史料 22』；「六月十九日 0830 参謀
本部今井少佐ト電話連絡要旨」『島田史料 24』。 
616 協議の結果、要求事項として「（一）停戦協定線延長部分ノ東側地域及北長城線北側地域ニ於ケル宋軍
部隊ハ之ヲ其西南方地域ニ移駐セシム其撤退地域ニハ再ヒ支那軍ヲ侵入セシメス（二）一切ノ排日機関（東
北憲兵、藍衣社、国民党部等）ヲ悉ク解散セシムルコト（三）宋哲元ノ謝罪及責任者ノ処罰ヲ即時実行セシ
ム（四）前記第一、第二項ハ要求提出日ヨリ二週間以内ニ完了スシム」が盛り込まれたまた、交渉に関して
は「（一）土肥原少将ヲシテ支那駐屯軍等ト密ニ連絡ノ上宋哲元ニ対シ直接交渉セシム（二）交渉ノ迅速ヲ
期シ且支那側ノ実行ヲ確認スル目的ヲ以テ軍ノ一部ヲ熱河省方面ニ行動セシム（三）尚直接排日行為ニア
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最も広範かつ強硬であることがわかる。また、17 日の協議案は、軍隊の撤退、排日機関の
撤去、責任者の謝罪などに時限を設けた要求であり、梅津・何応欽「協定」の内容に照らし
て作られたものであることも窺える。 
 土肥原が宋哲元の罷免を要求しているという情報を得ていたので、事態の拡大を恐れて
いた汪精衛ら中央は、宋を主席職から罷免し、秦徳純をその代理に任命するということを行
政院会議で通過させた617。しかし、宋の罷免に関しては、天津軍と関東軍の案には含まれて
おらず、あくまでも土肥原の個人的な要求であったと考えられる。責任者となった秦と土肥
原との間で行われた交渉は 23 日に開始し、27 日に前者が全てを承認する形で妥結した618。 
「土肥原秦徳純協定」に関しては、中国側にとって最も大きな打撃は宋哲元の罷免と第 29
軍の撤退範囲であり、特に前者は中央政府にとって影響が大きかった。政整会顧問程克と軍
分会参議雷壽栄は、土肥原との事前交渉で、日本側の要求としては「昌平、延慶の線の延長
部分の東側地域および独石口北側から龍門西北側と張家口北側を通り、張北南側の地域内
に駐屯する第 29 軍は、その西南地域に移駐する。撤退した地域内に、再び軍隊を投入する
ことは認められない」という情報を 22 日蔣介石に送った619。蔣介石は、この撤退線により
「察省は完全に滅亡した！」と受け止めており、「宋罷免の代償としてこのような情報しか
得られなかった。宋の罷免が十分考えらずに実施しされたのは大間違いだ」と認識していた
620。蔣介石のこうした認識は間違ってはいなかった。なぜなら、陸軍中央も関東軍からの交
渉要領に接した後に「察哈尔省全部及河北ノ一部ヨリ撤退スルコトトナル」と読み取ってい
た621。さらに、交渉が妥結した翌日に土肥原は、「今回ノ交渉ハ特ニ非戦区域ト為サザルモ
同区域ト同様察哈爾ニモ一種ノ緩衝的平和境ヲ設ケントスル趣旨ニ基クモノ」であると、北
平駐在の若杉大使館参事官に告げた622。もっとも、中国側のこうした「極メテ恭順態度」に
鑑み、土肥原は、今回の華北問題の処理にあたって、「後任政権者ノ無力ナルニ依リ此機会
ニ乗シ来津シ北支ニ一新局面ヲ醸成セシメ」と考えていた623。ここでの後任政権者は、秦徳
                                                     
ラサルモ山東移民等ノ如キハ実質的ニ之ヲ中止セシムル様努ムルモノトス」とされた。「関東軍参謀長発参
謀次長宛 383 号」（6 月 18 日）『島田史料 23 昭和 10 年 華北に於ける日支軍交渉（二）（北支事件）陸
軍電 三分冊』防衛省防衛研究所所蔵、請求番号：戦争指導・重要国策文書 442（以下、『島田史料 23』と
略す）。上記の要求事項に、酒井は、山東から察哈爾への移民禁止という一項に新たに挿入した。 
617 「汪精衛致蔣介石電」（6 月 18 日）『革命文獻—華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-
00025-044。津塘保安司令官に就任した商震は、14 日に宋の罷免を固持しないと蔣介石に報告したが、蔣
はその報告に接していなかったようである。それにもかかわらず、宋罷免の案件は、華北危機の拡大およ
び蔣宋齟齬の始まりとなった。李君山、前掲書（2010 年）、316、318 頁。 
618 その経緯について、内田、前掲論文（2013 年）、104-10 頁。 
619 「何応欽致蔣介石電」（6 月 22 日）『蔣中正總統文物―卵翼傀儡（二）』、請求番号：002-090200-00020-
149。 
620 「蔣介石日記」（6 月 22 日）。 
621 「六月十九日 1030 参謀本部今井少佐ヨリ電話要旨」『島田史料 24』。 
622 「若杉大使館参事官発広田外務大臣宛」（6 月 28 日）『外文 II.1.4（上）』、363 頁。 
623 同上；「特種情報第一八 5 号」（6 月 12 日受信）『島田史料 22』。 
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純を含め対日譲歩姿勢をとっていた人物であったことは明らかである。土肥原のこの観察
こそが、彼が秋に華北自治運動を強行する際の最も大きな根拠になったと考えられる。 
 
4. 冀察の人事問題と華北の機構 
 以上で見てきたように、5 月 29 日から 6 月 9 日と、6 月 23 日から 29 日にわたって、河
北と察哈爾両省に関して、梅津・何応欽「協定」、土肥原・秦徳純間の合意という二つの拘
束が新たに成立した。中央系統・東北系統・西北系統の軍隊の撤退、国民党部の撤去と政治
機関の解消などによって、蔣介石は、「華北が実質的には滅亡したようなものである」と認
識し、「今後は華北に傀儡政権を作り出すであろう」と日本側の政策を予測していた624。日
本側が好まない人物、軍隊、機関などを華北から転出させた後に残った問題は、華北をめぐ
る政治系統と軍事系統の再編成であった。すなわち、河北省と察哈爾省の人事問題と華北の
統治機構であった。 
 ここで、二つの事件に関連して罷免した職、改廃した機関とその補充を見てみたい。罷免
されたのは、河北省主席于学忠、察哈爾省主席宋哲元と天津市長張廷諤であり、天津市は直
轄市とし、天津に天津警備司令（のちに津沽保安司令と改称）を新設した。国民政府は、6
月 4 日と 7 日に、それぞれ天津市長に王克敏を後任とし、その着任まで商震を天津市長代
行と決め、天津警備司令に商震を任命した。しかし、王が天津市長を固辞し、黄も王にはそ
の責任を負えないと考えていたので、18 日に、国民政府は、病気の黄に代わり王克敏を政
整会の代理委員長とし、商震を天津代理市長に任命した625。翌日、宋哲元が罷免され、同省
民政庁長の秦徳純が代理主席に任命された。続く 25 日に、商震を河北省主席、程克を天津
市長に任命した。河北から転出させられた于学忠が、後に川甘陝剿匪総司令として新たに任
命されたのに対し、宋はその後第 29 軍長の肩書しか持っていなかった。こうした処遇が、
秋に策動された自治運動において大きな不安要素となった。 
 華北の機構をめぐる第 1 の変化は、黄郛政権の復活である。河北事件をめぐり第 1 回交
渉を行った 29 日に、北平市長袁良は、沖野亦男との会談において、陸軍側が提出した于学
忠の罷免と第 51 軍の撤去という要求が市政の展開にとっては「極メテ有難ク」、また何応
欽と黄郛との関係が良くないので、何と軍分会の撤廃も「大ニ希望スルトコロ」であると吐
露した626。しかし、要求の実行は容易なことではなく、「却テ此機会ヲ利用反中央各派ノ盲
動ヲ促スコトトナル」ので、日本側にその緩和を求めた627。これが黄郛系統に属していた袁
良の発言であるため、黄郛と于、何との関係が融和的ではなかったことが窺われる。また、
日本側の強硬要求に共鳴しようとする反蔣各派の蹶起を抑えたかったことも窺われる。ま
た、6 月 10 日に何が要求を応諾した後に、関東軍は、中央軍の撤退後の平津地方の情勢変
                                                     
624 「蔣介石日記」（6 月 21 日）。 
625 李君山、前掲書（2010 年）、330 頁。 
626 「北平沖野補佐官発次官・次長等宛 機密第 65 番電」（5 月 30 日）『島田史料 27』。 
627 同上。 
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化に対する方策、政整会の撤廃、何応欽が更迭された場合の後任者選定などについて協議を
行った628。政整会の撤廃以外に具体的な説明は残されていないが、中央軍が撤退した後の華
北の軍事配置、軍分会そのものと後任委員長に関する手配を、関東軍が早い段階から考慮し
ていたことを示している。 
また、黄郛政権の復活のためには、善後交渉で黄を支える役を努めた殷同が活躍できるか
どうかが緊密に関係していた。しかし、酒井は、殷同がかなり複雑かつ困難である華北時局
を収拾できるだけの人物であるとは考えていなかった629。中央部の意見を打診するため、黄
の要請に応じて、殷は日本を訪問した。日本中央部は、殷同の対日認識が「非常ナル錯覚ニ
陥リ居レリ」ので、「陸軍ニテハ恐ラク最早ヤ彼ヲ真面目ニ相手ニハセザルベシ」と主張し
た630。特に、上海に戻った殷同が日本国内では「陸軍外務ノ不一致陸軍モ今後ハ横車ヲ押ス」
631恐れがあると宣伝したことが、日本側の反感を買うこととなった。こうして、黄の復活の
可能性は消滅していった。 
 第 2 に、河北省主席と王克敏の華北主宰の問題である。李君山の分析によると、河北事件
後に、最も競争的でかつ懸念された職が河北省主席で、その理由は「中央派遣」か「地方実
力者」かの二者択一で検討されていたためである632。実は、6 月 3 日に、汪精衛が何応欽を
河北省主席の代理に任命しようと蔣介石の意見を尋ねたところに、何応欽は、冀府主席との
兼任が内部に紛糾を起こす可能性があること、そうなると自らの業務処理も困難となるの
で、その職に任命しないでもらえるように蔣介石に懇請した633。6 日の時点で、中央派遣の
場合には湖北省政府主席張群と福建省政府首席陳儀、地方実力者の場合には商震がそれぞ
れ候補者とされたが、張が固辞し、陳は自らの後任者選びが困難で、商も既に天津警備司令
に指名されていたため、決定には至らなかった634。14 日に、商震が四つの理由を挙げて何
の北上と冀府主席への就任を蔣介石に要請した635。その理由とは、河北環境の複雑さ、日本
側が河北事件の交渉で何の誠意を認めており、その履行にあたっても何の管理が必要であ
ること、河北事件を経た華北の時局がそれ以前とは全く異なるものとなり、何部長が速やか
に帰任しなければ、中央が将来再び人員を派遣しようとしても障害が生じる恐れあること
に加えて、何部長が帰任しなければ中央が故意に華北を放棄したものと疑われる、という内
                                                     
628 「特種情報第一八 5 号」（6 月 12 日受信）。 
629 「天津軍参謀長発参謀次長宛」（6 月 6 日）『島田史料 21』。 
630 「六月十七日 0 八二０参謀本部今井少佐ト電話ニテ情報交換」（6/17）『島田史料 22』。 
631 同上。 
632 李君山、前掲書（2010 年）、330 頁。 
633 「汪精衛致蔣介石電」（6 月 3 日）、「何応欽致蔣介石電」（6 月 3 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（三）』、
請求番号：002-090200-00016-325、002-090200-00016-326。 
634 「南京雨宮巽発参謀次長宛」（6 月 6 日）『島田史料 21』。 
635 「商震致蔣介石電」（6 月 14 日）『蔣中正總統文物―華北局勢（六）』、請求番号：002-080103-00021-
088。 
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容であった636。商の分析は大体において華北の情勢を指摘できていたが、日本側の何応欽を
めぐる観察だけはすこし違っていた。酒井は、何応欽と彼の資格、実力は華北を抑えるには
不足していると語っていた637。何応欽本人も北上と就任を拒否していたので、蔣介石は何が
直接北平に戻り就任するということは諦める一方、まず保定において冀府主席に就任し、軍
分会の事務も徐々に保定に移転し、三カ月ほどそれを維持するよう何に要請した638。こうし
た結論の出ない状態が続く中、18 日の行政院会議では黄郛の病気のため、王克敏に北平政
務整理委員長代理を任命することを可決した。 
こうして中国側は、王克敏が政整会委員長代理の形で、過渡的な方法として華北の時局を
管轄した。王克敏は、20 日に上海から出発し、22 日に天津に到着し、直ちに酒井と会見を
した。その場で、酒井は、「北支ノ政務ハ軍事、政治、財政、外交等広範ノ権限ヲ委任セラ
ルルニアラサレハ到底其実績ヲ挙ケ得サルヘシ」と王の注意を喚起し、王は自分や南京の汪
精衛以下の大部分人も同感であると答えたが、「政府以外ニ他ノ隠レタル大キナ勢力アリヲ
此作用スル所トナルヲ以テ種々ノ困難ヲ伴フ次第ナリ」と吐露した639。王は、「政府以外の
勢力」に補足説明をしなかったが、反蔣介石・反中央政府を指しているものと想像できる。
続いて酒井は、河北事件で提示した要求は単に日本軍部のものではなく、日本政府として中
国の猛省を促したものであり、軍部はあくまでもその先駆にすぎないと強調しながら、河北
省一省の自治化を仄めかした640。それに対して、王は、軍分会と政整会の 2 会制度は逐次廃
止するとの中央の意見を告げ、自分として「先ツ河北省丈ヲ党部ノ力ナキ軍隊ノ干渉ナキ平
和ナル活動根拠地ニ作リ上ケ度」と表明した641。この会談を通して、酒井は、王が華北と日
本に対して持つ認識と、華北の内政改革に対する決意において、まだまだ十分ではないと判
断していた642。 
続く 24 日に、王克敏は高橋とも会見を行った。王は、軍分会と政整会の廃止見通しと、
省政府は依然として保定に置き商震を主席とし、北平と天津は依然として特別市とし、それ
ぞれの市長に袁良と自分を充当するという南京の決定を高橋に告げた643。しかし、王は南京
の意見と自らの意見とは異なっており、自分の案では軍分会・政整会を一カ月内に廃止、対
日交渉に便宜を図るため冀政府を北平に移転し、その主席は南京からの束縛を受けること
なく大きな権限を保持すべきで、自らがその任に当たることで河北省が率先する形で日中
                                                     
636 同上。 
637 「天津軍参謀長発参謀次長宛 322」（6 月 6 日）『島田史料 21』。 
638 「蔣介石致何応欽電」（6 月 17 日）『蔣中正總統文物―統一時期（一四一）』、請求番号：002-010200-
00141-042。 
639 「天津軍参謀長発参謀次長宛 406」（6 月 24 日）『島田史料 23』。 
640 同上。 
641 同上。 
642 同上。 
643 「北平補佐官発参謀次長宛」（6 月 26 日）『島田史料 24』。 
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関係を根本的に改善するものである、と説明した644。高橋は王の考えに同意を示した上で、
特に「北支人ノ北支タラシムル」ことを強調した645。しかし、高橋は王の説明を完全に信用
したわけではなく、「王克敏ノ意見ハ未タ悉ク中央ニ採用セラレス又大ナル権限ヲモ附与セ
ラレスシテ帰来」しているため、日本側の意向を聴取した上で改善案を南京に具申する可能
性があると考えていた646。 
 第 3 は、日本側と地方軍系統の合作に関するものである。これは、高橋の言葉を用いると
「北支那人ヲ引上」ることで、華北を華北人で治めるという考えそのものであった。6 月 13
日、北平の日本新聞は、河北事件を契機とし、「河北、山東、山西、察哈爾ノ四省ハ一団ト
ナリテ南京政府及国民党ニ反対スル政治ブロックヲ成形シツツアリ」、新華北政権が親日政
策を行い、その進展状況によって反蔣新国家の形成を導いていく、と報道した647。また、16
日付の中国側の情報収集によれば、日本軍部の対華北政策には、2 段階があるとされていた
648。第 1 段階では、華北を圧迫し、冀府主席と平津両市長の罷免を実現し、最小限でも河北
省を完全に反蔣運動の策源地とすることであり、第 2 段階が華北の内乱を誘発し、黄河以
北地域を事実上独立させるものである。新聞報道は出来事を誇張して載せる傾向があるも
のの、河北事件の交渉における出先側の主張から見れば、日本側により華北離脱活動が行わ
れているという報道は全くの嘘とは言えなかった。 
17 日に、鮑文樾、王樹常、万福麟らは、密使を通して、「何応欽ハ南下シ北上セサルヲ以
テ我等七人ノ委員ニテ河北独立ヲ企図シアルカ日本側ハ之ヲ援助スルヤ」と、酒井に尋ねた
649。酒井は、華北の治安を乱すような行動は一切許さないと応酬し、「彼等ハ学良系ト関係
アル」ため、「此際北支ニ学良ノ勢力ヲ保持セントスル肚ナル」という注釈付で軍中央に報
告した650。張北事件の際に、天津市秘書長劉燧昌は、酒井に対し、事件の処理にあたり必ず
宋哲元を免職させるのか打診したところ、酒井は「宋哲元ヲ免職スルヤ否ヤハ単ナル枝葉ノ
末節」であり、「若干ノ関係長官ノ謝罪ヤ罷免ハ根本ニアラス」と答えた経緯がある651。酒
井が東北系統が華北政局を主宰することを支持しないのは、満州事変以来、日本軍側と張学
良側の間に宿敵関係があったためと指摘できる。また、宋の免職を強要しなかったのは、華
北から転出させた職を反蔣・親日的な人物で埋めるための候補者が、まだ選定できていなか
ったためと考えられる。 
                                                     
644 同上。 
645 同上。 
646 同上。 
647 「北支ノ反蔣政治ブロックノ成形ヲ報ス」（6 月 13 日）『島田史料 23』。 
648 「何応欽致蔣介石電」（6 月 16 日）『蔣中正總統文物―卵翼傀儡（二）』、請求番号：002-090200-00020-
160。 
649 「天津軍参謀長発参謀次長宛」（6 月 17 日）『現代史資料 8』、95 頁。 
650 同上。 
651 「天津軍参謀長発参謀次長宛」（6 月 18 日）『現代史資料 8』、95-96 頁。 
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第 4 に、交渉機関の脱中央化である。これは、前に触れた政整会・軍分会の廃棄に加え
て、華北政治機構を簡潔化するという問題である。後者は何応欽の主張であると指摘されて
きた652が、そもそもは出先軍側による要望から始まっていた。それに対して、天津軍も磯谷
武官も「北支那政治機構ノ単一化ノ根本主義ニ基キ中央直轄諸機関ヲ華北ヨリ撤廃セシム
ルコトヲ目途」とする、と捉えていた653。河北事件と張北事件をめぐり、天津軍と軍中央で
は意見が異なったものの、華北に中央系統勢力の再現を阻止することにおいては一致して
いた。また、天津軍は、「（ロ）将来北支ニ日本側ト良好ナラザル機関及人員ヲ入レズ（ハ）
北支政権ハ日満支ノ関係ヲ調整シ行ケルモノタルコト」の 2 点を堅持していた654。すなわ
ち、出先軍側は、黄郛と何応欽を長とする政整会・軍分会との仲介による対華北政策の実施
を放棄し、華北の各省や特別市と直接やり取りを行う方針に転換したことが窺える。 
 
三. 国交交渉の模索と華北五省自治運動 
 
1. 中国側内部の齟齬と自治運動の前奏 
国民政府は、6 月 18 日、王克敏を政整会代理委員長に、19 日、察哈爾省民政庁長の秦徳
純を同省代理主席に、25 日に商震、程克を河北省主席と天津市長にそれぞれ任命した。そ
もそも、国民政府は、北伐を挙行したが、華北に対する統治はできておらず、あくまでも名
目上の統一に過ぎなかった。このように、そもそも強固ではなかった華北政治は、河北事件
と張北事件を契機に東北系統と中央系統の軍政が一気に撤去され、大きな人事異動を引き
起こしたことで、非常に不安定になっていた。特に、西北軍の経験をもつ宋哲元は、全く状
況を把握しないうちに中央により罷免されたので、蔣介石に対する不満を感じていた655。 
こうした中で 5 月 31 日に、天津軍側が于学忠の罷免と河北省政府の保定移転を強要して
いたことに対し、于学忠が「自分カ若シ河北独立ヲ企ツル場合ニハ日本軍ノ援助ヲ得ヘキヤ」
と酒井に尋ねるという経緯があった656。また、山西省政府主席徐永昌は、日本側が華北に半
独立状態を作りだすことを商震（河北省主席兼津沽保安司令官）と検討中であるという情報
を把握した657。1934 年頃に柴山兼四郎武官が商震に対し、華北の維持を助けると語ったこ
とがあるので、両事件の結果として華北の実権が商震に集中したとしても不思議はなかっ
た658。徐永昌は、「冀察政治及王克敏の代理」という中央の措置は、「華北政治にとって副次
                                                     
652 内田、前掲書、215 頁。 
653 「上海大使館付武官発参謀次長宛 389」（6 月 21 日）『島田史料 23』。 
654 同上。 
655 李君山「1935 年“華北自治運動”与中国派系之争―由「蔣中正総統档案」探討戦前中日関係之複雑性」
『台大歴史学報』2004 年第 34 期、195-246 頁。 
656 「堀内大使館一等書記官発広田外務大臣宛」（6 月 4 日）『外文 II.1.4（上）』、336 頁。 
657 「徐永昌日記」（1935 年 6 月 7 日）『徐永昌日記』（第 3 冊）中央硏究院近代史硏究所、1990 年、267
頁。 
658 同上。 
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的もしくは責任を転嫁する政策であり、その結果が無責任なものとなる」と、不満を込めた
電報を蔣介石に送った659。 
また、駐日大使蔣作賓は 6 月 19 日に、中国が漸次統一を進めることが日本側にとって不
利であるため、日本は北方に反中央勢力を組織し、冀晋察綏魯を範囲として中央より離脱さ
せ、閻錫山を担ぎだそうとしている、という報告を外交部に送った660。25 日に大城戸三治
は、自らが陸相林銑十郎を代表して談判すると告げたうえで、閻主任に対し「日本と提携し
て合作するか」と尋ねたが、閻錫山は明確な回答をしないまま会見を敷衍した661。閻錫山が
冷淡な態度であったため、北方には「適切な首領がいないので、実現には難しい」というの
が日本側の判断であった662。 
一方、察哈爾省に関して、秦徳純は、宋と進退を共にするため辞職する意向があると示し
たが、何応欽はそれを慰留した663。南京中央が宋を罷免した後、彼を陝甘寧剿匪司令に任命
しようとしていたが、軍分会委員蕭振瀛は宋は当該職に就任すべきではないと判断し、蔣介
石に任命を発表しないよう陳情した664。27 日夜から 28 日朝にかけて、関東軍と天津軍との
連絡を担っていた白堅武は、華北の政権を企図し、北平の豊台にて挙兵したが、鎮圧された
（第一次豊台事件）665。しかし、この事件によって、宋哲元は、第 29 軍の一部を率いて北
平に駐在することとなった。それにもかかわらず、何応欽は、宋に与える職位とその任命を
まだ控えるべきであると蔣介石に進言した。それは、酒井と高橋が日本軍中央の意見を代表
しているのか否かが不明であり、加えて、河北事件の覚書の附帯事項に、「中日関係を不良
ナラシムル恐レアル人又ハ機関」は避けることと、「職員任命ニ当タリテハ中日関係ヲ不良
ナラシメザル人物ヲ選定セラレタシトノ日本側ノ希望ヲ容レタル事」という二項があるた
め、関東軍と軍部に異議がないことを確実に把握できてから、宋の処遇を決めるべきである
と何は説明した666。 
                                                     
659 徐永昌の 7 月 19 日付の日記を照合することによって、この内容の電報が、6 月 27 日に発せられたもの
だとわかる。「徐永昌日記」（1935 年 6 月 21 日、7 月 19 日）、273-74 頁。 
660 「蔣作賓致南京外交部電」（6 月 19 日）『華北一般情勢（一）』中央研究院近代史研究所档案館所蔵、請
求番号：11-29-01-02-252。 
661 会見後に、閻錫山は、「日本側の要望を応諾することが極めて難しいであり、私は今日に蔣介石に反対
する力がない」と徐永昌に吐露した。また、この日の会見では、大城戸三治は日ロ戦争が不可避であるた
め、華北を日本との提携をなるべく早く決めようと語った。「徐永昌日記」（1935 年 6 月 25 日、7 月 9 日）。 
662 「参謀本部致外交部兼汪精衛部長電」（6 月 28 日）『華北一般情勢（一）』。 
663 「何応欽致蔣介石電」（6 月 25 日）『蔣中正總統文物―卵翼傀儡（二）』、請求番号：002-090200-00020-
141。 
664 「特種情報第二二九号」（6 月 24 日）『島田史料 23』；宋哲元本人も、陝甘寧剿匪司令に就任したくない
と上申していた。「何応欽致蔣介石電」（6 月 24 日）『蔣中正總統文物―一般資料（三十四）』、請求番号：
002-080200-00232-090。 
665 内田、前掲書、205-08 頁。 
666 「何応欽致蔣介石電」（6 月 24 日）『蔣中正總統文物―卵翼傀儡（二）』、請求番号：002-090200-00020-
131；『外交部―河北事件（三）』、請求番号：020-010102-0216。 
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7 月になると、山東省主席韓復榘は、密使をつかって「中央が華北政治で力を失っていく
ため、我々が早く計を図らないならば、山東と山西に禍根が到来する。即ち、我々が組織を
作らなければ、日本が我々に失望してしまう。閻先生が華北で出馬することは難しいので、
我々の自救が唯一の策だ」と徐永昌を説得しようとした667。その後、8 月 3 日と 4 日、閻錫
山の代理と宋哲元の代理が、華北 5 省を団結し、主席会議を開くことを相談しており、閻錫
山もこの案に慫慂される模様であった668。この 5 省会議とは、蔣介石の下野を図ることを
意味していた669。4 日に、高橋が徐永昌を訪問した時、徐の側近は「日本側による華北 5 省
を結束するという件に、閻先生を出馬させても大したことはできない。貴方たちは、閻先生
に権限を任せるよう南京中央に要請した方が良い」と伝えた670。天津軍司令官梅津との交代
で、新司令官として多田駿が就任して間もない 9 月 24 日に、多田は日本人記者に対して談
話を行った。これが後述するところの、いわゆる「多田声明」である。 
 
2. 日中双方の政策転換の模索と誤解の産物としての「広田三原則」 
 天津租界暗殺事件から華北自治運動の展開まで、日中双方において、相互への対策をめぐ
り調整が行われていた。中国側と日本側に、それぞれ 2 件の重要な動きがあるため、以下、
その 4 件について説明を加えたい。 
まず、中国側では、日中関係改善の努力と防共の提示があった。河北事件における酒井ら
の要求を緩和するため、汪精衛は日本中央による現地軍の制止を駐日大使蔣作賓に訓令し、
後者は 5 月 31 日、広田大臣に尽力を懇請したが断られた671。その過程で、桑島と参謀本部
第 2 部長岡村寧次、陸軍次官橋本虎之助との協議が行われ、岡村と橋本が「外交々渉とは何
等関係しない」、「現地解決主義で処理」、「誠意ある対日方針を披瀝すべき」という陸軍側の
意見を表明した672。加えて、大使館昇格をめぐっては陸軍側から猛反発があった673。つまり、
外務中央と外交部の路線のみでは、事件の解決が不可能であることが明らかとなった。 
                                                     
667 「徐永昌日記」（7 月 31 日）。 
668 「徐永昌日記」（８月 3 日、４日）。 
669 蔣永敬『多難興邦: 胡漢民、汪精衛、蔣介石及國共的分合興衰 1925－1936』新鋭文創、2018 年、108
頁。 
670 高橋は徐永昌を訪問し、徐が病気で顔を出すことを回避し、徐の側近が対応した。「徐永昌日記」（８月
４日）。 
671 「広田外務大臣発中国堀内大使館一等書記官、南京須磨総領事、若杉大使館参事官他宛」（5 月 31 日）、
「広田外務大臣発中国堀内大使館一等書記官、南京須磨総領事、若杉大使館参事官他宛」（6 月 1 日）『外文
II.1.4（上）』、327、334 頁。 
672 内田、前掲書、195 頁。 
673「今後陸軍は広田さんのヤルことを妨害する」という陸軍軍人の反対姿勢があった。また、桑島とアジ
ア局第 1 課長を務めていた守島伍朗、海軍側も大使館昇格が尚早であると考えていた。守島康彦『昭和の
動乱と守島伍朗の生涯』葦書房、1985 年、76 頁；『島田史料 23』。一方、研究史では、広田が大使館昇格
を遂行したに関して否定的に捉えていたのは、井上、前掲書（1994 年）の第 5 章、また中立的に捉えてい
たのは、服部龍二『広田弘毅 「悲劇の宰相」の実像』（中央公論新社、2008 年）を参照されたい。 
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 外交的な手段が限られた状況の中で、有吉は 6 月 12 日に上海に帰任した。14 日、汪精衛
は、「共存共栄ノ趣旨二依リ密接ナル提携ヲナシ東洋ノ平和及繁栄ヲ計ルコト両国共同ノ理
想タルト同時ニ之ヲ以テ今後永ク両国関係ヲ規律スヘキ根本義タラシムヘキモノナリ」と
いう要望を有吉に伝えた674。続く 17 日に、唐有壬は有吉を訪問し、「日本軍部ノ遣方稍酷感
アル」ことを示した上で、事件の再発を防ぐために両国間の提携と協調が必要であると強調
した675。続けて唐は、その方法が華北とそれ以外の中国領土を対象とし、華北に関しては日
本の希望と要求を入れることを主要な点とし、その以外の地域では経済的な提携と政治的
な協調を基礎とすることが努力目標であると述べた676。経済的提携として、関税問題、債務
整理などが、政治的協調として、共産防止、朝鮮人の取締などが取り上げられた。井上の研
究は、唐が示した案が日本側にとって好都合であったため、これに適応する形で外務省が直
ちに対案の作成を始め、その結果がのちの「広田三原則」に繋がったと捉えた677。また、こ
の日の会見をめぐり、唐から蔣作賓への電報と有吉から外務省への報告を比較した内田の
研究は、後者が中国側の要請である領土の不侵犯について報告していないこと、加えて、中
国側が経済提携として日中提携に触れたものを政治面まで拡大して報告していたことを明
らかにした678。しかしながら、ここで注意しておきたいのは、唐の提言における中国側の対
日関係調整には、さらに華北と華北以外の地域という二分法と共産主義防止の提議が含ま
れていたのである。 
 次に、中国側には国際社会に対する協力要請の復活が見られた。塘沽停戦協定以来、国民
政府の対日外交は、黄郛が主宰した華北の善後交渉を中心としていた。その黄郛は、英米な
どの対中援助とはそもそも空文であると考えていたことは、第 2 章で論じた。加えて、満州
事変をめぐる欧米各国の対日政策は、国民政府が自ら対日交渉の能力を増さなければなら
ないと認識させた679。しかし、河北事件と張北事件で対日妥協政策が一大失策とわかると、
政府内では汪精衛と黄郛が糾弾された680。同時に、国民党内には、ソ連と手を組んで日本を
制止すべきという意見もあった681。7 月 4 日、行政院副院長孔祥熙は、ソ連駐華大使ボゴモ
                                                     
674 「「対支政策ノ運用ニ付差当リ執ルヘキ措置ニ関スル件」（6 月 24 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第
四巻』、アジ歴：B02030148600。 
675 「有吉大使発広田外務大臣宛」（6 月 18 日）『満洲事変（支那兵ノ満鉄柳条溝爆破ニ因ル日、支軍衝突関
係）/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム） 松本記録 第六巻』、アジ歴：
B02030478800（以下、『満洲事変/華北問題 第六巻』と略す）。 
676 同上。 
677 井上、前掲書、201-04 頁。 
678 内田、前掲書、209-13 頁。 
679 劉傑「中日戦争前的関係改善与「中国通」外交官」『近代中日関係史新論』稲郷出版社、2017 年、269
頁。 
680 「中央政治会議第 462 次会議速記録」（6 月 19 日）中国国民党文化伝播委員会党史館蔵、請求番号：
00.1-144。 
681 同上。 
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ロフ（D. V. Bogomolov）に察哈爾の局勢を伝えた上で、「日本の次の目標は、綏遠まで浸透
し、蒙古人民共和国を進攻する」ことであるが、「ソ連は中国と互助条約締結を検討するか」
と尋ねた682。この接触をもって中ソ間では秘密裏の交渉が始まることとなった683。 
 一方、イギリスとアメリカは、華北の動きに関心を払っていた。アメリカの極東政策は、
国際連盟、ワシントン条約、および不戦条約によって構築した平和秩序および集団安全保障
制度の維持であり、軍事力で平和の破壊を防ぐ一方で、経済的に門戸開放政策を施行すると
いうものであった684。そのため、河北事件の覚書の第 2 項の内容は、特にアメリカとイギリ
スの注意を引いていた685。覚書の情報を唐有壬はアメリカ駐華大使ネルソン・ジョンソン
（Nelson Johnson）に提供し、唐は中国側が署名するに先立って、アメリカの華北事態をめ
ぐる意向を尋ねた686。 
アメリカが具体的な対応を取る前に、イギリスの駐米大使リンゼイ（Ronald Lindsay）は、
華北の状況が非常に重大で、中国の主権完整の尊重を規定した九カ国条約に明らかに違反
していると、アメリカ国務次官ウィリアム・フィリップス（William Phillips）に相談を持ち
駆けた687。フィリップスは、現地情報が常に変化しており、各情報間にもずれがあるため、
中国側にはまだ何も回答を行っていないと伝えた688。米国駐日大使ジョセフ・グル （ーJoseph 
Grew）は、イギリスの駐日大使が華北問題をめぐり、アメリカとイギリスの間で相似した
政策を執りたいと申し出てきたことを国務長官コーデル・ハル（Cordell Hull）に伝達した
689。さらに、17 日に、ジョンソンは、華北の情勢からみれば九カ国条約を発動し、日本へ
の照会を行っても価値はほとんどないと報告した690。18 日、グルーは、広田が第 2 項を否
定し、関東軍は中央政府の許可なしに長城戦を越えることはなく、日本の対中協和政策にも
何等変化がないと説明した旨、ハルに送信した691。こうした情勢判断の中で、20 日にハル
は、アメリカが目下は特段の対策を取らないと中国側に伝えるよう、ジョンソンに指示した
                                                     
682 「鮑格莫洛夫致蘇連外交人民委員部的電報」（7 月 4 日）中国社会科学院近代史研究所近代史資料編輯
部『現代史資料』（1991 年）第 79 号、218 頁； 
683 その詳細は、李君山「対日備戦与中蘇談判（1931-1937）」（陳立文編『蔣中正與民国外交 I』中正記念堂、
2013 年、189-93 頁）、鹿錫俊、前掲論文（2017 年）、241-42 頁）を参照されたい。 
684 細谷千博、今井清一、斎藤真、蝋山道雄編『日米関係史 開戦に至る十年 1931-41 年』（4）、東京大学
出版会、2000 年、266 頁。 
685 The Minister in China (Johnson) to the Secretary of State, (June 14), Foreign Relations of the United 
States (1935), Volume III, (Washington, D.C.: Government Printing Office), p. 34. Hereafter cited as FRUS 
(1935 III). 
686 Ibid. 
687 Memorandum by the Under Secretary of State (Phillips), (June 15), FRUS (1935 III), p. 250. 
688 Ibid. 
689 The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State, (June 15), FRUS (1935 III), p. 248.  
690 The Minister in China (Johnson) to the Secretary of State, (June 17), FRUS (1935 III), p.257. 
691 The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State, (June 18), FRUS (1935 III), p.262. 
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692。このように、英米は華北に関心を払いながらも、具体的な行動には出ない政策を堅持し
ていた。しかし、緊迫しつつある中国情勢に直面して、英米の対中政策は足並みを揃えるよ
うになってきた。 
 日本側の政策調整に関しては、河北事件の処理をもって、天津軍、北平武官、南京武官と
上海武官が蔣介石を折衝の正面に引き出したことが特徴的である。関東軍が満州事変以降
は南京国民政府と交渉しないと主張したのとは異なり、天津軍と武官らは、現地での事件を
根本的に解決するためには蔣介石にその対日二重政策を放棄させることが必要であると訴
えた693。南京武官雨宮巽は、蔣介石と汪精衛が責任を回避せず、自ら難局に当たることで局
面を打開するように唐有壬に要求した694。会見後に、雨宮は、「今次ノ北支交渉ヲ機トシ日
中根本問題解決ノ為蔣介石ヲ引出スコトハ必スシモ不可能ニアラス」と東京に報告した695。
また、張北事件の解決に際し、酒井は、南京中央政権が自らその指導精神を根本的に革新す
べきであると指摘し、「日支合作ニ醒メサル限リ一、二地方長官ノ免職等ヲ以テ日支関係ヲ
根本的ニ是正シ得ヘキモノニアラス」と、南京中央を批判していた696。 
 しかし、蔣介石ら中央の要人との折衝を最も強く要請していたのは、磯谷廉介であった。
磯谷は上海武官に転出する前に参謀本部第 2 部長を務めており、日本外交協会において、
日ソ開戦の際に中国が「日本に対して好意を持つならば非常に結構である。更に支那が日本
と一緒になってロシアと戦さするならば最も結構であるが」、最低限でも「出来る限り日本
に妨害しないやうにさせなければならぬ」という考えを示していた697。しかし、「支那は如
何なる人が如何なる状態に治めておる」かを考える時に、南京政府とその党部が排日思想と
排日運動をなし、その政府も自らの地位を獲得することが主となっているため、日本との提
携は望めないと語った698。そのため、「南京政府の政令の範囲が広くなればなるほどここ一、
二年は困る」ので、南京政府が統一できる地域を制限する必要があると主張した699。 
 こうした認識をもつ磯谷が上海武官となり、河北事件の処理にあたったため、5 月 24 日
に黄郛に対して蔣介石の対日政策の是正および政整会の撤廃を提示した700。6 月 1 日に、彼
は「中央の実権者が態度を改めざる限り、地方が部分的に改善される訳はない。我方として
はあくまで中央の偽装親日態度を改めさせることを目標として当該問題を中央との間で交
                                                     
692 The Secretary of State to the Second Secretary of Legation in China at Nanking, (June 20), FRUS (1935 
III), p.267. 
693 「北平補佐官発参謀次長宛」（5 月 30 日）『島田史料 23』。 
694 「南京雨宮巽発参謀次長宛」（6 月 6 日）『島田史料 21』。 
695 同上。 
696 「天津軍参謀長発参謀次長宛 375」（6 月 18 日）『島田史料 23』。 
697 磯谷廉介「国防の観点から対支政策を語る」（1935 年 3 月）『日本外交協会』、一橋大学付属図書館蔵。 
698 同上。 
699 同上。 
700 「上海大使館附武官発参謀次長宛」（5 月 27 日）『島田史料 23』。 
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渉せんとするものである」と朝日新聞の記者に公言した701。この発言における実権者とは、
明らかに蔣介石を指し、磯谷が蔣介石による直接の折衝を求めていたと理解できる。 
 磯谷の意向を蔣介石も読み取っており、蔣は自分と磯谷との面会を通して、日本軍の華北
圧迫を緩和させようと考えていたため、7 月中旬にそれを行うと伝えるよう、9 日何応欽に
命じた702。しかし、中央軍が日本側の要求に従って撤退するとなると、蔣介石は「磯谷に面
会すると言わず、機会があれば行う」と何に指示し、面会を退けた703。14 日に、磯谷は、
中国に出張中の参謀本部喜多誠一の同伴で天津から上海に帰任し、国民政府参謀次長楊傑
との面会を求めた704。また、何応欽も中央に対して、対日根本方針を早く策定したいと促し
た。内外の情勢に鑑み、汪精衛は、何応欽のほか、陳儀、張群、浙江省主席黄紹竑と江西省
出席熊式輝の 4 省主席を招き、対日外交を協議した705。蔣介石は、この 4 省主席会議にお
いて「日本との書面承諾は決して行わない、我が国家の独立範囲内で正常な方式で国交の解
決を要求してくる場合には、応酬すべき」と指示した706。会議の結果としては、日本に対し
て従来通りに友好関係を維持し増進するという方針を決め、華北機関をなるべく簡易化し、
政整会は撤廃するが、何応欽は帰北の必要はなしといった内容で合意に達した707。 
7 月 3 日に張群、陳儀と磯谷との間の初面会において、磯谷は国民党の改造が必要である
と厳しく指摘し、蔣介石の南京または上海への帰任を要請し、それに対して日本政府も要人
の代表を派遣し、蔣介石と面談することもできると述べた708。そもそも、汪精衛ら国民政府
上層部も蔣介石が折衝しなければ、何ら進展がないと認識し、4 省主席会議においてもその
点で合意していたので、蔣介石に成都より南京に戻ることを懇請していた709。18 日、20 日、
23 日、25 日に、陳儀と磯谷の間で協議を重ねた結果として、中国側が「（一）ロシア防衛が
両国の共同目的、（二）上記の目的を達成するため、機械、技術、資源を互助する、（三）上
海、塘沽両協定を即時に撤廃すべき」という大綱を磯谷に渡した710。この大綱の第 1 項は、
陳儀の独断による行為ではなく、蔣介石の指示によるものであり、蔣は「共同防露」と「経
                                                     
701 『東京朝日新聞』（6 月 1 日）。 
702 「蔣介石致何応欽電」（6 月 9 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-
00025-024。 
703 「蔣介石致何応欽電」（6 月 10 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-
00025-027。 
704 李君山、前掲書（2010 年）、406 頁。 
705 『中央日報』（6 月 30 日）。黄紹竑以外に、他 3 人とも留学経験を持っていた国民政府内の要人である。 
706 『蔣中正先生年譜長編（第 4 冊）』、645 頁。 
707 「須磨総領事発広田外務大臣宛」（6 月 30 日）『満洲事変・華北問題 第六巻』。 
708 「張群陳儀致蔣介石電」（7 月 5 日）『蔣中正總統文物―一般資料（二十八）』、請求番号：002-080200-
00455-056。 
709 李君山、前掲書（2010 年）、408 頁。 
710 「何応欽致蔣介石電」（8 月 6 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（三）』、請求番号：002-090200-00016-
254。 
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済、文化合作」を用いて日本から譲歩を引き出そうと考えていた711。しかし、磯谷は、中国
側が提示した項目は日中直接交渉の二歩目であり、第一歩としては「一国一党主義の放棄、
国民党の組織の全部撤廃、中央軍の更新、全部秘密団体の解散と日中提携の精神に妨害する
一切行為の禁止」を実行すべきであると 8 月 14 日に回答した712。蔣介石は、磯谷の返事を
「亡国条件」であると位置づけたため、交渉展開の余地はなかった713。 
 それにもかかわらず、蔣介石は、磯谷が触れた日中の要人が面会して交渉する件について
支持した。ただし、その前に日本代表が日本政府を代表できるか否かを確認すべきで、また
交渉の内容と方針を内部で協議しておかなければ、却って事を悪化させると何応欽に返電
した714。何応欽と黄紹竑は、「磯谷との上海協議はのちに陸軍により操縦されることとなる
かもしれず、日本政府の輪郭は把握しにく」いため、日中間の根本的な問題を相談するには、
「鈞座（蔣介石：筆者注）の側近でかつ大物を日本に派遣し、元老、重臣などと接触すべき」、
「その人員として陳儀か張群かを検討中である」と蔣に請訓した715。さらに、26 日熊式輝
は、日中の親善問題は私人の資格ではなく、蔣作賓もしくは張群を派遣し、日本側と直接に
交渉すべきと建言した716。蔣介石は、熊の上申に大いに賛同し、直ちに帰国履職中の蔣作賓
と日本側に提出する案をめぐり相談を行った717。その対案は、「（1）中国側は東北問題を暫
く不問にする、（2）中日関係は相互平等に立ち、一切の不平等条約を廃棄する、（3）平等互
恵の原則で中日経済の提携を促進する、（4）経済提携の上に、軍事協定を締結する」という
ものであった718。蔣作賓が東京に帰任して、直ちに 9 月 7 日にこれを広田外相に提示した。
すなわち、出先軍側による蔣介石との直接折衝要請が一つの契機となり、それが国交打開策
の先振れとなったことが伺える。 
 日本側が行ったもう一つの調整は、外務省による軍中央への接近であった。代表的な契機
は、6 月 27 日に外務次官官邸で行われた「対支那政策討議会」であった。この会合は、14
日と 17 日に汪精衛と唐有壬の申し入れをめぐって検討した、対中政策の重要な調整の機会
であり、重光次官、桑島局長、谷参事官、栗山局長、守島課長、上村事務官らが参加した。 
 会合のはじめに重光は、「一、日支ノ関係ハ日支間ノミノ関係ナルコト（中略）日支両国
                                                     
711 鹿錫俊、前掲論文（2017 年）、242 頁。 
712 「陳儀致蔣介石電」（8 月 14 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（三）』、請求番号：002-090200-00016-
142。 
713 蔣介石は磯谷の回答が「亡国条件」であると位置づけていた。「蔣介石日記」（8 月 31 日）。 
714 「何応欽致蔣介石電」（7 月 7 日）『蔣中正總統文物―一般資料—民國二十四年（三十八）』、請求番号：
002-080200-00236-087。 
715 「何応欽致蔣介石電」（7 月 21 日）『蔣中正總統文物―一般資料（二十九）』、請求番号：002-080200-
00456-006 
716 「熊式輝致蔣介石電」（7 月 26 日）『蔣中正總統文物―一般資料（四十二）』、請求番号：002-080200-
00240-085。 
717 同上。 
718『黄膺白年譜』、890-91 頁。 
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以外ニ英、米、連盟等第三者ノ介在ヲ許ササルコト。二、日支関係ハ日支満三国間ノ関係ナ
ルコト。（中略）即チ日支不敵対、満州国承認、政治上及経済上ノ提携、各種懸案ノ解決等
具体的政策ハ右ノ根本方針ヨリ演绎セラレサルヘカラス」と発言した719。言い換えれば、対
中関係の基軸は、既存の極東秩序の打破と「満州国」の承認から成り立つという見解であっ
た。それに対し、守島は、「対満政策及対支政策ハ同時ニ対軍部政策ナル」ため、「対支政策
案ハ軍部ノ喰ヒ付キ来ル様ナ案ニ非サレハ実効ヲ挙ク難シ」と主張した720。重光は守島の意
見に賛成し、「先ツ根本案トシテ外務省側ノ腹ヲ決メルコト必要ナリ」と主導したうえ、対
陸軍案と対中案の大筋を示した721。対陸軍案では、「多伦諾爾、張家口方面ヨリ外蒙ヲ経テ
蘇連ノ軍事的根拠ノ中心点ヲ衝カントスル」のが軍部の方針であるという前提のもとに、
「北支ヲ踏ミ蹂ツテ内外蒙方面ニ進出スルコトハ進出ノ基礎ヲ危クスルモノナルノミナラ
ス、中支那及南支那ノ経済的発展ヲ考慮セスシテ、対露作戦ニ出ツルハ目的達成上不得策ナ
ラン。対露作戦ハ多伦諾爾ノ線ニ集中スルヲ以テ根本トナシ之カ為メニハ北支、中南支及満
支間ノ問題ハ第二段トスルコト然ルヘシ」と重光は理解していた722。つまり、対ソ防衛のた
め、内外蒙古まで進出することが陸軍の政策である以上、華北を先に固めることが最も重要
であるとみなされた。なぜなら、日ソ開戦の時に華北は日本の後衛となり、戦乱を華中、華
南での日本の経済発展にまで及ぼさないという理由であった。一方、対中政策案では、重光
は「日支両国ハ共同ノ敵ヲ有シ、日本軍ノ多伦線強化ヲ俟タスシテハ支那ハ到底存立出来サ
ルヘシ従テ共同ノ目的タル赤化防止等ノ為ニ北支方面ニ於テ充分軍側ノ要求ヲ容ル」と指
摘していた723。すなわち、対中政策の重点は、主に共同でソ連に対して防衛することにあり、
それを達成するためには中国独自の力では不十分であるため、日本陸軍側の要求を入れる
ことが当然であろう、という考えを示していた。 
 この会合は、外交が軍部を補足することができ、外交と軍部の対中認識のギャップを相当
縮小することができたと評価された724。あるいは、大使館の独断行為が軍部の反発を受けた
教訓を広田外相が反映して開催したものとも理解できる。ところが、対中政策の遂行を成功
させるため、外交が軍に接近したことが、のちに中国情勢の認識と対中政策の調整をめぐっ
て外務省の判断を鈍らせることとなった。また、重光は、河北事件の時点で既に出先軍の行
動と対応を高く評価しており、その講演においても「北支事件察哈爾事件ノ如キ実ハ排日ノ
追撃戦デアル共ニ赤露ニ対スル共同戦線ノ序幕トナルノデアル」と述べた725。 
                                                     
719 「対支那政策討議会討議要録」（6 月 27 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第四巻』。 
720 同上。 
721 同上。 
722 同上。 
723 同上。 
724 臼井、前掲書（1983 年）、139 頁；井上、前掲書、183 頁。 
725 重光葵「国際関係ニヨル見タル日本ノ姿」（1935 年 8 月 1 日）『一般執務提要 (第一号)』アジ歴：
B10070154000。 
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上記の会合をもとに、東亜局は 7 月 2 日に排日言動の徹底的取締、満州国の承認、察哈
爾とその他外蒙古方面の共同防共を含んだ草案を完成し、陸海軍側に送って意見を聴取し
た上で、10 月 4 日に三省当局間での一致に達した726。広田外相は、この成案を 9 月 28 日に
駐華外交官らに訓令した。これが「広田三原則」である。 
 
3. 自治運動の展開（一）―華北将領、南京中央、出先日本軍間の角逐 
 中国側の記録によれば、出先軍側、特に土肥原による宋哲元に対する自治宣言の脅迫は 2
回あった。1 回目は、土肥原が 11 月 19 日に「当日午後三時までに確実な回答」を要求し、
2 回目は、11 月 29 日に「二日間内に自治を公表する」ように宋哲元に要求していた727。 
華北の安定を図るため、蔣介石は 8 月に秦徳純を廬山に招いて会見を行い、「中央が北方
の全責任を宋明軒将軍に任せることを既に決めた」、「屈辱を忍んで重責を担う」ことが必要
で、対外的には「領土と主権の完整を保持することが最も重要だ」ということを秦に告げた
728。しかし、秦は、蔣が外交に関しては引き続き敷衍主義をとっていると受け止めていた729。
また、蔣介石は、何応欽の北上と河北省主席の就任を求めたが、何の固辞により、蔣も 6 月
下旬に一旦放念した。しかし、汪精衛の復職を要請する一つの代償として、汪らが主張して
いた華北機関の簡素化に応諾したことによって、何の北上を再び求めるようになった730。蔣
介石は、両会の中で政整会を撤廃し、その権限を軍分会に併合し、何応欽が北上しそれを主
宰する、同時に宋哲元を平津衛戍司令官に任命する、という配置を 8 月 5 日に何に示した
731。その後、蔣、汪、黄郛の三人の合意を経て、国民政府は 8 月 28 日に政整会の撤廃と宋
の任命を発表した。 
この際、関東軍は、中央系統の袁良を駆逐し、裏では国民党の活動を容認しながらも、蔣
介石を擁護する商震に対して警告を発し、宋哲元に対してはその様子を見るという政策を
とっていた732。また、土肥原、高橋が張北の秦徳純に華北の政局を改変するよう指示し、続
く 9 月 4 日に日本側が蔣介石の二重政策を諒解せず、華北に新しい組織を成立し、11 月ま
でそれを実働させる旨、働きかけていた733。一方、商震は狡猾で、宋哲元は野蛮で、しかも
                                                     
726 「対支政策〔広田三原則〕決定の経緯」『現代史資料 8』、102-08 頁。 
727 『総統蔣公大事長編初編』巻 3、251 頁、253-54 頁。日本側の記録によれば、第 1 回は 20 日に発表す
るとしていた。「広田外務大臣発有吉大使宛（第 305 号）」（11 月 18 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第
五巻』、アジ歴：B02030152000。 
728 秦徳純『秦徳純回憶録』伝記文学出版社、1981 年、165-66 頁。 
729 「徐永昌日記」（8 月 27 日）。 
730 「蔣介石致何応欽電」（6 月 22 日）『蔣中正總統文物―華北局勢（六）』、請求番号：002-080103-00021-
087。 
731 「蔣介石致何応欽電」（8 月 5 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-
00025-060。 
732 「徐永昌日記」（9 月 13 日）。 
733 何応欽将軍九五記事長編委員会『何応欽将軍九五記事長編』（上）黎明文化事業股份有限公司、1984 年、
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側近の蕭振瀛が宋を左右するという理由から提携できないと考えていた韓復榘は、山東省
と山西省が先に連盟し、華北の柱となることによって、華北内部の安内をしながら日本に抵
抗することができると徐永昌に建議した734。また、宋哲元の部下と韓復榘の部下は、商震が
平津より天津に転出しない限り、宋は平津衛戍司令官には就任しない旨協議していた735。多
田声明の公表との前後して、土肥原は張垣で会議を開き、秦徳純、蕭振瀛、宋哲元の総参議
陳覚生などがそれに参加し、山東省、山西省、広東省も代表を送った。土肥原は、政整会を
撤廃すると、日本側が塘沽協定の善後交渉の相手を失うことになるため、宋部と安福親日派
を招集し、その代替機関として革命委員会を組織すると提議した736。そして、その新政権の
リーダーは、閻錫山か宋哲元かのうちの一人とされた737。こうした緊迫した情勢の中で、蔣
介石は、何応欽の北上を再三に求め、「華北危局を挽回することできるのは吾兄（何応欽：
筆者注）一人のみだ」と懇請したが、何は応諾しなかった738。何が強硬に拒否していた間に、
蔣介石は、参謀次長熊斌を華北各長官との連絡をとるという名目で北上させた739。 
国民政府は、大西遷を挙行し、陝西省などの西北省に移駐していた中国共産党を討伐する
ため、10 月 2 日に蔣介石が西北剿匪総司令官、張学良が副司令官に兼任で任命された。7 日
に、蔣介石は、剿匪計画を立てるため、成都から北上し、8 日に青島市長の沈鴻烈、12 日に
宋哲元の代理、13 日に閻錫山に会見した。閻が中央より離脱する道を選ばず、日本側に対
して極力で敷衍し、華北の政治などで協力するものの自らは領導しないという見方をもっ
ていたことを、蔣介石は、徐永昌、沈鴻烈、宋哲元、商震に伝えた740。さらに、蔣介石は、
「中が中央にいる限り、華北に対して全責任をとる。華北の各同志を単独で困難に直面させ
ることは決してしない」という決心を示し、何応欽が大会後に北上すると伝えた741。この大
会は、11 月 1 日から 6 日まで開催された、国民党第 4 回中央執行委員会第 6 次全体会議で
あった。 
 蔣介石が懸命に華北を安定させようとしていたのに対して、日本軍側は、その離脱工作を
                                                     
440-41 頁。 
734 「徐永昌日記」（9 月 13 日）。 
735 同上（9 月 15 日）。 
736 同上（9 月 27 日）。 
737 「何応欽致蔣介石電」（9 月 30 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（三）』、請求番号：002-090200-00016-
126。 
738 「蔣介石致何応欽電」（10 月 6 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-
00025-067。 
739 「徐永昌日記」（10 月 14 日）。 
740 「徐永昌日記」（10 月 14 日）；「蔣介石致沈鴻烈電」（10 月 14 日）『蔣中正總統文物統一時期（一四六）』、
請求番号：002-010200-00146-044；「蔣介石致熊斌電」（10 月 15 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交
涉（一）』、請求番号：002-020200-00025-073。 
741 「蔣介石致熊斌電」（10 月 15 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-
00025-073。 
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本格的に開始していた。10 月 13 日に、参謀本部岡村寧次、関東軍参謀副長兼駐満大使館附
武官板垣征四郎、多田、磯谷と各地の武官は、大連で会議を開き、華北を中日提携の特殊地
帯とすることを議決した742。同会議において、「支那ハ統一セラルヘキモノニ非ス」という
最も根本的な認識に到達したため、蔣介石などへの個人的な排撃と国民党の打倒は、却って
日本に不利となるので、それは取り下げるものの、西南と華北を支持することによって、中
央政権を牽制していく方針が決められた743。商震が大連会議の総意を把握していなかった
ため、蔣介石は、「日本側は外交の一切で南京中央政府を相手とした。これで華北は事を起
こせない」と理解し、「宋と商に噂と強圧に動揺されないようにと伝えるよう」に熊斌に訓
令する一方、日本の対中態度が緩和し、華北の動揺が鎮静したのは山西と河南を視察した成
果であると安心していた744。第 6 次全体会議の開幕式の際に、汪精衛が狙撃された。軽傷で
は済んだが、彼の対日妥協姿勢への反対が狙撃の理由であった。また、3 日に、財政部長孔
祥熙はイギリス財政顧問のフレデリック・ウィリアム・リース＝ロス（Frederick William 
Leith-Ross）が賛意を示した財政草案に基づいて、幣制改革を発令した。 
 イギリスの支持を受けた幣制改革は日本軍側を一層刺激することとなった。南次郎は、そ
れが露骨な排日政策であり、その実施を阻止すべきであり、その手段が「北支諸省ヲ南京政
権ヨリ政治的ニモ又経済的ニモ完全ニ分離自立セシムル」という「北支工作」の断行である
と中央に上申した745。また、関東軍側は五省自治運動を天津軍に促していたので、大連会議
の後に土肥原と専田盛寿を平津に派遣した746。11 月 10 日に、雷嗣尚は、「土肥原が天津に
居り政局の変更を圧迫している。高橋が韓の来津を要請するため昨日済南に飛行した。秦が
平に戻り、蕭が折衝のため天津に留まっている。日本側は北方領袖が弁法を持っていないな
らば、日本が自らで実行すると公言した。北が極めて危険な中にあるため、中央による全体
的な方策を望んでいる」と報告した747。蔣介石は、日本側の策動を切り崩す方法として、そ
の領袖とみなされる宋哲元を安定させようとした748。 
 蔣介石は、日本側の策動に動かされないよう、中央の命令に従い、日本側の要求をすべて
中央に委ねるようと重々に宋哲元に念を押した749。宋哲元は、関東軍が兵力をもって威圧し
                                                     
742 「商震致蔣介石電」（10 月 15 日）『諸編（一）』、703-04 頁。 
743 「岡村少将来談要領」（10 月 18 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第四巻』。 
744 「蔣介石致熊斌電」（10 月 16 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-
00025-076；「蔣介石日記」（10 月 19 日）。 
745 「南大使発広田外務大臣宛」（11 月 13 日）『満洲事変（支那兵ノ満鉄柳条溝爆破ニ因ル日、支軍衝突関
係）/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム）松本記録 第七巻』（以下、『満洲事
変/華北問題 第七巻』と略す）。 
746 秦郁彦『日中戦争史』（復刻新版）河出書房新社、2011 年、60-62 頁。 
747 「雷嗣尚致何応欽電」（11 月 10 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-
020200-00025-080。 
748 「北支ノ将来性」（11 月 10 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第五巻』。 
749 「蔣介石致宋哲元電」（10 月 30 日）『諸編（一）』、708 頁；「蔣介石致熊斌電」（10 月 16 日）『蔣中正總
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ていると報告し、自らの力は脆弱で、一時的にしか維持できないので、中央の全般的な方針
と大規模な増員の派遣を懇請した750。土肥原の来訪を受けた後に、宋哲元は、「中央系統の
擁護の下に、（一）内政不干渉（二）領土主権の不侵犯（三）平等互恵という限度で親善の
表示をなす計画である。それ以外は、如何なる接触もない。各方面の噂をどうか聞き入れな
いように」と蔣介石に報告した751。蔣は、宋の対応がまさに敵の罠にはまったものと理解し、
「内政不干渉という表現は中央系統による擁護と抵触している」と指摘し、「目下、中央が
先方の中央と全般的な交渉を行っている。有吉が本日午後に面会に赴いて来られる」と返電
した752。 
 しかし、この時、華北工作は突然中止されていた。その原因は南京の態度強化、五省軍人
の策応のなさ、東京の不支持、ロンドン軍縮会議の間近な開催のためであると説明されてき
た753。それに加えて、土肥原が策定した自治案そのものが重要な意味を持つ。 
 若杉が、11 月 9 日、13 日に、14 日には多田と土肥原がそれぞれ、中国を旅行中の松井石
根大将と会談し、土肥原は「支那側要人カ北支那民衆ノ希望ニ依リ自発的ニ事実上自治ヲ行
フ建前ト為シ其ノ政治機構トシテハ取敢宋哲元及商震ヲシテ河北省ノ反共自治委員会ヲ組
織セシメ」、「国民政府ヨリノ制御ヲ蒙ラサル自治行政ヲ行フ旨ヲ声明」し、また「財政上ハ
成ルヘク国際関係ヲ紛糾セシメサル様関税ノ如キハ後回シトシ塩税、統税、其ノ他ノ課税ヲ
北支ニ抑留シテ地方行政費ニ充テ」という腹案を若杉に伝えた754。また、この委員会には、
宋哲元、商震、韓復榘など各省の主席の外、呉佩孚、曹錕、曹汝霖なども参加させ、閻錫山
に関しては最近蔣介石に買収されたものの「一応之ニ参加ヲ求メ其ノ態度如何ニ依リ山西
ニ対スル対策ヲ決定」すると語った755。もし、蔣介石がこの案を武力で阻止する場合には、
塘沽協定と「北支事件解決ノ精神」に反するという理由で蔣介石の挑戦的な態度を膺懲し、
中央軍を撃退しようと土肥原は考えていた756。若杉は、「自治運動成功ノ見込アリトセハ別
ニ独立宣言ニ類スル自治声明ノ如キハ成ルヘク避クル方得策ナル」と力説したが、土肥原は
それを退けた。若杉は、上記の経緯のほか、中国側で幣制改革を契機に欧米派が台頭し、日
本派が総退却した旨を付記して報告した757。また、須磨は、国民党第 5 次全国大会（11 月
                                                     
統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-020200-00025-076。 
750 「宋哲元致蔣介石電」（11 月 17 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-
020200-0025-082。 
751 「宋哲元致蔣介石電」（11 月 19 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-
020200-0025-086。 
752 「蔣介石致宋哲元電」（11 月 20 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（一）』、請求番号：002-
020200-0025-087。 
753 李君山、前掲書（2010 年）、366 頁；臧运祜、前掲書、183 頁。 
754 「若杉参事官発広田大臣宛」（11 月 16 日）『満洲事変/華北問題 第七巻』。 
755 同上。 
756 同上。 
757 同上。 
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12 日から 23 日）が開催されて以来、国民政府の対日感情が硬化し、「馮玉祥、西南派迄参
集シ挙国一致国難ニ当ラントスル声高マリ」、「宋子文、孔祥熙一派ハ英国トノ連携ヲ口ニシ
自然日本トノ合作話ハ持出シ得ラレサル現状トナリ」、「支那ノ対露関係ハ最近何等カ新タ
ナル発展アリ」という情勢変化を広田に送った758。 
東京中央において 18 日に陸海外の係官が会合を開き、外務側は北平と南京から受けた上
記の情報を提示し、「鉄道ノ接収等相当強度ノモノトナル虞アル」と説明したが、陸軍側は
そのような情報を出先から知らされていなかった模様であった。「挙国一致」の雰囲気に満
ちていた 5 全大会中、またはその直後に自治宣言を行えば、南京側が中央軍の北上派遣と
いう措置に出る恐れがあり、喜多と影佐陸軍側の係官は、そうした事態の発生は極力避けた
いという意向を示していた759。そのため、会合では、「（A）宣言発布ノ時間ヲ遅ラスコト（B）
自治ノ内容ハ此ノ際軽度ノモノトスル」ことに合意し、出先の軍と外交官に訓令することと
なった760。すなわち、東京は、土肥原が抱えていた華北工作の案が、政治から経済、財政ま
で広範的かつ高度的なものであるため、その内容を縮小すべきであり、また、中国側は 5 全
大会の最中には全国の団結が最も濃厚であるため、華北自治の宣言時期を延期にするよう
と指示していたのである。加えて、華北の現場では、宋哲元が自治宣言の期限の 2 時間前に
北平から天津に脱出し、商震も北平に行くことを慎んでいた761。 
 
4. 自治運動の展開（二）―主導権の転換と「南北呼応」の進展  
 18 日三省会合のもう一つ合意点は、「北支工作ハ現地ニ於テ適宜工作スル共ニ」、他方「南
京側ヲシテ北支ノ現状ニ「ミート」スルノ態度ニ出ツル様仕向ケテ目的ノ達成ヲ期スルコト」
ことであった。前者の実行に当たっては、「北支ニ於ケル工作ハ南京側ニ対スル工作ト呼応
シテ相当ノ時ヲ掛ケツツ慎重ニ行フコト肝要ナルヘク」と確認された762。換言すれば、華北
工作が出先軍側と華北将領との間で進行されたという第 1 期の工作から、東京中央が南京
中央に対して華北の現状を十分に認識させることを通して、より相応しい組織の設置また
は措置の実施を要求するという政策転換であると伺える。また、北支工作を達成するには、
「一気呵成ニ北支ノ独立又ハ強度ノ自治ヲ断行セシムル」のではなく、「相当ノ時」をかけ
ることは必要であるという意思を示した。この外務側の主張と 6 月 27 日に行われた「対支
那政策討議会」における重光の発言を比較すれば、今回外務側の主張が重光の意向を強く反
映したものであることがわかる。 
 また、この「転向」は、決して現地軍の動きを否定するという意味ではない。なぜなら、
                                                     
758 「須磨総領事発広田外務大臣宛」（11 月 17 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第五巻』。 
759 「広田外務大臣発有吉大使宛（第 305 号）」（11 月 18 日）、同上。 
760 同上。 
761 『総統蔣公大事長編初稿』巻 3、251 頁。 
762 「広田外務大臣発有吉大使宛（第 304 号）」（11 月 18 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第五巻』。 
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陸軍中央は、華北自治工作に関して現地軍の行動を「首肯セル」と言及していたのである763。
つまり、現地軍の行動を容認したうえで実施される、東京中央による指導である。そのため、
南京中央による華北事態の認識と措置の実施に関して、外務省は有吉大使に至急南京に赴
くことを訓令した764。軍中央は、その交渉の進展状況を見ながら、自治宣言の発表時期を出
先に発令しようと考えており、その予定として「本月末位ニ延期セシムルコトヲ適当」と認
めていた765。つまり、北支工作と南京工作が呼応していることがわかる。また、軍中央は自
治内容が「軽度（鉄道接収及海関ノ全般的接収ノ如キハ不可）ノモノトシ、漸ヲ追フテ進マ
シムル様工作スヘキ」と訓令した766。このような経緯を受けて、11 月 20 日に有吉と蔣介石
との面会は実現した。 
 20 日の会見には堀内、須磨、有野学、張群、唐有壬が同席し、蔣介石は、広田外相が提
議した国交調整の「三原則」に対し、「自分ハ全然同意ニシテ之ニ対シ何等ノ対案ヲモ有セ
ス」と述べたが、「唯北支ニ於テ事態発生スルカ如キコトアラハ本問題モ結局相談シ得サル
事態ニ陥ル」と指摘した767。つまり、蔣は三原則に関する具体的な協議の前に華北情勢にお
ける日本側の慎重な対応を求めたのである。これに対して有吉は、華北自治運動は中央の認
識不足で発生したものであり、南京が武力でそれを弾圧すれば、日本は黙視しえないと注意
を喚起しながら、山東と河南南境に駐屯している中央軍の撤退を要請した768。須磨が華北要
人などとの会談を通して、華北自治運動が彼らの希望であると強調したのに対して、張群は
「日本ハ土肥原少将ヲ召喚シ多田司令官ノ済南行等ヲ阻止セラルレハ立所ニ自治運動ハ熄
ムヘキ」と指摘した769。蔣介石は、華北の事態については自分も強く認識しており、二週間
前にすでにそれへの適応方法を内定していたが、5 全大会中に多忙であったため、実施に至
らなかったと説明し、「近ク軍事分会ヲ廃止シ別ニ日本側ト責任ヲ以テ応酬シ得ル大官ヲ派
遣シ事態調整ノ途ヲ図ラシムルコトニ決心シ居レリ」と伝えた770。これは、蔣介石が個人の
肩書で「広田三原則」に同意する形で、日本側の華北自治策動を抑止しようと考えたものだ
った771。有吉の報告に対して、広田外相は、外務中央は常に軍側との連絡を保っていると説
明した上で、蔣の対応が「一時ニ糊塗セントスル」ものであるという懸念を抱えており、「北
支ニ於ケル我方工作ハ今後南京側ノ態度等ヲ見ツツ或ハ急ニ或ハ緩ニ之ヲ進メ行クコト肝
要ナル」ので、「此ノ際或ル程度既成事実ヲ作リ置クコト得策ト存ス」という指示を出した
                                                     
763 同上。 
764 「広田外務大臣発有吉大使宛（第 305 号）」（11 月 18 日）。 
765 同上。 
766 同上。 
767 「南京総領事発広田外務大臣宛（第 1291 号）」（11 月 21 日）『外文 II.1.4（上）』、105-06 頁。 
768 「南京総領事発広田外務大臣宛（第 1291 号の 1-6）」（11 月 21 日）『満洲事変/華北問題 第七巻』。 
769 同上。 
770 同上。 
771 臧運祜「蔣介石与中日三原則談判」『民国档案』2010 年第 4 期、93 頁。 
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772。また、中国側が三原則について話し合いを進めるとの名目で、実は華北の収拾策に関し
て日本側を引き込もうとしていることに広田は有吉の注意を喚起した773。 
 続く 21 日の三省係官会合において、陸軍中央は、自治運動の「署名乃至宣言発出ノ時期
ニ付中央ト打合スコトハ殆ント不可能ニシテ時期ヲ一任セヨトノ出先ノ請訓」にすると決
めたが、現状を見れば「本月末以前ニ実行出来ルモノトハ思ハレス」という判断を示した774。
また、自治運動の趣旨は、「宋哲元ヲ中心トシ韓復榘、商震等某程度之ト一致的行動ヲ執リ
アルモノ」、「過大ノ希望ヲ抱カス漸ヲ追フテ自治ノ完成ヲ期シ」と規定していた775。こうし
て、現地武官会議のみならず、軍中央の支持を得たので、現地軍が華北の将領に対して行使
する圧迫も一層強力となった。 
21 日、天津軍参謀中井は、保定に飛行し商震を訪問し、「華北ノ自治組織ハ外務省軍部一
致ノ主張ニシテ少数者ノ策動ニアラサルコト」と告げ、「自治ニ対シ既ニ韓復榘、宋哲元等
ノ同意ヲ得居ル」ため、商の同意を促した776。さらに中井は「二十九軍カ三十二軍ノ行動ニ
反対スルカ如キコトナキハ日本側ニ於テ保障スルコト」と約束した777。加えて、中井は「宋
哲元ノ第二十九軍モ必ス呼応スヘキニ付先ツ商ノ第三十二軍カ起ツテ自治ヲ標榜方」と勧
誘した778。宋哲元と韓復榘が自治運動に同意していたか否かについて、史料からは判明でき
ないが、彼らが「何レモ死ヲ誓テ自治ニ反対ナル旨中央ニ声明シ来リ居リ」という事実があ
る779。また、中井が提出した最後の 1 項目は、宋哲元と韓復榘が商の平津方面駐在に反対し
ていたということに関して、商の心配を取り除くため挿入したものと思われる。一方、天津
総領事川越茂が関東軍側より伝えられた情報によれば、関東軍は、唐山の 2 個中隊を北平
に、山海関の 2 個中隊を天津に移駐し、万が一の場合にその 4 個中隊を天津軍の所属に移
すことにしていた。これは平津方面の中国側将領に対して軍が強い決意を有することを示
すことで、自治運動の達成を促すためであった780。こうした煮え切らない情勢のもと、土肥
原は 24 日に殷汝耕を介して、冀東区に防共自治委員会を創設させた。 
一方、何応欽が北上を固辞し続けたため、蔣介石は、宋哲元と良好な個人関係をもつ石敬
亭を先に華北に送り込んだ。石は、天津にて宋と会見し、その態度が良好であるが、華北の
情勢は既に最も危険な状況に陥っているので、中央が速やかに大計を定めるようと蔣介石
に報告した781。また、蔣介石が有吉との会見において高官の派遣について述べたことを受け、
                                                     
772 「広田外務大臣発有吉大使宛」（11 月 22 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第五巻』。 
773 同上。 
774 「北支自治問題ニ関スル外陸海係官会議」（11 月 21 日）『満洲事変/華北問題 第七巻』。 
775 「北支情勢ニ関スル件」（11 月 21 日）、同上。 
776 「有吉大使発広田大臣宛」（11 月 23 日）、同上。 
777 同上。 
778 「須磨総領事発広田大臣宛」（11 月 23 日）、同上。 
779 「須磨総領事発広田大臣宛」（11 月 22 日）、同上。 
780 「川越総領事発広田大臣宛」（11 月 25 日）、同上。 
781 「石敬亭致蔣介石電」（11 月 21 日）『蔣中正總統文物―華北局勢（五）』、請求番号：002-080103-00020-
111 
 
25 日に有吉は派遣される人物が「従来ト何等異ル所無ク其ノ結果ハ依然華北ノ特殊事態ヲ
無視シタル中央本位ノ交渉トナリ」と唐有壬に対して強く批判した782。唐は、中央が派遣し
た者は何応欽ら有力な人物であったとしながら、「相当ノ権限ヲ与ヘ華北ノ事態ニ応スル施
設及措置ヲ講セシム」と説明し、また日本側の希望である「航空問題、貨物直通問題等諸懸
案ノ解決、滄石鉄道ノ敷設、膠済鉄道ノ延長、綿花ノ栽培等経済提携問題ノ促進、共同防共
等政治問題ノ合作等」を「派遣大官等ニ交渉権限ヲ当フル」と説明したところ、有吉は少し
納得した態度を示し、中央に報告すると答えた783。有吉は、日本側は、華北分離工作を急遽
に達成しようとするのではなく、蔣介石の収拾策に沿って平和的に解決し、もし蔣の案に決
意と誠意がある場合には、しばらくそれにて華北時局を収拾すると共に、両国関係の全面的
改善に努力し、もし誠意または実行の結果が不満足な場合には、改めて自治を促進する、と
いう政策をとるべきと中央に上申していた784。また、蔣介石が「広田三原則」の協議と華北
自治運動の抑止を交換条件にしようとした対応に関して、広田は、両者は別問題であり、三
原則の具体的な協議を進めるようと有吉に訓令した785。 
26 日の行政院会議では、「一、北平軍事分会ヲ廃止シ其ノ事務ハ南京軍事委員会ニ於テ之
ヲ処理ス 二、何応欽ヲ行政院駐平主任ニ任ス 三、宋哲元ヲ冀察綏靖主任ニ任ス 四、殷
汝耕ヲ免職シ逮捕処罰ヲ命ス」が決議された786。また、何応欽が北上する前に、蔣介石らは
「華北防共、幣制改革、関内外通航、経済提携、懸案解決、地方改革」の 6 項権限を密かに
何応欽に提示した787。加えて、「一、情勢が良ければ、駐平弁事処主任長官の職に就任し、
そうでなければ、西南政務委員会の現状を参照し、冀察政務委員会を設立する 二、冀察政
務委員会は北方の特殊情勢を適合することが標準であり、委員は中央により委任し、宋哲元
を長とする 三、冀察の内政外交軍事財政は必ず正常な状態に置き、中央の法令外に超える
ことは決して許さない 四、自治の名義と独立の状態は絶対に避ける」という四つの原則を
何に与えた788。さらに、蔣介石は、宋哲元を安定させるため、「何部長が新職の就任を硬く
拒否している。私も無理強いすることができないのだ。何部長の北上が叶えば危局の処理に
当たり全く兄（宋哲元：筆者注）の助けとなるのだが」と先に書面を宋に送った789。26 日
                                                     
092。 
782 「有吉大使発広田大臣宛」（11 月 25 日）『外文 II.1.4（上）』、397 頁。 
783 同上、398 頁。 
784 「須磨総領事発広田大臣宛」（11 月 22 日）、「有吉大使発広田大臣宛」（11 月 27 日）『外文 II.1.4（上）』、
389-90 頁、407 頁。 
785 「広田外務大臣発有吉大使宛」（11 月 27 日）同上、405-06 頁。 
786 「須磨総領事発広田大臣宛」（11 月 26 日）『外文 II.1.4（上）』、404 頁。 
787 李君山、前掲書（2010 年）、371-72 頁。 
788 「蔣委員長于中央政治会議報告処理華北事件之経過並論政略与戦略之運用」（12 月 12 日）『諸編（一）』、
740 頁。この 4 原則が 12 月 12 日に蔣介石と 5 院院長の間に決定となったが、その前にすでに何に示した。 
789 「蔣介石致宋哲元」（12 月 2 日）『蔣中正總統文物―華北局勢（四）』、請求番号：002-080103-00019-
099。 
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の決議はあくまでも第一歩であるが、蔣介石の本意でもあることが伺える。6 項権限は河北
省と察哈爾省を事実上の自治地域とする、非常に大きな権限である。4 項原則の方は中央の
統治を維持しながら、冀察に大きな自由裁量権を与えるものである。二つとも蔣介石にとっ
ては大きな譲歩であると思われる。こうして、何応欽が 30 日に陳儀、熊式輝、殷同を伴っ
て北上し、12 月 3 日に北平に着いた。 
現地では、韓復榘と商震は北支自治に参加の意思がないという情勢観測があるため、天津
軍は、「宋哲元一人ヲシテ単独ニ自治ヲ宣言セシムルコトニ最後ノ努力ヲ試ミツツアル」と
ころであった790。しかし、その宋哲元が「必ス自治ヲ宣伝ス」と言明していたことに、「遷
延策」の可能性があると現地軍は見ていた791。それにもかかわらず、この期に及んで、土肥
原の最後の希望が宋哲元しかいなかったことが伺える。こうした事情もあり、蔣介石による
何応欽派遣に対して日本側は強く反対していた。陸軍中央は何応欽との会談に応じず、彼に
華北滞在を断念させるように出先軍側に訓令した792。また、宋哲元は何の着平を歓迎したも
のの、自らは冀察綏靖主任への就任を固辞したうえ、5 日には北平を離れて西山に赴いた。
こうして、何応欽は交渉と相談の相手のない状態となり、26 日の決議内容を放棄し、直ち
に秦、蕭に対して 4 項目の原則を説明する一方、蔣介石に情勢の報告をした。蔣介石は、「4
項目の原則で対応できるならばそれで処理し、もし日本側が強引に自治を挙行するならば、
兄（何応欽：筆者注）は帰京して良い」と返事した793。それは、譲歩の限界であった４項原
則が日本側に認められない場合には、武力で抵抗するにしかないという蔣の決心を示した
ものであると思われる。これこそが、蔣介石が 5 全大会にて演説した「最後の関頭」そのも
のであった。 
続く 6 日に、蕭振瀛が 4 項原則をもち、多田と酒井らに説明するため天津に向かい、多
田らは「ほぼ同意」を示した794。これを受けて、何と蕭らは、7 日に起草の作業を始めた。 
日本側は、須磨が早くも 12 月 1 日に蔣介石が何に与えた 6 項権限を把握していた。磯谷も
それが陸軍側の趣旨にも合致すると認め、その線に沿った解決に邁進するものと判断した
795。また、何は必ず南京に帰還するため、須磨は 6 項権限を宋に移すよう唐有壬に要求した
が、唐はそれは難しいものの、何の帰京を待ちまた相談すると応じた796。土肥原は、6 項権
限よりさらに広範の権利を賦与するほか、宋哲元の態度を束縛するため「梅津、何応欽協定
ノ如キ措置ヲ講シ置ク必要アル」と考えていた797。土肥原と天津軍による強硬な姿勢とは反
                                                     
790 「武藤書記官発広田外務大臣宛」（11 月 28 日）『満洲事変/華北問題 第七巻』。 
791 同上。 
792 「北支自治運動に関する件」（12 月 3 日）『陸満密大日記 第７号』防衛省防衛研究所藏，請求番号：陸
満密大日記-S11-6-38。  
793 「蔣介石致何応欽電」（12 月 6 日）『諸編（一）』、732 頁。 
794 内田、前掲書、253 頁。 
795 「須磨総領事発広田大臣宛」（12 月 3 日）『外文 II.1.4（上）』、429 頁。 
796 「須磨総領事発広田大臣宛」（12 月 6 日）『満洲事変/華北問題 第七巻』。 
797 「武藤書記官発広田外務大臣宛」（12 月 8 日）『外文 II.1.4（上）』、439 頁。 
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対に、広田は蔣介石の対応に対して不満ではあるが「一段ノ進歩」と認めていた798。有吉は、
しばらく 6 項権限に深く入りすることを避け、宋哲元に自治を実行させることが最も重要
であると上申し、出先軍側のさらなる要求は南京側との折衝結果を転覆することとなり、事
態が収拾できなくなるおそれあると説明した799。陸軍中央は、「事態ヲ荒ラクル不可」と 7
日に現地に訓令した。加えて、アメリカ国務長官ハルも 6 日に華北の状態に強い関心を示
し、国際条約への尊重を声明した800。国民政府は 11 日に冀察政務委員会の成立と宋哲元を
その長とすることを決定し、12 日に発表した。しかし、6 項権限を宋哲元に与えるかどう
かは、懸案として残った。 
 
小括 
 
 黄郛の下野後、関東軍に対する「外交」の主導権は行政院と外交部に移り、南京側は日本
外務省との交渉を通して華北の問題を打開しようとした。しかし、そもそも華北への中央政
権の容喙を防ごうとしていた現地軍は、南京と外務省との連携を容認しなかった。 
こうした華北政局の平静状態は、河北事件によって打破された。何応欽は磯谷らの圧力に
直面し、その要求を早々に承認し、事態の悪化を防止しようとした。ところが、梅津・何応
欽「協定」は中国側の河北省主権の喪失を意味し、華北問題は一層深刻となった。一方、華
北問題を主導的に扱う中央長官が無力であったことは、日本側に対して南京中央の人材が
能力に欠けているという印象を残した。また、中央系統の長官が長期不在となり、それと入
れ替わる新たな人事配置も良好に行われたとは言えなかった。そして、その間隙を縫って、
日本軍側と華北の各将領との間の接触が頻繁となり、華北自治運動が引き起こされる直接
的な背景となった。 
一方、日中双方の中央は、互いに華北問題を土台として関係の回復を試みた。国民政府側
は国交調整と共同防ソを対日外交の窓口としながら、英米との外交にも着手していた。日本
側は、上海と南京の駐在武官だけでなく、外務省や陸軍省においても対中政策の調整を図っ
ていた。しかし、そうした試みによっては華北問題を打開し、自治運動を阻止することがで
きなかった。むしろ、共同防ソを包括した「広田三原則」の出現によって、軍中央と外務省
との提携が生まれ、自治運動の後半段階で現地軍が逸脱することを阻止した。その一方で、
南京中央に華北 5 省自治の承認を迫り、その妥協点となったのが冀察政権の成立であった。 
こうして、華北問題は華北の現地だけではなく、国家レベルの外交にも影響を与えた。そ
の内実に関しては、もはや善後交渉の際に残された懸案を解決するのみに留まらず、冀察政
権に南京側か日本側のいずれに与するかという政治状況がより重要なものとなった。つま
り、これ以降の華北の政治状況の動きが、日中関係が進む方向を大きく左右するという緊迫
                                                     
798 「広田外務大臣発有吉大使宛」（12 月 3 日）同上、427 頁。 
799 「有吉大使発広田外務大臣宛」（12 月 10 日）同上、440 頁。 
800 Statement by the Secretary of State (December 6), FRUS (1935 III), pp.240-41. 
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した局面に、日中ともに直面していた。 
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第四章 国交調整の交渉と華北問題の具体化（1936-37） 
  
本章では、1936 年から 1937 年の盧溝橋事件の勃発までの時期を扱う。その中で 1936 年
国交調整をめぐっては、かなり多くの先行研究がある801。それらの研究の特徴として、張群
と川越の間で 7 回、高宗武と須磨の間で 10 数回に亘って行われた国交調整において、最も
重要な課題は華北問題と防共問題であり、国民政府が従来にない強硬な対日姿勢を示した
と指摘している。また、蔣介石の対日ソ認識から、彼が日本とソ連との間にどのように中国
を位置づけようとしたのかが検討されてきた802。 
しかし、そうした研究は、国民政府が取った対日強硬政策を強調する一方で、防共問題を
めぐり蔣介石らが対日譲歩を図り、日中間の共通点を導き出そうとした点を見落としてい
るように思われる。また国交調整の進展に伴って、日中双方が第 3 国との間で行った接触
についても、論じられてこなかった。 
そのため、本章では、（1）日本の中央がどのような背景の下で国民政府に対して外交的対
話を持つようになったのか、（2）国交調整の展開に伴い、華北問題がいかに具体化していっ
たか、またその過程において国民政府の対日譲歩とはどういったものであったのか、（3）華
北問題をめぐり妥協に至らなかった日中双方が、各自の防衛のためにいかなる措置をとっ
たのかについて考察していきたい。 
 
一. 国交調整への機運 
 
1.「相手ニナラス」と「拒否セス」 
 河北事件時に、国民政府は日本政府との直接交渉で解決を図ったが、広田の拒絶により実
現しなかった。その後も、外交部は駐華外交官や武官との接触を持ったが、正式な外交交渉
には至らなかった。南京国民政府による国交調整のための交渉要請は、張群が外交部長に就
任して以来も続いていた。亜洲司長高宗武は、日本の対中要求を取り上げる代わりに、中国
側も日本に対する希望を提出し、双方が話し合いを通して解決するべきである、と張に建言
していた803。外交交渉を妨げていた最も大きな原因は、日本側では外務省が軍部の意見を打
                                                     
801 「華北工作と国交調整（1933 年～1937 年）」；Borg, Dorothy, The United States and the Far Eastern 
Crisis of 1933-1938 (Cambridge: Harvard University Press, 1964)；李君山「抗戦前中日「広田三原則」談判
(1936-1936)—着重其背景，縁起与議題之探討」『台大歴史学報』第 37 期、2006 年 6 月；臧運祜、前掲論
文（2010 年）；臧運祜、前掲論文（2011 年）；蕭李居「中日外交談判述略(1935～1936)」『抗战史料研究』
2012 年第 1 輯；内田尚孝「1935 年、「華北事変」期における日中外交交渉の再検討―「満州国」問題と「三
原則」をめぐる日中間の対立」『GR－同志社大学グローバル地域文化学会紀要』2013 年第 1 期。 
802 鹿錫俊「蔣介石与 1935 年中日蘇関係的転折」『近代史研究』2009 年第 3 期、4-27 頁；鹿錫俊「蔣介石
的対蘇糾結果与抗日决断（1936-1937）」『抗日戦争研究』2015 年第 3 期、4-19 頁；鹿錫俊、前掲論文（2017
年）；李君山『蔣中正与中日開戦（1935-1938）—国民政府之外交準備与策略運用』政大出版社、2017 年。 
803 高宗武『日本真相』湖南教育出版社、2008 年、39 頁。 
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診し、逐一確認せざるを得なかったことであった。 
華北自治運動の最中に、参謀本部第 2 部長岡村寧次は、中国視察の一環として、大連で磯
谷廉也、板垣征四郎、多田駿といった出先軍指導者らと対中政策をめぐって会合した。帰国
後、岡村は、外務省に「今回ノ対策三項ニ止ラス今後広ク各般ノ事項ニ付腹ヲ合セ行クコト
必要ナル」と強調した上で、「今回ノ三項成立前ニ最モ問題トナリタル基本四項ナルモノ即
チ大体支那ハ統一セラルヘキモノニ非ストノ見解カ最モ根本ナルヲ記憶スルノ要アリ」と
いう軍部の意見を表明した804。ここで合意に達した基本四項とは「（一）支那ハ統一セラル
へキモノニ非サルコト（二）蔣介石等人ヲ対象トスルコトハ彼等ヲシテ之ニ乗セシムル虞ア
リ却テ不利ナル結果トナルコト（三）但シ西南ハ従来通リ之ヲ援助スルコト（四）武器、弾
薬、教官等供給ノ契約出来サル間ハ大イニ押スコト」というものである805。こうした軍の見
解は、次の３点にまとめることができる。第一に、軍は対中政策が広田三原則に限定される
のではなく、より広範な事項を盛り込むべきであるとした。第二に、中国を統一させるべき
ではないとの判断のもとで、蔣介石を交渉相手としない方針をとった。第三に、反蔣政策の
手段として西南勢力に対して武器などの援助を与え続けるようとした。 
こうした軍の意見に対して、外務省がどのように反応したのかを示すのが、「対支方針協
議事項」という省内会議の記録である。この会議には、広田大臣以外に、重光次官、桑島東
亜局長、守島第一課長、須磨南京総領事、上村事務官が参加し、そもそもの目的として中国
側による「日支関係会議開催提唱」への対応策を討議するものであった。外務省の幹部らは、
中国側による国交調整の要望が、華北方面における軍の活動、ないし軍部による外交的な干
渉を阻止するために日本側と話し合うものである、という認識を共有していた806。また、「三
原則承認ノ代償トシテ日本側ヨリ軍部ノ活動抑制ノ言質ヲ得ントスルコト」が、中国側が日
中交渉調整を提唱した核心であると判断していた807。こうした認識と判断をもとに、外務省
は、「三原則其他ニ関スル交渉ハ飽ク迄在支大使ト外交部長間ノ普通ノ交渉ノ形式ニ依リ我
方三原則ノ承認ヲ求メ、支那側ノ要求ニ対シテ、何彼ト口実ヲ設ケテ相手ニナラス」という
対応を取ることに決めた808。 
他方、外務省は国民政府との国交調整そのものを拒否したわけではなかった。なぜなら、
外務省は、国民政府が「日本ハ支那カ直接交渉ノ意アルニモ拘ラス之ヲ無視シツツ勝手ニ侵
略的ノ行動ニ出テツツアリ」との批判を、列強および国際世論に対して宣伝することを警戒
していたためである809。外務省は対中交渉には応じると決めたが、その原則は「在支帝国大
                                                     
804 「岡村少将来談要領」（1935 年 10 月 18 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第四巻』。 
805 同上。ここの三項は、広田三原則を指す。 
806 「対支方針協議事項」（1936 年 1 月 8 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第八巻』、アジ歴：B02030161100。 
807 同上。 
808 同上。 
809 「対支外交に関する守島私案」『帝国ノ対支外交政策関係一件 第八巻』。 
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使ト南京政府外交部長トノ間ノ普通ノ外交手段ニ依ル交渉トスルコト」であった810。これは、
外務省が、南京の外交部の活動を的確に分析していたことを示しており、三原則に基づきあ
くまでも国民政府を交渉の相手にしないという軍部の政策と足並みを揃えることを尊重す
る一方で、外務省の立場として対中交渉を国家レベルのものではなく、一般交渉の形で応じ
る姿勢であった。 
1 月 28 日に、駐独臨時代理大使井上庚二郎は、中国とソ連が対日秘密条約を締結したと
いう風説を本省に送った。電報の中には、国民政府は共産軍討伐を停止し、ソ連軍が華北に
進出しない限り中国もソ連の満州進出を妨害しないとの妥協をする、など 7 点の条約内容
が含まれていた811。井上は、こうした内容は全くの風説とは言えず、少なくとも「支那ハ自
己ノ領土ヲ犠牲ニシテソ連ト提携セントスル徴候アリ」と認めた812。また、同じ 1 月に、駐
ノヴォシビルスク領事小柳雪生は、国民政府の駐ソ武官鄧文儀による新疆視察、およびその
視察が中ソの接近を図ることを目的としていたという近況を報告した813。そのため、陸軍中
央は、中ソ交渉の内容を確実には把握できないものの、この種の交渉が依然として進展中で
あり、その矢矛先が日本に向いていることを確認した814。 
こうした情勢の中で、参謀本部第 2 部は、2 月 6 日に上記の守島私案（注 808 参照）に同
意し、「南京政権ノ提案ニ対シ敢テ之ヲ拒否セス其ノ意向ヲ適当ニ誘導シツツ其間北支工作
ヲ発展セシメ以テ一層有利ナル機会ヲ捕捉シテ直接交渉ニ依リ国民政府（政策機構等）ノ是
正ヲ強要シ以テ両国関係ノ調整ヲ期ス」と決めた815。外務省は、19 日に新駐華大使となっ
た有田八郎に、参謀本部の決定と同じ内容を含む指示を与えた。同指示において、中国側が
日中関係打開の交渉を開始するにあたって、三原則実行の具体案の提出を日本側に要求す
る場合に、「三原則ハ日支関係打開ノ原則的精神ニシテ日支間ノ一切ノ問題ハ該精神ニ依リ
処理セラルヘキモノ」であり、また「此ノ際此等ノ問題一切ヲ列挙セムコトヲ求メ殊ニ一挙
ニ全問題ノ解決ヲ計ラント云フカ如キハ云フヘクシテ行ヒ難キコト」という応酬案も同時
に明示した816。 
 ここで、軍も外務省も国民政府との交渉に応じるようになったが、両者の対中姿勢には、
                                                     
810 同上。 
811 「在独臨時代理大使井上庚二郎より広田外務大臣宛」（1936 年 1 月 28 日）『支那、蘇連邦外交関係雑纂
/蘇、支蒙疆関係（含蘇、阿富汗、土耳古、伊蘭）』アジ歴：B02030822800。 
812 同上。 
813 「新疆省事情並蘇支関係」（1936 年 1 月）、同上。鄧文儀の新疆視察に関する経緯は、鹿錫俊、前掲論
文（2015 年、4-19 頁）を参照されたい。 
814 「国防上より見たる日満支の関係」（1936 年 1 月 20 日）『陸軍パフレット』、アジ歴：C15120544200。 
815 参謀本部第二部「南京政権ノ日支南京会議提案ニ関スル件」（1936 年 2 月 6 日）『満洲事変（支那兵ノ
満鉄柳条溝爆破ニ因ル日、支軍衝突関係）/華北問題（日、支停戦協定及満、支国境諸懸案解決交渉ヲ含ム） 
松本記録 第九巻』アジ歴：B02030480900（以下、『満洲事変/華北問題 第九巻』と略す）。 
816 「有田大使ノ赴任ニ当リ同大使ニ指示スヘキ三原則問題ニ関スル南京政府トノ差当リノ接触振案」（1936
年 2 月 19 日）『満洲事変/華北問題 第九巻』。 
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まだ差異があった。その相違の原因は、「満州国」問題および華北問題にあった。前者につ
いて、軍側は「満州国」、「冀東防共政府」、華北の特殊性を巡って南京側からの正式承認を
要求したに対して、外務省側はそれらが承認されない場合でも、少なくとも「満」支両国間
の円満なる交流に適切な措置が取られるべきと主張していた817。後者について、軍は「既定
ノ方針ニ基キ冀東、冀察新政権ヲ支持強化シ逐ニ之ヲ合体セシメ北支五省ノ合流ヲ期ス」こ
とを望んでいたに対して、外務省は、「北支ノ問題ハ支那ノ内政問題ナルヲ以テ支那自ラ解
決スヘシ」であるが、「北支ハ満州国ト接境シ帝国トノ利害関係特ニ緊密ナル」ため、同問
題に「忠告乃至勧告スルコトアルハ当然ナリ」との持論であった818。この対比から見れば、
中国側が外務省を活用することを通して軍の華北離脱を牽制することを目的としていたも
のの、外務省の動きがそれを封じ込めたことがわかる。 
 
2.  有田八郎と現地会議 
 国交調整の交渉に応じるという使命を帯びた有田は、2 月 26 日に上海に着任した。同じ
日に日本国内では 2・26 事件という政変が生じたため、有田は 3 月 13 日に帰朝命令を受け
た。それでも有吉は、個人の資格で 3 月 16、17、18、19 日の 4 回に渡って、張群外交部長
に対し会談を懇請し、さらに 20 日には蔣介石との会見も行った。本節では、有田により 22
日に上海、25 日に天津、28、29 日に長春で行われた、出先外交官と軍人との意見調整につ
いて考察していきたい。これらの会見は、従来検討がなされてこなかったものである。 
 まず、3 月 22～23 日に上海で開催した総領事会議には、須磨南京総領事、石射猪太郎上
海総領事、中村豊一福州総領事、河相達夫広東総領事も参加した。同会議で、大使館は、黄
郛が政整会委員長に就任して以来、国民政府が日本に接近する態度をもっていたことを認
めたが、華北自治運動で生じた対日反感、排日運動および学生運動については相当な警戒の
必要があると報告した819。須磨は、国民党は排日抗日の政策を抱えているものの、満州問題
と華北問題において無策であったため、それが形骸化していったと主張していた820。河相は、
西南の反蔣運動が蹶起することは難しいと報告した821。また、天津での会議において、川越
茂天津総領事は今後の対華北政策を「単一化セラレタル華北政権ヲ相手ニ建設的事業ヲ行
フニアリ」と主張し、武藤北平書記官は「冀察政権ノ現状ハ相当不満足ナルモノナルカ結局
他ニ之ニ代ルモノナキヲ以テ之ヲ指導シテ盛リ立テ行クヲ要ス」と述べた822。 
 また、28 日と 29 日の 2 日間に長春で開催した会談には、南次郎前司令官、植田謙吉新司
                                                     
817 「南京政権ノ日支南京会議提案ニ関スル件」、「有田大使ノ赴任ニ当リ同大使ニ指示スヘキ三原則問題ニ
関スル南京政府トノ差当リノ接触振案」。 
818 「南京政権ノ日支南京会議提案ニ関スル件」、「対支方針協議事項」。 
819 「中国ノ一般政況並対日調整概要」（2 月 25 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第八巻』。 
820 「国民党打倒論ニ就テ」（3 月 12 日）、「再ヒ国民党打倒論ニ就テ」（3 月 14 日）、同上。 
821 「西南三派ト反蔣運動」、同上。 
822 「天津、北平、張家口各公館長ヨリ有田大使ニ対スル報告要旨」、同上。 
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令官、板垣参謀長、花谷正、田中隆吉などの参謀が参加した。28 日は、主に板垣が「関東
軍ノ任務ニ基ク対外諸問題ニ関スル軍ノ意見」の報告を行った。板垣は、日本とソ連の間で
の開戦が不可避であり、その場合日ソ双方にとって重要な存在である中国がソ連の友邦に
なる可能性が極めて高いと判断した823。その理由として、国民党を背景とする南京国民政権
が如何なる手段を取っても、絶対に日本とは親善関係にならないという本質を有するため、
と板垣は認識していた824。こうして、中国を日本の友邦とするため、板垣は、「対支政策根
本観念ノ是正」を提唱した。すなわち、中国を「分立セシメ其分立セル個々ノ地域ト帝国ト
直接相結」すべきで、この政策により「現ニ帝国カ行ヒツツアル北支及対蒙工作ヲ更ニ積極
的ニ進展セシメ」ることが可能になると訴えた825。29 日の会議にて田中隆吉は、外務省が
南京を中心に交渉を行っている政策に批判を表明し、「南京ニハ中支ノ問題以外ヲ交渉スへ
カラス南京ニ於テ北支問題ニ付折衝スレハ南京側ニ北支要人切崩シニ利用セラレ北支将領
ノ腰ヲクラツカシム」と指摘した826。 
 有田は、板垣が主張した日ソ関係に対しては賛意を示したが、対中政策をめぐっては二つ
の見解を述べた。それは、「一ツハ北支ニ対スル工作ヲ進メ支那ヲ漸次クチリ取ル遣リ方ニ
シテ他ハ南京ヲシテ先ツ北支政権カ右各種事項ヲ自主的ニナスコトヲ認メシメタル上ニテ
北支政権ヲシテ之ヲナサシムル遣リ方ナリ」である。すなわち、一つ目は、出先軍の主張と
全く同様で、華北での工作を始めとする中国の分裂であり、二つ目は、一先ず南京の中央政
府を交渉の相手とし、華北政権の自主権を承認させることによって、日本の対華北政策に自
由裁量を得るものであった。有田は、対ソ関係上からも対英米関係を特に考慮する必要があ
るので、対中政策としては二つ目が適切であり、もし二つ目が一定の期間において成功しな
ければ一つ目に戻ってもよいとの意見を述べた827。有田の主張に田中が強く反対し、花谷も
「軍内部ニモ反対論アルヤモ知レサルモ関東軍トシテ充分研究ヲ尽クシタル結果確信ヲ以
テ軍中央部ニ上申中ナル」と言い添えた828。関東軍の強烈な反対に直面した有田は、対ソ方
針においては国論が一致に達したものの、対中政策においては認識の相違を超えて一致す
る必要があるとのみ答えた829。 
 
3. 対中政策の再検討の兆しと南京側の日本情勢観察 
 2・26 事件が政府に与えた最も大きな影響は、軍による組閣への全面的関与であると指摘
                                                     
823 「関東軍ノ任務ニ基ク対外諸問題ニ関スル軍ノ意見」（3 月 28 日）外務省編『日本外交文書 昭和期 II
第一部第五巻（上）』（昭和十一～十二年七月対中国関係）外務省、46-52 頁。以下は、『外文 II.1.5（上）』
と略す。 
824 同上。 
825 同上。 
826 「有田大使ノ関東軍側トノ会談」（1936 日 3 月 29 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第八巻』。 
827 同上。 
828 同上。 
829 同上。 
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された830。例えば、事件に遭遇した陸軍省軍務局軍事課満州班長片倉衷は、事件後に善後処
理及び組閣への意見を具申していた831。広田内閣は 9 日に成立したが、片倉は「広田内閣ノ
場合ニ雖モ、軍ハ其ノ所信ヲ堂々ト発表シテ、其ノ意ノアル所ヲ明確ナラシメ、世人ノ疑惑
ヲ防止スルニ努メ徒ニ裏面ニ隠レテ之ヲ操縦セントスルカ如キハ現時局ニ処シ真ニ身命ヲ
賭シテ国難ヲ救フ所以ニ非スト確信スル」という意見を軍事課長影佐禎昭と武藤章に送っ
た832。即ち、軍は今までのように政府の背後から指示を出すのではなく、政府と対等に表に
出るという意味である。続く 10 日に、陸軍省次官は、「強力内閣」の形成に努力すべきであ
ると訴え、内閣に提出する軍の国防上の要望という通牒案を軍中央部と出先に回覧した833。
その要望には、「対満国策ヲ完成シテ東亜ニ於ケル帝国ノ指導権ヲ確立スル」ことを本旨と
し、加えて、「列国ト他辺的親善関係ヲ維持スル」ことに努めるといった方針が示されてい
た834。この意味で、2・26 事件が日本国内へ与えた影響は大きかったものの、対中政策に関
しては根本的な転換はなかった。 
新内閣が成立してまもなく、アジア局第一課長上村伸一が対中政策をめぐって影佐と会
談した。上村は、対ソ開戦の緊迫化とそれにより対中政策の再検討が必要であると指摘した
835。影佐も同じ考えであることを示した。さらに、影佐は、第一に、日本の対ソ軍備の充実
が「昭和十六年ヲ以テ完成スル予定ナリ、依テ外交上ノ準備工作モ右六年間ニ完了スルヲ要
ス」という日本の現状があり、第二に、日ソ開戦の際に日本の背後地である華北地域に関し
て、昭和 16 年までに華北五省の自治を完成することはほとんど不可能である、と指摘した
836。「関東軍ノ支那三分論ハ時代遅レナリ」と認識していた影佐は、対中政策の修正案とし
て「昔ニ還リ中央ト今一度話合ノ上何応欽ヲ北上セシメ北支ノ収拾ヲナサシムルヨリ外ナ
シ」と主張した837。一方、影佐は、新任参謀本部次長今村均が未だに関東軍式のイデオロギ
ーであること、加えてこの種の転換を軍中央内部で取りまとめるには時間を要することを
指摘しながらも、参謀本部の高橋中佐が自分と同じ考えであるため、内部統一には自信があ
ると述べた838。これに対して、上村は、この転換は中国側に対する日本の完全な譲歩となる
ため、十分に活用しなければならないと賛成したうえで、中央において軍と外務の打ち合わ
せを経た上で実行すべきであり、出先機関の抜け駆けには注意を要すると語った839。 
                                                     
830 北岡伸一『日本の近代 5 政党から軍部へ 1924-1941』中央公論新社、1999 年、289 頁。 
831 上法快男『陸軍省軍務局』芙蓉書房、1979 年、414-19 頁。 
832 片倉衷「組閣ニ関スル意見」（3 月 9 日）、416 頁。 
833「内閣ニ対スル国防上ノ要望ニ関スル件」（3 月 10 日）『密大日記―昭和十一年』（第 6 冊）アジ歴：
C01004229700。 
834 同上。 
835 「対支政策ニ関シ軍側係官ト会談ノ件（一）」（4 月 13 日）『外文 II.1.5（上）』、56 頁。 
836 同上。 
837 同上。 
838 同上。 
839 同上。 
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また、駐華大使館付武官から陸軍省軍務局長に転任となった磯谷廉介も、影佐と同じ意見
を持っていた。帰国就任にあたって、日本貿易協会の演説要請に応じた磯谷は、南京国民政
府ではなく中国の国民と提携をすること、および日本と緊密な関係にある地方を相手とし
ながら、日満中協同の妨害をしないような政治を行う地域との提携をすべきと述べたが、
「或る程度南京政府の諒解を得なければ国民との提携は出来にくいから、南京政府に話を
付けるだけ」の必要性はあると訴えた840。 
 しかし、東京中央では何応欽を再び北上させようという政策調整の意向を有田が駐華武
官喜多誠一に伝えたところ、喜多は、「軍部トシテハ右様ノ考ハ少クトモ時機尚早ニシテ殊
ニ一旦断リタル中央派員ヲ認ムルカ如キハ威信上面白カラス又宋哲元モ或ル程度迄ハ指導
ニ応シ居ル訳ニモアリ暫ク現状ノ尽ニテ押シ」と答えた841。また、喜多は、冀察政権と冀東
政権の合流に関して、関東軍が反対である一方、天津軍が賛成であるといった出先間の事情
がある上、南京中央の人物を北上させるのは極めて困難であると指摘した842。 
このように詳細に追っていくと、この時点において、少数意見ではあるものの、軍中央に
おいて、華北問題を南京中央との交渉で解決しようとする動きもあったことがわかる。 
 一方、蔣介石は、2・26 の政変に際して、「倭寇が叛軍を解決して三カ月以内に、倭ソ戦
争の勃発が予想できる」、「少壮派と元老派の闘争であり、その結果が少壮派の勝利に帰す」
と観察していた843。広田の組閣にあたって、蔣は、「広田の組閣は対ソ緩和のための飽くま
で見せかけであり、実はソ連を攻撃するためだ。同時に我国に対する圧迫も強くなる」と認
識していた844。蔣介石は、日本内部の情勢変動を察知するように駐日武官蕭叔萱に訓令した。
29 日に蕭と寺内陸相との面会（影佐が同席）が行われた。会談において、寺内が自らの意
見は全陸軍の意見を代表することができ、日中親善に対して決して異議はない、また具体的
な事項をめぐっては影佐に相談してよい、と語ったことを蕭は蔣介石に報告した845。その場
で、影佐は、蔣介石がもし全ての反日活動を排除または緩和するような政策を取れば、冀察
政権の中央回復と冀東政権の取り消しは可能であり、もしそうでなければ華北政権の取り
消しなどが極めて難しいと説明したうえで、日本はソ連との衝突を絶対に拡大させないと
いうことも告げた846。 
 また、有田外相は 5 月に第 69 回帝国議会にて演説を行ったが、中国に対する方針には触
れていなかった847。それに応じて、張群も続く 25 日に中国の主権を尊重するべしという呼
                                                     
840 「対支管見」（1936 年 3 月）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第八巻』。 
841 「4 月 30 日～5 月 2 日に三回に渡る須磨総領事喜多武官会談要領」、同上。 
842 同上。 
843 「蔣介石日記」（3 月 1、3 日）。 
844 「蔣介石日記」（3 月 5 日）。 
845 「蕭叔萱電蔣介石」（3 月 29 日）『蔣中正総統文物―華北局勢與對日交涉（二）』請求番号：002-020200-
00026-055。 
846 同上。 
847 「帝国議会に於ける外務大臣演説集」『昭和十五年二月 外務省調査部/５ 第 60 回議会から第 69 回議会
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びかけを含む演説を行ったが848、日中双方とも国交調整に対する具体的な方策がなかった
ことがわかる。加えて、6 月 1 日に、西南派が抗日という旗を挙げて、南京中央に反対する
といった政変を起こした。こうした情勢の中、南京側は、日本の西南側援助を警戒しながら、
高宗武を通して、「蔣介石自身ハ反日ノ意思無キ」、「北支問題ヲ円満ニ処理シ度キ熱意アル」
ことを須磨に伝えた849。また、高は、張群は大局観を持たない実務家で、鉄道部長張公権、
実業部長呉鼎昌らには自ら責任を取る勇気がないので、中国側から具体案を出すのは難し
いという事情を須磨に伝達した850。須磨は、日本は従来通りの態度を変えないという有田外
相の訓令を伝達したうえで、国民政府が改組するか、または日本を理解する政策をとるよう
にすべきであると答えた851。 
 
二. 国交調整交渉の展開と華北問題の具体化 
 
1. 華北問題の一解決案と国民政府に対する政策の転向可能性  
 軍側が対中政策の再検討を模索していた最中に、外務省側でも同じような動きがあった。
それに関して、現地で長期にわたり駐華外交官として勤めていた須磨の記録を取り上げて
みたい。須磨は、1936 年 2 月から、日中の核心問題である華北問題の解決方法をめぐって、
中国側の要人（呉鼎昌、張公権、呉震修、高宗武など）との間で 20 数回にわたり会合を重
ねた。こうして、中国側の意見を打診しながら、日本側の従来の主張を考慮したうえで、5
月 25 日に「北支五省特政会」案を完成した852。この案は、須磨が帰京の際に、外務本省の
みではなく、陸海側の諒解を得て、中央部の成案となった853。 
その中で、須磨は、中国側との一連の打ち合わせを通して、蔣介石にはあくまでも華北の
主権を保持する決意があり、必要とあらば日本との衝突も辞さないという考えを持ってい
ると確認した854。このことは、注目に値する。そのため、須磨は南京国民政府の面子を考慮
したうえ、華北が名目上では中央の指揮する地区であり、五省特政会の秘書長も中央の任命
                                                     
まで』B02030024000。 
848 「張群発表中日関係講詞」（5 月 25 日）『蔣中正総統文物―華北局勢與對日交涉（二）』請求番号：002-
020200-00026-057。 
849 「南京須磨総領事発有田外務大臣宛」（6 月 24 日）『外文 II.1.5（上）』、72-73 頁。 
850 同上。 
851 「外務大臣議会答弁中に国交調整への含みがある旨を張群に内示方依頼」、「南京須磨総領事より有田外
務大臣宛」（6 月 24 日）。 
852 「五省特政会案由来記」『帝国ノ対支外交政策関係一件 第六巻』、アジ歴：B02030153700。同案に関す
る分析は、劉傑『日中戦争下の外交』（吉川弘文館、1995 年、31-40 頁）、井上、前掲書、265-66 頁を参照
されたい。 
853 「北支五省特政会設置ニ関スル説明」（1936 年 6 月 12 日）、同上。 
854 「五省特政会案由来記」。 
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によるものと位置付けながら、内実は分治の機関であると定めていた855。外務省は同案の成
立に当たっては、軍側に華北問題の処理は南京における外交交渉により解決し、冀察政務整
理委員会の現状をも外交交渉で打開し、冀東政府を解消する、という 3 点を認めさせよう
と考えていた856。しかし、同会の趣旨が冀察二省の自治完成と他三省との合流857を示してい
たため、いくら国民政府の面子を考えたとしても、中央政府としては承諾し難しい案であっ
た。 
 こうした具体案を練っていたところ、中央部では、6 月 30 日、陸・海軍省間で「国策大
綱」が成立し、同日に参謀本部は、「国防国策大綱」を起案した。その後、陸海軍側より外
務省側に対して外交方針の樹立の申し出があり、陸海と外務省は一カ月余りにわたる協議
を経て、8 月 7 日に「国策ノ基準」と「帝国外交方針」が成立した。これら三つの綱領に対
する評価としては、国策基準が南進重視とも南北併進とも玉虫色であり、外交方針は北進に
重点があり、大綱と外交方針の間で対北・対南のいずれを優先するかといった重要な点で統
一されていない、とまとめることができる。しかも、国防方針は複数国との持久戦となる可
能性のある状況にありながら、中国一国に対する短期決戦の構想が示されただけの非現実
的な計画であった858。その外交方針の中で、対中政策については、「昭和十年十月四日付対
支政策ニ関スル決定参照」という説明を含んでおり、日ソ関係の現状に応じて、「先ツ速ニ
北支ヲシテ防共親日満ノ特殊地域タラシメ且国防資源ヲ獲得シ交通施設ヲ拡充スルト共ニ
シ支那全般ヲシテ反蘇依日タラシムル」とされた859。また、続く 11 日に「第二次北支処理
要綱」と「対支実行策」が決められた。この二つとも、外交方針の枠組みの中で成立したも
のであるが、前者は、南京側に対して華北の特殊性の承認、同政権に特殊且包括的な自治の
権限を与えるよう定めており、後者には、防共軍事協定の締結、日中軍事同盟の締結、日中
懸案の解決促進、日中経済提携の促進といった具体的な内容が含まれていた860。 
 これら一連の方針を出先側に説明するため、陸海外は、それぞれに影佐中佐、中村中佐と
太田一郎事務官を派遣した。外務省側の会合は、天津で 4 回（8 月 22、23、24 日）あった
が、23 日の第 3 回には影佐も参加した。華北対策に関して、影佐は、「一面北支当局ヲシテ
一層馬力ヲカケシムルト共ニ他面南京政府ヲ利用スル事望マシク」と現地の外交官らに説
明した861。影佐は、現在における華北の政情が関東軍の退去によって後退しているため、中
国側が相当に安心している状態であると指摘したうえで、関東軍が再び華北進出の気勢を
                                                     
855 同上。 
856 「北支五省特政会設置ニ関スル説明」。 
857 「北支五省特政会設置ニ関スル件」（1936 年 6 月 12 日）、同上。 
858 黒野、前掲書、323 頁。 
859『主要文書』、346 頁。 
860「対支実行策」『外文 II.1.5（上）』、88-91 頁。 
861 「華北主要公館長会議につき報告」『外文 II.1.5（上）』、755-56 頁。 
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示す必要があるという考えを吐露した862。また、その場で、川越大使は、大局から見れば華
北の政情は後退していないと語ったものの、外交の一元化が大切であると主張した863。加え
て、午後には、川越と天津軍司令官田代との会談が行われ、二人とも華北の人事は中央の指
示ではなく華北自身によって決めるべきであることで合意していた864。 
陸軍側による説明に関しては、高橋が「北支処理要綱実施ニ関スル参謀本部要望事項」を
影佐に携行した。希望事項の第 2 項は、以下の 2 点を含んでいた。第一に、天津軍が華北工
作を実行する際に、華北政権が南京に授権を要請することを黙認すること、第二に、華北政
権との連絡または妨害工作などのため北上する南京側の要人に対しては、努めてそれら人
物との接触を図ることで華北の特殊性を認識させることである865。これらの内容や「第二次
北支処理要綱」は、1 月 13 日天津軍に与えられた（第一次）「北支処理要綱」と内容が異な
っていた866。すなわち、第一次の場合は完全に南京中央の影響力または容喙を華北政治より
排除していたのに対して、第二次の場合は華北政権と南京中央政権に対する二面工作を行
う一方で、中央系統の人員が華北方面に踏み込むことには譲歩を示していたのである。 
しかし、こうした政策の転換に関して、この時点においては天津軍の司令官と参謀長を除
く出先の若手は容易に承服していなかった867。さらに、もう一点に注意しなければならない
点が、参謀本部が南京中央に華北への授権に関する具体案の提出を要求すべきがどうかを
めぐり、本部からは日本側からの提案はしないようにと天津軍に指示されていた868。 
 
2. 交渉の開始と日ソ関係のはざまで 
8 月 24 日に成都で日本人襲撃事件（成都事件）、9 月 5 日に広東省北海で日本人殺害事件
（北海事件）が相次いで発生した。これらの解決交渉を契機に、日中は国交調整の交渉を開
始した。本節では華北問題をめぐる交渉の展開を見ていきたい。なお、交渉の開始から 10
月 13 日までを第 1 段階とし、それ以後決裂までを第 2 段階とする。 
 9 月 5 日に川越が受けた第 1 次訓令では、甲項に国交調整に対する国民政府の誠意の披
瀝、上海―福岡飛行連絡の開始、華北問題の解決、一切排日の根絶、乙項に事件自体の解決、
丙項に成都総領事館再開、といった要求が含まれていた869。川越は 8 日に自らが華北から
                                                     
862 同上。 
863 同上。 
864 「川越大使・田代司令官会談概要」（1936 月 8 月 23 日）『帝国ノ対支外交政策関係一件 第七巻』、アジ
歴：B02030158500。 
865 「北支処理要綱実施ニ関スル参謀本部要望事項」『外文 II.1.5（上）』、747-49 頁。 
866 「北支処理要綱」『主要文書』、322-23 頁。 
867 「天津田尻総領事代理より有田外務大臣宛」（7 月 7 日）『外文 II.1.5（上）』、738 頁。 
868 「北支処理要綱実施ニ関スル参謀本部要望事項」。参謀本部より具体案を先に提出しないという意見に
対して、外務側は異議を持っていた。それは、須磨や太田などは、日本側のほうから積極的に具体案を出
したほうが得策であろうと考えていたためである。劉傑、前掲書、42 頁。 
869 『現代史資料 8』、287-88 頁。 
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南京へ帰任すると伝え、直ちに中国側との予備的交渉の開始を須磨に命じた。そのため、同
日に須磨は張群に対し、中国側が自発的に解決すべきことが多いものの、誠意を表明するた
めには、少なくとも次の 7 項目を実行すべきであると提示した。すなわち、（1）華北に特殊
制度の設定（2）日本と防共協定の締結（3）福岡―上海―（四川）の航空連絡の開設（4）
軍政と行政機関への日本顧問の招聘（5）日中関税協定の締結と税率の引き下げ（6）成都開
阜、四川経済開発の日中合作（7）不逞朝鮮人の引渡であった870。 
10 日の予備会談において、張は第 1 項に関して、そもそも中国側こそ日本側に提案を期
待していたと述べたうえで、華北の財政、金融、行政の統一と主権の侵害がないことを求め
た871。須磨が第 2 項の防共施設を含めた軍事協定に中国側の意思決定を促したことに対し
て、張は軍事協定締結の相談をすることに問題はないと答えた872。しかし、張の応答が曖昧
であると非難した須磨は、まず締結の意思を決定することが必要で、その上で軍事専門家な
どを加えた委員会を作り、さらに細目を協議すべきと示した873。航空開設に関して、張は交
通部など部局の考究の必要性があるとし、また 7 項の主眼点が華北問題の解決であるため、
航空開設を後回しにするよう答えた874。日本人顧問に関しては、張は有田大臣との相談で述
べた通り、日中間の空気が良くなればその招聘は当然であると応答した875。第 5 項を巡っ
て、財政部の反対と第三国の最恵国待遇の縛りがあるという実情を指摘した張は、外交部と
して解決の立案に手間取ることへの日本側の諒解を要請した876。第 7 項については、張は
考慮中とのみ答えた877。張群は、予備交渉における須磨の強硬な態度に鑑み、正式な交渉で
も融通の余地はなく、中国側が譲歩する場合にその可能な範囲を決めておくべきである、と
蔣介石の指示を伺うと同時に、蔣の帰京を求めた878。 
正式交渉に先立ち、さらに水面下の折衝があった。13 日、張公権が喜多と雨宮巽両武官
に対して行った打診の結果は、「（一）蓉案は重要ではない（二）重要なのは直ちに国交をめ
ぐるすべての調整を開始すること（三）前項の第一歩は日中両国が共同で華北へ防共調査員
を派遣すること（五）その調査結果によって如何なる共同防共の工作を取るかを決める」で
あった879。それ以外に、両武官は、最も重要な点として、中国が「連ソか連日かをはっきり
                                                     
870 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（9 月 9 日）『外文 II.1.5（上）』、100-02 頁。 
871 同上（9 月 10 日）、103-05 頁。 
872 同上。 
873 同上。 
874 同上。 
875 同上。 
876 同上。 
877 同上。 
878 「張群致蔣介石電」（9 月 11 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
074。 
879 「張嘉璈致蔣中正電」（9 月 14 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（二）』、請求番号：002-020200-
00026-059。 
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表明すること。もし中国側が連日を明確にしなければ、日本は中国がソ連と提携するものと
みなす。その場合、日本は自由行動をとる」と告げた880。また、財政部長孔祥熙は、自らが
日本側との接触を通して、中央が責任者の処罰、被害者の賠償などを自発に処理すれば、そ
れらの措置を通して日本側に対し中央が責任を負えると印象づけられると蔣介石に上申し
た881。 
ここで喜多と雨宮が連ソか連日かを問い質した理由は、第一節に述べた日本側が接した
中ソ接近の風説のほか、1935 年第一回河北事件をめぐり国民政府の対日態度が硬化し、同
政府をソ連側に押しやったことも関係している。この事件の影響で、孔祥熙は、中ソ互助条
約の締結意向を駐華大使ボゴモロフに伝えたが、ボゴモロフは、その締結は貿易条約、不可
侵条約の締結後に話し合うとして断った、という秘密裏の動きがあったことは確かである
882。 
こうして、15 日の第 1 回正式会談は、予備会談の経緯に基づき、張群、高宗武、邵毓麟、
川越、須磨、清水董三の間で開始された。張は、華北問題が最も重要であるため、華北の経
済合作から始めると提議したが、須磨は予備会談の際に語ったことを再び強調したうえで、
昨年何応欽が北平に北上した時に南京中央から何に付与された 6 項目の権利こそが交渉の
基礎をなすべきと主張した883。張は、6 項目の権利に関して自分は承知しておらず、政府の
正式決定でもないと指摘し、この際それを重ねて取り上げるのではなく、新たに要綱を作成
すべきだと応答した884。ただし、中国側としては華北政治に関して領土主権および行政権の
完整を原則とする範囲の中で、具体案を考究すると張は主張した885。また、張が、自らが観
察するところ日本側の華北における目的は「（一）経済合作ノ障害ヲ除クコト（二）対露作
戦ノ準備ヲ整フルコト」であろう、と尋ねたのに対して、須磨はその二点は重要ではあるも
のの「財政金融及交通等ヲ含ム行政ノ運行ノ点モ重要ナル点ナリ」と述べた886。 
南京中央において、張群は何応欽、孔祥熙、呉鼎昌、行政院秘書長翁文灝と討議し、「日
本側が連航、関税と華北の三問題が最も緊急であると主張し、我が方が最短期間中に解決し
なければ川越は上海に戻り、それで交渉は決裂となる。そうなると、日本側は蓉北両案を利
用し、危局を引き起こす恐れがある」と 16 日に蔣介石に報告した887。そのため、張は、連
                                                     
880 同上。 
881 「孔祥熙致蔣中正電」（9 月 14 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
072。 
882 「鮑格莫洛夫致蘇連外交人民委員部的電報」（1935 年 7 月 4 日）『中蘇外交文件選訳（上）』『近代史資
料』1991 年第 79 号、218-19 頁。 
883 中国第二歴史档案館「有関張群出任南京国民政府外交部長期間中日交涉的一組史料」『民国档案』、26 頁；
同会談の日本側の記録が『外文 II.1.5（上）』（108-10 頁）を参照されたい。 
884 同上。 
885 同上、26 頁。 
886 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（9 月 15 日）『外文 II.1.5（上）』、108 頁。 
887 「張羣発蔣介石宛」（9 月 16 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
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航の問題から交渉を開始し、悪化していた雰囲気を緩和させる旨、上申した888。何、孔と翁
も、日中関係の緩和と誠意の披瀝のため、まず上海―福岡の航空連絡開設から交渉を開始す
るよう蔣介石の許可を求めた889。しかし、蔣介石は、日本側の真の目的は蓉北の両案にはな
いと認識し、日本側が先に蓉案の解決をしない限り、中国側も従来の態度で応じるべきであ
る、と張らの上申を拒否した890。 
こうした中で、16 日に行われた第 2 回会談に、川越は「北海事件を調査するため、日本
海軍が海南島または青島に上陸することを検討中」と、張群に対して圧力をかけた891。また、
須磨は、国民政府が排日取締を行うよう新たな要求を追加した。張群は、日本側の警告と蔣
介石の拒否姿勢の板挟みとなり、「日本側の要求に空言で応じることでは、到底、折衝が難
しくなる」と辞職の意を示した892。蔣介石は、18 日の日記に、「張は威圧に対して根性がな
い」と批判し、「防共または経済を先に交渉し、連航を見合わせる」と記した893。これをも
って、中国側は防共協定に踏み出した。 
18 日に河北省の豊台において、第 29 軍と天津軍が路上で衝突する事件があり、19 日に
は漢口にて日本人警察吉岡庭二郎が殺害される事件が次々と発生した。これによって、日中
交渉はいよいよ厳しいものとなった。20 日に、高宗武が須磨と雨宮を訪問し、須磨は、連
航と不逞朝鮮人の取り締まりは即座に解決すべきで、連航の内容変更は許されない、関税問
題は 2、3 ヶ月以内に解決すべきだが、顧問の問題は関係の緩和以降でもよいと表明した。
そのうえで、防共に関してはその方法の協議を先に承認すべきで、華北の授権は 6 項目を
根拠とする必要はないが、その精神には従わなければならないと強調した894。張群は、「共
同防共と経済合作はそもそも華北問題の一部であり、今回の交渉は華北問題を中心とし、交
渉を展開すべきであると日本側に申し出を入れたが、同意を得られなかった。日本側は連航
と関税を端緒とし、それらが解決ができなければ我が方の誠意を披瀝したと見なされない
と主張する」、「我が方が受け止めない限り、交渉は必ず決裂する」と蔣介石に報告した895。 
                                                     
065。 
888 同上。 
889 「何応欽致蔣介石電」（9 月 15 日）「孔祥熙致蔣介石電」（9 月 16 日）、「翁文灝致蔣介石電」（9 月 16 日）
『蔣中正總統文物―迭肇事端 （五）』、請求番号：002-090200-00018-069、002-090200-00018-066、002-
090200-00018-067。 
890 「蔣介石致張群電」（9 月 17 日）『蔣中正總統文物―華北局勢與對日交涉（二）』、請求番号：002-020200-
00026-060。 
891 『総統蔣公大事長編初稿』卷 3、327-28 頁。 
892 「張羣致蔣介石電」（9 月 17 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
063。 
893 「蔣介石日記」（9 月 18 日）。 
894 「張羣致蔣介石電」（9 月 20 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
057。 
895 「張羣致蔣介石電」（9 月 20 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
055。 
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深刻化する情勢下で、蔣介石は 21 日に張群に対し防共か経済合作のいずれかの問題から
交渉することを承諾したが、防共の交渉は上海と塘沽の両協定の取り消しを条件とし、上海
－福岡の連航は防共問題あるいは関東軍の華北自由飛行の停止と引き換えに解決すべきと
も指示した896。これらの命令に対して、張群は、防共と両協定の取り消しを交換条件とすれ
ば、日本側は中国が小を以て大を得る姑息な手段を取ったと見なし、連航に関しても日本を
さらに失望させるので、交渉は直ちに決裂し、川越は上海に戻って日本側が自由行動をとる
恐れがある、と指摘した897。ここで、張公権が外交交渉の折衝を手助けせよとの蔣介石の要
請に応じ、22 日に南京に入った。張公権は、中国側とすれば華北にて局部防共を交渉する
ことを受け入れるのは相当の譲歩ではあるが、日本側が要求する包括的な軍事同盟との間
には相当の距離があり、とても満足しないだろうと判断した898。中国側が防共交渉に条件を
つけることは、日本に交渉決裂の口実を与えることになる、と蔣介石に説明した899。加えて、
日中関係が悪化する状況に鑑み、張公権は、防共協定には暫く間条件を付すべきではなく、
日本側が最も固執している連航問題も交渉の終結後に実行すること、華北の自由飛行問題
を華北問題の中に入れて解決すること、華北問題の解決如何なる形でも独立のような状態
に至らない範囲で収めること、を蔣に建言した900。 
張群の交渉懇請に応じ、双方は 23 日に第 3 回会談を行った。張群は、防共問題と経済提
携については適宜協議を進めることに異議はないと表明した。その上で、防共問題について
は広田三原則をめぐる交渉の際に、中国側は既に反対していたものの、今回の交渉では国策
を一大転換し、日本に対して誠意を表示するために同問題を協議することを決議したとい
う中国側の譲歩について説明した901。そして、張群は、防共の範囲は山海関より古北口、張
家口、綏遠、包頭を連ねる線以北に限ることとし、その目的は防御を主とし攻撃は行わない、
それに伴って中国側の主権と領土が必然的に尊重されるという立場を示した（以下、この案
を「長城線西北の防ソ案」と呼ぶ）902。ところが須磨は、「防共ハ北支問題ト切離シテ立場
ヲ分チテ話シ来リタルモノ」と念を押した903。さらに張群は、中国側の条件として「（一）
塘沽協定及上海停戦協定ノ取消（二）冀東政府ノ解消（三）華北自由飛行ノ停止（四）密輸
停止及中国側取締ノ自由回復（五）冀東及綏遠北部ニ於ケル偽軍ノ解散」を告げ、この 5 項
                                                     
896 「張羣致蔣介石電」（9 月 21 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
054。 
897 同上。 
898 「張公権致蔣介石電」（9 月 22 日）『蔣中正總統文物―迭肇事端（五）』、請求番号：002-090200-00018-
049。 
899 同上。 
900 同上。 
901 「九月二十三日川越張群会談に於て張群が読上げた書物」『現代史資料 8』、291 頁。 
902 同上。 
903 「南京須磨総領事発有田外務大臣宛」（9 月 24 日）『外文 II.1.5（上）』112 頁。 
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目が日本側の案と同時に協議されるようと求めた904。これに対して、須磨は直ちに、中国側
が「突然斯ル要求事項ヲ提出」したことに反駁し、「全然考慮ノ余地ナキ」と答えた。最後
に須磨は、中国側の誠意を認め難いと語り、今日の会談を「政府ニ報告スラ出来難キ重大ナ
ル結果ヲ招クコトヲ覚悟セラレ居ルカ」と、張群を痛烈に詰責した905。 
続く 29 日の夜に、張公権は「防共及北支問題以外ハ無条件ニテ承認シ差支ナキモ右二問
題ハ国交調整委員会ヲ設ケテ解決ヲ将来ニ延ハスコトトシテハ如何」と、須磨に尋ねた906。
須磨は、日本の立場としては華北五省の財政・金融・交通等の一切を華北の責任者に特別の
権限として賦与し、特別な事情に適合する施策を行う必要があると強調した907。それに対し
て、張公権は、「冀察ニ付テハ現状維持其ノ他ノ三省ニ付テハ日本トノ関係密接ナル点ニ鑑
ミ（中略）用人行政ニ付特別ノ考慮ヲ払ヒ」得る、と回答した908。共同防共に関して、張は
「赤化防止ヲ目的トスル全国的ノモノトセハ必ス内政干渉ナリ民意等ノ反対運動ヲ惹起ス
ルニ至ルヘキヲ惧ル」と、日本側に諒解を求めたが、須磨は「防共協定ハ赤化防止ヲ目的ト
スルモ原則トシテ支那全般ニ適用アルモノタルヲ要シ」と切り返した909。張は、何応欽、高
宗武が 30 日に蔣介石の滞在する廬山に飛行する際に、この折衝の様子を蔣に報告すると答
えた。須磨は、「我方要求ハ絶対譲歩ノ余地ナク支那側ノ態度如何ニ依リテハ決裂モ遺憾」
と重ねて警告した910。 
 
3. 日中協定締結の三要求と国民政府の対応 
 こうした外交部との折衝の様子の報告に接して、日本の中央部の関係省係官は、「折衝ノ
結果ヲ斟酌シ」、「我方提出ノ内容ニ多少ノ修正ヲ加フルコト」で、対策について打ち合わる
ため会議を開催した911。29 日の会議においては、蔣介石の帰京を促し、蔣に国交調整問題
と排日取締問題の大綱を確認させることを交渉の根本方針とした912。要綱のところでは、国
交調整について、中国側が具体的な誠意表示を行ったことの証として、「（イ）福岡、上海間
航空連絡ノ即時調印並ニ実行（但シ北支自由飛行其ノ他トノ牽連ヲ許サス）（ロ）関税引下
                                                     
904 同上、116-17 頁。 
905 同上、113 頁。 
906 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（9 月 30 日）『島田史料 30 日支交渉 自昭和十年一月至十一年十二
月 五分冊の二』防衛研究所所蔵、請求番号：中央―戦争指導重要国策文書-450（以下、『島田史料 30』と
略す）。 
907 同上。 
908 同上。 
909 同上。 
910 同上。 
911 関係者係官会議「川越大使蔣介石間交渉ニ関スル方針」（9 月 29 日）『島田文書 15 支那時局関係綴（自
昭和 11 年 8 月 至昭和 12 年 1 月）』東京大学社会科学研究所所蔵、請求番号：『島田文書 15』（以下、『島
田文書 15』と略す）。 
912 同上。 
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ハ我方希望案ニ沿リ遅クモ二、三カ月以内ニ実現ノコト（我方希望案取入程度ニ関シテハ支
那側ノ誠意ニ期待ス）（ハ）北支五省共同防共ノ原則ヲ承認シ実行細目ニ関シ委員会ヲ設ケ
テ考究ス」といった 3 項目を中国側に対して要求すると決めた913。（ハ）の下に、防共の範
囲は「山海関包頭ヲ連ヌル線以北ニ限定セス北支五省ヲ含マシムルヲ要ス」、また防共の内
容として「少クモ情報ノ交換、相互ノ連絡、及第三国ノ行動ニ対スル共同防衛ノ原則ハ之ヲ
承認セシムルヲ要ス」と付記された914。また、華北五省の分治に関して、6 項目の弁法のよ
うな具体的な権限を五省に拡大させることは、別の機会に譲るとしても、「尠クモ第二次北
支処理要綱、『分治ノ内容』ニ規定セラルル趣旨ニ基キ『五省特政会設置ニ関スル日支合意
案』ノ原則ヲ承認セシム」とされた915。加えて、張群が提出した日本側の提案と同時に交渉
されるべき 5 項目に関しては、それらを撤回させ、「支那側ノ見解、申出、条件等ハ之ヲ黙
殺スルコト」と決定した916。この会議は、中国側が譲歩しながら提示した防共の範囲を否定
し、それをさらに華北五省にまで広げることを主張し、その内容も広範なものを含んでいた。
華北の分治に関する方法として中国側の 6 項目の弁法が退けられ、須磨が起案していた特
政会による統治という内容となったことがわかる。 
 続く 30 日の会議では、防共問題をめぐる対策が修正された。誠意を示す証としては、ま
ず、共同防共原則の承認、華北五省分治の原則確認、福岡―上海航空路の開設、関税の引下
げという優先順位に置き換えられた917。また、内容の修正があったのは、防共の項目のみで
あった。その修正は、中国側が国策の一大転換と対日誠意の一大表示として提示した防共範
囲を否定しないものの、その範囲が「日支軍事同盟ノ前提トシテ之ヲ為スモノナルコトヲ承
認セシムル」へと変えられていた918。一方、29 日に議論されていた日本側の防共内容は「支
那全土ヲ包含スル（已ムナクハ北支五省トスルモ差支ナシ）別個ノ防共協定ノ締結ヲ希望ス
尤モ其ノ際ハ単ニ情報ノ交換乃至ハ赤化宣伝防止ニ関スル措置」を中国側に案として提示
することとなっていた919。また、華北の共同防共は、特政会案の中に既に包括されており、
何も修正がなかった。 
29 日と 30 日の中央内部での対中政策の検討内容は、全てが新しい政策とは言えず、既に
「第二次北支処理要綱」と「対支実行策」にその内容が反映されているものもあった。29 日
と 30 日の会議を比較すれば、以下の 3 点の違いをまとめることができる。第一に、29 日に
協議した山海関と包頭を結ぶ線以北の防共内容は、30 日の会議では中国全土に及ぶものと
なった。第二に、中国側が対日譲歩として示した同線以北の防共は、日中軍事同盟のレベル
                                                     
913 同上。 
914 同上。 
915 同上。 
916 同上。 
917 関係者係官会議「川越大使蔣介石間交渉ニ関スル方針」（9 月 30 日）『島田文書 15』。 
918 同上。 
919 同上。 
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にまで引き上げられた。第三に、こうした日本の防共要求は、山海関と包頭を結ぶ線以北を
範囲とする日中軍事同盟、華北五省を範囲とする華北共同防共、そして中国全土を範囲とす
る別個防共という三つの協定として締結された。 
 こうした協議結果は、共同防共、華北分治問題、福岡―上海航空連絡、関税引き下げとい
う 4 項目を含む国交調整の要綱として 10 月 2 日の四相会議で決定された。日中軍事同盟を
含む華北五省における共同防共は、対ソ政策を主眼とするため、日中間の秘密協定とするこ
ととなった920。具体的には日本側の飛行場および無線電台の建設、道路の築造、特務機関の
設置などが列挙された921。また、別個協定に関しては、「一般的赤化防止ヲ目的トスル協定
即チ右目的達成為執ルヘキ措置ニ関スル協議並ニ共産党ノ活動ニ関スル情報ノ交換等ヲ内
容トスル協定ヲ支那全般ニ付締結スルコト」と具体化され、この協定は川越と張群の間で合
意が成立した時点で発表するものと決められた922。華北の分治については、南京国民政府に
華北の特殊性を認めさせ、五省に特政会の如き特別の政治組織を創設し、特殊の権限を賦与
することとされた923。上記の内容が川越に第 2 次訓令として発せられた。 
こうして、国交調整の交渉は新しい局面を迎えていた。それは、華北五省の分治に関して
は、従来の政策と大きな変更がなかった反面、防共問題に関しては、中国を一層圧迫する形
勢となり、このことから防共問題が交渉の中心に位置づけられるようになったことが窺え
る。 
広田首相と有田外相は、10 月 2 日に決定された訓令を川越らに説明するため、アジア局
長桑島に携行させ、南京と上海に出張させた。駐日大使許世英は、有田から面会を要請され
るに先立ち、この訓令が日本側の最終決定であろうと外交部に報告した924。4 日の会談にお
いて、有田は、行政院長としての蔣介石が交渉に臨席し、川越と一対一の会談を行い、各項
に関する大体の意見交換を行うことを望むと語った。それに対して許は、桑島が携行した政
策の位置づけを尋ねた。有田は、川越と張群は 2 回しか会談を行っていないため、日中相互
の真意を理解するには至らなかったが、川越が表明した内容と自らが南京で張群と行った
協議の内容とは変わっておらず、ただより具体的になったものだと答えた925。そのため、5
日に許は、日本側が第二次世界大戦の準備中にあり、国力を中国のために消耗するのが不利
であるため、今回の新訓令は相当の譲歩を含んでいるはずであると報告した926。しかし、中
央部は対中用兵の意思がなかったものの、保身のみを顧慮する政府の要人らを脅迫すれば
                                                     
920 「川越大使蔣介石間交渉ニ関スル方策」（10 月 2 日）『島田史料 36 昭和十一年日支交渉情況 二分冊ノ
一』請求番号：中央―戦争指導重要国策文書-456。 
921 同上。 
922 同上。 
923 同上。 
924 「許世英の報告」（10 月 2 日）『蔣中正總統文物―國交調整 （二）』、請求番号：002-080103-00002-013。 
925 同上、（10 月 4 日）。 
926 「許大使電南京外交部」（10 月 5 日）『調整中日国交』台湾中央研究院近代史档案館、請求番号：11-01-
02-10-01-080。 
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目的を達成できると考えているため、譲歩案は必ずしも我が方が受け入れられる範囲では
ないだろうと、許は外交部に伝えた927。 
高宗武は来中する桑島の対中要求案の変化に期待をかけていたが、須磨は、桑島の対華要
求は日本政府の重大な決意を婉曲的に説明するものであると中国側の期待を否定した928。
また、高は、6 日に開催した行政院会議の結果を目下の「最大限度案トシテ防共及北支両問
題ハ後日ニ廻シ」たと説明し、他の 4 項に関しては 23 日の張群の申し入れに従って交渉す
ると伝えた929。これに対して須磨は、「両問題コソ今次交渉ノ骨子ナル旨」と主張した930。
さらに高は、30 日に廬山で行った蔣介石との会見では、防共が蔣にとって最も困難な問題
であり、自分の観測では蔣が一般防共協定を考慮する余地は全くなく、また日中軍事同盟に
繋がる防共協定の範囲を華北五省とすることも考慮しないだろう、という見通しを須磨に
告げた931。須磨は、華北の分治は特政会とすべきであると力説したが、高は、政府内には冀
察の半独立性を改変すべきだという討議もあり、蔣介石も中央軍の華北駐在の復活を考え
ていると述べ、須磨の説を謝絶した932。 
一方、23 日の夜に上海で日本人水兵狙撃事件が起こり、日中関係は一層緊迫した。それ
にもかかわらず、日本政府は、川越と蔣介石との面会を静観していた933。しかし、陸相、参
謀本部次長西尾寿造と磯谷の間では、この面談に日中国交の根本的調整の成否がかかって
いたので、交渉破局の場合に対応し、既得権益と居留民の保護のため必要な自衛措置を準備
することが合意されていた934。 
日本側の促しもあり、局面緩和のため、蔣介石は 5 日に帰京し、8 日に川越と面会をした。
蔣介石は、川越と須磨が提出した要求は日本側の恫喝に過ぎず、正式に対中宣戦をしようと
は考えていないと観察していた935。川越との面会に先立ち、蔣介石は「一、成都等の問題、
二、満州問題と塘沽等協定、三、共同防共」の順に重要性を決めており、「たとえソ連を共
同に防衛することを折衝しても、華北五省の主権は必ず回収し、特殊な地位にはさせない」
と考えていた936。 
会見の際に、川越は、共産主義の防衛という日中共通の一大目標を取り上げ、中国全土を
渡る協定締結の必要性を説得した。それに対して、蔣介石は賛意を示したものの、中国国民
の間にはソ連に反対することを好まないものが少なくないという民情を指摘し、日中国民
                                                     
927 同上。 
928 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（10 月 7 日）『島田史料 30』。 
929 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（10 月 7 日）『外文 II.1.5（上）』、129 頁。 
930 同上。 
931 同上。 
932 同上。 
933 『東京朝日新聞』（10 月 5 日）。 
934 同上。 
935 「蔣介石日記」（9 月 30 日、本月大事予定表）。 
936 「蔣介石日記」（本月大事予定表、10 月 6 日）。 
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が友好親善な関係になるのが先決の問題であると答えた937。また、川越は、国交調整に最も
重要なのが防共問題と華北問題であると強調しつつ、華北の特殊性に応じた特殊な施政、そ
れに必要な権限の付与、そのための日本側との協力について述べた。これに対して、蔣介石
は、具体的な話し合いは責任者の張群部長との間で進めるべきであるが、自分の考えとして
は両国が互助互利平等の原則を以て相談すべきだと語った938。川越と蔣の会談は、具体的な
交渉内容に触れることはなく、互いの立場を主張するものに留まった。 
川越と蔣の会談後、高宗武は、考試院長戴季陶、駐米大使王正廷、教育部長王世傑などと
連日来の議論を重ねた結果を、13 日に須磨に通知した。高は、政府内では、共同防共に反
対する意見が増加しつつあるのが全体的な形勢であり、中国側の希望する 5 項目のうち、
少なくとも冀東政府と綏東偽軍の解消の 2 項目の実現に期待すると告げた939。華北の共同
防共に関して、高は、山海関、包頭の線以北が中国側の最大限の譲歩であり、前記の範囲を
防共区域とすることについては綏遠省主席傅作義、太原绥靖主任閻錫山に照会中であり、ま
だ回答できない状態であると答えた940。しかし、須磨は、上記の河北省、察哈爾省、綏遠省
のほか、山西省も入れるべきであり、仮に三省とするにしても山西省の雁門道を含むことが
絶対必要であると繰り返した941。これに対して、高は、それは考慮し難いと答え、もし日本
側があくまでもそれを主張すれば、防共問題は後回しにするしかないと語った942。また、一
般防共に関して、須磨は、日本政府が本件を最重要視するのみならず、日中の共同目標でも
あると強調したが、高は、蔣介石が川越大使に説明したように、中央政府内には連ソ論を主
張する者が多いため、同問題は他日に持ち越すと答えた943。華北五省の政治問題に関しては、
高は、冀察二省の現状維持は原則として認め難いため、授権の賦与はできないが、具体的な
問題毎に必要な訓令を発することに異存はないと述べた944。このように、華北の防共と全国
の一般防共協定をめぐって、日中双方は、妥結点を見出すことが難しかったことが窺える。 
 
4. 国交交渉の早期終結 
13 日の日中会談における中国側の強気な態度が日本に伝わってきたことで、閣議では、
永野修身海相が最後の腹案を閣議で決定するよう求めた。広田首相と有田外相の態度が煮
え切らず、特に外相がそうであれば、従来通りに陸軍の実力で華北政策を漸進させるより他
ないと語った。寺内寿一陸相も軍部内には種々の意見があるが、やむを得ない時は実力行使
                                                     
937 「川越・蔣会談の内容につき報告」『外文 II.1.5（上）』、134-35 頁。 
938 同上。 
939 「須磨総領事発有田大臣宛」（10 月 14 日）『現代史資料８』、323-25 頁。 
940 同上。 
941 同上。 
942 同上。 
943 同上。 
944 同上。 
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に出ることで大体一致していると述べた945。ところが参謀本部は、陸軍の軍備状況が不十分
であることに鑑み、対中用兵は極力避け、実力行使も大義名分のみに限るべきと主張した。
国交調整中の防共と華北の二問題に関しても、あくまでも強硬に押し進めるほどの熱意は
なく、それらを省いて、従来の華北施策を続行すればよいという考えをもっていた946。 
16 日の陸海外三省事務当局の会議で、外務省側が華北五省と防共を省いて交渉すると提
議したことに対して、海軍側は同意せず、陸軍側も防共は華北五省とし、その細目を委員会
にて処理すべきとした。そして五省の問題が高宗武による言明であれば、日本側にとって有
利であると表明した947。結局、同会議では、国交調整交渉の妥結の促進、防共趣旨の受諾と
その委員会の発足、冀察二省の現状承認とほか三省の経済合作の進展をめぐり意見が一致
した948。 
一方、南京での交渉は、10 月 19 日に川越と張群の間で第 4 回会見が行われ、9 月 23 日
の線に沿った議題が話しあわれた。川越が中国側に決断を促したのに対して、張群は、一般
防共はそもそも日本側により途中から加えたものであるため、交渉の範囲ではないし、中国
側がこの種の協定を締結することは難しいと答えた949。華北防共協定に関して、張が冀東政
府の解消と綏東偽軍の解散を持ち出したことに対して、川越は、前者は防共と全く関係なく、
後者も将来防共委員会において話し合うことにすると告げた950。張はさらに塘沽停戦協定
の解消を言い出したが、川越は将来日中軍事同盟ができる時にこの種の停戦協定は自然解
消すると答えた951。張は、無条件で防共協定を受諾すること、および中国側の希望が一項目
も受け入れられないことは、中国政府の立場を困難にし、ひいては交渉全体を破局に導く恐
れがあるとの苦衷を訴えた。これに対して川越は、華北防共は日満の自衛ために絶対実行す
べき政策であり、中国側があくまでも拒否すれば、日本側が任意に必要な手段をとるほかな
いと念を押した952。また、華北五省に関して、張は、高と須磨との交渉の流れを繰り返した
が、川越は冀察二省には触れなくてよいが、他の三省に対する日本側の要求を認めるべきで
あると主張した953。冀察二省は既に特殊な状況にあったので、日本はそこで自由に行動でき
るはずであるし、他の三省に関しては容認することは難しい、と張は答えた954。 
10 月 21 日の第 5 回会談においては、防共のみが話し合われた。張は、一般協定に関して
全国にわたる協定は制定できないものの、上海における日本官憲と中国官憲との情報交換
                                                     
945 「本日ノ閣議ノ模様」（10 月 13 日）『島田文書 15』。 
946 「参謀本部次長西尾寿造の来訪」（10 月 14 日）『島田文書 15』。 
947 「三省事務当局会議開催」（10 月 16 日）同上。 
948 同上。 
949 「須磨総領事発有田大臣宛」（10 月 20 日）『現代史資料８』、327 頁。 
950 同上。 
951 同上。 
952 同上。 
953 同上。 
954 同上。 
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ならば可能だという譲歩の姿勢を示した955。しかし、華北防共をめぐる日中の主張には何も
変更がなく、続く 26 日の第 6 回会談も防共問題を中心に展開したが、第 5 回と同様に進展
がなかった。 
南京での交渉が膠着状態に陥ったため、須磨はその実情を報告するため、24 日に東京に
帰国した。須磨は離京の際に新しい訓令を受けなかったにもかかわらず、27 日の磯谷との
面会の後に、桑島、上村、太田らと協議に臨んだ。4 人の間では、日中交渉をまとめること
に努め、防共と華北の 2 問題に関しては協定が困難となれば公文交換の形式でもよく、さ
らには議事録に調印の形をとることでもよいという協議結果に達した956。 
 こうして、須磨は 2 日に南京に戻り、3 日に高宗武と会見し、交渉の経過を議事録にする
という東京の提案を伝えたうえ、成都事件日華交渉議事録案を高に手交した。4 日に張群は、
そうした事情を蔣介石に報告し、蔣は、航空と関税の実行は冀東密輸と華北の自由飛行が停
止された後に実施するよう指示した957。高も、湖北省主席楊永泰暗殺事件後に、張群をはじ
め呉鼎昌、張公権など日本通が消極的になったため、交渉を文書として残すことには絶対に
同意しないという政府内の状況を伝えて、須磨の諒解を求めた958。それにもかかわらず、7
日、須磨は、交渉妥結に向けて 5 項目を含む試案を高に提示した。その内容は、航空連絡と
北支防共協定に引き懸いて中国側の条件を撤廃すること、国交調整に関する事項を正式な
覚書とすること、一般反共協定を後日に話し合うこととすること等であった959。続く 10 日
の第 7 回の会談も、上記の議題のもとで開催されたが進展はなかった。 
 9 日に綏東の情勢が緊迫化したことによって、華北防共の協定の検討はそもそも困難とな
った。蔣介石も「交渉の決裂に備えるように。ただし我が方が決裂を導いてはいけない。対
日交渉はソ連に対して利用する余地があるため」と張群に指示した960。14 日に綏遠事件が
勃発し、18 日に高宗武は、蔣の伝言として「綏東工作ノ存続スル限リ交渉ヲ成立セシムル
コト困難ナル点」を川越に伝えた961。 
こうした中国側のやり方を交渉の遷延策とみなした須磨も、同様に交渉の決裂を考えて
いた962。綏遠事件と国交交渉との関係に関して、川越は、今回の交渉では双方の意見が大体
一致していたが、中国側に綏遠事件を口実に先手を打って交渉を決裂させる気配があり、中
国側は綏遠事件が一段落すれば交渉を取りまとめるという立場をとっている、と東京に報
                                                     
955 「須磨総領事発有田大臣宛」（10 月 21 日）『現代史資料８』、328-29 頁。 
956 「須磨総領事上京中得タル事項」『島田文書 15』。 
957 「蔣介石致張群電」（11 月 15 日）『蔣中正総統文物―華北局勢與對日交涉（二）』、請求番号：002-020200-
00026-079。 
958 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（11 月 6、7 日）『外文 II.1.5（上）』、162 頁。 
959 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（11 月 7 日）同上、165 頁。 
960 「蔣介石日記」（11 月 8 日）。 
961 「須磨総領事発有田外務大臣宛」（11 月 18 日）『松本記録 日支外交関係雑纂昭和十一年南京ニ於ケル
日支交渉関係』、アジ歴：B02030140700（以下、『日支外雑纂』と略す）。 
962 同上。 
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告した963。この状況下で日本側がとるべき措置として、川越は、「元来内蒙工作カ帝国ノ既
定方針ナル以上今次ノ如キ時機及方法ニ付テハ意見モアルヘキモ、既ニ始メタ以上ハ之ヲ
中止スルヲ得サルヘク」と、関東軍の綏遠工作を評価し、交渉の取りまとめを綏遠工作の解
決後まで引き延ばすことは、帝国政府が綏遠問題に関して弱みを露呈し、帝国の威信を失墜
する結果となるので、直ちに交渉を終結するよう請訓した964。ただし、この度の終結は決し
て打ち切りの意味ではなく、「或程度交渉ノ成果ヲ収メントスル共ニ帝国ノ威信ヲ保チツツ
一応ノ引込ヲ付ケ且後日交渉再開ノ余地ヲ残シ置ク次第ナル」と上申した965。 
こうした極めて緊張した情勢の中で、12 月 3 日に青島事件966が発生した。当日のうちに
川越は口上書を読み上げ、正式会談を終結する旨張群に手交し、また必要となる事務的手続
きは今後の引継ぎにおいて完了すると通告した967。続く 12 日、蔣介石が張学良と楊虎城に
より「兵諫」のために拘束されるという、西安事件が発生した。こうした日中情勢からみて、
国交調整が再開される余地はほぼなかった。 
以上のように、国交調整交渉の初頭から、日中双方が関心を払う交渉課題と、その優先順
序が異なっていたことが明らかであった。そのため、交渉は当初から行き詰まっていた。し
かし、張群など交渉の前線に立っていた責任者は、対立の緩和と交渉継続のため、日本側の
要求に従って連航から始めようと蔣介石に上申した。蔣は日ソの緊迫関係と中ソ関係の緩
和という可能性に鑑み、華北の主権を回収する手段として、防共問題を先に交渉すべきであ
ると指示を出した。そこで、華北問題をめぐる国交調整が本格的に開始したのだった。ただ
し国交調整に至る過程において、日本側の陸軍中央部では、1936 年春から国民政府との間
で直接華北問題を話し合おうという動きがあったことを指摘しなければならない。 
国交調整の展開に伴い、日本中央部は、中国側が言明した防共範囲を日中軍事協定の形で
盛り込み、もともと日本側が主張してきた共同防共を、華北共同防共と全国範囲の一般防共
に二分し、新たに中国側に突きつけた。しかし、中国側が提出した五つの希望要項が全て拒
否されたのみならず、山海関、包頭を結ぶ線以北という防共範囲が中国側にとっての最大限
度の譲歩であったため、日本側の新たな要求は到底呑むわけにはいかなかった。こうして交
渉が終焉することにより、日中双方の中央レベルでの交渉は行き詰まってしまった。同時に
日中双方は、相互の接近から岐路に至るまでの情勢の中で、それぞれに国際社会への働きか
けを模索していた。 
                                                     
963 「綏遠工作の中国に及ぼせる影響に関する川越大使上申」（11 月 25 日）『日支外雑纂』。 
964 同上。 
965 同上。 
966 青島事件とは、上海の続き、青島も日本の在華紡のストライキが激しく、工場が閉鎖に迫った状態にあ
り、日本は南京政府の許可なしに海軍陸戦隊 762 名を上陸させ、工場の警備につかせたが、陸戦隊の一部
が青島市や鉄道の国民党、警務処、国術館などを強制捜査し、罷業の背後関係者とみられた中国人を直接
逮捕検束し、証拠書類と見なれたもの押収した出来事である。臼井勝美『新版日中戦争 和平か戦線拡大
か』中公新書、2000 年、46 頁。 
967 「十二月三日川越大使口上書及交渉結末覚書」『現代史資料８』、299-303 頁。 
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三. 日中双方の第三国への働きかけ 
 
1. 日本側―外務省高層部の既存国際秩序の打破と対英緩和の努力 
 1936 年に日中国交調整が実現するまでに、中ソ及び極東の情勢にはある程度の変化が生
じていた。まず、中ソ両国は、「満州国」が創設された 1931 年 12 月に復交し、中国側はそ
の復交交渉に伴い、不可侵条約の締結も同時に結ぶことを求めたが、ソ連側は対案がないと
して断った968。1933 年 10 月にソ連が対案を提示したが、その時の国民政府は華北の安定化
のため関東軍との善後交渉に注力しており、ソ連の対案に応じなかった969。華北自治運動に
際して、蔣介石は、中ソ間の親密な関係を促進し、かつ極東平和を保障する実質的な協定を
締結するようボゴモロフに提案し、日本との間で反ソ軍事同盟を締結することはないと告
げた970。また、米ソも 1933 年 11 月に復交した。この復交を機に、アメリカはソ連をワシ
ントン体制に組み込むことも考えており、ソ連も極東における「集団安全保障体制」を創設
しようとしていた971。 
こうした極東情勢の変動に直面した外務省は、対中政策と対欧米政策をめぐりどのよう
な対策を考えていたのか。この点について、重光葵次官と広田弘毅の動きを通して考察して
みたい。 
 重光は、日本の対外政策の根本は国際連盟脱退の時点で既に確立したと主張した972。その
理由は、日本の死活問題である満州に関して、連盟と欧米諸国が理解を示しさない限り、日
本が自らの進むべき道を自ら歩むしかない、というものであった973。重光は、ワシントン会
議とロンドン軍縮会議といった集団安全保障制度は、あくまでも欧米人が世界中にその勢
力範囲を広げ、その広がった勢力範囲に対して現状維持を欲するためのものであると理解
していた。これらの会議において、太平洋、中国などの政治問題を論じ、満州事変、上海事
変の解決の名目で日本側に受け入れ不可能な条件を強いていると批判した974。また、中国が
第三国の政治家を東亜の問題に巻き込んできて、日本の正当な行動に対して容喙させるこ
                                                     
968 「広田弘毅大使発内田大臣宛」（1932 年 7 月 3 日）『蘇連邦、中華民国間不侵略条約関係一件』アジ歴：
B04013514000。 
969 楊天石、前掲論文、73-76 頁；張毅「中蘇互不侵犯条約談判与 1932-1937 年的中蘇関係」『近代史研究』
2016 年第 2 期、32 頁。 
970 「鮑格莫洛夫致蘇連外交人民委員部的電報」（1935 年 10 月 19 日）『中蘇外交文件選訳（上）』、219-220
页。 
971 酒井、前掲書、193 頁。 
972 重光葵「我外交ノ基調ニ付テ」（1934 年 5 月 11 日）『一般執務提要(第一号) 1936 年』アジ歴：
B10070153900。 
973 同上。 
974 同上、「我外交陣容ノ充実改善ニ付テ」（1935 年 3 月 22 日）。 
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とは許さない、と重光は言明した975。さらに、1935 年末に第二次ロンドン会議が開催され
るに先立ち、重光は、集団安全保障制度に明確な反対を示し、関東軍が策動していた華北自
治運動が「意義ヲ有スル」と確信していた976。広田もこの頃に、ワシントン会議や九カ国条
約などの集団機構は欧米諸国の対中侵略主義や東アジアや中国に対する植民地的扱いを法
典化するものであり、その存在の打破が肝要であると訴えた977。日本にとって打破の理由は
二つあった。第 1 に、中国側がそれらの条約に依拠し、欧米依存と遠交近攻の政策をとり、
日本の要望を極力妨害しようとしていた点である978。第 2 に、それらの条約を通して、欧米
を含む調印列国が中国問題、アジア問題に関して日本と対等の資格を以て討議することで、
日本のアジア政策が干渉を受けるということである979。 
 このように、日本の軍と外交の双方とも現在の極東秩序を打破する意欲を持っていた。ソ
連の防衛を含むアジア政策を遂行するために、「帝国外交方針」が明らかになったように、
日中の提携および英米との協調は、日本にとっての二本線であった。日中提携は、中国との
共同防共を締結することであり、英米との協調は中国における英米（特に最大利益をもつイ
ギリス）の利権を尊重することである。当時、広田内閣の下で、日独交渉と並行して、日英
間で国交調整の協定を結び、それを日米関係にまで拡大させるとの方針が閣議決定されて
いた980。つまり、ドイツと交渉すると同時にイギリスとの国家関係も調整し、その後に対米
関係に取り組むという優先順位であった。そこで以下では、日本の対英関係の緩和をめぐり、
イギリスの財政専門家ウィリアム・リース＝ロスの 2 回の日本訪問の記録を分析してみた
い。 
第 1 回は、イギリスが国民政府の財政整理の要請に応じて、リース＝ロスを中国に派遣
した際で、リース＝ロスは 1935 年 9 月下旬に中国に着く前に、中国問題を日本と協議する
ため、日本を訪問した。先行研究で明らかにされた限りでは、日本政府の対応は消極的であ
った981。リース＝ロスの極東訪問の目的は、対中援助での日本との協力、日中関係の緩和促
進、イギリスの在華利益の発展について話し合うことであった982。つまり、日本が中国援助
に参加すれば、東北四省を喪失した中国側への事実上の補償および復興の手助けになる。ま
た連盟脱退後に日本が置かれた国際的孤立状況を改善することにもなる。また、イギリスが
「満州国」を承認する代わりに、日本はそれを中国側に強要することを控え、同時に日本が
                                                     
975 「我外交ノ基調ニ付テ」。 
976 「最近ノ国際情勢」（1935 年 12 月 23 日）『一般執務提要(第一号) 1936 年』。 
977 広田弘毅「華府九国条約ニ関スル件」（1936 年 3 月 31 日）、同上。 
978 同上。 
979 同上。 
980 森島守人『陰謀・暗殺・軍刀―一外交官の回想』岩波新書、1950 年、119 頁。 
981 波多野澄雄「リース・ロスの極東訪問と日本―中国幣制改革をめぐって：日英関係の史的展開」『国際
政治』『国際政治』第 58 号、1978 年、86-104 頁。 
982  Stephen Lyon Endicott, Diplomacy and Enterprise British China Policy 1933-1937, Manchester: 
Manchester University Press, 1975, p.102. 
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長城以南において中国の政治と行政を侵害しないことをイギリスが保証するという狙いが
あった983。リース＝ロスのこうした目的に対して、広田と重光は、中国の復興とは他国の援
助に依存するのではなく自らの力で行うべきものであり、そもそも中国が財政難を誇張し
ているとリース=ロスに返答した984。 
リース＝ロスが中国に到着した後、国民政府はイギリスなどの支援のもと幣制改革を遂
行し、成功していた。これに対して現地軍は強烈に反対し、華北の分離策動を加速していっ
た。このように中英が接近することを受け、外務省は対英関係の再検討に迫られた。その契
機が駐英大使松平恒雄の一時帰国であって、重光以下の幹部らは、3 回の会合を持ち討議し
た985。その中で、対英協調の重点は、まずイギリスが九カ国条約のような国際取り決めに準
じて、日本のアジア政策を拘束してはならないことを認識させ、次に、イギリスの中国権益
は尊重するものの、華北と内蒙方面におけるイギリスからの情報共有と協議の申し出など
は解消することとされた986。具体的には、対中借款を含め日英協調の中の容易な問題から順
次に着手することが検討された987。一方、対英協調に関して軍側を同調させるために、外交
施策の中心は対ソ問題であるため、不必要に欧米の反感を挑発し、ソ連の味方へと転じさせ
る策動は自重するよう、軍側を説得しようとしていた988。 
こうした取り決めについてイギリス側と協議したのが、リース＝ロスの 1936 年 6 月の再
来日であった。この時リース＝ロスが大蔵省や外務省と行った会談については先行研究に
よって説明されている989。そこで、本節では、主にリース＝ロスが磯谷と行った会談に焦点
をあててみる。 
 10 カ月ほど中国に滞在していたリース＝ロスは、蔣介石に日本との協調政策を持続する
決意があることを磯谷に伝えた。そのうえで、中国側の人事容喙、密輸の影響により関税の
徴取に支障が生じ、中国側の関税制度が崩壊の危機にあるなど、華北問題が日中間で最大の
難問であると指摘した990。磯谷は、南京が大陸で一番強力な政権であることは認めたものの、
その対日悪政のため中国全土のみならず極東全般に悪影響を及ぼしているため、日本とし
てはその態度是正を切望していると答えた991。リース＝ロスは、会談の最後に自らが観察し
た日本の対中政策の五つの問題点を磯谷に提示して帰った992。その中の第 3 点は、日本が
                                                     
983 Ibid, p.112. 
984 Sir R. Clive (Tokyo) to Foreign Office (September 11). Documents on British Foreign Policy 1919-1939, 
Second Series, Volume XX, pp.596-97. 
985 「支那ヲ中心トスル日英協調問題」『支那、蘇連邦外交関係雑纂/蘇、支蒙疆関係』アジ歴：B02030822000。 
986 同上。 
987 同上。 
988 同上。 
989 井上、前掲書、284-85 頁。 
990 「磯谷少将「リースロス」会談要旨」（1936 年 6 月 8 日）『満洲事変/華北問題 第九巻』。 
991 同上。 
992 Sir R. Clive (Tokyo) to Mr. Eden (June 10,1936). Documents on British Foreign Policy 1919-1939, 
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共産主義の撲滅を希望するならば、何故中国において最も防共に力を入れている南京政府
を支持できないのか、であった。また第 4 点は、日本政府が今日でも中国の統一、領土保全
及び秩序維持の保証を望むのであれば、陸軍当局が冀察を事実上分離しなければならなか
った理由は何であるのか。特に冀東において殷汝耕を支持する理由は何であるのか、という
質問を含んでいだ993。こうして、リース＝ロスの 2 回目の訪問も日英双方による意見の表
明に留まり、何ら具体的な合意には至らなかった。 
 同年 4 月に吉田茂が新しい駐英大使となり、日英関係の緩和のために奔走し、一通の非
公式メモをチェンバレン首相に提出した。その中で吉田はまず、イギリスが中国における日
英の相互利権の尊重に同意し、その交換条件として、日本が長城以南の中国の領土権と主権、
および中国全土にわたる門戸開放政策への尊重を保証するというものであった994。次に、秩
序を担保し中国での共産主義の防止を目的として、中国が一定数の日本人軍事顧問を招へ
いすることを、イギリス政府が国民政府に促すこと。さらにイギリスが、中国が必要とする
すべての武器を日本から購入することを含む、あらゆる日中協定を認めることであった995。
さらに、イギリスが日本との間で防衛協定の成立に同意し、その中で日ソ開戦の際に、イギ
リスは友好中立の義務を負い、その代償として日本は、イギリスが何れかの国と戦争となっ
た場合に、極東におけるイギリスの財産と貿易を保護する、という内容が盛り込まれた996。
吉田が提出した覚書と照らし合わせてみると、日英会談を開始した頃にはそれと並行して
日独防共協定が協議されており、同協定は 11 月に締結された。それを受けてイギリスは、
華北での日本の策動を留めるためには、ソ連と提携するしかないという認識を持つように
なった997。 
  
2. 中国側―国連尊重と第三国との共同防日の期待 
青島事件の 3 日後に、張学良らに共産党の討伐戦を督促していた蔣介石が、却って張学
良らに監禁されるという西安事件が発生した。事件の解決にあたって、蔣介石は共産党の討
伐を取り消し、団結して日本に抵抗するという妥結条件を受け入れた。国交調整の早期終焉
に加えて、こうした西安事件の影響もあり、蔣介石の対日政策は変化していった。 
1937 年 1 月 5 日に、蔣介石は、李石曽と王寵恵との会合において、対日および対ソ施策
について国際連盟を基礎とするものにすべきかどうか相談した998。また 2 月 7 日に、蔣介
                                                     
Second Series, Volume XX, p. 870. 
993 「磯谷少将「リースロス」会談要旨」。 
994 From Mr. Eden to Sir R. Clive (September 6, 1936), Foreign Office File for China, 1930-1937, The 
National Archives UK, 371/20278. Hereafter cited as FO 371/20278. 
995 Ibid. 
996 Ibid. 
997 Endicott, op. cit., p.148. 
998 「蔣介石日記」（1937 年 1 月 5 日）。 
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石は、外交と内政の人事を変えるべきだと日記に記し、中央政治委員会で王寵恵を新しい外
交部長に任命することを決定した999。一方、国民政府の駐英大使郭泰祺と駐仏大使顧維鈞は、
国際連盟創設者の一人であるロバート・セシル（Robert Cecil）に対して、満州事変以降の
日本の対中侵略を訴えたうえで、極東地域において国際連盟の枠組みの下集団安全保障機
構の設立を建言した1000。この種の集団安全保障機構とは、イギリス、フランス、アメリカ、
ソ連、中国ほか、平和を愛する国家から成り立ち、侵略を防衛するための相互援助条約であ
る1001。郭泰祺は上記の内容をイギリスの外務大臣アンソニー・イーデン（Anthony Eden）
に提議したが、積極的な反応は得られなかった1002。 
中国側による集団安全保障機構への期待は、蔣介石からアメリカの駐華大使ネルソン・ジ
ョンソン（Nelson Johnson）にも伝えていた。3 月 4 日に蔣介石は、「弊国は太平洋各国の
平和会議を提議することを考えており、太平洋と関係があるあらゆる大国、例えば英、米、
仏、ソなどもその参加を招へいする。これを公表するのは時期尚早だが、アメリカにもなる
べく早めに準備するように願う」という話をジョンソンに告げた1003。ほぼ同じ頃の 2 月 16
日に、首都ワシントンでは、国務省極東事務局が、「環太平洋海岸国家中立化（Neutralization 
of the Islands of the Pacific）」と題する草案を作っていた1004。前述したように、ソ連をワシ
ントン体制に組み入れようと考えていたアメリカが、その草案をまとめたものと考えられ
る。この草案は極秘文書として分類されており、アジアに駐在していた外交官の中でも、駐
日大使のジョセフ・グルー（Joseph Clark Grew）にしか送られなかった1005。ここでいう中
立化とは、侵略を行わず、互いの権利、主権、独立、領土完整と政治の独立を承認するとい
うものであった1006。この草案に関して、極東事務局は深く研究する必要がある文書である
という説明を付しているものの、ルーズベルト大統領（Franklin Roosevelt）は理論化し過ぎ
たものであると評し、イギリス外務次官補アレクサンダ ・ーカドガン（Alexander Cadogan）
も非実用的な産物という印象を持ったため、それ以上に深く議論されることはなかった1007。 
                                                     
999 秦孝儀編『総統蔣公大事長編初稿』（卷 4 上）中正文教基金會、1978 年、21 頁。 
1000 From Viscount Cecil to Private Secretary (September 11), Foreign Office File for China, 1930-1937, The 
National Archives UK, 371/20278. Hereafter cited as FO 371/20278. 
1001 Ibid. 
1002 Mr. Eden to Mr. Howe (Peking) (September 11), FO 371/20278. 
1003 王正華編『蔣介石総統档案―事略稿本』（第 40 冊）国史館、2010 年、246-53 頁；The Ambassador in 
China(Johnson) to the Secretary of State, pp. 36-37, Foreign Relations of the United States (1937), Volume 
IV. (Washington, D.C.: Government Printing Office), pp. 975-78. Hereafter cited as FRUS (1937 IV). 
1004 Draft Memorandum Prepared in the Department of State on the Neutralization of the Islands of the 
Pacific (February 16), pp. 954-71, FRUS (1937 IV). 
1005 Ibid. 
1006 Ibid. 
1007 Memorandum by the President Roosevelt to the Secretary of State (March 1), pp. 973-74; Memorandum 
by Mr. Norman H. Davis of a Conversation with the British Deputy Under Secretary of State for Foreign 
Affairs (Cadogan) (April 22), pp. 975-78, FRUS (1937 IV). 
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一方、同じ時期の対ソ関係において、蔣介石は日本の共同防共要求を、中ソ交渉で利用で
きる切り札と見なしていた。張群は、日中国交調整の最中は、「日本は終始この件を提起し
ていない」とボゴモロフに伝えていたが、交渉が決裂する直前に、駐ソ大使蔣廷黻がソ連外
務人民委員のマクシム・リトヴィノフに日中交渉の大体の内容を伝え、中国側が共同防共を
受諾していないことを明確に告げた1008。それにもかかわらず、リトヴィノフは、中ソ間で
実質的な条約が締結されていないので、対中援助を行うには道がまだ遠いと回答した1009。
1937 年になると、中国側によるソ連への働きかけは一層積極的となった。ボゴモロフが南
京に帰任する前の 2 月 16 日に、蔣廷黻は極東問題は日中間または日ソ間の問題のみならず、
世界の問題である。なぜならば、欧州各国やアメリカは極東に重要な利権をもつためである、
と指摘した。中国とソ連が率先して軍事と政治の両面で提携し、中ソの合作によって反日の
核心となることで、世界における反日の大同盟の形成を促進すべきと力説した1010。さらに、
蔣廷黻は、リトヴィノフが記者会見で太平洋地域公約に言及したことを見て、中ソ間でまず
軍事同盟を成立させ、他の太平洋国家に参加を呼びかけようと説得したが、後者は、英米の
同時参加がない限り、2 国間のみの条約では大きな意味がないと断った1011。 
1936 年末に停頓した日英交渉が再開されるという情報が南京に流れてきたため、国民政
府はイギリスとの接近にも努めた。蔣介石は、中英の協調に関して、長江と沿海部に要塞を
構築し、陸海軍の訓練にイギリス人を招へいするなど、日本が壊滅するまでイギリスと徹底
的に合作しなければならないと考えていた1012。その理由は、中国が国防設備を完成させ、
対外的に独立できるまで、相応の権益と将来的な約束を代償として示せば、イギリスは中国
と合作するというものだった。イギリス人は日本人のように横暴ではないので、比較的に安
心して合作できると、蔣介石は分析していた1013。こうして、蔣介石は、イギリス国王ジョ
ージ六世の戴冠を祝うという名目で、孔祥熙を団長とする一行にヨーロッパ訪問をさせた。
加えて、5 月 4 日に、蔣介石は、イギリス政府が中国との間に軍事と経済の両面での合作を
検討する時期ではないかという照会を、顧問のヘンリー・ドナルド（Henry Donald）を通
して、イギリス駐華大使ヒューゲッセン（Hughe Knatchbull-Hugessen）に伝えた1014。ヒュ
                                                     
1008 「鮑格莫洛夫与中国外交部長張群的談話記録」（1936 年 11 月 7 日）『中蘇外交文件選訳（上）』、234-
35 頁；「蔣廷黻与李維諾夫談話記録」（1936 年 11 月 19 日）中国第二歴史档案館編『駐蘇大使蔣廷黻与蘇
連外交官員会談記録』（『民国档案』1989 年第 4 期により収録）、21 頁。 
1009 「張群致蔣介石電」（1936 年 11 月 13 日）『蔣中正総統文物-俄帝侵華罪行（四）』、請求番号：002-090400-
00007-046。 
1010 「蔣廷黻与鮑格莫洛夫大使談話記録」（1937 年 2 月 16 日）『駐蘇大使蔣廷黻与蘇連外交官員会談記録』、
28 頁。 
1011 「蘇連外交人民委員与中国駐蘇大使蔣廷黻的談話記録」（1937 年 3 月 11 日）『中蘇外交文件選訳（下）』
（『近代史資料』による収録、第 80 号）、186 頁。 
1012 「蔣介石日記」（3 月反省録）。 
1013 同上。 
1014 From H.M. Ambassador at Nanking to Foreign Office (May 4, 1937), FO 676/330. 
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ーゲッセンは、イギリスは軍事的な公約を結ぶ意向はないものの、軍事情報の共有に関して
は一層深めてもよいと答えた1015。これに対して蔣介石は、日記に書いた内容をヒューゲッ
センに伝える一方、ロンドンに到着した孔祥熙にイギリスの真意を究明し、具体的な意見を
のちに提起するよう、対英交渉の手順を指示した1016。 
続く 5 日に、蔣介石は、ヒューゲッセンとの会見で、日英交渉に憂慮を示した後、中英間
の協定の可能性と経済合作を巡って話し合った1017。ヒューゲッセンは、イギリス政府は如
何なる二国間の条約であっても新たに義務を負うことには慎重であり、中英間にある種の
永久的枠組みを打ち立てることは相当困難であると答えた。しかし、経済合作に関してはロ
ンドンでも交渉の展開を望んでいると応じた1018。ヒューゲッセンへの回訓として、イーデ
ンは、昨年吉田が出した提案において日本とイギリスの希望する条件の調整が難しく、吉田
はその後日本政府から指令を受けっていないと説明した。しかし、中国の利益を損害しない
ことと、イギリス人軍事顧問の招へいに関しては検討可能であると答えた1019。孔祥熙のロ
ンドンでの折衝も、同じような状況であった。イギリスの基本的な主張は、中国と友好を深
めることで他国の妬みを買うことに注意を払っており、対中援助においても第 3 国と競合
するような行為を自重していた1020。 
アメリカに対しては、駐米大使王正廷が 6 月 11 日に、国務長官コーデル・ハル国務長官
（Cordell Hull）とスタンリー・ホーンベック極東事務局長（Stanley Hornbeck）に太平洋情
勢について打診したが、二人とも応じなかった1021。しかしアメリカは、中国をめぐる日英
の会談には憂慮を示した。なぜなら、中国での利益分配問題に関連する日英交渉の中に、華
北地域における日本の特殊利益と特殊地位が含まれていたためである1022。ここで注意すべ
き点は、日英交渉に対するアメリカの憂慮が中国の利害をめぐるものではない点である。な
ぜなら、この時ハルは、如何なる政府が極東に関する如何なる特殊利益と特殊地域を会談す
る場合であっても、アメリカはそのことを知る権利と発言権とを有すると強調したのであ
                                                     
1015 Ibid. 
1016 「蔣介石致孔祥熙電」（1937 年 5 月 5 日）『蔣中正総統文物-統一時期（一七五）』、請求番号：002-010200-
00175-012。 
1017 From H.M. Ambassador at Nanking to Foreign Office (May 10, 1937), FO 676/330. 
1018 Ibid. 
1019 From Foreign Office to H.M. Ambassador (May 14, 1937); H.M. Ambassador to William Henry Donald 
(May 17), FO 676/330. 
1020 「孔祥熙致蔣介石電」（1937 年 5 月 17 日）（5 月 22 日）『蔣中正総統文物-対英法德意関係（二）』、002-
090103-00012-179、002-090103-00012-180；H.M. Ambassador to William Henry Donald (May 23), FO 
676/330. 
1021 Memorandum by the Chief of the Division of Far Eastern Affairs (Hornbeck) (June 11), pp. 985-86, 
FRUS (1937 IV). 
1022 The Secretary of State to the Ambassador in the United Kingdom (May 24), pp. 103-04, FRUS (1937 
IV). 
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った1023。 
 
3. 日英会談再開の機運と盧溝橋事件の勃発   
リース＝ロスの 2 回にわたる来日と吉田のロンドンでの会談は、いずれも日本にとって
実質的な成果に繋がらなかった。特に、イギリスが単独で 1000 万ポンドの対華援助を実行
したことは、極めて大きな衝撃であった1024。こうした日英関係の低迷を打開するため、外
務省は日中国交調整交渉の際に、中国との交渉項目として冀東密輸の廃止、華北自由飛行の
停止、冀東防共自治政府の解消という 3 条件から話し合いを開始し、また、金融と通商もそ
れぞれ二つの協定を同時締結しようと考えていた1025。対中関係をめぐる日英協定は、日米
間の石井・ランシング協定に沿って、華北における日本の優越的地位を認めさせると同時に、
華南と華中における日英対等の地位を認める趣旨の政治的協定の締結を目標としていた1026。
この案は、リース＝ロスの日本訪問時に示された案、あるいは吉田大使の提案と比較すれば、
外務省がかなりの譲歩を示したものであることがわかる。 
一方、南京外交部において、王寵恵は、郭泰祺、顧維鈞、王正廷の報告に接した後の 6 月
23 日に、「太平洋公約の趣旨は相互の領土不可侵であるため、領土範囲の決定が緊要の問題
となる。しかし、英米は、東北問題がまた未解決で、公約成立に障害となると顧慮している」
と、廬山に居た蔣介石に報じた1027。王は、現在の情勢下では、中国には二つの挽回方法が
あると上申した。第 1 に、冀察の現状処理の方法への態度を保留し、将来我が方が武力で冀
察の情勢を逆転すれば、武力で抵抗する日本が侵略者の方となる1028。第 2 は止むを得ない
方法ではあるが、遼、吉、黒、熱の 4 省に対し列国が従来のままの態度で臨むのであれば、
東北は依然として我が方の領土であるが日本の非合法な占領下にあることを、国際的に共
同保留することである1029。 
中国の現場にいた川越は、イギリスの対中借款と中英交渉という情報を把握した後で、岐
路にたつ日英中関係について、7 月 6 日に以下の三つの選択肢を指摘した。それは局外でイ
ギリス単独の、若しくは日本を除く国際借款団による借款が成立することに同意を与える
か、局外で右の成立を妨害するか、あるいは日本の参加を主張するかであった1030。川越は、
この中で対中借款への日本参加を是非イギリス側に要請する、という第 3 の選択肢を選ぶ
べきであり、その実現によって対中政策の一大転機を書期するものとなる、と広田外務大臣
                                                     
1023 Ibid. 
1024 「吉田大使発広田外務大臣宛」（6 月 23 日）『列国ノ対支財政援助計画問題一件（リース・ロス関係ヲ
含ム）』アジ歴：B02030791500。 
1025 森島、前掲書、120 頁。 
1026 同上。 
1027 「王寵恵致蔣介石電」（6 月 26 日）『国民政府-外交報告』、請求番号：001-060004-00002-008。 
1028 同上。 
1029 同上。 
1030 「川越大使発広田外務大臣宛」（７月 6 日）『日、英外交関係雑纂 松本記録』アジ歴：B02030762800。 
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に上申した1031。その理由は、第 1 に、イギリスの単独対中借款は、中国の金融若しくは中
国全体がイギリスないし国際的に管理されることを意味する。仮に日本側が前記の状況に
同意し、その代償として中国を分割し、華北を実質的に日本の勢力範囲とすることにイギリ
スの諒解が得られたとしても、日本の永続的な対中政策の観点からは、この選択肢は絶対に
避けるべきである1032。第 2 に、日本が中国の貨幣制度を直接に破壊する目的で兵力を使用
することは容易ではなく、実施できたとしてもイギリスを巻き込む恐れがあるためである
1033。第 3 の国民政府に対する援助は、満州事変以来日本が堅持してきた根本方針を急転向
するものであり、日本の財政にも負担をかけるため、反対を惹起するであろう。しかし上記
の情勢判断のもと、イギリスに対して共同事業の建前を認めつつ、速やかに手を打つことが
極めて肝要である、と強く主張した1034。 
こうして、日本の中央と駐華官僚が対英協調をもって対中関係の調整を図ろうとしてい
た矢先の 7 月 7 日の夜、北平豊台の盧溝橋において天津軍と第 29 軍の間で衝突事件が発生
した。イギリスは日本が中国での侵略行動を停止しない限り、日英の交渉を再開できないと
表明し、日英会談が展開される可能性はほぼ消滅した。 
 
小括 
 
 陸軍中央の対中政策は 1936 年の春頃に根本的な転換を示した。それは華北問題に関して
南京政権を交渉の相手としないとする立場から、同政権を拒否するのではなく誘導してい
く方針への変更である。その直後に 2・26 事件が生じたものの、この転換には大きな影響
を与えなかった。むしろ問題となったのは、急変した政策がそれまで根強く維持されてきた
対中政策に反したものであるため、現地の軍人らから強く反対されたことであった。 
地方事件をきっかけとして展開した国交調整の中で、華北問題は 5 省の自治と共同防共
として具体化されつつあった。蔣介石は共同防共に関して、それを日中双方の共通点として
認めることで対日譲歩を示した。しかし、日本側はソ連防衛を主眼とする軍事同盟だけでな
く、華北 5 省を範囲とする華北防共および中国全土を範囲とする一般防共といった三つの
要求を同時に押し付けた。加えて、そこで生じた綏遠事件をめぐる妥協が難しかったことで、
国交調整の決裂が加速された。日本側は中国との交渉を通して、華北問題をめぐる合意を形
成し、共同防ソを達成することに失敗することとなる。中国側も華北問題を現地ではなく中
央政府により処理することで、日中関係を打開しようとした目的が失敗に終わった。 
こうして華北問題をめぐり日中関係は岐路に面していた。中国側は日本の華北侵略を防
ぐためイギリスを初めとする第 3 国への働きをかけ行ない、国際連盟の枠内で極東秩序が
                                                     
1031 同上。 
1032 同上。 
1033 同上。 
1034 同上。 
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調和されることを望んでいた。日本側は対ソ防衛の政策の中で中国問題をいかに処理する
かという課題において、西洋列国の関与を排除しながらも、イギリスとの協調は図っていこ
うとした。こうした異なる道を辿っていった日中双方は、盧溝橋事件の発生とその処理をめ
ぐり、最後の交渉機会を手にすることになるのである。 
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第五章 盧溝橋事件の勃発と華北問題の破綻 
  
盧溝橋事件は 1937 年 7 月 7 日の夜に発生した。この事件に関する多くの先行研究は1035、
日中の研究者の間の当該事件の対する捉え方の違いを浮き彫りにしている。中国側は同事
件が日本側の謀略的行為であり対中全面侵略の序幕であると捉える一方、日本側は同事件
が偶発的なもので、発砲者も第 29 軍の兵士であると主張してきた。 
近年、盧溝橋事件から第二次上海事変までにかけて、第 29 軍の統制の弱み、南京側の強
気が事件の拡大過程に影響したという指摘もなされるようになった1036。ところが、こうし
た研究の進展にも拘らず、事件の解決のされ方そのものが全面戦争とどのようにつながる
のかに関する考察は、未だ十分であるとは言えない。 
蔣介石は第 29 軍を増援するため中央軍に北上する命令を出し、「廬山談話」の中で「最後
の関頭」を宣明した1037。それでは、蔣介石が事件を解決する手段として日本に抵抗するの
みで、戦争そのものの回避は考えていなかったのだろうか。また、そうした蔣介石の対日戦
略が、どれほど外交部での交渉に反映していたのかについては疑問が残る。本章では、以上
の点に留意しつつ、（1）現地の天津軍と第 29 軍が相手国と各自の中央政府に対していかな
る対応をしていたのか、（2）各方面の現地軍と接することで得られた情報や現場での対応
は、日中の中央の政策制定にいなかる影響を及ぼしたのか、（3）最後に、現地の情報と中央
の政策制定を背景要因としながら、南京外交部1038で行われた日中の外交交渉が、どのよう
な争点をめぐって展開したのかについて論じていきたい。  
 
一. 盧溝橋事件と全面戦争の関係をめぐる日中の異なる認識 
 
議論を進める前に、日中両国の研究史における盧溝橋事件の位置づけを比較検討する必
                                                     
1035 時系列で取り上げる。呉相湘「盧溝橋頭第一槍」『現代史事論業』（第 1 冊）、文星書房、1964 年、27-
29 頁；沈継英、柳成昌『盧溝橋事変前後』北京出版社、1986 年；馬仲廉『盧溝橋事変与華北抗戦』北京燕
山出版社、1987 年；胡徳坤『七七事変』解放軍出版社、1987 年；武月星ほか『盧溝橋事変風雲篇』中国人
民出版社、1987 年；李雲漢『盧溝橋事変』台北東大図書公司、1987 年；江口圭一『盧溝橋事件』岩波ブッ
クレット、1988 年；趙延慶「評盧溝橋事件“偶発論”的幾個論拠」『近代史研究』、1989 年第 4 期；曲家源
『盧溝橋事変起因考論―兼与日本有関歴史学者商榷』中国華僑出版社、1992 年；安井、前掲書（1993 年）；
秦、前掲書（1996 年）；徐勇「盧溝橋事変之研究与思考」臧运祜編『日本侵華与中国抗戦』社会科学文献出
版社、2013 年；岩谷将「盧溝橋事件―塘沽停戦協定からトラウトマン工作失敗まで」筒井清忠編『昭和史
講義―最新研究で見る戦争への道』2015 年、筑摩書房、141-56 頁など。 
1036 岩谷将「日中戦争拡大過程の再検証 盧溝橋事件から第二次上海事変を中心に」『軍事史学』第 53 巻
第 2 号、2017 年、4-27 頁。 
1037 「対於盧溝橋事件之厳正表示」（7 月 9 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-020300-
00001-044。 
1038 北平に駐在していた日本官憲（川越茂駐華大使を含む）と東京との連絡については、劉傑、前掲書、67-
79 頁を参照。 
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要がある。先行研究が着目してきた対象は、主に事件が発生した当夜の事情を検証する議論、
例えば、第一発の発砲説、兵士一名の「行方不明」の問題、日本側の入城捜査要求を中国側
がどう理解したのかという詳細な議論と、事件の解決方式や全面戦争に至った原因といっ
た全体像を扱う議論の、大きく二つの側面に分けられる。 
まず、盧溝橋事件をめぐり議論の分かれる第一発の発砲説に関して、先行研究の論点から
整理してみたい。「発砲」説については日中双方の捉え方が根本的に異なっていると言わざ
るを得ない。日本の研究者の多くは、盧溝橋事件が「偶発」的なものであり、その「第一発」
の発砲者も中国軍の第 29 軍の兵士であると主張している1039。また、その発砲は、事前に計
画されたものではなく、演習中の支那駐屯軍第 1 連隊第 3 大隊第 8 中隊の軽機関銃の発射
音に驚いた第 29 軍兵士が反射的に発砲したという説明を付記している。一方、中国と台湾
の研究者は、盧溝橋事件が日本側の「謀略」によるものであり、日本による全面侵華戦争の
序幕であるという位置づけを主張している1040。また、日本の侵略的行為の論拠として、日
本側の「偶発」説と「第 29 軍発砲」説に反駁するような議論もなされてきた1041。 
次に、事件の発生と全面戦争へと展開した原因の関連をめぐる議論を見てみる。日本側で
は日中全面戦争へと拡大した根本的原因は、日本の侵略政策と「華北分離工作」であると捉
えられている1042。秦は、盧溝橋事件が局地的な事件として収拾できなかった理由には、「構
造的要因と心理的要因」があると主張していた1043。戦争の回避に失敗した原因は、中国側
による事件の誤認、日本政府への不信感、外交交渉が早期に放棄されたこと、そして自己実
力の過大評価であり、日本側による中国が現地協定を受容しているという確信、一撃を重視
する戦術の堅持、国民党政権への不信感であると指摘された1044。また、「現地解決」方式を
めぐっては、南京国民政府が中央を介さず現地で結ばれた協定を認めない立場を取り、日本
が利用した所謂「現地解決」という手続きが実際には破綻状態にあったことが、開戦に至っ
た重要な原因であると指摘した1045。 
                                                     
1039 江口、前掲書（1988 年）、20 頁；秦、前掲書（1996 年）、376-77 頁；安井、前掲書（1993 年）、307
頁。 
1040 臧運祜、前掲書；蕭李居、前掲論文（2017 年）、391-480 頁。 
1041 栄維木「盧溝橋事変研究総述」『抗日戦争研究』、1992 年第 3 期、103-15 頁；第一、盧溝橋事件は中国
の国土において発生したものであり、いわゆる「不法射撃」という概念も、侵略者の行動を支えるに過ぎ
ない。第二、盧溝橋事件は日本の確信的な侵華計画の実施である。第三、盧溝橋事件を起こした目的は、全
面的な侵華戦争を挑発することである。こうした従来の議論に加え、最近刊行された、中国側による盧溝
橋事件に関する日本側研究の総述については、白純、楊曦陽の「戦後日本学者関於盧溝橋事件的主要観点
及其実質論析」（『南京政治学院学報』2017 年第 3 期、113-17 頁）を参照されたい。 
1042 江口、前掲書（1988 年）、57 頁；安井、前掲書（1993 年）、309 頁。 
1043 構造的要因は、「日中戦争を満州占領に引き続く日本の華北侵略に対する中国の抵抗ないし反撃と割り
切る理解のしかたである」。心理的要因は、「例えば、相互の（1）誤認、（2）誤算、（3）不信、（4）敵意、
のように非合理で計測しにくい諸要素を指す」。秦、前掲書（1996 年）、375-76 頁。 
1044 同上、379 頁。 
1045 古屋、前掲論文（1984 年）、3-120 頁。 
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台湾の学界においては、蕭李居が盧溝橋事件をめぐる日中両国の対応のあり方に新たな
議論を投じた。蕭の論説は、従来、盧溝橋が北平または華北地域にとって戦略的に重要な位
置にあったため、双方ともそれを競い合ったとされる議論を否定し、むしろ事件を処理する
際の日中両国の個々の判断とそれに伴う行動こそが事態を悪化させ、結局、戦争の導火線に
なったと論じた1046。すなわち、支那駐屯軍歩兵第 1 連隊長牟田口廉也の軽率な攻撃判断を
含む、華北現地の事件の処理における態度とその手段、及び日本の内閣が行った派兵声明と、
蔣介石による中央軍北上の命令を、事件拡大の原因として特定した。また、黄自進は、華北
地域において日中両国政府が共に認めるだけの協力者を見出せなくなったことが、対立が
拡大した原因であると捉えていた1047。 
このように、盧溝橋事件の発生に関してだけ言えば、日本側の中国軍による発砲説または
偶発説に対して、中国側が日本軍の陰謀説あるいは日本による中国侵略計画とみなすとい
う明白な対比が見られる。しかしながら、事件と戦争との因果関係をめぐっては、それが日
本の中国侵略政策の一環であるという点で、両者は大筋で一致してきた。それでは、この事
件はどのような過程を経て戦争へと展開していったのであろうか。 
 
二. 華北での現地の動向と事態の展開 
 
1. 支那駐屯軍の措置と拡大メカニズムの形成 
盧溝橋事件の始まりとなった第一発に関する情報を発信したのは、北平南方の豊台にて
夜間演習を行っていた支那駐屯軍歩兵旅団歩兵第 1 連隊第 3 大隊第 8 中隊長の清水節郎大
尉であった1048。清水によれば、「午後 10 時半ごろ」に、演習が休憩となった際に、「突如後
方から数発の小銃射撃を受けたしかに実弾だと直感し」た。すぐさま集合を命じたところ、
「兵一名行方不明の報告を受けただちに捜査を始める」とともに、「豊台にある大隊長にこ
の状況を報告しその指示を待つ」と記述されている1049。この大隊長は、一木清直少佐であ
った。その一木は、牟田口廉也連隊長に電話し、部隊を呼集して盧溝橋に行き支那側と談判
することについて意見を求め、牟田口も豊台の部隊はすぐ出動し、一文字山付近を占領し夜
明けを待って盧溝橋にいる営長と交渉するよう、命令を下した1050。そのとき、北平では河
辺正三旅団長が演習視察で不在であったため、牟田口はその代理の責任者となっていた。一
木の電話報告を受けた牟田口は、北平特務機関長の松井太久郎大佐に、中国側に抗議するよ
                                                     
1046 蕭李居、前掲論文（2017 年）、472 頁。 
1047 黄自進、前掲論文（2017 年）、33-59 頁。 
1048  第一発に関する日本側の主要な現場史料に依拠すれば、五つの情報記録があるが、外部または上層部
に報告を行ったという観点から、ここでは、清水節郎の報告を取り上げたい。五つの情報記録については、
安井（1993 年）の 160-62 頁を参照されたい。 
1049 「清水節郎氏の手記」『日中戦争史』、165 頁。 
1050 「事件一周年の回顧座談会」『東京朝日新聞』1938 年 6 月 30 日～7 月 2 日。 
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う連絡を入れた1051。中国に対して抗議する「根拠」となったのは、「第一発」を中国側が発
したことと「兵一名行方不明」であったことである。しかし、行方不明の兵士はその後間も
なく帰隊したため、利用できる根拠は「第一発」問題しか残っていなかった。松井は、冀察
外交委員会委員の林耕宇に「時態収拾方」を通告し、合意に基づいて日中共同調査の形で盧
溝橋現場に赴くことにした1052。特務機関補佐官の寺平忠輔大尉と第 29 軍顧問の桜井徳四
郎少佐が、宛平県城内において金振中営長と交渉を進めていた 8 日午前 5 時 30 分に、城外
にあった第 8 中隊が中国軍に向かって前進姿勢を整え、戦闘を開始した1053。これが、日本
側の視点から見た盧溝橋事件が戦闘へと拡大した経緯である。 
それでは、一木と牟田口は、中国軍に対してなぜ突然攻撃行動を発動したのだろうか。多
くの研究者は、それが日本軍の威信宣揚と中国軍に対する膺懲のためであると捉えており、
彼らが意図的に 8 日朝に日中両軍の戦闘を発動したことに対しては、批判的な評価が多い
1054。それは、前年の豊台事件の「反省」から二人が必要以上に強硬な行動を取った可能性
があるためである1055。日本軍の威信宣揚と中国軍への膺懲は、本質的には同様のものとし
て理解できる。牟田口は、8 日零時 30 分に北平の日本憲兵隊に、中国側の要人らの動向を
探知するよう命じたが、その結果は、「何等ノ異状ヲ認メサル」であった1056。これに基づい
て、牟田口は、2 時 30 分に「今次事件カ支那側ノ計画的行動的行為ニアラスシテ全ク盧溝
橋付近ノ局地的突発事件ナルヘシト判断」した1057。つまり、牟田口には盧溝橋事件が中国
側による謀略的かつ侮日的な行為ではないことが判明し、そのため「第一発」が「不法射撃」
であるという非難が成立しなくなった。そのため、「不法射撃」が実は中国側の日本に対す
る「敵対行為」として行われたという、新たな論理が作られていったことがうかがえる。 
つまり、現地にいる日本の戦闘指揮者は、盧溝橋事件での「不法射撃」を口実にし、第 29
軍を処罰することで軍の勢いを膺懲しようとし、故意に事件を拡大させた。それが結果的に
戦争の拡大へとそのまま繋がっていくことになった。牟田口らの措置により現地の日本軍
が戦闘における優位を確立したことで、現地の緊張した空気は一層その度合いを増し、25
                                                     
1051 「北平特務機関業務日誌」（昭和 12 年 7 月 8 日～12 年 7 月 31 日）『陸軍一般資料』アジ歴：C11111722200。
（以下、「特務日誌」と略す。） 
1052 「特務日誌」。 
1053 寺平忠輔『盧溝橋事件―日本の悲劇』読売新聞社、1970 年、123 頁。 
1054 江口、前掲書（1988 年）、37 頁；安井、前掲書（1993 年）、207 頁；蕭李居、前掲論文（2017 年）、414
頁など。 
1055 1936 年 9 月 18 日、日中両軍は、豊台駅前で道を譲れ、譲らぬという押し問答で争いとなった。その
後、日本軍が、武士道的精神で中国軍の武装解除を免除したことに対し、中国軍側はそれは日本軍が中国
軍を恐れたからであるとみなした。そのため、牟田口と一木は、この事件で中国軍に対して寛大な措置を
とったことを反省した。江口、前掲書（1988 年）、11-13 頁。 
1056 牟田口廉也「支那事変勃発時ノ真相竝ニ其ノ前後ノ事情」陸軍大学校『北支那作戦史要―最高統帥部』
（第 1 巻）、16 頁、アジ歴：C11110922300。 
1057 同上。 
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日の郎坊事件をきっかけとして日中衝突は収拾できない局面となった。しかしこうした最
前線での展開と同時に、中国側との交渉に権限をもつ指揮官らが、事件に直面してどのよう
な対応を取り、また東京中央にどのような連絡を取ろうとしたのかが重要である。 
次の表 V-1 は、1941 年 7 月 10 日に陸軍大学校が作成した「支那事変初期ニ於ケル北支
那作戦史要」に基づき、当時の支那駐屯軍司令部の動向をまとめたものである。表 V-1 に
おいては、事件の発生から広安門事件まで、駐屯軍司令部による事件への対応と、東京中央
との連絡を取り上げて整理している。そこからは、駐屯軍司令部が事件の当夜から広安門事
件まで情勢判断と政策とを調整しながら、第 29 軍と中央軍を相手とする戦闘を早期に想定
し、事件拡大への伏線を敷いていたことがわかる。 
動向で整理した内容に関して、四つの特徴が見えてくる。第 1 に、情勢推移を判断する視
点から見れば、事件が発生した当時は、それほど重大な事態とは見なされていなかったにも
拘らず、軍隊の出動と戦車を含む高い戦闘力を持つ軍事設備の調達を決定した。つまり、優
位な軍事力を備えた戦闘ができるよう予め準備を行っていたことがうかがえる。第 2 に、
対外的な説明という視点から見れば、東京への報告が注目に値する。中央への報告によれば、
日中共同調査団が成立し、現地調査が行われるという点は言及されず、本事件を中国側が引
き起こしたという前提のもとに「事実ヲ承認セシメソノ謝罪他ノ交渉ヲ開始」するという内
容が報告された1058。これは、東京中央に、中国側に事件の責任があると思い込ませること
となり、のちの外交交渉において事件の非が中国側にあるという口論の土台になった。第 3
に、解決方法から見れば、中国軍の武装解除という要求が、事件の当初から交渉内容に入れ
られていたことである。第 4 に、日本国民に対する説明という点から見れば、軍の出動や戦
闘の正当性をめぐり、民衆やマスコミの間に支持を喚起するため、早々に日本現地軍から見
た事件の「真相」を駐屯軍司令部が発表している。 
以上の 4 点から、支那駐屯軍司令部によって、事件の当初からそれが拡大する枠組みが
既に作り上げられていたことがうかがえる。それに加えて、11 日の幕僚会議において、華
北問題の根本的解決を図ることが議題となった。この点に関しては、事件をめぐる外交交渉
において東京中央が中国に対して実際に示した条件と一致している（４節で詳述）。もう一
点、15 日の時点で、支那駐屯軍は蔣介石が直接指揮を行っている中央軍との決戦を既に念
頭においていたことが挙げられる。上記の 6 点が、支那駐屯軍が事件をめぐって行った対
策の全貌である。 
 
表 V-1. 支那駐屯軍司令部の動向(7/8-7/26) 
日付 ①司令部内の情勢②軍命令③東京中央との連絡④作戦計
画⑤情報管理 
その他 
                                                     
1058 「支那駐屯軍参謀長発次官・次長宛」（7 月 8 日）陸軍大学校『北支那作戦史要―支那駐屯軍』（第 2 巻）、
37 頁、アジ歴：C11110925600。 
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7/8 ①0:30、幕僚会議を開き、必ずしも大事件とは考えず；②
3:00、在天津各隊に出動準備を整えつつ、平常通り業務を
実施すると命じる；7:30、部隊に直ちに出動の準備をさせ、
その時機を後命する；9:00、戦車隊、砲兵の調達；③4:20、
支那軍の射撃をうけ、第 8 中隊が直ちに対敵態勢をとり、
豊台の第 3 大隊が現地に急行し、盧溝橋付近に集結し、通
州の第 1 大隊を北平東側に待機させ、支那側に、事実の承
認、謝罪と他の交渉を開始させると報告〔第 1 回報告〕；
9:10、支那軍の不法射撃、更なる射撃を受けた、午前 5:30
に竜王廟を攻撃により撃破し、永定河の堤防の線を占領し
た〔第 2 回報告〕；⑤7:30、豊台部隊は盧溝橋を包囲し、
詰問中更に永定河右岸地区より射撃する、第 1 連隊は目
下、盧溝橋の支那軍に対し武装解除〔の要求〕を準備中；
15:00、軍が日本新聞記者に事件の真相を発表する。 
関東軍が隷下部隊の
一部を満支国境付近
に進め、所要に応じ、
駐屯軍に増援すべき
と通報。 
18:50 に中央より臨
命第 400 号が下達
1059。松井の判断で、
日中合同現地調査団
を形成。「宣伝方針」
を作成。 
7/9 ①軍は支那軍の協定履行と同時に兵力を集結する；平漢鉄
路北側永定河左岸の地区並びに一文字山東側に兵力を集
結し、警戒を厳重にする。⑤中南支駐在武官などより強硬
意見が寄せられる。 
 
02:00 中国側が要求
を受諾、05:00 撤退開
始。第一次現地協定
が成立。 
7/10 
 
①橋本、松井、和知、今井などが北平扶桑館で善後策を協
議し、冀察当局に要求事項の承認を迫る。⑤牟田口部隊が
日没前後に攻撃し、敵を撃退；永定河右岸の敵は、5 個団
（日本軍編成の連隊に当てはまる：筆者注）を増加；南京
が抗日を決意し、中央軍の４個師団を河南省北部に集中
し、冀察に抗日を命令する。 
香月清司が新任司令
官に任命される。 
7/11 ①幕僚会議の結果：今次事件を契機に北支問題の根本的解
決を図る；a.和平的交渉の一時打ち切り、b.梅津何応欽協
定の徹底的実行を迫る、c.河北省の支那軍に徹底的打撃。
⑤支那現地軍が再び挑戦的行動を繰り返し、冀察当局は交
渉に誠意がない；軍が、今後、断乎たる決意を示し、交渉
促進を図る；実力を発動する情勢になる。夕方に、中央か
ら関東軍より 2 個兵団、飛行集団と朝鮮より 1 個、内地 3
橋本等は冀察政権が
誠 意 な き を 認 め 、
16:00 空路で天津帰
任。20:00 頃に冀察政
権が日本の要求を承
認し調印した。宋哲
元が天津帰任。 
                                                     
1059 命令の内容は、「事件ノ拡大ヲ防止スル為更ニ進ンテ兵力ヲ行使スルコト避クヘシ」となる。森松俊夫
監修・解説『「参謀本部」臨参・臨命 「大本営陸軍部」大陸命・大陸指』（第 2 巻）エムティ出版、1994
年。 
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個師団、飛行隊を北支に派遣と内報。②21:00、支作甲命
第 12 号で軍の配置と調達を行う。 
7/12 ②11:30、支作甲命第 13 号；13:00、支作甲命第 14 号を下
達する1060。 
香月が天津着任。 
7/13 ①幕僚会議の結果：冀察側に協定の具現を要求し、必要に
応じ兵力の行使を予期する；20 日前に、第 29 軍を一挙に
撃滅し得る所要の戦略的基礎配置を完了する。③「十三日
ニ於ケル支那駐屯軍状況判断」を報告。 
宣伝方針と計画の策
定。 
7/14 ①参本総務部長中島哲蔵と陸軍省軍務課長柴山兼四郎が
来津し、香月との間に激論がある。 
 
7/15 ④第一期作戦が第 29 軍を速やかに武力以て膺懲し、北平
郊外の敵を永定河以南に掃蕩する；第二期が現有兵力を保
定任邱の線、増加兵力を石家荘徳州の線に進出し、中央軍
との決戦を予期する。 
作 戦 計 画 が 策 定 し
た。 
7/16 ②北平周辺の地区に兵力を集結し、事態の推移を監視す
る。③中央部に対し航空隊使用に関する積極的意見を具申
する。 
 
7/18 ①増援する第 20 師団長とその先頭の輸送部隊が天津に到
着；午後、宋哲元と張自忠が香月を訪問。⑤中央軍の約 6
個師は平漢線に依り北上の準備があるが、詳細が不明。 
日本側が宋の訪問を
陳謝とみなし、中国
側が単なる挨拶であ
るとの齟齬。 
7/21 ①東京が内地 3 個師団の動員に関して支那駐屯軍の意見
を徴する。橋本は、内地動員の一部を満鮮に、主力を内地
に待機すべきであるとした。 
幕僚内部には、定見
がない。 
7/22 ①和知鷹二が東京に招致し転任。 37 師の撤退が開始。 
7/25 23:10 頃に廊坊事件が発生。 戦闘開始の調達。 
7/26 ①03:30、支作命甲第 58 号を下達する；③積極的兵力行使
と、用兵の自由を拘束しないと具申する；香月が中央直轄
の航空兵団を彼に隷属するよう求める。（15:30、宋哲元に
最後通牒を手交する〔宋が病気と称し、秦徳純が受け取
る〕。） 
中央部が武力行使を
承認。 
                                                     
1060 支作甲命第 12 から 14 号までは、香月清司を司令官とする形で、それぞれ、電報、電話で下達された
とされる。しかし 12 号は香月清司が成したものとは考えられない。理由は、香月の回想録に、彼が 7 月 12
日午前 11 時 30 分頃に天津の飛行場に到着し、午後 2 時に軍司令部に入ったという件があり、そのため、
13 号と 14 号のみ無線を使って電話で命令を下したと考えられる。陸軍大学校『北支那作戦史要―支那駐
屯軍』（第 2 巻）48-50 頁、339 頁。 
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出典：陸軍大学校『北支那作戦史要―支那駐屯軍』（第 2 巻）、『「参謀本部」臨参・臨命 「大
本営陸軍部」大陸命・大陸指』（第 2 巻）の情報に基づき、筆者作成。 
 
2.  冀察政権による事件への対応と南京中央政府との相互不信 
2.1 冀察政権の対応  
宛平県に配備されていた中国の軍隊は、第 29 軍第 37 師（師長が馮治安）第 219 団（団
長が吉星文）の第 3 営（営長が金振中）であった。中国側には、戦闘詳報などの記録がほと
んど残っておらず、また盧溝橋事件の第一発とは日本軍の陰謀であるとの捉え方のみがな
されてきたため、第一報に関する公的記録を追跡することは極めて難しい。しかし、8 日零
時 30 分に松井から林耕宇に対して行われた通告が、盧溝橋事件に関する第一報であると見
なすことができる。 
それを受けて林耕宇から第 29 軍副軍長兼北平市長の秦徳純に対して行われた報告では、
その第一報とは、日本軍が「射撃」を受け、それによって兵士一名が行方不明となっており、
脅迫されて宛平県城に入城した様子だという理由で、日本軍官が目下「入城捜査」を要求し
てきているという内容だった1061。さらに、冀察委員会委員長兼冀察绥靖主任兼第 29 軍長の
宋哲元、および馮治安から南京外交部に対して行われた報告、ならびに秦徳純の回顧録にお
いては、いずれも中国側が受け取った日本側の要求は「不明射撃」の発砲者を特定するため
の「入城捜査」となっている1062。日本軍側の東門配置の要求を「入城捜査」とするのは誤
報だったと日本研究者にいわれてきたが、松井から林への電話の中で具体的に何が伝達さ
れたのかについては、未だに明らかにはなっていない1063。 
宛平県長の王冷斎は、秦徳純の命令で日本特務機関部において松井との交渉を行った。そ
の場で王は、中国側が射撃をしていないことを主張し、日本軍による入城を拒否したのに対
して、松井は「責任アル代表者ヲ現地ニ派遣スル様日本側ヨリモ直ニ代表者ヲ派遣スへシ」
と通告した1064。この交渉の結果が、日中共同調査団の形成であった。また、金振中の回想
には、11 日までに日中の現地部隊の間で、盧溝橋と県城の攻防をめぐる戦闘が 6 回も起こ
ったと記されている1065。一方、事件が勃発したときに、天津市長を兼任していた第 38 師長
の張自忠も、北平に滞在しており留守であった。華北地域において軍政の責任者であった宋
哲元も山東省に帰省しており、19 日になって北平に帰任した。そのため、北平で実際に指
                                                     
1061 秦徳純「七七盧溝橋事変経過」“従九一八到七七事変”研究会編『七七事変―原国民党将領抗日戦争親歴
記』中国文史出版社、1986 年、14 頁。 
1062 「宋哲元致外交部電」（7 月 8 日）、「馮治安等致外交部電」（7 月 8 日）中華民国外交問題研究会編『中
日外交史料叢編（四）：盧溝橋事変前後的中日外交関係』中国国民党中央委員会党史委員会、1995 年、194
頁（以下、『盧溝橋事変前後的中日外交関係』と略す）；秦徳純『海澨談往』著者自刊本、1962 年、87 頁。 
1063 江口、前掲書（1988 年）、34 頁。 
1064 王冷斎「盧溝橋事変始末」『七七事変―原国民党将領抗日戦争親歴記』、21 頁；「特務機関日誌」。 
1065 金振中「宁為戦死鬼 不作亡国奴」『七七事変―原国民党将領抗日戦争親歴記』、57-62 頁。 
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揮にあたった者は、秦徳純であった。対日強硬派と評される秦徳純のもとで、11 日に現地
協定が結ばれたことになる。 
協定が結ばれたにもかかわらず、戦闘の拡大を食い止めることはできず、25 日の郎坊事
件と 26 日の広安門事件を機に、日本の陸軍中央は駐屯軍に対して、北平と天津の中国軍に
攻撃を加える新たな任務を命じ、内地からの師団の派兵を決意した1066。中国の中央政府へ
の連絡については、宋哲元、あるいは秦徳純、張自忠と馮治安の三人連名で、８日朝に蔣介
石と南京中央に対し事件の発生と経緯が報告された1067。蔣介石は直ちに返電し、「宛平城を
固守すべし。決して退いてはならない。事態の拡大を備えるため、全員を動員すべし。随時
の増援を準備するので、迅速に保定に戻り指揮してくれ。四師兵力の増援を準備する」とい
う指示を出した1068。しかし、宋哲元らは、中央軍による北上増援を拒否した1069。 
 
2.2 冀察政権と南京中央政府との相互不信 
 冀察政権側が、なぜ中央軍からの増援を拒否したのかについては、両者の関係から説明し
なくてはならない。宋哲元は軍人として、「兵」と「金」を守ることを最も重要な政治的任
務と考えており、中央に対しては現実的かつ実利的な態度で接するものの、中央に対して真
の「忠誠」と「承認」を示していたとは言えない、また、彼が「地盤主義」の持ち主でもあ
ったという論説もある1070。蔣介石が宋哲元を信用しておらず、中央軍の北上は冀察の地盤
を奪うためであるという噂が第 29 軍内には広く存在していた1071。つまり、南京中央と冀察
の間の信頼関係には隙間が生じていた。 
 こうした相互不信の状態は、蔣介石の日記にも記されていた。14 日に、「宋は天津にあり、
その態度も定まらず。これは倭寇に軟化され、騙されたのだ」として、宋哲元が日本側との
間で行った交渉に疑いを抱いていた1072。15 日に、蔣介石は、「宋明軒は彼自身のためにも
                                                     
1066 陸軍大学校『北支那作戦史要―支那駐屯軍』（第 2 巻）、11 頁。 
1067 「日本軍駐豊台部隊は、砲四門、機関銃八挺、歩兵五百人余りで、陽（7 日：筆者注）夜十二時から、
夜間演習を口実にし、我が方に向かって射撃し、盧溝橋城の占領を企図し、該城を包囲し攻撃を行って、
厳重に爆撃していた。我が駐盧溝橋の一営は、正当な防衛のため、彼らと周旋をしなければならない。現
在、対峙中である。事態の拡大が可能な範囲内に落ち着くよう対応する以外に、今後どのように対処すべ
きか、指示をください」「宋哲元致蔣介石電」（7 月 8 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-
020300-00001-002。「秦徳純張自忠馮治安致蔣中正電」（7 月 8 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番
号：002-020300-00001-005。 
1068 「蔣中正致宋哲元電」（7 月 8 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-020300-00001-004；
「蔣介石致宋哲元」（7 月 8 日）『蔣中正総統文物―盧溝禦侮（二）』請求番号：002-090105-00002-047。 
1069 「徐永昌日記」（1937 年 7 月 30 日）。 
1070 李君山、前掲書（2010 年）、325 頁。 
1071 「参謀本部第二庁第一処処長楊宣誠発軍政部長何応欽宛」（7 月 22 日）『国防部史政局及戦史編纂委員
会』中国国家第二档案館、請求番号：787-7207。以下、「楊宣誠報告」と記す。 
1072 「蔣介石日記」（7 月 14 日）。呂芳上編『蔣中正先生年譜長編（第 5 冊）』国史館、2014 年、341 頁。 
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屈服することに理がない。もしも宋が屈服すれば、その程度は如何なる？」と記していた1073。
さらに、20 日に、「宋らの心理に注意」とも記していた1074。こうして、盧溝橋事件の発生か
ら郎坊事件にかけて、蔣介石は、冀察政権の指導者らの対日対応をめぐり、彼らが抗戦する
のか対日接近をするのかについて、実態を把握することができていなかった。 
 9 日夜、宋哲元が外交部に送った電報の中では、その朝に達した合意内容について、「1、
双方が軍事行動を停止、2、双方が出動した部隊を原駐地に戻す、3、盧溝橋を尚もって我が
方が駐守し、現在日本軍は原駐地に戻っている」と報告した1075。宋の報告内容を実際に達
成された協定内容（表 V-2 参照）と照らし合わせてみると、項目 2 と 3 に関しては、根本
的な違いはないものの、かなりのズレが出ていることがわかる。また、11 日夜に駐屯軍側
と続けて結ばれた現地協定に関して、秦は、翌日に南京中央にその内容を報告していない。
蔣介石に対しては、「盧溝橋戦事」の「解決弁法」が「双方が先方の部隊の撤退に人員を派
遣しそれを監視することで合意し、現在は実施中である」という、別の件についてのみを報
告した1076。14 日に、秦は、牯嶺への電話で 11 日の「協定を否認し、如何なる条件にも署
名していなかった」という連絡を入れた1077。さらに 15 日に、秦は、外交部に対して実際と
は異なる会談結果を送っている1078。このように、冀察政権側が現地での情勢を中央に正確
に報告していないことや、協定の内容を否認することなどから、中央が現地の政務に手を出
すことを冀察政権が望んでいなかったことがうかがえる。同時に、こうした不正確な報告に
基づくことにより、中央は事件に対応する方策や外交交渉における政策を制定する上で、困
難に直面することとなる。 
 冀察政権は実際の状況よりも有利な報告をすることによって、南京に、日本と第 29 軍と
の衝突がそれほど重大ではないと判断させる考えであったと思われる。次の 4 点がその理
由として上げられる。 
まず、師団が北上すると日本軍を刺激してしまうためである。この点については、秦から
軍事委員会侍従室第一処主任の銭大鈞に送られた電報や楊宣誠の報告の内容からも読み取
れる1079。次に、東京の派兵声明を含む政策が、事件を重大化させる可能性を持つとは認識
していなかった。そのため、冀察政権は支那駐屯軍との間で協定を結ぶことによって、事件
                                                     
1073 「蔣介石日記」（7 月 15 日）、342 頁。 
1074 「蔣介石日記」（7 月 20 日）『困勉記（下冊）』、563 頁。また、一方、民衆側も宋哲元が日本の威圧に
屈服したのかという懸念をもっていた。「徐永昌日記」（7 月 17 日）、78 頁。 
1075 「北平宋哲元致南京外交部電」（7 月 9 日）『盧溝橋事件―本部與冀察当局商洽情形』台湾中央研究院近
代史档案館蔵、請求番号：11-01-02-10-04-013（以下、所蔵地を略す）。 
1076 「秦徳純、馮治安、張自忠致蔣介石電」（7 月 12 日）秦孝儀編『革命文献 106 輯 盧溝橋事変史料（上
冊）』中央文物供応社、1986 年、142 頁（以下、『盧溝橋事変史料（上冊）』と略す）。 
1077 「盧溝橋第四次会報」（7 月 14 日）『国防部史政局及戦史編纂委員会』、請求番号：787-2430。 
1078 「牯嶺徐次長致王部長電」（7 月 15 日）『盧溝橋事変前後的中日関係』、215 頁。 
1079 「北市長秦徳純致軍事委員会侍従室第一処主任銭大鈞電」（7 月 10 日）『盧溝橋事変史料（上冊）』、128
頁；「楊宣誠報告」。 
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が解決できると考えていた1080。さらに、軍事的解決と外交的解決との二分法をとっていた
ことも指摘できる。先の二点から、冀察政権が日本軍との対決をなるべく避けたいという姿
勢であったことがうかがえる。しかし、関東軍の増援、支那駐屯軍の集結、戦車の集合など、
急な勢いで展開しつつある情勢を見た冀察内部には、次節で詳述するような意見の相違が
生じていて、抗戦論も強まっていた。宋哲元は、9 日に蔣介石宛に、「華北部隊には土を守
る責があり、目下の状況に努力し対応」し、「不喪権、不失土」の原則で周旋すると返電し
た1081。その一方、外交の手法での解決が、「軍事的対立の中では役にたたない」と冀察は吐
露した。23 日に、宋は、外交部が北上させた専員の孫丹林と楊開甲に対し、「盧案の和平解
決が既に 7 割まで達成されたので、今後の交渉の中心は中日両政府」に移行すると表明し
た1082。つまり、軍事衝突は現地の政権により解決されるべきで、その善後交渉など外交的
解決は、中央に委ねるという考えであった。最後に、蔣介石と宋との個人的関係である。蔣
介石は宋の意向が把握できないため、彼を信じることができなかったことは既に述べた。同
時に、宋哲元も中央に対して、「疎闊」と「不満」を抱き、蔣介石個人に対しても「隔たり」
と「誤解」という感情を抱いていた1083。そのため、宋哲元の 9 日の返電は、日本軍と周旋
はするものの、「もしも中枢において大戦の準備が完成しているのであれば」、それは「夙夜
祷企」するものであるという内容で、中央の政策と計画を伺っていた1084。言い換えれば、
中央で大戦の準備ができるのであれば、地方はそれに倣って日本軍と対決する決心をする
が、そうでなければ、第 29 軍のみによる反撃は単なる犠牲となることを意味するため、地
方としては慎重に考えなければならないという考えを伝えていた。 
そのため、宋哲元は、19 日に支那駐屯軍司令官の香月清司と面会した後に、双方とも事
態の不拡大を表明したことを南京に報告し、「中央に忍耐を希望」した1085。24 日にも、「千
忍万忍」、「暫時に我慢して折り合おう」という請願を蔣介石に送った1086。このように、蔣
介石と宋哲元をはじめとする冀察政権との間で、互いの真意を把握できていなかったこと
に加え、冀察政権の側は中央軍が日本軍を刺激してしまう可能性を恐れる一方、その背景で
事態が重大化に向けて変化していることを認識していなかった。さらに軍事と外交の二分
法をとっていたために、宋哲元は中央軍の北上を抑制しようとしたものと思われる。 
                                                     
1080 「楊宣誠報告」。原文は、「宋及宋部属似均視事太易即中央所伝報之日本動員出師情報馮治安主席曽電問
究竟是否確実」となっている。 
1081 「宋哲元致蔣介石電」（7 月 9 日）『盧溝橋事変史料（上冊）』、126 頁。宋はこの種の陳情が少なくなか
った。 
1082 「盧溝橋事件 孫丹林と楊開甲報告」と「北平孫丹林楊開甲致南京外交部電」（7 月 23 日）『盧溝橋事
件 専員孫丹林楊開甲報告』台湾中央研究院近代史档案館蔵、請求番号：11-29-01-15-006。 
1083 「徐永昌日記」（7 月 17 日）、78 頁；「楊宣誠報告」；「熊斌上何応欽」（7 月 17 日）『盧溝橋事変史料（上
冊）』、153 頁。 
1084 「宋哲元致蔣介石電」（7 月 9 日）『盧溝橋事変史料（上冊）』、126 頁。 
1085 「熊斌致何応欽電」（7 月 19 日）同上、156 頁。 
1086 「宋哲元致蔣介石電」（7 月 24 日）同上、174 頁。 
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3. 冀察内部の意見不一致と現地交渉による妥結 
以上で見てきたように、冀察政権と南京中央との関係は極めて複雑であった。同時に、先
述したように、冀察政権の内部においても、対日策をめぐる立場が必ずしも一致していなか
った。 
蔣介石は、早くも 12 日の日記に「第 29 軍内部が張（自忠）を推挙し、倭と妥協するか」
という推測を記していた1087。孫丹林と楊開甲の二人による報告では、第 29 軍内部の「態度
は一致せず、強硬派と緩和派に分かれている」状態であった1088。15 日朝に軍事員会副委員
長閻錫山は、軍事委員会弁公庁主任徐永昌への電話の中で「冀察が和と戦の二派に分かれて
いる」と通達した1089。南京中央は、21 日には「宋哲元は対日妥協に傾いており、張自忠は
和解を主張する」という見解を持つようになった1090。 
具体的には、宋哲元が 15 日、天津の自宅にて招集した冀察の上層部会議において、こう
した考えが反映されていた。「（一）張等は和を力説し、日本が張等に働きかける故に、張等
は対日外交で処々譲歩している。（二）馮（治安：筆者注）等は戦を主張し、日本に絶対譲
らない」という有様であった1091。対外的には「全会一致」を唱えていたものの、その内部
では「馮治安、秦徳純、趙登禹、劉汝明等は態度が強硬で、張自忠、張允栄と委員の斎燮元、
潘毓桂、陳覚生、石友三等は、緩和を主張している」と、楊開甲は電報で証言していた1092。 
また、当時の宋個人に対する評価は決して高くなかった。「宋は、頭が単純で性格が頑固
で、部下には人材が欠乏している」と評価されており、「宋は主張があるにもかかわらず、
その側近には斎などの佞奸が居て、挑発しているため、その影響が大きい」という事情もあ
った1093。つまり、宋は冀察内部を完全に統制できるだけの能力を持たず、その上に対日譲
歩を主張する側近が少なからず存在するという厳しい環境に置かれていたことがうかがえ
る。 
こうして冀察は中央軍の北上を抑えつつ、その内部で意見の不一致という現実にも直面
していた。その一方で、日本側は、内地航空部隊の山海関・錦州・大連地区への進出を決定
していた1094。言い換えれば、徐々に北上する中央軍と、機械化する部隊を集結する日本軍
との間に挟まれた冀察側は、一時も早く事態を自らが制御できる範囲内で収拾させようと
していたように見える。 
                                                     
1087 「蔣介石日記」（7 月 12 日）。 
1088 「盧溝橋事件 孫丹林と楊開甲報告」。 
1089 「徐永昌日記」（7 月 15 日）、77 頁。 
1090 「王世傑日記」（7 月 21 日）『王世傑日記 手稿本』（第 1 冊）中央研究院近代史研究所、1990 年、71
頁。 
1091 「軍政部参事厳重致何応欽電」（7 月 15 日）『盧溝橋事変史料（上冊）』、145 頁。 
1092 「外交部派駐平人員楊開甲報告冀察当局與日軍口頭約完内容電」（7 月 15 日）同上、146 頁。 
1093 「楊宣誠報告」；「厳寛致何応欽電」（7 月 22 日）。 
1094 『大東亜戦争海軍戦史本紀巻１』、アジ歴：C16120699100、321 頁。 
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表 V-2 は、現地協定に向けて行われた 3 回の会談の内容を整理したものだが、その最中
の 17 日に、支那駐屯軍が冀察にもう一つの要求を申し出た1095。これは、東京中央の「拡大
派」と見なされる参謀本部作戦課による強硬な要求を反映したものである（次節で詳述）。
それにもかかわらず、冀察側は要求の全てを承認した。宋哲元は 11 日夜に天津に着き、冀
察内部の意見をある程度纏めたのちに、18 日午後 1 時に、張自忠を同行して香月清司と会
談を行った。表 V-1 からわかるように、宋と香月の会見内容をめぐる解釈には、冀察と支
那駐屯軍司令部との間に食い違いがあり、後者は、この会見が宋による陳謝であると見なし
た。続く 19 日に、張自忠と張允栄は第 29 軍の代表として、橋本群との間で 11 日協定の第
3 項の細目について妥結した。 
 宋は日本との間で妥結した 11 日の協定と 19 日の細目協定について、即時に南京中央に
対する報告を行ってはいなかった。しかし、13 日に上海毎日新聞社が、11 日の協定内容を
ほぼ正確に報道したことで、周知のこととなった1096。さらに宋哲元は、22 日の時点では 19
日に合意した細目には触れず、11 日の協定内容についてようやく正式に南京中央へ報告し
た1097。このように、南京中央の対日政策は、冀察から現地協定についての申告か行われる
か否かに制約を受けていた。例えば、事件後に、南京中央の上層部会議において、事件への
態度表明及びその解決方法が議題となった際に、「宋が 11 日夜に既に日本の条件を承認し
た」という情報が手に入り、「現在、中央政府はまだ宣戦布告をしておらず、平和的解決の
希望を説明する立場にある。しかし、地方政府は相手との和平条件に署名した。中央は、ま
だそうした経緯を知らず、将兵を配置しており、抗戦の準備をしている。これは中央と地方
の連携不足に他ならない」との議論がなされていた1098。つまり、地方が既に和平条件を呑
んだ一方で、中央は将兵の配置と抗戦の準備をしていたという正反対の状況にあったので
ある。こうした状況に鑑み、蔣介石は、後に発表する「廬山談話」をどのような言葉遣いで
語るべきか苦慮していた。 
もしも冀察政権が、即座に正確な現地の情勢及び支那駐屯軍司令部との協定内容を中央
に報告していれば、中央はより正確に危機を判断し、協定締結をめぐる交渉に移行すること
ができ、事態の悪化を防ぐ対策、もしくは平和的に解決する目途が、いち早くできていたと
思われる。その意味で、冀察政権が支那駐屯軍司令部との間で行った連絡や交渉の内容は、
南京中央の事件の処理と対日政策の策定を行っていくにあたって極めて重要な要素であり
                                                     
1095 具体的には以下である。「一 七月十八日宋哲元陳謝スベシ。二 二、三日中ニ当ノ責任者タル営長ヲ
処分ス。三 将来ノ保障ハ宋陳謝ノ帰平ノ上実行ス。四 以上ハ文書トス。但シ排日要人ノ罷免ハ実行ス
ベキモ文書トセザルコトトス。五 北平ニハ宋直系ノ衛隊ヲ置クコト。」『大東亜戦争海軍戦史本紀巻１』、
321 頁。 
1096 「上海毎日新聞所載関於盧溝橋事件中日協定之内容」（7 月 13 日）『盧溝橋事件―本部與冀察当局商洽
情形』、請求番号：11-01-02-10-04-013。 
1097 「宋哲元致何応欽電」（7 月 22 日）『盧溝橋事変史料（上冊）』、162 頁。 
1098 「盧溝橋事件第四次会報」（7 月 14 日）請求番号：787-2430。 
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ながら、情報が瞬時に共有されなかったことで、その役割を十分に果たしていなかったとい
える。 
 
表 V-2. 現地協定をめぐる交渉の経緯 
日付 内容 
7/9（03：00） ①双方が直ちに射撃を停止する；②日本軍は豊台へ、中国軍は永定河右
岸へ撤退する；③宛平県城の守備は対日敵意やや濃厚な第 37 師を配転
し、冀北保安隊に担当させる。 
7/11 （ 19 ：
30） 
①第 29 軍代表は日本軍に対し遺憾の意を表し、且つ責任者を処分し将
来責任を以て再びこのような事件の惹起を防止することを声明；②中
国軍は豊台駐屯日本軍と接近し過ぎ事件を惹起し易いことを以て盧溝
橋城廓及び竜王廟に軍を駐屯せず保安隊を以て治安を維持；③本事件
は所謂藍衣社共産党其他抗日系各種団体の指導に胚胎する部分が多い
ことに鑑み将来之の対策をなし且つ取り締まりを徹底する。 
7/19 （ 23 ：
00） 
①共産党の策動を徹底的に弾圧；②双方の合作に不適当なる職員は冀
察において自発的に罷免；③冀察の範囲内に他の各方面より設置する
各機関の排日色彩を有する職員を取り締まる；④藍衣社・CC 団等の排
日団体は冀察において撤去；⑤排日的言論及排日的宣伝機関及学生、民
衆等の排日運動を取り締まる；⑥冀察所蔵の各部隊、各学校の排日教育
及排日運動を取り締まる。 
出典：防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書 支那事変陸軍作戦〈１〉昭和十三年一月まで』
（朝雲新聞社、1975 年）、『日中戦争史』、「北平特務機関業務日誌」の情報に基づき、筆者
作成。 
 
三. 日中両国の中央政府による認識と対策及びその非対称性 
 
1. 日本側  
 ここで、もう一方の日本の国内状況を見てみたい。盧溝橋事件が発生した当時の日本の内
閣は、第一次近衛文麿1099内閣であった。その内閣では、副総理格兼外相に広田弘毅、陸相
                                                     
1099 近衛文麿に関する評価は、「悲劇の政治家」と「現状打破論者」の大きな二つ面で論じられてきた。前
者を代表する先行研究には、細川護貞「日本のハムレット近衛文麿」『文芸春秋』1955 年 6 月；有馬頼寧
『友人近衛』弘文堂、1984 年などがある。後者を代表する先行研究は、岡田丈夫『近衛文麿―天皇と軍部
と国民』春秋社、1959 年；今井清一「近衛文麿」『中央公論』1956 年 1 月；藤原彰「近衛文麿」遠山茂樹
編『二〇世紀を動かした人々』（第 10 巻・近代日本の政治家）講談社、1964 年などがある。日記、伝記な
どは、近衛文麿『近衛文麿手記 平和への努力』日本電報通信社、1946 年；風見章『近衛内閣』日本出版
協同株式会社、1951 年；矢部貞治編『近衛文麿（上）（下）』弘文堂、1952 年がある。また、近衛文麿の対
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に杉山元、海相に米内光政、蔵相に賀屋與宣が置かれた。本章では、政治のレベルおよび軍
のレベルの各アクターが持っていた事件への認識と、彼らが行った対応を見ながら、その対
中政策を明らかにする。 
 
1.1 政治レベル 
 盧溝橋事件の発生に関する情報が東京に報告された時に、近衛は、「専ら出先の策謀によ
ったもの」という疑いを抱えていた1100。しかし、わずか 3 日しか経たない 11 日の閣議で、
近衛は陸軍の動員案を支持し、政府は、「今次事件ハ全ク支那側ノ計画的武力抗日ナルコト
最早疑ノ余地ナシ」として事件の性質を定め、さらに「重大決意ヲ為シ北支出兵ニ関シ政府
トシテ執ルヘキ所要ノ措置ヲナス事ニ決セリ」という声明を出した1101。同じ日に、近衛は、
政界と財界を含む各方面の代表を首相官邸に招へいし、政府への協力を要請した。近衛がこ
うした国民の戦争熱を煽った一連の行動を取った背景には、内閣書記官長の風見章の助言
があると見られてきた1102。 
外務省内では事件の対応及び派兵案について、立場が大きく二つに分かれていた。それは、
広田外相の放任の立場と石射猪太郎東亜局長・上村伸一東亜局第一課長の自制の立場であ
った。 
 8 日に、広田は、堀内謙介外務次官、石射局長、東郷茂徳欧亜局長との協議で、「事件不
拡大、局地解決」を決めた1103。しかし、11 日の臨時閣議で陸軍大臣から出された三個師団
動員案に、広田は異論なく同意した。既に閣議の前に、石射は陸軍大臣の動員案を陸軍軍務
局の連絡員から把握しており、その情報をすぐに広田に伝えたうえで、「動員案を食い止め」
るべきであると請願していた1104。さらに、20 日に、三個師団の動員を決定すべきとの陸相
の要請によって閣議が開かれた。閣議に臨む前に、石射と上村は、「内地師団動員方提議シ
趣ノ処此際斯カル措置ニ出ルコトハ前記局地解決事態不拡大ノ主義ニ依ル局地収拾策ニ背
馳シ局面ノ和平収拾ヲ愈々困難ナラシムルノミナラス遂ニハ派兵ニ続クニ派兵ヲ以テセサ
ルヘカラサル破目ニ陥リ」という内容を盛り込んだ「嘆願書」を作成した1105。二人は、軍
の出動を自制する立場を堅持し、広田に、「動員ノ措置ニ対シ飽ク迄絶対反対ノ主義ヲ固執
                                                     
外認識をめぐって批判的に議論したものには、庄司潤一郎「近衛文麿像の再検討―対外認識を中心に」近
代外交史研究会編『変動期の日本外交と軍事―史料と検討』原書房、1987 年がある。 
1100 矢部、前掲書、396 頁。 
1101 「今次事件の事態悪化に対して重大決意をなし華北派兵のため所要措置を講ずる旨の日本政府声明」
（7 月 11 日）外務省編『日本外交文書 日中戦争』（第一冊）六一書房、11-12 頁。 
1102 上村進一『破滅への道―私の昭和史』鹿島研究所出版会、1965 年、69 頁；服部、前掲書（2008 年）、
159 頁。 
1103 石射猪太郎『外交官の一生』中公文庫改版、2015 年、266 頁。 
1104 同上、267 頁。 
1105 「内地三個師団動員の陸軍側請議に対して閣議で反対するよう切望し嘆願書」（7 月 20 日）『日本外交
文書 日中戦争』（第一冊）、27 頁。 
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方切望」するとの内容を手渡した1106。それにもかかわらず、広田は、軍の動員案を止める
ことはなく、「大した議論なしに閣議決定」された1107。 
  
1.2 軍レベル―陸軍省・参謀本部の解決案とその射程 
軍中央における事件への対応策では、内部に「拡大派」（楽観派）と「不拡大派」（慎重派）
といった意見不一致があったことが指摘されてきた1108。 
「拡大派」は、支那は弱いと考えていたので、それを膺懲すべきという楽観論に基づき、
「三箇師団か四箇師団を現地に出して一撃を食はして手を挙げさせる、さうしてぱっと矛
を収めて北支を我が意の如くする」及び、「多少長びくとしても一部の兵力を北支に留めて
置けば大体北支から内蒙は我が思ふやうになり、他へ飛火しないで済む」という主旨であっ
た1109。杉山元陸軍大臣、梅津美治郎次官、田中新一軍事課長、参謀本部の武藤章作戦課長
（第 3 課）、永津佐比重支那課長は、拡大派に属していた。「不拡大」を唱えた人物は、参謀
本部第一部長石原莞爾、河辺虎四郎作戦指導課（第 2 課）、陸軍省の柴山兼四郎軍務課長で
あった。石原の基本的な考えは、当時の作戦課員の今岡豊大尉の記憶によると、「目下は満
州建国の完成に専念し、対ソ軍備を完成し、これによって国防の安固を図らねばならぬ時機
に、もし支那に手を出してこの計画を支離滅裂にしてはならない」というものであった1110。
この所謂「不拡大派」の中にも、「やる以上は南京をとる考えでやらなくちゃならぬ」とい
うかなり強硬な意見も存在していた1111。さらに、その両派の比重については、不拡大派は
「極端にいえば石原少将単独の主張」であるという証言もあった1112。 
以上、軍中央における事件への対応姿勢について概観したが、ここで、両派のそれぞれに
光を当てて、各派が策定した政策を比較し、その射程を考察していきたい。 
まず第二次上海事変が生じる前に、軍中央が華北の時勢に対してとっていた政策を、表 V-
3 の通りまとめてみた。８日の対応を見てみよう。参謀本部は、支那駐屯軍に対して発した
命令では、兵力の行使を避けるべきとする一方で、同時に、内部に対しては、派兵するため
の腹案に着手するように命じた。その腹案は、翌日の朝に、「北支時局処理要領」の形でま
とめられた。その「所要兵力」としては、「北支ニ在ル第二十九軍竝ニ中央軍ノ北上スル場
                                                     
1106 同上。 
1107 石射、前掲書、270 頁。 
1108 秦郁彦「日華事変における拡大派と不拡大派―日華事変初頭におけるいわゆる拡大派と不拡大派の対
立について」『国際法外交雑誌』第 59 巻 4 号 5 号、1960 年、574-617 頁；705-28 頁；臼井勝美「日中戦争
と軍部」三宅正樹、秦郁彦、藤村道生、義井博編『大陸侵攻と戦時体制 昭和史の軍部と政治２』第一法規
出版株式会社、1983 年、57-88 頁；江口、前掲書（1992 年）、119-21 頁。 
1109 「河辺虎四郎少将回想応答録」小林龍夫、稲葉正夫、島田俊彦、臼井勝美編『現代史資料（12）日中戦
争 4』みすず書房、1963 年、418 頁。 
1110 今岡豊「武藤将軍と支那事変」上方快男編『軍務局長 武藤章回想録』芙蓉書房、1981 年、106 頁。 
1111 「河辺虎四郎少将回想応答録」、415 頁。 
1112 井本熊男「拡大・不拡大論争の実相」上方、前掲書、97 頁。 
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合之ニ対応スル兵力トス」と定めていた1113。そのため、8 日に、参謀本部内は「取り敢えず
内地三ヶ師団と、飛行十八中隊を骨幹とする兵力派遣すべき」と決めた1114。10 日には支那
駐屯軍に増派する兵力案が作られ、そこでは、前記の内地二個師団に加え、関東軍の一部と
朝鮮軍の一部を派遣することが具体化された1115。 
 
表 V-3. 日本軍参謀本部の処理（7/8-8/12） 
日付 ①情勢判断・方針②現地への命令 その他 
7/8 ①夕方に第 3 課が派兵腹案を起案し、②18:42、重大な事態と
判断せず、事件の拡大を防止、兵力の行使を避ける。 
 
7/9 ①第 3 課が払暁に「北支時局処理要領」を作成し、所要兵力が
第 29 軍並中央軍の北上する場合に対応する；事変を平津に限
定し、要求案を立案；②第 2 課で対支折衝方針1116を策定し、橋
本に通達する。 
03:00 停戦協 定
が成立。 
7/10 ①午前中、第 3 課と第 2 部が情勢判断を行い、必要な兵力をま
ず北支方面に派遣することが必要とする。 
 
7/11 ①軍令部と『北支作戦ニ関スル海陸軍協定』と『北支作戦ニ関
スル海陸軍航空協定』を立案した。 
夕刻に派兵声明
を発表；第二次
現地停戦協定が
成立。 
7/13 ①参謀本部と陸軍との首脳会議で「北支事変処理方針」（現地
解決方針の堅持、全面戦争に陥る行動の回避、7 月 11 日に調
印した現地協定の内容を是認、内地部隊の動員が中国側の対応
[解決条件の無視若くは南京政府中央軍の北上]を決定した上
で現地に下令。 
軍中央は「北支
事変処理方針」
を実行させるた
め、中島と柴山
を天津に派遣。 
7/14 ①参本第 2 課で「北支事変指導要綱（案）」を作成する→中国
側が停戦条件を実行する場合（満州までに撤兵、進捗する出師
準備並びに国内輿論を誘導し、軍需品の満州前送並びに産業五
ヶ年計画の発動を促進する）と情勢悪化の場合（不拡大の方針
を依然と持続しつつ、兵力に依って北支問題の自主的解決を図
る。兵力使用の場合には、長くも数ヶ月間に終了）と想定。 
北支問題の一般
解決を期する。 
7/15 ①参本第 2 部で情勢判断をなす→速やかに所用の兵団を北支 内地待機の各師
                                                     
1113 陸軍大学校『北支那作戦史要 支那駐屯軍』（第 2 巻）、3 頁。 
1114 今岡豊「武藤将軍と支那事変」、107 頁。 
1115 『戦史叢書 支那事変陸軍作戦〈１〉昭和十三年一月まで』、159 頁。 
1116 折衝方針は、「一、支那軍ノ盧溝橋付近永定河左岸駐屯ノ停止 二、将来ニ関スル所要ノ保障 三、直
接責任者ノ処罰 四、謝罪」となっている。『北支那作戦史要―支那駐屯軍』（第 2 巻）。 
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に派遣、至短期間に事変の解決を図る。理由：a.支那側は 29 軍
をして応酬する一方で漸次作戦準備を整える。特に中央軍の平
漢線方面及南口、門頭溝方面に進出し、戦略展開を完了する態
勢。b.帝国が出兵を躊躇する場合に、局面を拡大膠着させる恐
れがある。 
対策：第 20 師団を予定の如く速やかに天津に集結し、内地に
待機する各師団を直ちに動員を命令し北支に派遣する。 
団を直ちに派遣
すると下令。 
7/16 ①参本第 3 課で情勢判断をなし、対支作戦の要領を策定した。
方針：a.不拡大の方針を依然保持するも冀察及南京政府に対し
最終的決意を以て速やかに交渉し、誠意が認められない場合に
断乎所用の兵力を行使して支那軍を膺懲し北支那紛糾の根源
を芟除する；b.支那側の強硬不信的態度の傾向漸次顕著となる
現情勢に即応して新たに処理の方策を立案する。 
指導要領：a.支那駐屯軍より冀察政権に対し期限付きで 7 月 11
日調印した協定の具体的実行を要求する。b.帝国政府より南京
政府に対し期限付きで回答を求める。c.前記二項の回答期限を
7 月 20 日とする。d.前記交渉間、支那駐屯軍及臨時航空兵団は
既定方針に基づき兵力を配置し、厳重に要求の実行を監視す
る。e.支那側が誠意を以て要求を実行する場合には日本軍は自
主的に増加兵団を帰還させる。もし誠意の認められない場合に
は断乎たる決意を以て対支作戦行動を取る。f.作戦の要領は別
冊。 
情況に依り対支
全面的戦争に移
行することを予
期。青島方面の
作戦と上海付近
の 占 領 を 念 頭
に。三個師団及
其に伴う部隊を
北 支 那 に 派 遣
し、別に二個師
団を随時動員。 
7/19 ①参本第 2 部で「帝国ノ態度決定ニ関スル意見」を作成（情勢
判断：a.支那軍が 19 日夕遂に挑戦行動；b.中央軍の梅津何応欽
協定の蹂躙；c.19 日附南京政府の回答が何等誠意の無。処置：
a.軍中央部の武力行使の決意；b.動員と諸準備実施への着手；
c.支那駐屯軍が冀察に対し交渉の即時中止と作戦行動への移行
を通知）。 
第三次現地停戦
協定が成立。 
7/20 ①盧溝橋付近の支那軍が 19 日夕支那駐屯軍に対し挑戦的行動
を取る；中央軍が梅津何応欽協定を蹂躙し河北省内に進入し戦
備を増強する；外交的折衝で解決できず；武力行使を決意する。 
閣議で三個師団
動員を議定。午
後 に 柴 山 が 帰
京。 
7/26 ①13 日の北支事変処理方針第二項（断乎たる決意に出る）に依
り処理する。 
 
8/5 ①速やかに河北省内の支那軍並びに支那主力空軍に対し打撃
を与える；その後北支の用地を占拠し、北支問題の根本解決を
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期する；併せて日支関係の調整を図る。処置：a.新派遣兵団到
着後、速やかに北支会戦を決行し、河北省内の支那軍を石家荘、
滄州の線以南に攻撃し、且つ支那軍主力に徹底的打撃を与え
る；b.会戦終結以前は一切の対支外交交渉を行わず、又第三国
の干渉を排す；c.会戦集結がすれば、北部河北省及察哈爾省の
要地を占拠し、機を見て南京政府との交渉に依り事変の解決を
期す；d.北支問題の根本解決並びに日支関係の調整に関する要
綱は別に研究する。 
8/10 北支事変処理要綱作成。  
8/12 北支政務指導要領作成。  
出典：陸軍大学校『北支那作戦史要―支那駐屯軍』（第 2 巻）、『大東亜戦争海軍戦史本記』
（巻 1）、『戦史叢書 支那事変陸軍作戦〈１〉昭和十三年一月まで』、『日本外交年表竝主要
文書 1840-1945』（下）の情報に基づき、筆者作成。 
 
 次に、14 日の第 2 課の案、16 日の第 3 課の案、15 日と 19 日の第 2 部による案に注目し
たい。第 2 課の案は、14 日に高嶋辰彦少佐によって作成されたが、武藤の承認を求めた際
に反対された。第 3 課は 16 日に自らの「対支作戦の要領」を作成したが、その背景には第
2 課との対抗姿勢を示そうとしたという経緯がある1117。 
第 2 課と第 3 課の案の特徴は、現地態勢が良好か否かによって対策を分けており、国民
政府の対応も念頭に入れていたことである。さらに、両案を比較してみれば、第 2 課は、第
3 課が示した内地動員の必要性や華北における武力行使を否定していないし、冀察と南京国
民政府に対する現地協定の実施の促進においても一致していたことがわかる。 
特に、兵力の行使について、第 2 課は、「十分ナル兵力ヲ以テ至短期間ニ戦局ヲ認メ」、
「長クモ数カ月間ニ之ヲ終了スル如ク初動ヨリ優勢ヲ使用ス」と決めており、第 3 課が作
成した「作戦方針」にも、「成ルヘク北支ニ限定セル作戦ニ依リ支那軍ヲ撃破シ作戦目的ヲ
達成ス」とし、「対支全面的戦争ニ移行スルコトアルヲ予期ス此ノ場合ニ於テモ中支及南支
那ニ対シ積極的ニ兵力ヲ使用スルコトハ極力之ヲ避ク」と定めていた1118。この点に関して
は、両課の間に差異がないことがうかがえる。つまり、華北に武力攻撃をしかけることは不
可避であるとみなし、中国と戦争になる場合には、速やかに「短期戦」を行い、華北地域に
限定するとしたものである。華北問題の処理について、表 V-3 で示しているように、第 2 課
が、「一般解決」を主張したことに対して、第 3 課が、「北支那紛糾ノ根源ヲ芟除」するとい
うところでは、両案に差異があると思われる。さらに第 2 部の案について見てみるとは、そ
れは第 3 課の案に比べると抽象的に見えるものの、内地動員の実施、短期戦の主張、中央軍
                                                     
1117 今岡豊「武藤将軍と支那事変」、109 頁。 
1118『北支那作戦史要 支那駐屯軍』（第 2 巻）、6 頁、9 頁。 
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を現地協定から排除するという点では、第 3 課の内容と一致していたことがうかがえる。 
他方、第 3 課案では、「指導要領」の欄が現地交渉と中央交渉に分類され、それぞれに方
針が策定されていたことに注意しなければならない。それは、支那駐屯軍に対して、「（一）
陳謝ハ第 29 軍ヲ代表シ宗哲元之ヲ行フコト。（二）責任者ノ処分ハ第三十七師長ニ迄及フ
コト。（三）盧溝橋付近ノ撤兵及共産党排日取締等ハ右ト一併ニ解決ス」という具体的な内
容で、冀察政権との交渉に対して指示を出していた1119。南京政府に対し、「南京政府ハ本事
変ヲ局地的問題ト認メ支那駐屯軍ト冀察政権トノ交渉ニ依リ解決スルコトヲ承認ス」とい
う要求を出すべき、とも定めていた1120。支那駐屯軍と冀察政権との現地交渉に、南京政府
が参加することを明らかに拒否する意図であったとうかがえる。 
 こうした強硬な作戦案の背後では、武藤と田中らが、8 日に「この際徹底的に禍根を芟除
するため、梅津・何応欽協定を宗（宋：筆者注）哲元の第二十九軍に適用するか、または永
定河を去る二十支里の地区に支那軍を撤退させるべきである」と考えていた。梅津・何応欽
「協定」によって、1935 年 6 月の時点から、国民政府に直属する政治的・軍事的勢力・機
関は河北省から排除されていた1121。また、11 日に、陸軍省は、「梅津・何応欽協定ニ於テ各
種反日団体及中央軍ハ河北省ニ存在ヲ許サズ又排日策動ヲ禁絶シアルニ拘ラズ支那側ハ該
協定ヲ蹂躙シ」と強調し、それに基づいて、「帝国トシテハ此ノ際彼ノ不法行為ニ対シ之ガ
根絶ヲ期シ断乎膺懲ノ師ヲ起スノ要ア」る、という論理で派兵の正当性を閣議にかけていた
1122。 
 言い換えれば、参謀本部と陸軍省は、梅津・何応欽「協定」を法として位置付けており、
そのため中央軍の河北省駐屯という協定違反を違法行為とみなした。さらに、同協定を冀察
政権に対して適用することは、河北省と察哈爾省から同政権の勢力と諸機関を排除するこ
とを意味していた。つまり、日本側にとって、同協定は、国民政府の行動と勢力を制約する
上で決定的に重要であり、絶対に守らなければならない存在であったことがうかがえる。 
 こうした考えの背景には、単に冀察に留まらない、より重要な目的があった。それは、平
津地方、内蒙を「満州国」の緩衝地帯として完成させることで、「後慮の憂いなく対ソ作戦
が遂行し得るような態勢を作ることが必要」といった企図である1123。つまり、平津地方を
「満州国」と連帯させるためには、梅津・何応欽「協定」によって、国民政府の政軍関係を
華北地域に封じ込めることが絶対に必要な措置であったのである。 
 こうして、陸軍中央の多くは、冀察政権を交渉の相手とした時に、「今後北支ノ処理ニ関
シテハ今次事件ヲ契機トシテ将来此ノ種事件発生ノ絶滅ヲ期シ、之ガ為平津地方ヨリ支那
                                                     
1119 同上、8 頁。 
1120 同上、8-9 頁。 
1121 江口、前掲書（1992 年）、98 頁。 
1122 『大東亜戦争海軍戦史本記』（巻 1）、274 頁。 
1123 『戦史叢書 支那事変陸軍作戦〈１〉昭和十三年一月まで』、161 頁；今岡豊「武藤将軍と支那事変」、
107 頁。 
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軍隊ヲ撤退セシメ、塘沽停戦、梅津・何応欽、土肥原・秦徳純諸協定ヲ確実ニ履行セシムル
コト」という、極めて厳重な条件まで出した1124。この要求を冀察側と南京中央が受け入れ
るか否かは別として、そうした要求を行うこと自体から、内地師団の動員を含む武力手段を
行使することが真の目的であったことがうかがえる。つまり、事件の当初から、陸軍中央の
対応策の射程には、国民政府の中央軍が入っており、さらに、1935 年に中央軍を河北省内
から排除するために用いた梅津・何応欽「協定」を第 29 軍に対して活用することによって、
あらゆる中国系統の軍隊を華北地域から除去することができるという戦略をもっていたこ
とがうかがえる。 
 「不拡大」立場の代表者であった石原が、部長として自ら事件の対応策を起案した文書に
ついては入手できないため、彼の回想記に沿って状況を分析したい。石原は不拡大方針を持
論とした最も大きな理由を、対「ソ」戦の見通しであったためと自ら説明した1125。また、
「今や支那は昔の支那でなく」と国民政府の統制力をある程度認め、「国民の国家意識は覚
醒している」と中国民衆のナショナリズムの高揚についても認識していた1126。日本にとっ
て、「国防国策の完遂」こそが必要であると強調し1127、仮に中国に武力をかける場合には、
それは「長期戦争」もしくは「持久戦」となるという主張に至っていたのである。 
一方、「不拡大方針」と「内地動員」との関係について、石原は、「不拡大方針は政治的希
望でありますが、然も現地に於いては戦闘行為が行はれて居るのですから常に動員の必要
の起ることを考慮しておりました」と述べた1128。こうして、石原は、「動員」と「不拡大方
針」の堅持を両立させようとも考えていた。言い換えれば、「不拡大方針」は、あくまで政
治的な希望として位置づけらており、内地師団の動員と同じだけの重要性が置かれていた。
さらに、開戦となった場合には、「速やかに和平成立を希望しましたがそれで作戦を制肘せ
られた等のことは無論ありません」と説明した。これは、和平の成立と作戦の遂行とが、相
互に妨害するものではないと理解していたことを意味した。 
以上述べてきたように、日本の中央では事件の解決を巡って立場の対立があったが、近衛
は軍の行動を先取りするような形で、軍が提出した案に賛成した。その行為は、軍を抑制し
内閣の基盤を固めるためのものというより、むしろ固定した対中認識を抱えた近衛が、自ら
選択したものであろうと思われる。軍の両派の間には、中国と戦争となった場合に、「短期
戦」となるか「持久戦」となるかという判断においての差異は明らかにあったものの、対ソ
                                                     
1124 同上、316 頁。土肥原・秦徳純諸協定は、内蒙古方面において、抗日運動が行われた気運に乗じて、1935
年 6 月 5 日に関東軍特務機関員数名が張家口で逮捕、拘禁される事件が起こり、それに対して、奉天特務
機関長土肥原賢二少将が察哈爾省長秦徳純に強硬な交渉を行い、27 日に協定を成立させた。大畑、前掲書、
149 頁。 
1125 「石原莞爾中将回想応答録」臼井勝美、稲葉正夫編『現代史資料（9）日中戦争 2』みすず書房、1963
年、305 頁。 
1126 井本熊男「拡大・不拡大論争の実相」、97 頁。 
1127 黒野耐『帝国国防方針の研究：陸海軍国防思想の展開と特徴』総和社、2000 年。 
1128 「石原莞爾中将回想応答録」、306 頁。 
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戦の見通し、緩衝地帯としての華北の機能、及び華北からの国民政府勢力の排除を、より根
本的な案件と考えていた点では、両者に差異は存在しなかった。その意味で、仮に中国との
和平条件をめぐる交渉に移行していたとしても、両派ともに中国に対して譲歩する余地は
なかったということがうかがえる。 
 
2. 南京中央による事件への対応 
2.1 蔣介石の対日政策と彼の日本分析 
盧溝橋事件が発生した後に、蔣介石が取った事件への対応及び対日政策に関する評価は、
日本への抗戦か平和かの迷い、対日抗戦の決行、あるいは積極的に戦争準備を整えながらも
局地的衝突までで収拾する、という三つの見方に分けることができる1129。また、蔣介石が
盧溝橋事件への対応を「応戦而不求戦」、つまり「戦わざるを得ない」とした理由には、国
際的要因と国内的要因の二つがあると指摘されてきた1130。他方、蔣介石が、盧溝橋事件に
対して強気の姿勢を示していたという点に関しては、先行研究の中では十分に分析がなさ
れていなかった。ここで、筆者が関心をもつのは三つ目の主張である。この三つ目の主張は、
基本的に「蔣介石日記」に依拠しながら、蔣の心理面から行われる議論であるが、筆者は、
蔣介石に心理的なジレンマがあったことを踏まえ、蔣介石が日本の対中政策をどのように
認識していたのかという文脈の中に置いて、彼の行動を論じていきたい。 
8 日朝の 7 時頃に、宋哲元から届いた電報が、蔣介石の接した盧溝橋事件の第一報である
1131。それに対して、蔣介石は、直ちに対応すると指示出した。その後、蔣介石は、中央軍
系統の豫皖绥靖公署主任劉峙に、「開封以西の部隊の中から一師を黄河以北に移動させ、他
の二師の随時出動を準備すべき。龐炳勲部隊は、正太路方面から石家荘に移動し、策応する」
                                                     
1129 抗戦か平和かの迷いに関しては、王建朗「盧溝橋事件後国民政府的戦和抉択」（『近代史研究』1998 年
第 5 期、151-70 頁）、劉庭華「論“九・一八”是中国抗日戦争的起点」（『抗日戦争研究』2006 年第 1 期、192-
99 頁）、呉景平「蔣介石与抗戦初期国民党的対日和戦態度―以名人日記為中心的比較研究」（『抗日戦争研
究』2010 年第 2 期、131-44 頁）などがある。対日抗戦は、曽景忠「盧溝橋事変勃発後、蔣介石有未下定抗
戦決心」（『民国档案』2008 年第 1 期、82-87 頁）、周天度「従七七事変前後蔣介石日記看他的抗日主張」
（『抗日戦争研究』2008 年第 2 期、136-50 頁）などがある。三つ目の議論については、趙暁紅「盧溝橋事
変後蔣介石的戦和抉択与各方因応」（『党史研究与教学』2014 年第 4 期、102-10 頁）、蕭李居、前掲論文
（2017 年）、421-44 頁；などを参照されたい。また、盧溝橋事件前における蔣介石の対日政略については、
楊天石の「盧溝橋事変前蔣介石的対日謀略―以蔣氏日記為中心所做的考察」（『近代史研究』2001 年第 2 期、
1-27 頁）を参照されたい。 
1130 国際的要因は、①ファシズムがドイツで蹶起していたことで、独ソ関係が急速に悪化になったことによ
って、蔣介石は、「日ソ開戦」への期待を放棄しなければならない；②コミンテルンが蔣介石に抗日統一戦
線の受け止めに圧力をかけたのである。国内的要因は、①南京中央の勢力が西南地区に進入できたことに
よって、長期的な抗戦の根拠地が獲得できた；②広西・広東という地区を改めて中央の管轄に組み込んだ；
③西安事変が解決したことによって、国民党の領導地位が中国共産党に尊重され、両党の緊張関係も緩和
されたのである。黄自進、前掲書（2012 年）、256-70 頁。 
1131 注 1067 参照。 
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ように命じ、また、徐永昌、参謀総長程潜に、軍隊の北上に関して、劉峙と相談するよう打
電した1132。こうして、蔣介石は、軍隊の出動のために一連の連絡を取ったが、実際に中央
軍に北上するよう命令を下したのは 9 日のことであった。 
この日の日記には、蔣介石は、「倭寇が盧溝橋で挑発している。一、彼は私が準備の未完
の時に、私を屈服させるか、二、宋哲元を困らせるか、華北を独立させるか、三、応戦の決
意をするのは、今の時期なのか、四、倭寇がこの際、私と開戦するには利がない」といった
内容を記していた1133。この時、蔣介石は、日本が華北で挑発を起こした理由を四つほど挙
げたものの、何をしようとしているのかは全く分からなかったため、基本的な判断として、
あくまでも華北で何等かの利益を狙おうとしていると考えたことがうかがえる。 
9 日、蔣介石は、第 26 路軍総指揮孫連仲に、その配下の 2 個師（第 27 師と 31 師）を石
家荘もしくは保定に集中し、龐炳勲部（第 29 師）と高桂滋部（第 84 師）を石家荘に集中
せよと下令し、しかも、この四個師の部隊が指定の地点に到達した時点で、全て宋哲元の指
揮に従うべしと命令した1134。また、蔣介石は、「倭寇は挑発してきたが、その意図が何であ
るかはともかく、我が軍は、全部の動員を準備すべき。各地にも戒厳を命じ、宣戦の手続き
も準備すべき。移動した部隊以外に、第 21 師、第 25 師も動員の序列に入れるべきか」と
徐永昌らに意見を求めた1135。また、宣戦の手続きに関しても、「万が一の時が来ていない限
り、宣戦すべきでない」と三日後に日記に書いた1136。秦徳純、馮治安と張自忠からの支那
駐屯軍と交渉中という電報に対して、「まず、決死と決戦の決心をもって、積極的に準備し、
それで主権を喪失しない原則で交渉に臨むべき。我が軍は、『応戦而不求戦』の方針で、談
判の時に日本側の詐欺に注意しなければならない」という、念を入れた返電を送った1137。 
この日の蔣介石の対応には、2 点の特徴がある。一点目は、9 日になっても蔣介石が依然
として日本側の真の目的を把握できていなかったことである。二つ目は、一点目に基づく対
応であるが、相手が何を企んでいたとしても、中国側が時局に対して極めて強硬な姿勢を取
ろうとしたことである。また、事件が発生した翌日に、蔣介石は、「応戦而不求戦」（中国は
戦争を求めるのではないが、攻められた場合には応じていく）という論理を初めて形にした。 
こうした強硬な姿勢の背景には、蔣介石の、「師の北上を積極的に行うことにし、今日は、
その動員を開始する。これで、日本の野心を抑えられれば、明日にも彼らは停戦するかもし
                                                     
1132 「蔣介石致劉峙電」（7 月 8 日）、「蔣介石致徐永昌程潜電」（7 月 8 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』
請求番号：002-020300-00001-008、002-020300-00001-009。 
1133 「蔣介石日記」（7 月 8 日）、336 頁。 
1134 「蔣介石致程潜徐永昌電」（7 月 9 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-020300-00001-
011；「蔣介石致孫連仲電」（7 月 9 日）「蔣中正総統文物―盧溝禦侮（三）」請求番号：002-090105-00003-
532。 
1135 「蔣介石致徐永昌等電」（7 月 9 日）「蔣中正総統文物―盧溝橋事変」請求番号：002-020300-00001-015。 
1136 「蔣介石日記」（7 月 12 日）、340 頁。 
1137 「蔣介石致秦徳純馮治安張自忠電」（7 月 9 日）「蔣中正総統文物―盧溝橋事変」請求番号：002-020300-
00001-017。 
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れない」、「私が積極的な準備を行い、決心を示さなければ、平和的な解決は不可能だ」とい
う政略があった1138。つまり、蔣介石は、表では日本に非常に強気な姿勢を示す一方で、裏
では、日本との対決をなるべく避けたいと考えていたことがうかがえる。言い換えれば、中
国側が積極的な姿勢で臨み、犠牲の決心を示せば、日本側は引き下がるだろうという論理で
ある。 
蔣介石のこうした論理には、彼の日本分析が強く影響を及ぼしていたのである。蔣介石は、
11 日に、近衛が関東軍の入関と内地師団の動員を天皇に上奏したという情報に接した後で、
「倭国政府も強硬さを表示している」と考えたが、「これは内虚中乾の表明と思う。冀察を
威嚇し、中央から離脱させようとしているに過ぎない。傀儡組織を拡張する野心だ。我が中
央軍が既に河北に入っているので、彼らの目前の野心を打撃できるし、何梅協定も打破でき
る」と、ひとまず安心できるような心情であった1139。また、12 日、日本政府の派兵声明に
接して以降、「倭寇は、冀察当局を屈服し威嚇することを計画している。防共協定を完成さ
せようとしている。しかし、永定河以東の地区を占領し、それを傀儡組織にする以上のこと
はできない」と観察し、「そうなると、平津の責任は倭寇が負うことになる。しかし、平津
は各国の利権が絡む国際的な都市であるため、倭寇が簡単に占領することは決してできな
い」と予測していた1140。 
つまり、蔣介石は日本華北派兵声明に直面しても、必ずしも日本が中国との全面戦争に進
むと考えておらず、あくまでも華北での利権を拡張しようとするものであると考えていた。
既に 11 日に締結された現地協定と対照するならば、蔣介石の対日観察の前半部分は事態の
展開と一致していることがわかる。問題は、後半部分である。永定河以東を傀儡組織にする
ことしかできないだろうという認識は、表 V-3 に示される日本軍中央が実施しようとする
政策を過少評価していたことになる。さらに、蔣介石は梅津・何応欽「協定」に言及したが、
蔣介石ら国民政府要人は、そもそも同協定の存立を認めていなかった1141。それにもかかわ
らず、同協定の内容によって、国民党部の統治が停止し、中央軍の撤退が要求されて、華北
が事実上滅亡したということを、蔣介石自身は現状として認識していたのである1142。 
また、16 日に、蔣介石は、「盧案を発動させてから、十日目となる。倭寇は威嚇しつつあ
るが、正式な開戦は恐れている。これは彼らに激戦を行う意向がないためで、戦わずに屈服
させようとしているわけだ。つまり、彼らは外強中乾だ」と認識していた1143。蔣介石のい
う激戦とは、日本側が短期戦と称しているものである。表 V-3 では、参謀本部の第 2 課と
                                                     
1138 「蔣介石日記」（7 月 10 日）、338 頁。 
1139 「蔣介石日記」『困勉記（下冊）』、560 頁。 
1140 「蔣介石日記」（7 月 12 日）。 
1141 蔣介石「政府與人民共同救国之要道」（1936 年 1 月 15 日）『総統 蔣公大事長編初稿』巻 3、265-74
頁。 
1142 「蔣介石日記」（1935 年 6 月 21 日）、『蔣中正先生年譜長編（第 5 冊）』、639 頁。 
1143 「蔣介石日記」（7 月 16 日）、343 頁。 
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第 3 課の案が示したように、陸軍中央は事件の解決の手段としては、内地師団の派兵によ
って、武力で中国を屈服させようとしていた。このことから、蔣介石が日本の対中政策であ
ろうと見なした展開と、日本が実際に取ろうと計画していたものとの間には、かなり大きな
ズレが存在していたことがうかがえる。 
蔣介石のこうした論理は、16 日から 21 日にかけて、一層顕在化した。16 日は、蔣介石
が廬山の共同談話会において演説を行う前日であった1144。「私の宣言がもし倭王を感動させ
るなら、危が安に転じるかもしれない」と、蔣介石は翌日の演説の効果に期待を抱いた。17
日に、蔣介石は、盧溝橋事件は重大なものであり、日本側は陰謀を企てているが、中国は和
平共存を堅持しつつも、最後の関頭に立てば全力で抗戦するしかないという立場、すなわち
「応戦而非求戦」という主張を表明した1145。 
演説において蔣介石は、盧溝橋事件が日本軍の謀略によって発生したという認識を示し、
その野心が「北平を第二の瀋陽にし、今日の冀察が昔の東四省のようになる」と説明し、最
後に、「弱国最低限の外交」として、事件の解決策を「（一）如何なる解決であっても中国の
主権と領土の保全を侵害しない、（二）冀察行政組織に如何なる不法な変化をも許さない、
（三）中央政府が派遣した冀察政務委員会委員長宋哲元ら地方官吏の更迭を許さない、（四）
第 29 軍の現駐屯地区に如何なる拘束も受けない」という 4 点にまとめて提示した1146。この
強気な演説は、「倭寇に私の最終的な立場を知らせるべきで、それによって彼らの野心を断
ち切ることができる」という理由により行われたのである1147。さらに、蔣介石は、「告国民
書」を発表した後の影響として、「これで戦争を引き起こしてしまうかもしれない。いや、
                                                     
1144 「廬山談話会」とは、1937 年 6 月に、対日外交問題と国内の政治、経済、教育等の問題について討論
するため、蔣介石と国民党中央政治委員会主席汪兆銘が連名で、国内の著名な学者や社会名流や各党派の
領袖を招へいし、江西省の牯嶺で国是の意見を聞くための談話会を挙行したものを指す。談話会は、7 月
15 日から 23 日までが第一期で、25 日から 8 月 2 日までが第二期で、4 日から 12 日までが第三期という
計画であったが、盧溝橋事件が発生したことを受けて、7 月 15 日から 20 日までが第一期で、26 日から 29
日までが第二期で、第三期が延期されたままに終わった。蔣介石は、17 日に致詞（演説）を行っており、
第一期の最終日に南京に戻った。蔣介石は、17 日の演説内容を「告全国国民書」の形で発表しようとした
が、日本側を刺激する可能性があるという配慮から、談話式（所謂「廬山談話」）で公表した。劉維開「蔣
中正廬山談話会講話発表経過」『晋陽学刊』2014 年第 3 期、46-64 頁。 
1145 「対於盧溝橋事件之厳正表示」（7 月 9 日）。 
1146 17 日の演説が若干の修正を経て 19 日の「廬山談話」として発表されたと劉維開は指摘した。政府が盧
溝橋事件を処理する最後の限度について、17 日の演説では、「塘沽協定は私たちが戦いに負けて、署名し
た。国際信義を尊重するため、協定の範囲内の義務を私たちは遵守するが、その以外は、私たちの領土と
主権を損失することとなって、絶対承認できない。永定河以東以北以西の地帯にせよ、私たちの軍隊の自
由調達は、制限を受け入れない」と具体的に語っていたが、19 日の「廬山談話」では、塘沽協定に言及し
ておらず、第 1 点と第 4 点に分けられた。劉維開、前掲論文、49 と 51 頁。これは、1935 年の「梅津・何
応欽協定」と「土肥原・秦徳純協定」に対して、中国側の取り消しの意向が日本側を刺激しないように、
「廬山談話」の中に入れなかったものと思われる。 
1147 「蔣介石日記」（7 月 16 日）、『困勉記（下冊）』、562 頁。 
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決してそうはならない」と心理的な揺れを示しながらも、自らの対日政策に対しては自信を
持っていたように見える1148。 
「廬山談話」を発表した翌日に、蔣介石は、「私の宣言に対して、直ちに最後通牒を下す
のか、更なる脅迫を行うのか、彼らの今明両日の態度を見れば、全て瞭然となる。また、本
日、倭が盧溝橋で発砲し侵攻を行ったが、我が方は依然として動いていないので、明日まで
には無事終息するだろう」と予測し、21 日に、「倭寇の虚と実、和戦の真相は、今日の対応
でわかる。今日のうちに、最後通牒若しくは強硬な行動が無ければ、我が国の考え方が、８
割方勝利したと考えられる」というように、自らの演説に対する日本側の肯定的な反応を大
きく期待していた1149。 
以上のように、郎坊事件と広安門事件が発生する前の蔣介石の論理は、盧溝橋事件への対
応において、表では、中央軍を北上させる命令、現地協定への念押し、交渉で受け入れる限
度を盛り込んだ「廬山談話」の発表という、極めて強硬な主張の表明であった。しかし裏で
は、自らの政策が日本側を刺激するかどうかという懸念を持つ一方、宋哲元から 11 日現地
協定に条件付きで同意したという報告があったため1150、「廬山談話」に対して日本側が譲歩
を行うことへの期待が大きかったのである。こうした裏での苦慮は、日本との対決がなるべ
く避けられればよいという期待であったともいえる。 
総じて、蔣介石の基本的な方針は、決死と決戦の姿勢をもつことが第一で、日本侵略に対
抗するために積極的に軍隊の調達を行うことが第二であるが、これらを前提にした上で、平
和的解決にむけて中国側にとってより有利な環境を作り上げ得ることが彼の真の目的であ
ったと考えられる。 
 
2.2 南京上層指導部による事件への対応 
盧溝橋事件が発生した時に、蔣介石、汪精衛と王寵恵らは牯嶺に居り、軍政部長の何応欽
は川康の軍事を整理するため重慶に居り、徐永昌、程潜らは、南京にて留守を守っていた。
何応欽は蔣介石からの南京への帰任の要請に応じ、10 日に南京に戻った。その翌日から、
何応欽は、毎日夜の９時に自らの官邸において、事件への対応と政府がとるべき政策を討議
するため、軍事機関長官を集めて会議を開いた1151。 
この会議録から、事件後に、国民政府内の上層部では、和戦の議論、軍事の配置、抗戦に
                                                     
1148 同上。 
1149 「蔣介石日記」（7 月 20 日、21 日）、347 頁。 
1150 「蔣介石日記」（7 月 24 日）、351 頁。 
1151 この会報（会議）は、何、徐、程以外に、訓練総監唐生智、軍事参議院長陳調元、軍委会秘書長張群な
ども出席していた。同会報は、中国第二歴史档案館「盧溝橋事変後国民政府軍事機関長官会報第一至第十
五次会議」、「（同）第十六至卅三次会議記録」（『民国档案』1987 年第 2、3 期）に収録されているが、本稿
に利用する同会議録は、筆者の手写しで入手したものである。この会議は実際は 36 回まで行われたが、最
後の 2 回は内容が薄かったため、収録されなかったものと思われる。また、軍事機関長官会報は、安井、
前掲書（1993 年）270-80 頁において既に利用されている。 
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備えるための糧食、燃料、弾薬などの調達が主要な議題となったことがわかる。以下、第 4
次会報の「謀略与外交方針」（14 日）、第 6 次会報の「戦争全部化或局部化之意見」（16 日）
と第 7 次会報の「対日開戦後の絶交問題とその利害」（17 日）、という 3 回の会議内容を取
り上げてみたい。 
「謀略与外交方針」には、徐永昌、程潜と唐生智の 3 人の議論が残されている。徐永昌
は、「現在我が方は準備未完で、開戦すれば勝算も低い。この最も苦しい関頭は、耐えるし
かない」と主張し、「もし日本側が公言するように不拡大を貫くのであれば、我が方もその
意向を掴んで、妥協の意を明示すべき。中央は、宋哲元に交渉する際の妥協点を与えておく
べき」と、交渉を実施することに同意していた1152。同じ日の徐の日記を見れば、「配置は積
極的に行うべきであるが、和平も度外視すべきでない。しかも明軒と協調で進行すべき。さ
もなくば、明軒が単独で行動しかねず大局を前に不利」と記していた1153。さらに、徐は、
「和平が常に上計」であると位置づけていた1154。こうして、徐永昌の主張は、我慢できる
範囲は我慢し、積極的に軍を配置する一方で、平和の希求が一層重要というものであった。
唐生智は、「冀察が既に我が方の手を離れた」という大前提で、現地の交渉が「中央の希望
内なら追認でもよいが、そうでなければ否認すべき」と、現地協定に柔軟性をもつ対応を取
っていた1155。 
これらに対して、程潜は、「現在我々は、緩兵（兵の引き延ばし：筆者注）を希望する。
それで我が方の準備が完了する。準備完了とは、長江沿岸の設備を完成させることだ。それ
により、持久戦でも殲滅戦でも自信がある」と述べた1156。ここで程は、緩兵を主張するも
のの、それは中国側の抗戦の準備不足によるもので、和平解決と結びつけようとはしていな
かった。つまり、単に日本の派兵を遅らせるための手段として和平交渉を用いようとしてい
たわけでないことには、注意しなければならい。なぜなら、その日に程は、駐日中国武官章
鴻春から「日本が予備兵の調査に既に着手しており、軍隊の配置も集中させている。もし、
中国が盧溝橋事件の現地解決を許さないならば、即時に行動を拡大し、第二の傀儡組織を作
りかねない」、という報告を受けていた1157。こういう文脈で考えると、程の発言は、日本側
が内地の軍隊を動かし、事態が拡大に転じる可能性を想定した上で、中国側が如何なる対応
をとるべきかを考慮したものであると思われる。また、江西省主席熊式輝は、「まず持久戦
と殲滅戦のどちらを取るかを決めなければならない。もし持久戦を取るならば、空軍の全部
隊を投入してはならない」との意見を述べ、同時に、「民衆の利用」についても着目してい
                                                     
1152 「盧溝橋事件第 4 次会報」（7 月 14 日）、請求番号：787-2430。 
1153「徐永昌日記」（7 月 14 日）、76 頁。 
1154 同上（7 月 18 日）、79 頁。 
1155 「盧溝橋事件第 4 次会報」（7 月 14 日）。 
1156 同上。 
1157 「程潜致蔣介石電」（7 月 14 日）『蔣中正総統文物―盧溝禦侮（一）』請求番号：002-090105-00001-254。 
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た1158。 
また、「戦争全部化或局部化之意見」においては、陳調元、程潜、唐生智と何応欽の意見
が残されている。陳は、一旦開戦となれば、局地か全面かの区別がないと述べ、程は、中国
の国力では、局地戦しかできないと説明し、唐は、全面戦にせよ局地戦にせよ、中国に不利
であり、最も憂慮すべきは現地が撤兵した際に中央がどう対応すべきかであると述べた1159。
何応欽は、局地戦と全面戦をそれぞれを想定し、それらに対する不安要素も分析したが、「現
在我が方は全般の準備をしなければならない。局地戦と全面戦のどちらが我が方にとって
有利か、国際公法上の手続きが如何なるものかも、詳しく研究しなければならない」と強調
した1160。 
「戦争全部化或局部化之意見」に続いて行われた討論は、「対日開戦後の絶交問題とその
利害」であった。後者では、参謀本部第 2 庁長の徐祖貽と外交部次長の徐謨の間の議論によ
って、主に 3 点の結論がまとまった。 
第一は、「正式な衝突が発生した後に、外交部は直ちに正式の宣言を発表し、その中で日
本が我が方を圧迫していたので、我が方がやむなく自衛をとった理由を明言する（宣言の草
稿は準備中）」というものである1161。第二は、国交の断絶をめぐり、「現在、日本海軍が絶
対の優勢に立っている」ため、「我が国の一切の軍需品は、自給自足に大きな問題を抱えて
いる」、さらに、「国交断絶後に、日本居留民らは英仏等の租界に入ることによって、デマを
飛ばし、攪乱、諜報等の工作を依然行い得るのに対して、日本にいる我が国民には「保護が
なく、国外追放や逮捕されうる」と情勢を比較した上で、断交しないという結論に達した1162。
第三は、「断交しない場合は、作戦地を一定の軍事区域に画定し、この区内の日本人居留民
及び各国の居留民に撤退を要請」し、且つ「この区域を拡大していくことも構わない」とし
た1163。これらは上層部内の討論であるが、蔣介石が政策決定を行う際に「参考」としてい
た1164。第一の点に関しては、郎坊事件後に外交部がようやく声明を出したが、第二の点に
関しては、結局太平洋戦争勃発までに断交は行われなかった。第三の点に関しては、国民政
府が日本居留民を撤退させる意図は、彼らが行う諜報などの工作に懸念を示していただけ
でなく、日本軍が居留民保護を口実に内地から大軍を派遣することを念頭に置いていたと
思われる。 
こうした議論は、軍事的系統で行われていただけではなく、政治や教育の系統においても
同様に検討されていた。日本が 5 個師団を派遣するという情報が国民政府に届いてから、
                                                     
1158 「盧溝橋事件第 14 次会報」（7 月 24 日）。 
1159 「盧溝橋事件第 6 次会報」（7 月 16 日）。 
1160 同上。 
1161 「盧溝橋事件第 7 次会報」（7 月 17 日）。 
1162 同上。 
1163 同上。 
1164 同上。 
175 
 
中央監察委員会秘書長王子壮は、「日本の意は、恫喝で我が国を屈服させ、または宋哲元を
軟化させることによって、戦わずに勝利を得る」ことだとし、「華北で戦争が一旦開始すれ
ば、短期では終わらない」と認識していた1165。教育部長王世傑は、16 日の行政院の談話会
において、「政府が今後の方針を早く決定すべき」と力説し、「もし日本側が 29 軍を攻撃し、
中央軍が作戦に加わるならば、中央は戦闘を局地の衝突（九一八及一二八の時の如き）と認
めるか、または中日が既に普通の戦争状態にあると是認し、国交の断絶を宣告するか」と、
政府の決意を促した1166。 
また、蔣介石が南京に戻った後に、自らの官邸で談話会を開いた場で、徐永昌は、「日本
に対して耐えるならば、耐えるべき」と献言し、なぜなら「大戦が始まると、第三国の参入
も考えられ、日中が共倒れしかねない。日本は工業国のため、回復は容易だが、中国はそう
ではない。そのため、国が分裂し収拾できなくなる危険性もある」と説明し、14 日の主張
を堅持した1167。 
以上は、国民政府の上層部で、事件の解決及び対日政策を巡りなされた議論である。上層
部内では、「開戦」または「対決」などの意見があまり見なれなかった一方で、中国の抗戦
準備1168が整わず、国力が不足していると認識しており、日本軍の増援にもかなり警戒をし
ていたことがわかる。そういた認識に基づき、彼らは、抗日戦争が全面戦か局地戦かにより、
どのような影響を受けるかを分析していた。また、現地交渉への対応では、徐永昌と唐生智
の意見が一致し、何応欽は日本の引き延ばし策に注意を払いながらも、現地責任者に和平を
放棄しないように示唆した。彼らの和平解決とは、日本軍の増援を引き延ばすための手段と
いう意味ではなく、あくまでも自己認識に基づいて、日本との対決を避けようとしていたた
めと思われる。 
 
3. 日中中央による相互認識とその非対称性  
 日本と中国の中央レベルが相互に相手側に対して行った判断は、現地交渉及び中央軍の
北上と廬山談話で示した内容に基づいて行われたものと思われる。以下、相互の判断の基準
について検討してみたい。 
 
3.1 現地交渉 
日本側は、盧溝橋事件の処理にあたり、早くも 11 日の閣議において、軍事的には「不拡
大」で、政治的には「現地解決」という、二大方針を決定した1169。ここでは、「現地解決」
                                                     
1165 「王子壮日記」（7 月 15 日）、196 頁。 
1166 「王世傑日記」（7 月 16 日）、65 頁。 
1167 「徐永昌日記」（7 月 20 日）、81-82 頁。 
1168 軍備がいつ頃できるという問題は、徐永昌が「最低限度でも半年と一年」と予測していた。同上（7 月
18 日）、79 頁。 
1169 「支那事変機密記録」（7 月 11 日）『支那事変処理 昭和 12.7～12.11』防衛省防衛研究所蔵、請求番
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をめぐる日中双方の理解の差異を詳細に検討してみたい。 
日本の陸軍中央は、11 日の閣議決定に基づいて、13 日に「北支事変処理方針」（表 V-3）
を作成し、「第二十九軍代表ノ提出セシ十一日午後八時調印ノ解決条件ヲ是認シ之カ実行ヲ
監視」すると再度強調した1170。また、17 日の閣議において、「現地ニ於ケル交渉解決ヲ阻害
セサルコト」を正式な申し入れとして、南京中央に提出することを決定した1171。さらに、
18 日の五相会議において、現地解決をめぐって、海相米内光政と陸相杉山元が、それぞれ
に提案を行った。 
米内は 5 つの案を提示したが、ここでは、その内現地解決に関わる 2 点を取り上げる。
第一は、「冀察冀東ヲ非戦区域トシ日支両方ノ駐兵問題ヲ考慮スルモ一案ナリ」であり、第
二は、「冀東冀察地区ヲ特殊区域トシ南京政府ノ下ニ無理ナラヌ特殊政権ヲ作ルモ一案ナラ
レ」というものであった1172。つまり、冀察を冀東地域のように非戦地帯とし、その上で、
南京政府の管轄下から外れた冀東と連携して傀儡政権を作るという意味である。この二つ
の案は、最終的には議決されなかったが、日本の中央がどのような意向をもっていたのかを
反映している。前述した蔣介石による日本の現地交渉をめぐる分析と比較してみれば、この
二点がそれとほぼ一致していることがわかる。 
 また、杉山は、今回の事件を 11 日に署名した「条件ノ厳密ナル履行ヲ以テ一応ノ解決」
と見なすと主張した上で、「事件ノ普遍的根源ヲ芟除スルニ非レズ」と断定した1173。さらに、
政府が今後行うべきこととしては、「今次事件ヲ契機トシテ日支関係明朗化ノ基礎的事項ノ
確立ニ関シ直チニ南京政府ト交渉ヲ開始スルノ要アリ」と、杉山は唱えた1174。ここで言及
された基礎的な事項に関して、杉山は「（一）平津地方支那側駐兵禁止ノ原則確立、（二）北
支特殊性ノ再確認（梅津何応欽協定・塘沽停戦協定・土肥原秦徳純協定実行其他）、（三）全
支ニ亘ル昭和十年十月四日外陸海三大臣間ニ諒解成立ノ対支政策ニ関スル意見ノ確認並ニ
之ニ伴ウ諸懸案ノ解決」という具体的な内容の三原則を提出した1175。これら三原則が、「盧
溝橋事件ノ局地的解決ト相併行シ若クハ之カ解決ニ相次テ実行ニ移スヘナモ成ル可支那側
ヲ交渉ノ手ヲ伸へシムル如ク指導ス」るものであると主張した1176。 
 ここで、陸軍案と海軍案との両案を比較すれば、陸軍案には、海軍案よりかなり強硬的か
つ広範な要求が盛り込まれたことがわかる。陸軍案の最低ラインは 11 日の現地協定の実行
であり、今回の事件をもって今後の日中関係の道筋を明朗化することが、真の目標であると
                                                     
号：戦史-支那事変-159。 
1170 「事変以来中央の処理」『北支那作戦史要―支那駐屯軍』（第 2 巻）、6 頁。 
1171 「支那事変機密記録」（7 月 17 日）。 
1172 同上。五相会議と言われていたが、首相近衛文麿が病気で欠席した。 
1173 同上（7 月 18 日）。 
1174 同上。 
1175 同上。「対支政策に関する外・陸・海三相間諒解」案については、『主要文書』、303-04 頁を参照された
い。 
1176 「支那事変機密記録」（7 月 18 日）。 
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いえる。日本にとって最善の目標を達成するために三つの原則が練られたのであり、中国側
にはおおよそ受け入れられない要求であった。 
一方、南京中央による現地交渉への態度は、蔣介石らが日本に対して抱く強い不信感と結
び付いていたといわざるを得ない。 
蔣介石は、13 日に、「我が方が如何なる条件を承認しても、盧案によっては平和的解決を
行うことは絶対にできない。日本の目的は、冀察からの兵の撤退にあり、その区内の人事も
皆、日本の同意が必須となり、第二の冀東を作ろうとするものだ」と日本側の企図を見抜い
た1177。またその解決については、「中央との共同一致に掛かっている。和にせよ戦にせよ、
単独に行わないこと」と、宋哲元に日本側への警戒を求めた1178。16 日、蔣介石は、現地協
定にかかわる噂を耳にし、宋らに「日本が全力で地方を威嚇し、この種の協約に署名をさせ
ることを第一の目的としている」と指摘し、「日本が企図することは決してこれだけでない。
そうでなければ、彼らが乾戈を起こす意味がない。協定の署名は第一歩で、その真意は大軍
が集結した後に政治的な条件を提出することにある」と念を押した1179。さらに、17 日に、
蔣介石は、「倭寇は信義を重んじないので、一切の条約は証拠にならない」と明白に指し、
「上海“一・二八”の戦いで、開戦前に、和解の条約に署名し、その四条件を承認したが、署
名したその日の八時以降に、我が滬軍に攻撃してきた。これは実際に経験したことだ。騙さ
れないように前例としなれば」とのように、宋らに対して日本の詐欺を防ぐように重々注意
を喚起した1180。 
また、梅津・何応欽「協定」に関する蔣介石の理解は、20 日の日記で日本の弱点を 4 点
挙げて行った分析から読み取れる。それは、「倭寇之弱点 甲、何梅協定を即時に言及しえ
ない。乙、華北という局部を狙って、拡大するのを恐れている。丙、戦事をせいぜい局部に
限定する。丁、空軍の正式な使用を恐れている」といったものである1181。つまり、蔣介石
は、日本側が速やかに梅津・何応欽「協定」を実施することはないと判断していた。この点
は、日本の陸軍案とは正反対であった。 
何応欽は、「日本人は“一・二八”を模倣し、緩兵させることを先行し、援軍が到達した時
点で、信義を顧みなく、我が二十九軍を一網打尽にしようとしている」と、宋哲元に警戒を
喚起した1182。続く 17 日に、何は、「領土と主権を喪失しない原則で和平解決をするよう、
                                                     
1177 「蔣介石致宋哲元電」（7 月 13 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-020300-00001-031。 
1178 同上。 
1179 「蔣介石致宋哲元秦徳純電」（7 月 16 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-020300-00001-
039。 
1180 「蔣介石致宋哲元秦徳純電」（7 月 17 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-020300-00001-
047。“一・二八”は、1932 年の第一次上海事変を指す。 
1181 「蔣介石日記」（7 月 20 日）、347 頁。原文は、「倭寇之弱点 甲、対何梅協定不敢速提。乙、志在華北
局部、而不敢拡大。丙、戦事最多限於局部。丁、空軍尚不敢正式使用」となる。 
1182 「何応欽致宋哲元等密電」（7 月 15 日）中国第二歴史档案館「“七・七事変”至平津淪陥蔣何宋等密電選」
『歴史档案』1985 年第 1 期、59 頁。 
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固く願っている。談判が完了する前に大軍が入関すれば、強力な圧迫を受けながら、和戦と
もに絶境に陥ることになり、城下の盟に署名しなければならない恐れがある」と指摘したう
えで、「一面に和平を放棄しないと共に、軍事の準備も密かに行う」よう指示を出した1183。
王子壮は、日本の「所謂最大の主義は、如何なる排日をも根絶し、即ち、（宋哲元らを）中
央政府から脱離させ、華北に独立組織を成立し、日本人の傀儡にすることにある」と認識し
ていた1184。 
言い換えれば、南京中央は、日本が本気で現地協定により事件を収拾しようとするなら、
関東軍、朝鮮軍と内地師団を平津地方に徐々に送ったりはしないだろうと判断した。加えて、
第一次上海事変の前例もあったので、南京中央は、冀察政権と支那駐屯軍との間の現地交渉
に一層懸念した。さらに、関東軍と朝鮮軍が関内に到着しつつある情勢は事実で、軍事的圧
迫によって、宋哲元らに政治的条件に署名させることで、南京中央から離脱させるという企
図を持っているに違いない、と蔣介石らは認識していた。 
以上のように、日本の中央が解決案を提示した背景には、現地協定が事態を解決するのみ
ならず、それを通して徹底的に華北の脱中央化を完成させる踏み台として機能させること
も意味していたといえる。その意味で、蔣介石ら南京中央が、日本に対して不信感を抱いて
いたことに無理はない。しかし、蔣介石らが分析していた日本の企図を日本側の海軍案に照
らしてみれば、その理解が真逆であった陸軍案の場合とは異なり、南京中央の予測と理解が
ほぼ正しかったことがわかる。ところが、このように盧溝橋事件の当時、自制的な立場をと
っていた海軍省の案は、外交部に提示されることはなかった。 
 
3.2 現地協定の内容 
陸軍案と蔣介石の対日認識との間に距離があったことは、現地協定の内容をめぐる対策
においてより明白となる。蔣介石は、23 日に、11 日に結ばれた協定内容についての報告（表
V-2 参照）を宋哲元から受けた。蔣介石は、「明軒は、11 日に倭寇と協商した三点だけを報
告した。19 日の細目については、固く忌諱している。私は、それを深く追及しないほうが
いい。そうすれば、彼が自ら責任を負える」と自分を慰めていた1185。そして、宋への返電
で、次のように伝えた。 
 
中央は今回の事件に最初から共同で責任を負うことを決めていた。戦となれば共に
戦い、和となれば共に和平を結ぶ。報告された三点に関して、もし既に署名したので
あれば、中央が尚、同意し、兄（宋哲元：筆者注）と共に責任を負う。唯、原文内容
は空空たるものである。第二条の不駐兵は、臨時弁法であるのか、または何時までで
あり兵数の制限はないのかについて言明したほうがよい。第三条における徹底的な抗
                                                     
1183 「何応欽致宋哲元等密電」（7 月 17 日）、同上、60 頁。 
1184 「王子壮日記」（7 月 12 日）、193 頁。 
1185 「蔣介石日記」（7 月 23 日）、349 頁。 
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日団体の取り締まりは、彼方の任意の要求によるのではなく、必ず我が方が自発的に
処理するとしなければならない。この点は明確に区別すべき。今回事件の真の結束は、
彼方が陽日（7 日）後に増派した部隊の撤退が重要な関鍵をなすべき。この点は、は
っきり聞いてもらわなくてはならない。これら三点は、もし署名していなければ、ま
だ改正と議論の余地がある。一体、署名してしまったのかどうかという返事を待ち望
んでいる1186。 
 
このように蔣介石は、宋に対して細目を深く追及しないと決め、現地協定の 3 項目まで
をも承認する姿勢を示していた。これは、蔣介石が戦争を回避しようとするために示した、
かなり大きな譲歩であると思われる。 
 しかし、上記の海軍案と陸軍案が示したように、第 2 点について、日本側は、中国側に永
久撤兵を要求しようとしていたことがうかがえる。第 3 点に関して、19 日の細目協定とな
っていたにもかかわらず、より具体的な案は日本側によって作成されていた1187。それは、
処分の部分と推薦の部分から成り立っており、処分の部に関しては、19 日の細目協定の第
②項（表 V-2 参照）に「秦徳純、雷壽栄」らの名前があり、第③項に、「軍政部長弁公処、
中央党部駐平弁事処、軍事委員会弁（駐：筆者訂正）平弁事処、参謀本部駐平弁事処、励志
社駐平弁事処、監察院河北監察使公署」等があり、第⑤項に、「大公報、益世報、世界日報、
華北日報」といった新聞及び「馮治安、蔣夢麟、胡適、李石曾」等が指名されていた1188。ま
た、推薦の部には、「市長 斎燮元と張允栄」が挙げられていた1189。 
 こうした内容の中でも、特に第③項から、国民党と国民政府の各部駐平津弁事処を華北よ
り徹底的に排除する意図であったことがわかる。また、中国系統の新聞と世論及び、蔣夢麟、
胡適、李石曾のような知識人も一斉に駆逐しようとしていた。加えて、日本側が、宋哲元に
斎燮元と張允栄という二人を市長の候補として推薦したのは、秦徳純との入れ替えを意味
していた。こうした内容は、19 日の細目協定には入っていなかったものの、事件が鎮静し
た後に、宋哲元に対して要求してこないとは限らないものであった。以上の内容は、細目協
定を結んだときには既に形になっており、蔣介石が期待をかけた 11 日協定に対する中国側
の改正案を議論する余地は残っていなかったことになる。 
 
3.3 中央軍の北上と廬山談話 
蔣介石は、中央軍を北上させることで日本を抑制しようという政略を持っていると述べ
た。それでは、これに対して、日本側はどのように考えていたのか説明する。 
                                                     
1186 「蔣介石致宋哲元電」（7 月 23 日）『蔣中正総統文物―盧溝橋事変』請求番号：002-020300-00001-059。 
1187 「支参二電七四号ニヨル誓約文ノ具体案」、「停戦協定細目私案」『北支事変解決後ノ処置』アジ歴：
C11110450600。 
1188 同上。 
1189 「支参二電七四号ニヨル誓約文ノ具体案」。 
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 まず、13 日の「北支事変処理方針」において、参謀本部と陸軍は、中央軍の北上が日本
に「攻勢ヲ企図スル」ものとみなしていた1190。また、参謀本部の第 2 部は、19 日に、「帝
国ノ態度決定ニ関スル意見」（表 V-3 参照）において、中央軍が梅津・何応欽「協定」を蹂
躙しようとしていると判断し、その協定を確保するために、「事変ノ根因ヲ一掃シ北支ノ安
定ヲ期スル為武力行使ヲ決意」すべきであると主張していた1191。つまり、日本軍は中央軍
の北上を国民政府の対日戦争の決意であり、華北の安定に対する不安定要素であると見な
していた。 
 一方閣議では、17 日に「中央軍ノ北上ヲ停止スルコト」を国民政府の外交部に要求する
事項として決定した1192。また、内地師団の派兵との関連で、「中央軍ハ挑戦的態勢ヲ止メザ
ル限リ之ト一戦ヲ交ワル」こともやむを得ないという所見もあった1193。そして、こうした
中央軍撤退の要求に対して、もし南京国民政府の回答が「中央軍ノ撤退ヲ明示セザル場合ハ
仮令第一次満足サルノモ派兵ノ理由生ズ、但シ南京ノ回答概ネ我要求ニ合セハ派兵中止」す
ると考えていた1194。20 日の閣議で杉山は、「南京政府ノ回答不誠意ナルニ鑑ミ速ニ内地ヨ
リ三カ師団ヲ出兵」しようと主張した1195。このように、日本の中央は、南京による中央軍
の進退を第一の条件とし、それと日本の内地師団の派兵とを結び付けるような構図を描い
ていたことがわかる。 
 「廬山談話」に関する日本側の反応は、中央、現地ならびに新聞各紙を含めて、「無視に
ひとしい扱い」であった、と秦は分析した1196。「廬山談話」の発表から郎坊事件の発生まで
が、わずか 5 日間であったことを考えれば、確かに日本側の反応は薄かったと思われる。ま
た、20 日の日本の閣議（午前中）では、「出兵ノ理由」をめぐる議論に関し、「29 軍トノ一
般協定セラレ又昨夜ハ其ノ細目協定成立セリト謂ウニ非ズヤ」という質問をされた杉本が、
「未ダ不明ナリ」と答えた1197。杉山は、たとえ細目の内容を本当に把握できていなかった
としても、その細目自体が成立したことは了解していたと思われる。それにもかかわらず、
同日午後の閣議で、杉山は、内地師団の派兵を再度提案し、それが合意された。これは、「廬
山談話」が発表された翌日であり、蔣介石の日本中央への期待は、ここで完全に裏切られる
こととなった。 
 このように、日中の中央の動きを比較すると、双方の政策が極めて非対称であったことが
わかる。蔣介石が日本の対中政策の脅威を過少に判断したことは明らかである。そして、蔣
                                                     
1190 「事変以来中央の処理」、6 頁。 
1191 同上、10 頁。 
1192 「支那事変機密記録」（7 月 17 日）。 
1193 同上（7 月 19 日）。 
1194 同上。 
1195 「支那事変機密記録」（7 月 20 日）。 
1196 秦、前掲書（1996 年）、343 頁。 
1197 「支那事変機密記録」（7 月 20 日）。 
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介石が中央軍の北上により、日本を抑制することができ、戦争の回避につながるとした政略
は、逆効果となってしまった。また、日本側は、蔣介石がその効果を重視した「廬山談話」
に注目すらしていなかった。そのため、蔣介石が実際には現地協定に対して承認の意を示し
ていたにもかかわらず、日本側は、譲歩する余地がなかったという論理で戦争を拡大してい
った。これは、「木は止めたいが風が止まない」という中国のことわざで表現できる。この
両政府の非対称性は、次節で見る中央レベルの交渉において、さらに包括的に露呈すること
となる。 
 
四. 平和的解決のあり方 
 
1. 外務省の解決案と軍の意見の統合 
 第三節で、外務省内の意見の分裂について述べたが、以下では、事件の解決を含め、日中
間の問題を打開するために外務省が作成していた案を見ることにする。 
早くも 8 日の午前中に、石射のところで、陸軍の後宮淳軍務局長と海軍の豊田副武軍務
局長が、三省事務当局会議を開き、事件の不拡大方針に合意していた1198。外務省内で立案
されたのは、17 日の「北支事変ニ関スル日支交渉要綱」、18 日の「日支国交調整試案」と
「時局収拾案」であった1199。三つの案とも東亜局第一課によって作成されたが、その中で、
時系列で見れば、石射の意思を反映したのは、18 日の試案であると思われる。それは、18
日に、風見が電話で石射を首相官邸に招へいし、「日支関係解決案を私見でも好いから話し
て呉れ」と依頼したことに対し、石射は、後に「書いた物を送って」おり、その中で「是れ
以外に打開の道なし」と答えた1200。 
「北支事変ニ関スル日支交渉要綱」の中には、排日問題の取り締まり、華北問題（国民政
府が華北の特殊性や中央軍の華北五省から撤退を承認するなど）、ソ連に対峙するため日本
との軍事同盟の締結、および満州国の正式承認といった対中要求があった1201。これに対し
て、「日支国交調整試案」の方には、より具体的な項目が含まれていた。 
「日支国交調整試案」の要綱には、（1）満州国の承認若しくは満州問題には触れずとの確
約、（2）日蘇開戦の場合における対日援助若しくは好意的中立という 2 点が、中国が、承認
すべき内容として挙げられており、これに対して、「日本側は支那の主権尊重、領土不可侵
                                                     
1198 石射、前掲書、266 頁。 
1199 「時局収拾案」を作成した日は不明であるが、「十二、七、十九 五相会議及び閣議に対する大臣の資
料として作成せるもの」というタイトルが付記されていたので、作成日は、19 日以前であるとわかる。一
方、広田は、20 日にこの案を閣議に持参したはずだが、提出したかどうかは不明と島田俊彦は説明した。
島田俊彦「「船津工作」など」『国際政治』47 号（1972 年）、108-10 頁。 
1200 伊藤隆、劉傑編『石射猪太郎日記』中央公論社、1993 年、168 頁。 
1201 島田、前掲論文（1972 年）、107-08 頁。 
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を確約する」という内容であった1202。その細目として、十カ条を取り上げていたが、その
中から、本稿と関係がある五カ条を引用しておこう。 
 
１、排日取締。支那側之を実行す。2、冀東・察北。日本側之を解消し、特別区とし
て冀察に合流せしむ。３、冀察。差当り現状を維持す。（将来支那側の態度を見たる
上にて、之を中央化するか若しくは二十九軍を守立つるかを決す）４、北支に対す
る陸軍諸協定。差当り現状を維持す。（将来支那側の態度見たる上にて之が改棄を決
す）５、防共軍事協定。要綱（2）に基き、察北、ちゃはる、綏遠、甘粛を結ぶ線に
於ける防共軍事協定を締結す。８、密輸取締。日本側は冀東地区に於ける支那側の
密輸取締の自由恢復を認む。（冀東の冀察への合流に依り特貿は当然消滅す）1203。 
 
 17 日の案と 18 日の案を対比してみれば、内容の大筋には変化はないものの、18 日の案
は、柔軟性をもち、特に細目の 2、3、4 と 8 が中国側に譲歩する姿勢を示していたといえ
る。仮にこの案が中国側に示されていたならば、双方が交渉する余地はかなりあったと思わ
れる。 
また、19 日の「時局収拾案」には、第 1 案と第 2 案があり、さらに第 2 案は、甲案と乙
案に分かれて成り立っていた1204。第 1 案の第 1 項では、11 日の閣議で決定した「北支派兵
ニ関スル件」（帝国政府声明を指す）の趣旨が再確認された1205。第 2 項では、最善の局面収
拾案は、対内的に政府内部をまとめ、第 1 項の方針を貫徹することを主張し、「（一）七月十
一日我軍ト第二十九軍代表トノ間ニ成立セル解決条件ニヨリ速ニ局面ヲ収拾ス」と現地協
定の優先が示された1206。そして、「（二）国民政府ニ対シ軍事行動即時停止方ヲ要求ス（右
要求ニ当ツテハ後記（三）ノ趣旨ヲ国民政府ニ説明ス（三）国民政府ニ於テ右（二）の要求
ヲ受諾スル場合ニ於テハ此上ノ派兵ヲ中止スルト共ニ増派部隊ハ前記（一）ノ条件ノ履行ヲ
待チ速ニ帰還セシム）」と定めていた1207。 
対外的には、日本政府の立場を説明するため、4 点の内容を含む声明を行わなければなら
ないとしている。第 1 と第 2 は、「支那側ノ謝罪」と「今回ノ如キ不法行為」の発生しない
「保障」と、11 日の現地協定の着実な「実行ヲ厳重監視督励」という要求であった1208。第
3 は、国民政府が「一面事態不拡大ノ希望ヲ表明シツツモ他面頻リニ我方ニ対シ軍事行動」
を行う準備していたと指摘し、それに対し「帝国政府ノ甚ク遺憾トスル所ナリ」と宣明すべ
                                                     
1202 同上、108 頁。 
1203 同上。 
1204 「重要国策関係（支那事変中）/１）」『支那事変関係一件 第四巻』アジ歴：B02030522700。 
1205 同上。 
1206 同上。 
1207 同上。 
1208 同上。 
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きであるとした1209。第 4 は、事態の解決に当たって、国民政府が軍事行動を即時に停止す
れば、日本がさらなる派兵を中止し、共に 11 日協定の履行を見極めたうえで、増派した部
隊を帰還させるという条件であった1210。 
第 1 案はその最後で、この案以外の方策は、開戦に導く恐れがあると、この案の有効性を
強調した。なぜなら、開戦する場合には、蔣介石に徹底的に打撃を与えない限り、戦争終結
の見込みがなく、さらに英米等国際社会からの圧力も加わることを予測していた1211。 
ここで国民政府の軍事行動とは、中央軍の北上を指していたことが明らかである。そして、
第 1 案は、現地協定への南京中央の承認と中央軍の撤退という 2 点の内容に基づいていた。
もし国民政府が、中央軍を撤退すれば、日本はさらなる派兵を中止し、また、国民政府が現
地協定を承認すれば、日本は、増派した部隊を帰還するという論理であるといえる。 
また、第 2 案は、「現地解決ト共ニ南京政府ヲシテ承認セシムヘキ提案」というタイトル
で、南京外交部に平和的解決のため提出すべきものとなっていた。 
そのうちの甲案は、冒頭で、盧溝橋事件が発生した根源的な原因は、中国各地の排日運動
および国民政府が「帝国ト冀察政務委員会トノ提携合作ヲ妨害スルカ如キ言動」にあるとみ
なし、それゆえに、「自然北支官民カ国民政府ノ言動ニ影響セラレタルニ端ヲ発スルモノ」
と認識していた1212。つまり、外務省の問題認識は、盧溝橋事件の発生において、そのどち
らが「発砲」したのかが問題なのではなく、根本的な問題は、中国民衆の排日運動と国民政
府の排日的言動にあるという認識であった。 
この根本的な要因は中国側にあるという前提に基づいて、日本は、「今次事件ニ結束ヲ付
ケ（帝国ノ兵力撤収ニ当）及事件解決後ニ於ケル日支関係ヲ明朗ナラシムル見地ヨリ」、国
民政府に、「『排日取締』（又ハ邦交敦睦）及北支ニ於ケル日支提携ヲ歓迎スル趣旨ノ声明ヲ
出サシムルコト」を要求するという案であった1213。これを基にして、乙案は、その一層具
体的な案として作られた。 
乙案は、盧溝橋事件が「支那側カ排日ヲ事トシ日支協定ニ対シ何等誠意ヲ示ササリシニ基
因スル所最モ大ナリ」という前提に立っていた1214。そのもとに、「（一）排日取締ノ徹底竝
ニ（二）北支三省ニ対スル特殊施政ノ確認方要求シ以テ日支関係ヲ明朗ナラシメ」という案
があった1215。排日取締の徹底という件は、「党部ノ活動竝ニ国交上有害ナル秘密結社ヲ解散
スル外排日教育ノ根絶排日教科書新聞雑誌ノ取締リ邦人旅行ノ自由及ヒ安全保障等ヲ即時
                                                     
1209 同上。 
1210 同上。 
1211 同上。 
1212 同上。 
1213 同上。 
1214 同上。 
1215 同上。 
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実行ニ移スモノトス」と指摘した1216。「北支三省ニ対スル特殊施政」について、「（イ）国民
政府ハ河北、察哈爾及山東ノ三省ノ特殊事態ニ適応スル施政を認ム（ロ）右特殊施政ハ共産
主義ヲ廃除スル為日本ト共同ス」という内容が盛り込まれた1217。 
ここで甲案と乙案の間で、2 点の差異が見られる。つまり、甲案においては問題の前提は
中国側の排日と国民政府の排日言動となっていたが、乙案では、中国側の排日と国民政府の
日中協定への不誠意であると、微妙に異なっていた。日中協定への誠意のなさとは、中央軍
が北上することが、梅津・何応欽「協定」の違反となることを指していたと思われる。国民
政府による梅津・何応欽「協定」の違反を前提としたうえで、乙案は、日中関係を明朗化す
るため、国民政府に河北、察哈爾及び山東という三省において、適正に自治権が与えられる
べきと要求する内容であったと理解できる。 
つまり第 1 案が盧溝橋事件を収拾するための案であるならば、第 2 案は事件の解決に乗
じて日中関係を調整するための案であると位置づけられる。内容的には、第 1 案は、国民政
府の現地協定の承認と中央軍の撤退を中心とし、第 2 案の甲案は、国民政府への排日の取
り締まりと華北における提携を歓迎することを要求している。特に、梅津・何応欽「協定」
そのものが河北省の一省のみから国民政府の軍、政、党を一掃しているのに対し、乙案は河
北省に加え、さらに察哈爾及山東の二省においても国民政府の勢力を排除し、共同防共を行
うことを狙っていたといえる。その意味で、「時局収拾案」の内容と、第 3 節で分析した参
謀本部第 2 課と第 3 課の案とのを比較すれば、軍も外務省もかなり強硬な対中要求を出し
ていたことになる。 
上記の三つの案を比較検討すれば、厳格さの観点からは、「北支事変ニ関スル日支交渉要
綱」、「時局収拾案」と「日支国交調整試案」という順で厳しいものであったといえる。三つ
の案とも東亜局第一課により作成されたが、18 日の案には日本が譲歩する姿勢が含まれて
いたので、仮にこの案が南京外交部に提出され交渉の土台となっていたとすれば、何らかの
展開があったと思われる。しかし、実際に中国側に提出されたのは、「時局収拾案」の第 1
案であった。この第 1 案をよく検討すれば、国民政府による現地協定の尊重とそれによる
事件解決、国民政府の即時撤兵、という優先順位となっていることがわかる。それは、第 3
節で述べた軍中央の方針と一致するものであった。 
 
2. 撤兵と華北問題をめぐる日中間の中央レベルの交渉 
 盧溝橋事件をめぐる日中外交の最初の接触は、8 日夕方に、南京外交部の董道寧課長が、
日高信六郎参事官を訪問しようとした直前に、大城戸冶也が来訪した時に始まる1218。その
後、董は日高に、事件の発生と死傷者数などを明示したうえで、「日本軍ノ自重」と「豊台
                                                     
1216 同上。 
1217 同上。 
1218 「董科長会晤大城戸副武官談話記録」『盧溝橋事変前後的中日外交関係』、219-20 頁。 
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ニ兵力集中」をしないように口頭抗議を伝達したのである1219。董の口頭抗議に対して日高
は、「日本側ニ於テハ故意ニ事態ヲ悪化拡大スル意響ナク万事ハ支那側ノ出様如何ニ係ルモ
ノナル」と答えた1220。広安門事件までの日中双方の交渉を双方の史料に基づいてまとめた
ものが、表 V-4 である。 
 
表 V-4. 南京での日中交渉 
日期 人物 要件 
7/8（18：00） 大城戸→董 中：口頭の抗議 
7/8（夕方） 董→日高 中：口頭の抗議 
7/9（午後） 日高→陳 国交調整問題 
7/10（11：00） 日高・王会談 軍事行動の停止問題 
7/10（19：00） 南京外交部→日本大使館 中：抗議節略（日本が 14 日に回
答） 
7/10（23：30） 董（電話）→日高 中：関東軍の入関への憂慮 
7/11 日高→陳 日：重大決意の伝達；中：自衛  
7/12（午前中） 日高・大城戸・中原と王の会談 中：事件解決に主張の提言 
7/15 南京外交部→日本大使館 中：抗議節略（日本が 28 日に回
答） 
7/17 大城戸→軍政部次長曹浩森 日：梅津・何応欽協定の提起 
7/17 日高（19 日期限付きで覚書の提出）
→王 
日：覚書の提出（中国が 19 日に
回答） 
7/19 董→日高 中：覚書への回答 
7/19 喜多誠一→何応欽 現地協定の中央承認問題 
7/20（08：02） 日高・王会談 軍隊の撤退問題 
7/24 南京外交部→日本大使館 中：抗議節略 
7/25 日高と高宗武の会談 高の私案の提示 
7/26 日高→王 日：中国側の回答が不誠意 
出典：『外務省執務報告 東亜局』（第三巻 昭和十二年（1））、『中日外交史料叢編（四） 盧
溝橋事変前後的中日外交関係』、及び中央研究院近代史档案館蔵『盧溝橋事件―中日会晤記
                                                     
1219 外務省編『外務省執務報告 東亜局』（第三巻 昭和十二年（1））、株式会社クレス出版、1993 年、17-
18 頁。この口頭抗議までの経緯を説明する。8 日に外交部次長陳介は、牯嶺にいる部長王寵恵に、盧溝橋
で突発した事件と、冀察政務委員会に真相を調べるという返電を出したと報告したうえで、今後がどうす
べきかと指示を伺っていた。これに対して、王は、日本大使館に口頭で厳重抗議及び事態の拡大を防ぐた
め双方も即時に軍事の行動を停止すると勧告するという指示を出した。『盧溝橋事変前後的中日外交関係』、
209 頁。 
1220 『外務省執務報告 東亜局』（第三巻 昭和十二年（1））、18 頁。 
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録』（請求番号：11-29-01-15-0002）の情報に基づき、筆者が作成。 
 
 表 V-4 を、7 月 8 日から 11 日までの交渉の第 1 段階、12 日から 24 日までの第 2 段階、
24 日以降の第 3 段階として区分して考えてみたい。第 1 段階において、双方は、事件の非
や、その過程と責任を主題として議論した。第 2 段階においては、日高が外務省からの日本
の重大決意という連絡を受けた後に、双方の交渉の内容が変わっていることがわかる。第 3
段階は、朗坊事件が発生した後の交渉である。以下では、第 2 段階を中心に分析を行ってい
く。 
外交部長王寵恵は、南京に帰任した 10 日に、他の件で外交部を訪問した日高に対して、
「我方は事態を拡大する意がない」と中国の立場を言明し、日本軍の演習を自制することと
「即時に一切の軍事行動を停止」するように要請した1221。日高は、「我方が受けた報告と貴
方のとかなりズレ」があり、「日本軍が実弾で演習していたことに詳しい情報を得ていない
ので、明確な回答ができない」と言い、「盧溝橋事件に関して我が政府も拡大したくない」
と応酬した1222。 
 この会見で王は、「日本側には本部を交渉の相手にせず、現地で処理しようという意図が
ある。これは、地方当局であれば思うように圧迫をかけることができるためである」との印
象を持った1223。王は、現地と中央の足並みを揃えるため、専員を華北に派遣すると決め、
「華北の日本駐兵の整理、事態の不拡大と和平の方法で解決」を日本政府に要請するようと
駐日大使館に打電し、また「川越の南京帰任を求める」ことも考えていた1224。しかし、外
交部に入ってくる、関東軍が着々と関内に集合しているという情報に鑑み、董は、その日の
夜に、中国の憂慮および、「外務省と支那駐屯軍田代司令官に、一切の軍事行動を即時に停
止し、事変前の状態に回復する」よう要請するため、日高に電話を入れた1225。 
 日高は、11 日に、広田から「我方ハ固ヨリ進テ事ヲ荒立ツルノ意ナクモ支那側ノ態度如
何ニ依リテハ我方トシテモ重大決意ノ已ムナキニ至ルへキニ付速ニ時局ヲ収拾スル様」と
いう第一次の訓令を受け取った1226。この訓令を受けて、日高は、直ちに副部長陳介を訪問
し、東京中央の重大決意を伝えたうえで、翌日に王との会見を求めた1227。 
 12 日の会見において、王は、事件の解決にあたって、「（1）双方ノ軍隊ヲ駐屯地ニ帰還セ
シムルコト（2）双方共新ニ部隊ヲ増援セサルコト緊要ナル」という、2 点の方法を提示し
                                                     
1221 「部長会晤日高参事談話記録」（7 月 10 日）『盧溝橋事件―中日会晤記録』中央研究院近代史档案館蔵、
請求番号：11-29-01-15-0002。 
1222 同上。 
1223「外交部王部長会致蔣委長電」（7 月 11 日）『盧溝橋事変前後的中日外交関係』、210 頁。 
1224 同上。 
1225 「董道寧與日高参事在電話中談話記録」（7 月 10 日）『盧溝橋事件―中日会晤記録』。 
1226 『外務省執務報告 東亜局』（第三巻 昭和十二年（1））、15-16 頁。 
1227 同上、19-20 頁。 
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た1228。日高は、王の提示した撤兵の方法に意見を述べなかったものの、同席していた大城
戸は、11 日の現地協定の成立について通告し、「部長の意を実行すれば、かえって事態を悪
化させる可能性」があると王の意見に反駁した1229。王がその現地協定の内容について問い
詰めると、日高と大城戸は共にわからないと答えた1230。続いて、王は、「内容が分からない
諒解に、我方は意見の表明ができない」と主張し、双方が同時に部隊の帰還を行うべきとの
立場を堅持した1231。王は会見の場で現地協定への意見表明を拒絶したが、その後、「既に議
定した或いは将来成立する如何なる諒解または協定は、中国中央政府の承認を経て初めて
有効となる」という正式な文書を大使館に提出した1232。 
 ここまでの日中交渉は、事件の鎮静を最重要視しており、撤兵問題が中心的な議題となっ
ていた。撤兵に関する中国側の立場は、増援した部隊の帰還と新たな部隊の増援をしないと
いうものであったことがうかがえる。 
 16 日から、南京での日中交渉の内容は、南京中央による現地協定の承認という要求にか
わっていた。その背景には、参謀本部が、「（イ）七月十一日ノ現地協定確認方竝ニ（ロ）南
京側ノ軍事行動ノ即時停止方厳重要求セシムルコト」に「期限ヲ附シテ」、南京に警告を申
し入れるよう外務省に伝達したという経緯があった1233。外務省は、期限付きが「最後通牒
ト異ナラス」、中央軍との全面的衝突となる恐れがあるため反対したが、軍を説得できなか
った1234。そして、訓令を受けた日高は、17 日に、「時局収拾案」第 1 案の内容を含めて、
「汎有挑戦的言動ノ即時停止竝ニ現地当局ノ解決条件実行ヲ妨害」しないという覚書を、19
日期限付で手交することとなった1235。覚書への中国側の回答は、一貫した政策を堅持しつ
つ、「地方的性質ヲ有シ現地解決ヲナスヘキモノアラハ是亦中央政府ノ許可ヲ受クへシ」で
あった1236。これは、軍側から見れば、「不誠意」な回答であった1237。 
 さらに、19 日に喜多誠一は、何応欽に、中国軍の北上が梅津・何応欽「協定」の違反で
あると通告し、「もし中国が日本軍が撤退した後に撤退しようとすれば、事態は必ず悪化す
る。もし中国空軍が出動すれば、必ず空中戦を引き起こす。事態が収拾できなくなることに
十分に注意する」ように、と厳重な警告をなした1238。 
                                                     
1228 同上、20 頁；「部長会晤日高参事談話記録」（7 月 12 日）『盧溝橋事件―中日会晤記録』。 
1229 「部長会晤日高参事談話記録」（7 月 12 日）、同上。 
1230 同上。 
1231 同上。 
1232 「盧溝橋事件の解決交渉は中央政府と行うべきとの中国外交部覚書」（7 月 12 日）『日本外交文書 日
中戦争』（第一冊）、17 頁。 
1233 『外務省執務報告 東亜局』（第三巻 昭和十二年（1））、17 頁。 
1234 同上。 
1235 同上、21-22 頁；島田、前掲論文（1972 年）、110 頁。 
1236 同上、22 頁。 
1237 『大東亜戦争海軍戦史本記』（巻 1）、332 頁。 
1238 「喜多在軍政部談話内容」（7 月 19 日）『盧溝橋事変前後的中日外交関係』、216-19 頁。 
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 20 日に、覚書への中国側の回答と外務省案をめぐって、日高と王は会談を行った。撤兵
問題、現地解決の承認および梅津・何応欽「協定」の遵守が議題となった。 
王は、まず、中国には決して日本に挑戦する意図はなく、和平で解決することを強く希望
していると、中国の対応を再度強調した1239。「一切の挑戦的な言論と行動を停止すべし」と
いう日高の要求に対して、王は、「軍事行動の停止は、いつでもできる」が、「関鍵は、日本
にある」と答えた。撤兵問題に関して、日高は、日本が要求したのは中国の即時停止と無条
件の撤退であったのに対し、中国側が条件付きの撤兵という回答をしたことに不満を表明
した1240。事件解決の方法について、日高は、中国の回答が「地方協定に反対しないという
意味であろうか」と聞き、王は、それに同意を表明したが、「中央政府の許可が要る」とい
う点を追って説明した1241。これに対して、日高は一定の理解を示したが、「我が方の希望の
程度に達していない」と指摘した1242。さらに、王は、「中央政府には中央政府の立場がある」
という苦衷を吐露し、「今回の事件はもともと両国政府間の重要な紛糾で、両国政府で解決
するべきだ」から、現地交渉をするなら中央の許可を受けることが究極の譲歩であると中国
政府の立場への理解を求めた1243。この点は、12 日の中国の立場より、一定の譲歩を見せた
といえる。梅津・何応欽「協定」の遵守に関して、王は、それが「一種の臨時的性質である
ので、その後の我国の軍隊の移動を拘束しえない」と答えた1244。 
 こうしたやり取りで、中国側は、現地解決にかなり譲歩する姿勢を見せたが、中央の承認
に関しては譲りがたい立場も示していた。11 日の協定内容すら正式な現地報告を受け取っ
ていなかったため、中央政府が、その承認を留保したのも当然であると考えられる。また、
23 日に、蔣介石が、宋哲元の報告への返電において、すでに現地協定を承認していたとい
う事実もあった。中央軍の撤退問題も南京中央は交渉の余地を残していた。この意味で、中
国側の回答は、外務省の 19 日の第 1 案との間に、解決への糸口を残したものであったとい
える。 
 以上のように、軍の意見である華北での緩衝地帯の形成（第 3 節第 1 項を参照）、或いは
外務省の意見である河北・察哈爾・山東三省で自治権と共同防共という件が、国民政府との
交渉の場では十分に提示されていなかったことがわかる。実は、中国側は、早くも 9 日に、
陳次長より、「今回、盧溝橋事件の発生は、貴国の華北駐屯軍の無理な圧迫に帰する。それ
故、華北問題の解決が目の下に最も緊迫し、これこそが根本な問題である。華北問題が解決
できれば、中日の間の更なる紛糾を根本的に避けられる」と提起していた。しかし日高は、
                                                     
1239 「部長会晤日高参事談話記録」（7 月 20 日）『盧溝橋事件―中日会晤記録』。 
1240 中国側の撤兵の条件とは、日中双方が一定の時期を約束し、その時期内で同時に軍事行動を停止し撤兵
するという意見であった。同上。 
1241 同上。 
1242 同上。 
1243 同上。 
1244 同上。 
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「この際、華北問題の討論は、極めて困難である。まず、貴国は華北問題の解決後に、必ず
東北四省の問題を引き出す。また、華北の情勢は特別で、他省と同じに対応できない。これ
ら種々の困難があるため、しばらく討論しないほうがよい」と、陳の申し出を一気に拒絶し
ていた1245。 
 しかし、南京中央が華北問題を解決する意欲を提起したのは、盧溝橋事件の際が初めてで
はなかった。中国側が、華北問題の解決を中心的な課題に設定したのは、国民党第 5 回 1 中
全会後まで遡ることができる。張群外交部長は、有吉明駐華大使との会見で、「日本が華北
で一切の活動を停止しなければ、一切の問題が解決しえない」と初めて表明した1246。しか
し、1936 年に生じた日本の 2・26 事件の影響で、停頓していた中国との交渉が、8 月と 9
月の「成都事件」と「北海事件」を契機に、再度始まろうとしていた1247。続く 1937 年 1 月
27 日、広田内閣が崩壊する直前に、帰国を転任された雨宮巽武官に対し、張群は、「華北問
題は国交調整の中心問題であり、満州問題を棚上げにしても、華北の現状こそが改善を迫ら
れている。これは、我方の最低限の調整方針である。この点ができた上で他の件の調整が積
極的にできる」と再度強調した。また、日本が最も関心をもっていた西安事変後の国民政府
の共産党政策についても、「剿共政策は、我国の一貫した方針であるため、西安事件で何等
かの変更はないのでご安心ください」と立場を説明した1248。 
 さらに、東京において、盧溝橋事件直前の 6 月 29 日に、外務省次長堀内謙介は、国民政
府駐日大使代理丁紹伋との会談を要請し、「中国が華北政治問題を先に解決すべきと主張す
ることに対し、日本は同意し難い。まず、他の問題を次々と解決し、両国の感情を融合した
いと希望している」と主張した1249。これに対して、丁は、以下のように応答していた。 
 
近来、華北の情勢は、中国の主権上は決して許容できない。日本が中国との提携を本
気に考えていれば、中国が要求する前に、塘沽協定の撤廃、冀東組織の壊滅、平津駐
屯軍の減少、華北の密輸と自由飛行の停止、及び日本人の察北と平津での種々策動の
制止を自発的に行うべき。これは中国の主権を尊重する誠意である。これらは、中日
親善の根本の前提である。早く実現するのを希望する1250。 
 
                                                     
1245 「陳次長会晤日高参事談話記録」（7 月 20 日）『関於改善中日関係』中央研究院近代史档案館蔵、請求
番号：11-01-02-10-01-087。 
1246 「張群与有吉大使談話記録」（1935 年 12 月 20 日）中国第二歴史档案館編『中華民国史档案資料匯編』
（第 5 輯第 1 編 外交（二））江蘇古籍出版社、1994 年、883-86 頁。 
1247 「広田三原則」を含む 1935 年から 1937 年にかけて日中の交渉について、臧運祜の「従“広田三原則”
到“近衛三原則”——抗戦爆発前後日本対華政策的“表”与“裏”」（『中国現代史』2011 年 12 月、113-26 頁）
を参照されたい。 
1248 「部長会晤日本大使館武官雨宮巽談話記録」（1 月 27 日）『関於改善中日関係』。 
1249 「東京丁紹伋致南京外交部電」（6 月 29 日）、同上。 
1250 同上。 
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丁が提起した上記の内容は、華北問題の内実であるといえる。しかし、堀内は、「中国が
専ら理論のみを重んじる。即時に実現するのは難しい」と丁の提言を断った。丁は、米内海
相と軍令部の伊藤賢三課長にも働きかけていた。しかし伊藤は、「近来、中国は日本が軟化
していると思って、対日態度が徐々に強硬となり、反日感情も深刻になっている」と批判し、
「日本は、中国が隴を得て蜀を望むとみなして、対華印象も悪化しており、両国の感情がこ
うであるため、華北問題は、即時に解決できない。中国政府が先に双方の感情を融合するた
め何かすると固く望む」と、却って丁に要求を突きつけた1251。 
国民政府との交渉で華北問題が回避されつつあったことは、広田の「対支新方策」の中か
ら読み取ることができる。広田は、30 日に、枢密院で、「一面同国トノ間ニ経済的、文化的
提携ノ実ヲ挙クルコトニ依リ両国民間ノ感情ノ融和ヲ図ルト共ニ多面比較的容易ナル具体
的問題ニ付解決ヲ図リ以テ漸次日支関係ノ全般的調整ニ進ミ行キ度キ」と提唱し、さらにこ
れが「四月中旬関係各省トモ話合ノ結果今後ノ対支方策ノ綱領ヲ策定シタ次第」と説明した
1252。最後に、中国と満州に駐在していた関係の各省の在外官憲に上記の政策を「十分徹底」
的に実行するようと求めた1253。つまり、近衛内閣のもとでの対中政策は、林内閣で決定さ
れた内容を堅持していたといえる。 
広田が言及していた「四月中旬関係各省トモ話合ノ結果」は、外務、大蔵、陸軍と海軍大
臣の間で決定した「対支実行策」と「北支指導方策」を指していた。「対支実行策」は、1935
年 8 月 5 日に定められた「帝国外交方針」の遵守を冒頭に置き、11 日に決定された「第二
次北支処理要綱」の実績と最近の中国の情勢に応じて、新しい対中政策を策定したものであ
る1254。「対支実行策」は、「南京政権ニ対スル施策」、「対北支施策」、「其ノ他地方政権ニ対
スル施策」と「対内蒙施策」という四つの項目から成り立っていた。 
まず、「南京政権ニ対スル施策」は、国民政府が指導していた中国統一運動に「公正ナル
態度」で臨むが、特に「北支ニ於テハ自ラ進ムテ日満支提携共助ニ関スル諸施設ノ実現ニ協
力セシムル様指導スルモノトス」と定めていた1255。つまり、日本が進めていた華北分治工
作に対し、南京国民政府の協力が要求されていたことがうかがえる。さらに、「支那民衆ヲ
対象トシ如実ニ共存共栄ヲ具現スルカ如キ文化的経済的工作ニ力ヲ注キ以テ日支両国国交
ノ調整ニ資ス」という内容は、今回の広田演説でも固守されていた1256。南京政府を相手と
したときに、「（一）排日言動ノ取締（二）邦人顧問ノ招聘（三）上海福岡航空連絡ノ開始（四）
関税ノ引下（五）不逞鮮人ノ逮捕引渡（六）上海其ノ他ニ於ケル不詳事件ノ解決」という 6
                                                     
1251 同上。 
1252 「六月三十日枢密院ニ於ケル外務大臣ノ説明資料（対支関係）」『帝国ノ対支外交政策関係一件 第七巻』。 
1253 同上。 
1254 「『対支実行策』竝『北支指導方策』」『主要文書』、360 頁。「帝国外交方針」と「第二次北支処理要綱」
の内容は、同書の 345-48 頁にある。 
1255 「『対支実行策』竝『北支指導方策』」、360-61 頁。 
1256 同上。 
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点の項目が取り上げられた1257。これらの項目には華北に関係するものは含まれておらず、
外務省が華北問題をめぐり南京側と交渉する意向がなかったことがわかる。 
また、「北支指導方策」は、「防共親日満ノ地帯」の形成、「国防資源ノ獲得竝ニ交通施設
ノ拡充」、「悪化勢力ノ脅威ニ備ヘ」ることを主な目的とし、その遂行に当たって、「北支政
権ニ対スル内面指導ノ外南京政権ニ対スル施策ニ依リ同政権ヲシテ実質上北支ノ特殊的地
位ヲ確認シ進ムテ日満支提携共助ノ諸施策ニ協力セシムル様指導スルモノトス」と、南京政
権の役割を再度確認している1258。言い換えれば、日本は、対中政策の制定過程において、
依然として南京の中央政府と華北の地方政府を別個のものとして見ており1259、こうした見
方に基づいて、華北政策を実行する際に、南京政府の発言力を排除しようとしたうえで、同
時に、その「協力」と「確認」作業を南京政府に要求していたといえる。 
 振り返るならば、外務省の案、及び中央レベルの交渉の中では、華北問題が日中関係の最
も重要な課題であり、双方とも盧溝橋事件に乗じて華北問題を解決しようとする意向が濃
厚であったといえる。しかし、実際の交渉においては、華北問題をめぐる詳細な問題を回避
していた日本と、同問題を交渉の場にかけようとした中国の間では、議論がかみ合わなかっ
たことも事実である。具体的には、外務省の第 1 案の全項目と第 2 案の排日運動の取り締
まりに関しては、国民政府の協力を求めており、乙案の華北三省の自治権の賦与と共同防共
についても、国民政府の確認を求めていた。つまり、日中交渉の実態は、国民政府が華北問
題を解決したいという意欲を示すのに対し、それを拒絶する一方で、国民政府が実行すべき
案件のみを求めようとした日本という、異なる次元に立った両者の姿であった。 
 
3. 国際社会の動向 
 南京国民政府は、盧溝橋事件の解決に当たって日本との直接交渉を行う以外に、国際社会
の力に対しても同時に働きかけていた。例えば、王寵恵は、7 月 16 日に、ヒューゲッセン
駐華英国大使に、中国側が 17 日をもって軍隊の調達を停止することを準備しており、日本
も同じ行動をとるべきだという蔣介石の提議を東京に伝達するよう、イギリスの斡旋を要
請していた1260。また、国民政府は、事件の経過を国際連盟に報告し、国際公法に基づいて
紛糾を処理しようとしていた1261。以下では、国際社会がどのようにこの事件を認識し、国
際社会の内部でどのように事件への対応が取られたのかについて見てみていきたい。 
 北平に駐在していたアメリカ大使のジョンソンは、事件が日本軍の謀略であるか否かは
                                                     
1257 同上。 
1258 同上、361 頁。 
1259 日本側から見た中国の分け方については、拙稿、「済南事件と蔣介石・南京国民政府の対日政策の転換
（1927-1928） 華北問題の起点として」（『関西大学 法学論集』第 67 巻第 4 号、2017 年 11 月）の 57-
64 頁を参照されたい。 
1260 余偉雄、前掲書（1987 年）、93 頁。 
1261 同上、93 頁、97 頁。 
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別として、日本が軍隊を引き揚げることは不可能であると共に、今回の事件を口実にして冀
察問題を即時に解決しようとしているという報告を、10 日に国務省に送った1262。また、駐
日米国大使グルーは、事態の解決のために、陸軍省が軍隊の増加を決定したが、事態が悪化
しない限りはそれを派遣しないこと、また、日本外務省も締結された現地協定を中国側が尊
重することで、第 29 軍内の抗日感情を除去しようとしているといった日本の動向を、12 日
にワシントンに報告した1263。 
同じ日に、南京アメリカ領事館のペック総領事（Willys Peck）は、国民政府が抵抗せずに
日本に投降するならば、同政府は極めて危険な立場に陥るという見解を示した1264。それは、
第 1 に、抗日が西安事件における国共両党の妥協条件であり、国民党が日本に抵抗しなけ
れば、共産党の疎遠を招きかねないこと、第 2 に、西南派の白崇禧と李宗仁は中央政府に完
全に服従していないので、政府の抗日を要求し、それを実行しなければ新しい政府に変える
と唱えていたこと、第 3 に、もし日本が河北省と察哈爾省を占領するならば、綏遠省、山西
省と山東省も危険に陥るといった理由である1265。 
こうして中国と日本から報告を受けることに加え、ワシントンでは、米英仏国の三カ国が、
現地の情報を共有しながら、事態の対応に向けて会談を重ねていた。 
12 日に、米国務省のホーンベック極東局長は、駐英米国大使および駐米英国大使からの
連絡に基づき、現時点において日本を抑制する一つの手段として、大英帝国が日中が敵対状
態にある限り、日本と太平洋の事情に関して再び日英協定をめぐる会談を継続しないであ
ろうと述べた1266。フランス外務省は、日本の軍事当局が、黄河までの華北地域を第 2 の満
州国に転じることが明らかであり、欧州が緊張下にあり、ソ連が弱体化しているという機会
を狙って、日本の意志を中国に押し付けていると捉えていた1267。さらに、ワシントン条約
の第 7 条を用いて日本を牽制する議論を行い、その議論にはアメリカも加わるべきである
とフランスは考えていた1268。また、イギリスのイーデン外務大臣(Robert Anthony Eden)は、
日中衝突への対応において、アメリカに足並みを揃えることを求めた1269。 
以上のように、盧溝橋事件をめぐる多種多様な情報がアメリカへ報告されており、列国の
事件への対応において、アメリカへの働きかけが頻繁に行われていたことは明白である。同
                                                     
1262 The Ambassador in China (Johnson) to the Secretary of State (July 10), Political Relations and Conflict 
between Republican China and Imperial Japan, 1930-1939: Records of the U.S. State Department. U.S. 
National Archives. Hereafter cited as PCCJ. 
1263 The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State (July 12), PRCRCIJ. 
1264 The Counselor of Embassy in China (Peck) to the Secretary of State (July 12), PRCRCIJ. 
1265 Ibid. 
1266 Memorandum by the Chief of the Division of the Far Eastern Affairs (Hornbeck) (July 12), FRUS (1937 
III), p.146. 
1267 The Ambassador in France (Bullitt) to the Secretary of State (July 13), FRUS (1937 III), pp.152-53. 
1268 Ibid. 
1269 The British Embassy to the Department of State (July 13), FRUS (1937 III), pp.158-59. 
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時に、こうした情報がアメリカの政策制定を混乱させてはいけないと考えていたホーンベ
ックは、いくつか基本的な事実を以下のように整理した1270。第 1 に、日中両軍が衝突した
場所は、中国の領土にある。第 2 に、北平は、重要な交通地点である。第 3 に、1931 年以
降に、日本が華北において行っていた軍隊の増加、夜間の演習、閲兵の挙行といった行為は、
必然的に中国側を刺激したが、後者は軍事的な衝突を回避するため自制を試みていた。第 4
に、上記の日本の行動が中国の領土内で行われたことは明らかであり、そもそもこうした行
動は 1901 年に締結された北京議定書に反するもので、非合法である。第 5 に、関東軍と東
京の高官の一部は、華北を黄河線に至るまで中国から切り離すことを企んでいたのに対し
て、中国は、経済の建設、財政の安定、軍隊の統一などを近代国家として進めていた。第 6
に、外交面において、中国が防衛姿勢をとっているのに対して、日本は攻撃姿勢をとってい
る。 
この間、国民政府とソ連との間で行われていた秘密交渉は、8 月 21 日に中ソ不可侵条約
の形として締結された。この条約によって、国民政府は、ソ連からの物資面での援助を得ら
れることになった。また、同条約には、秘密裡の口頭声明が含まれていた。それは、「中国
と日本との正常な関係が回復するまで、ソ連は、日本と不可侵条約を締結しないこと、中国
は第三国と共同防共条約を結ばないことを声明する」であった1271。 
 こうして、蔣介石らは、盧溝橋事件の解決に第 3 国の関与及び国際条約の規定を借りよ
うとしたが、列国が具体的な措置を取らない間に事態が拡大してしまった。それでも、アメ
リカが事件に関して上記のような基本認識を持っていたということが、開戦後の対中援助
実施へと繋がったのではないかと考えられる。 
 
小括 
 
盧溝橋事件の処理に関して、天津軍が第 29 軍の膺懲と華北問題の根本的解決を目的とし
て中央の増援と出兵を求め、宋哲元らは冀察内部の意見の分断を抑えて、天津軍の要求を呑
みながらも、南京側に現地協定の内容を即座に報告していなかった。 
日本の中央は「不拡大」と「現地解決」との 2 大方針で対応し、その具体な対策は参謀本
部の第 2 課、第 3 課と第 2 部、外務省側では東亜局の第 1 課が担当した。南京側に対して
行われた要求は、華北問題の解決を政策の射程としていた。一方、中国側も「応戦」という
方針を定めたが、その内実は日本の 2 大方針と近かった。蔣介石は強気な姿勢を示したが、
それは決心を示すことにより、実際は戦争の回避を狙った策であった。問題は、華北現地で
制定された協定である。それに関しても、蔣介石は協定の内容が厳しいものであると指摘し
                                                     
1270 Memorandum by the Chief of the Division of Far Eastern Affairs (Hornbeck) (July 14), FRUS (1937 III), 
pp.167-70. 
1271 「國民政府代表王寵惠與蘇俄代表鮑格莫洛夫簽訂中蘇互不侵犯條約」（8 月 21 日）『蔣中正総統文物―
對蘇外交』請求番号：002-020300-00042-002。 
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ながらも、24 日に駐華英国大使との会談で、「宋哲元将軍が署名した三つの要求は中国の最
後の譲歩である」と、承認の意思を述べていた1272。しかし、こうした蔣介石の最後の譲歩
は、直後の 25 日に生じた廊坊事件と 26 日の広安門事件によって、全て無に帰したのであ
る。 
日中双方の中央ともに、不拡大方針を大前提としながらも、戦争を回避することができな
かった。最も大きな原因は、日中間の唯一の窓口であった外交部での交渉過程が示す通り、
華北問題をめぐっては、実際には双方ともに譲歩を示してはいなかったのである。以上のよ
うに、全面戦争となる前の最後の交渉機会である盧溝橋事件の処理において、外務省が「日
支国交調整試案」を南京側に提示していれば、華北問題の解決に関する話が速やかに進み、
盧溝橋事件の当面の事態も収拾できていたかもしれない。しかし、戦争か和平かが大きく左
右される華北問題をめぐり、両国は妥結することなく、交渉が破綻したまま長期戦争へと転
じることとなったのである。 
 
  
                                                     
1272 『総統 蔣公大事長編初稿』巻 4（上）、87 頁。 
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終章 華北問題の解決から日中全面戦争へ 
 
 本研究では、日本側の史料と中国側の史料をつき合わせながら、先行研究で十分に解明さ
れてこなかった、満州事変から日中全面戦争勃発までの華北問題の位置づけの変化、日中双
方による「華北政局」に対する認識と扱い方、およびそれらが日中関係の帰趨に与えた大き
な影響を分析した。華北問題の展開と日中全面戦争への過程との関係について、本研究から
明らかになった点を以下の 3 つにまとめることができる。 
 
一. 満州事変と盧溝橋事件の異なる対応のされ方 
 
まず、満州事変の収拾のされ方と盧溝橋事件のそれとを比較したい。本研究の第 2 章と
第 5 章で確認したように、塘沽協定をめぐる交渉で満州事変が一旦終止符を打ったのに対
して、盧溝橋事件後の交渉は日中両国に平和をもたらすことができなかった。その原因は、
両事件に対する政策制定と処理の主体が根本的に異なっていたためである。 
塘沽協定に関しては、その内容が主に現地の関東軍により作成され、交渉にあたったのは
関東軍と黄郛であった。第 2 章で見たように、黄郛は南京中央の縛りを受けながらも、かな
り大きな裁量権を持ち関東軍の要求を受諾した。すなわち、軍事的な交渉に基づいた停戦協
定として、塘沽協定は締結されたのである。もっとも、協定合意後の軍隊の撤退に関しては、
中国軍が先に撤退する一方、関東軍は協定後に行われた善後交渉の進展に伴いようやく長
城線まで帰還した。 
それに対して、盧溝橋事件の勃発直後の対応は、現地の天津軍のみならず、参謀本部と外
務省ともに関わっていた。参謀本部の第 2 課、第 3 課と第 2 部が、それぞれ本国から政策
作成を主導していた。第 5 章でも論じたように、軍中央の対策は、部局によって制定した方
策に異なる部分もあったが、南京中央による現地交渉の正当性の承認を第一の選択肢とし
ながらも、それが実現できなければ武力行使を行うという点では共通していた。他方、外務
省側は、「北支事変ニ関スル日支交渉要綱」、「日支国交調整試案」と「時局収拾案」を作成
した。前 2 者は、主に日中間の華北懸案をめぐる政治的解決策であり、後者は現地協定で事
件の解決を目指すものの、それが進まない場合には軍事行動による解決を目指すという、軍
の案と共通する内容であった。こうして、軍も外務省も強硬な姿勢を整えようとしていた。
そのため、南京外交部に提示した日本側の条件と対応は強圧的なものであり、交渉の妥結を
困難なものとさせたのである。 
また、事件処理の主体は、塘沽協定の際には前線となった北平（黄郛）であったが、盧溝
橋事件の場合はそれと違い、南京の外交部となった。そして、王寵恵と日高、および何応欽
と喜多が主導権を握り、政治的および軍事的な対話が行われた。その議題の中心となったの
は、中央軍の撤兵、南京政府による現地解決の承認、および梅津・何応欽「協定」の遵守で
あった。蔣介石は、現地協定の内容を把握した時点で、すでに許可を与える姿勢を示しなが
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らも、それが中国側が行える最大限の譲歩であると言明し、今後「もし日本が華北もしくは
中国の他の領土で再び事変を起こすような場合には、その侵略的な野心と信義の欠落を中
国が受け入れられないだけでなく、公正な道理を擁護する如何なる世界の国家もそれを座
視することができなくなる」と主張していた1273 。また、塘沽協定の際には、中国側の部隊
が無条件で先に撤退したが、盧溝橋事件の際には、日中双方とも先方が先に撤兵することを
要求して動かなかった。 
こうした比較から、二つのことが指摘できる。一つは、盧溝橋事件の処理では、塘沽の際
より状況が極めて複雑となっていたことである。関与したアクターが双方の中央まで伸展
していたため、塘沽協定のように速やかに妥結できなかった。二つ目は、交渉の内容が軍事
だけでなく政治にも関わっていたことである。盧溝橋事件は単なる戦闘状態の停止のみで
は終わらず、その交渉項目には華北問題の解決が絡んでいたため、華北問題に関してある程
度日中が合意に達しない限り、事態を収拾することができなかった。 
  
二. 華北問題の位置づけの推移と華北政権の限界 
 
 次に華北問題の位置づけの推移を見てみる。済南事件から満州事変まで、満州事変から塘
沽協定の締結まで、それに塘沽以降から盧溝橋事件までの各時期において、以下のように推
移したと言える。 
まず、満州事変までの時期には、華北政局の動態は、日中双方に重大な課題を及ぼしては
いなかったのである。田中内閣期において、日本側が華北地域に親日政府の成立、もしくは
東北と連帯しながら北伐に強引に関与するための措置として、済南に日本兵を送ったこと
で、済南事件という惨事を生起した。この事件で蔣介石は、自らの革命を成功させる道のり
において、日本に対する認識が友から敵へと転換し、日本側が華北にも侵略の意図をもって
いると認識した。このように、済南事件は華北問題の起点を成すことになるのだが、その時
点では、華北問題に関して日中双方とも大きな関心を持っていなかった。 
次に、満州事変から塘沽協定の締結までの時期は、華北問題の形成過程であったと言える。
華北問題が正式に形成されたのは、「満州国」が創設された 1932 年 3 月 1 日であると主張
したい。その理由は、一つが日本側により国防線（国境線）が長城線までであるという声明
がなされたこと、そしてもう一つが関東軍側により張学良勢力の徹底的打倒のための平津
謀略工作が行われたことである。大きな政治力とみなすべき「満州国」が成立することで、
日中間に新たな「国際」関係が構築された。さらに、関東軍による熱河作戦と灤東作戦で、
日本の軍隊が長城線にまで前進し、華北地方に対して威圧を加えるようになった。このよう
に、華北問題は、「満州国」の成立と共に形成され、日中関係における重大な課題となった。
華北地域は、関東軍側と中国側との中間地帯という位置づけとなり、国民政府の側からのみ
                                                     
1273 秦孝儀編『総統 蔣公大事長編初稿』巻 4（上）、中国国民党党史委員会、1978 年、87 頁。 
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統治を受けるのではなく、関東軍側からもあらゆる影響を受けるようになった。 
さらに、盧溝橋事件に至る過程で形成された華北問題をどのように扱うのかが、日中間の
最大の課題となった。この課題は、黄郛、何応欽、宋哲元の三人と大きくかかわり、三人と
もが関東軍、天津軍、駐平と津武官との間で直接交渉をもったという共通点がある。黄郛と
彼の主導のもとで成立した塘沽協定は、満州事変が関内へと蔓延することを阻止し、国民政
府による対華北安定を図るものだった。しかし、黄郛の北上と彼による華北政局の主宰は、
関東軍が自ら華北における親日政権を作り出そうとする政策とは異なっていたのである。
華北で平静状態が保てたことを、黄の個人能力や彼がもつ日本側、中国側との個人的パイプ
によるものであると高く評価したり、黄郛が対日妥協を行ったせいであると批判したりこ
とは、いずれも適切ではない。なぜなら、黄郛の日本への経験や彼の親日的な姿勢だけでは、
関東軍側が一貫して行ってきた政策を変えることはできなかったからである。むしろ、黄郛
が国民政府から自由裁量を与えられ、話し合いでもって政策遂行を達成できるということ
が日本側にとって重要であった。つまり、華北の平静状態は、上記の 2 点の上に成り立って
いた。しかし、善後交渉が変質し、南京側が黄郛の権限を縮小したことによって、その 2 点
のバランスが崩れていった。加えて、現地である地方長官は、黄郛に対しても南京側に対し
ても服従していたわけではなかったため、政局には常に不安定要素が潜在していた。 
黄郛が南下した後、国民政府が華北に置いた人物は何応欽のみとなった。何応欽は、善後
交渉の通航部分と河北事件に対応したが、特に後者に関しては日中双方にとって受け入れ
られる結果が生まれなかった。黄郛の手法を非難してきた何応欽は、天津軍が出した要求に
自らが直面することとなり、汪精衛と蔣介石の意見を請訓しながらも、わずか十日間で天津
軍の全要求を受諾することとなった。その結果は日本側を満足させた一方で、南京側にとっ
ては河北省の主権喪失を意味していた。 
宋哲元が華北政局に出馬したのは、1935 年の華北危機を制止するためであり、その結果、
彼を長とする冀察政権が出現した。宋哲元は冀察政権を掌握する前に、関東軍と天津軍との
間で頻繁な接触を保っていた。その後は南京側と日本側との間においても同等の距離を取
ろうとしていた。それに対して、天津軍と磯谷は、冀察政権が成立したにも関わらず、華北
の行政などに何ら新味がないと認識しつつあった。宋の態度が変化した原因は軍閥的な考
えをもつ宋が自らの地盤を獲得できたため、日本と南京の双方に対して、深く接触を取ろう
としなかったためと考えられる。しかし、より重要なのは、南京政府が開催した国民党第 4
回中央執行委員会と第 5 次全国大会であった。後者の全国大会には、華北において中央政
府に匹敵するほど大きな勢力と見なされていた馮玉祥、閻錫山、西南派が参加し、全国の一
致団結の気運を示したのである。そのため、自治運動の完成と冀察政権と冀東政権との合流
を図っていた日本側は、宋哲元に対して不満を覚えるようになっていた。一方、1936 年に
なると、土肥原、多田が相次いで転任され、2・26 事件による大きな人事異動の中で磯谷も
転任された。また、国民政府は日本政府との外交交渉を通して、華北の難局を打開すること
を試みていた。それにより、宋哲元と冀察政権に対して行われていた自治策動は縮小されて
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いた。ところが、その間、宋は天津軍による華北防共協定要求に関しては曖昧な態度を示し、
盧溝橋事件の対応において南京の意見を聞かずに現地協定に臨み、事態を冀察政権の制御
範囲内に収めようとしていた。これらは、南京側の与えた権限を逸脱した行為であり、南京
に忠実に従っていた黄郛、何応欽と宋の違いでもある。 
上記の三人は、いずれも華北で日本側との折衝を行ったが、黄郛と何応欽が南京中央系統
であり、特に黄郛には親日的な傾向もある一方、宋哲元は軍閥であり、かつ地方長官である
といった点が三人の立ち位置を異なるものにしていた。ところが、華北問題は、その形成時
から、日中双方の影響を同時に受ける構図となっており、その構図の前にはこうした三人の
違いなど大きな意味を持たなかった。つまり、華北政局を主宰するに当たっては、日中双方
をどのように宥め、双方からの影響力を受けながらも華北地域の中間地帯としての位置づ
けを守れるのかが重要であった。しかしながら、日本側が華北を支配しようという政策的な
志向性を持つ限り、日中の間に立たされた者はどのように両者を均衡させたとしても、徐々
に厳しい局面に置かれることとなり、黄郛、何応欽、宋哲元もその例外ではなかった。 
 
三. 華北問題の妥協点と不可避であった全面戦争 
  
3 つ目は全面戦争に至る過程における、日中関係の妥協点あるいは転換点をめぐるもので
ある。1932 年に形成された華北問題が、日中間の交渉過程で妥協を引き出す可能性がなか
ったのかというと、実は存在していた。しかも、それは 2 回存在していたと言える。一つ
は、1936 年の国交調整交渉の中であり、もう一つは、盧溝橋事件後の処理の中であった。 
 まず、国交調整交渉の時を見てみたい。日本において、対中外交の主導権は、満州事変以
降は常に駐華軍人の手中にあった。その状況を変えたきっかけが、「広田三原則」の出現で
ある。特に、その中で外モンゴルからの共産勢力に対して、日中が共同で防衛するという点
は、1936 年の国交調整の流れと合流した。しかし、国交調整が進展するにつれて、華北問
題は、華北 5 省の自治と華北地域の共同防共へと分類されていった。 
5 省の自治に関する日本側の要求は、国民政府が華北の特別な事情に対して適切な特殊制
度を設定すべきだというものであった。さらに具体的に言えば、蔣介石が 1935 年 12 月の
何応欽の北上の際に、彼に与えた華北政局の主宰としての６項目の権限を、そのまま宋哲元
または華北政権そのものに譲渡させることが、日本側の政策の目標であった。一方、南京側
は、冀察 2 省に対して、内政・外交・軍事・財政が中央の法令を超えない範囲での裁量権を
すでに与えていた。そのため、それ以上の権限拡大は、困難であったと思われる。 
 一方、華北地域の共同防共は、日中関係のなかで最も妥協の可能性のあるものであった。
そもそも、南京側が華北の共同防共に踏み切れたのは、ソ連と日本の間で独立した地位を失
わなかった蔣介石が、国民政府内の連ソ防日論を抑えることができたためである。つまり、
これは中国にとっては大きな譲歩であった。そうした背景の下、国民政府は、防共の範囲を
山海関より古北口、張家口、綏遠、包頭を連ねる線以北に限るとする具体案まで出した。す
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なわち、この案は、ソ連に対する防衛であり、「広田三原則」の防共内容と一致していた。
しかし、日本中央の陸海外 3 省の係官会議では、対ソ防衛に留まる南京側の案に満足して
おらず、日中軍事同盟、華北共同防共、および中国全土の一般防共を押し付け、中国を防共
の大本営にしようとしていた。こうした華北共同防共協定と別個防共協定の議論を別にす
るならば、外モンゴル向けに長城線の西北方面の防共を行うことは、日中双方の共通点であ
ったと指摘できる。しかし共通点がありながらも決裂に終わった国交調整後に、日中両国は
第 3 国への働きかけを行いながら、別々の道を辿ることとなった。 
 次に、盧溝橋事件の時の状況を見てみたい。盧溝橋事件の際の日中交渉は、1936 年に岐
路に立っていた双方が、事件の解決に迫られながらも、国家関係の難局を打開する上での機
会を手にしていたともいえる。なぜなら、交渉の議題には、当面の事件解決のみならず、華
北での排日取り締まり、日中防共軍事協定、華北 5 省の特殊性の承認なども盛り込まれて
いたためである。すなわち、盧溝橋事件を契機として、華北問題を何とかして解決したいと
いう意向を、日中双方が強く意識していたことがわかる。難しい問題は、国民政府による現
地協定の承認であったが、それをめぐっては、現地による正式な承認報告を受ける前に、王
寵恵と蔣介石も譲歩の意を表明していた。しかしこのような南京側にとって最大の譲歩の
決定が日本側に伝わり、日中の関係に新たな展開がもたらされる前に、廊坊事件が生じてし
まった。これにより進み始めていた和平交渉が水泡に帰したのである。こうして、盧溝橋事
件の交渉が華北問題をめぐり破綻したことをもって、全面戦争へと発展していった。 
本研究で明らかになった上記の 3 点を踏まえて、以下を結論として導きたい。日中全面
戦争に至る過程において、日本側が大陸政策として華北への拡張を図っていたことに対し、
中国側が半植民地の立場から独立と平等を追求していたことが、両国の異なる時代背景で
ある。そうした状況下で、華北問題には常に日中間の交渉の重点となったのである。対華北
政策が相手国に対する政策を意味していたことは、日中双方にあてはまる。強引に華北を南
京側より切り離そうとする日本側の行動に対して、国民政府は強硬な姿勢を示しながらも、
蔣介石は共同防共を提示することで、柔軟な政策をとっていた。それは、華北問題をめぐる
対日譲歩が、中国の国土と政府の保全にかかわっていたためである。南京側はそうした苦痛
について盧溝橋事件の時にも繰り返し日本の諒解を求めたが、日本側は理解しようとせず、
応じようともしなかった。その結果、両国は全面戦争へと突入したのである。華北問題を分
析した本研究は、今日における日中戦争史研究の進展と日中間の歴史認識のギャップを埋
めるための一つの手がかりとなるであろう。 
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